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序論（IFAとIPNIより）

肥料は、伝統的に、土壌の肥沃度の維持・回復と収量増加、そして限定的ながら作物の品質改
善用として用いられてきた。その施肥管理の改善が進むことで、収益の最適化と環境負荷の抑制
の両立が可能となっている。最近では、肥料がもつもうひとつの効用に注目が集まっている。そ
れは施肥管理を通して、健康的で豊かな生活の実現に貢献できるという事実である。

良好な健康を維持するには、十分なカロリーだけでなく、必須栄養素を十分に摂取する必要が
ある。いくつかの成功事例が報告されており、たとえばトルコの中部アナトリア地方での亜鉛施
肥や、フィンランドでのセレン添加肥料などがある。これらの先進的な取り組みは、住民の健康
問題の解決に効果をもたらした。同様の取り組みは、土壌や作物、そして人体に必須栄養素の欠
乏が認められる多くの国々でも実施されるべきである。施肥は食料の構成成分にも影響を与える。
人の健康に役立つ化合物について、作物の含有量を上げることは、施肥の目的のひとつになりう
る。たとえばカリウムの施肥により、トマトのリコペン濃度を高めたり、ダイズのイソフラボン
含有量を増やしたりできる。

肥料使用がいかに人の健康増進に資するか、その理解を深めるため、2008年に国際植物栄養
協会（the International Plant Nutrition Institute； IPNI）と国際肥料協会（the International 
Fertilizer Industry Association； IFA）は、この複雑な領域の知識の現状について、徹底的に学
術文献の精査を行うことを決定した。本書の各章は、特定の分野から先進的な科学者たちが選ば
れて執筆を依頼され、別の専門科学者がその妥当性を検証した。一貫してバランスのとれた分析
がなされた出版物であることを、保証するためである。

本書は、農業分野から人間の健康分野まで、栄養問題にかかわるすべての関係者を対象として
いる。私たちはこの資料が、栄養面での不安の払拭を目的とした新たな施肥提案の開発・普及に
科学的根拠を提供し、さらなる研究発展の契機になればと考えている。経済的、社会的、環境保
全的効果を生む「4R施肥推進運動（4R Nutrient Stewardship※）」による施肥処方の改善を通して、
本書は肥料産業の努力に対する不可欠の図書となるであろう。

※RはRightの略で肥料学では、適切な肥料を適量、適期に適切な場所に施用するという意味の4R。推進運動とはStewardshipを指し、
受託者責任の意味を含む。すなわちこの運動には適切に肥料を施用する指導責任も普及責任も、肥料業界が果たさねばならないという
意味がある。

テリー・L・ロバーツ
国際植物栄養協会（IPNI）

ルーク・M・マエネ
国際肥料協会（IFA）
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序論（IFPRIより）

肥料は前世紀の世界の農業発展に大きな役割を果たした。もっとも有名なのは「緑の革命」で
ある。それは1960年代中頃以降にアジア全域に普及した食料増産の努力で、政策や補助金の改
革に加え、改良された品種、肥料、農薬などの作物保護物質をひとまとめに投入する近代的な手
法を導入したものであった。この結果、この40年間で穀物の生産は倍増し、十数億人を飢餓か
ら救った。肥料は食糧増産にきわめて効果的だが、同時に、食料の品質改善による人の健康増進
という大きな潜在力ももつ。

微量栄養素の欠乏、すなわち「隠れた飢餓」は、世界のおよそ20億人の生命を脅かしている。
発展途上国では、毎年1,000万人以上もの5歳以下の子供が死亡している。これらの死因の60％は、
栄養失調が関係している。およそ16億人は鉄欠乏性の貧血症に悩み、毎年約100万人の子供がビ
タミンA欠乏により死亡、妊婦のヨウ素欠乏は毎年約2,000万人の乳児に脳の機能障害を起こし、
また亜鉛欠乏により毎年80万人の5歳以下の子供が下痢、肺炎、マラリアによって亡くなってい
る。食料の量と質とを向上させる科学技術の応用によって、農業はこの「隠れた飢餓」に対処す
る大きな役割を果たすことができる。これは国際食糧政策研究所（the International Food 
Policy Research Institute；IFPRI）の2020年ヴィジョン会議「栄養と健康の改善に向けた農業
の活用（http://2020conference.ifpri.info）」で広く論じられた。「隠れた飢餓」に陥っている世界
の多くの地域は、農業生産性が低いのが現実である。生産者が手頃な価格で肥料を入手できるよ
うにすることが重要である。亜鉛やセレンなど、大切な栄養素の欠乏への対処に肥料を活用する
には、総合的なアプローチと人的資源が必要となる。農業バリューチェーン（価値連鎖）での肥
料の効率的な利用は難題ではあるが、そのため、民間企業と農家、そして民間企業と農業団体・
各国政府・国際機関との有効な連携が期待される。

肥料関係者は、人間の健康・栄養面での成果を遂げる重要方策の頂点にいる。本書『人を健康
にする施肥（Fertilizing Crops to Improve Human Health：A  Scientific Review）』は、農業と
栄養と健康の関連付けという意味で非常にタイムリーな報告である。本書の情報と分析は、世界
の弱者の栄養向上と健康増進のため、肥料が果たす役割に目を向ける絶好の機会を提供するもの
である。

ラジュル・パンジャ＝ローチ
国際食糧政策研究所（IFPRI）
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日本版　監修者まえがき

「少ない肥料投与で環境負荷を少なくし、かつ生産力を低下させずに持続的な農業生産をいか
に実現できるか」。これが、21世紀の肥料・植物栄養学の大きな課題とされている。20世紀の農
業が、化学肥料や農薬の使用により単位面積あたりの農作物収量を飛躍的に増加させ人口急増に
みあう食料供給に貢献した反面、過剰施肥による農地の劣化や水質汚染などの環境問題を世界で
広く引き起こし反省を強いられたからだ。

適切な肥料（適肥）を適量、適期に適切な場所に施用する「４R施肥推進運動」を推進すべき
ことは言うまでもない。農地のどのような場所にどのような肥料をどのような形で施肥をするの
が一番効果的で高品質で、安全安心な農作物をつくることができるか、という研究も欠かせない。
しかし、肥料がもつ役割＝作物を健全に育てて収量を確保し人間を健康に養うという肥料の基本
的価値に変わりはないはずである。人間の健康維持のためには、十分なエネルギーを確保するだ
けでなく、さまざまなビタミンやミネラルを含めた栄養素を食品を通してまんべんなく摂取する
必要がある。作物の健全さとは総合的な意味合いをもち、そのために欠かせないのが肥料である。
「未だ世界人口の六分の一が慢性的な飢餓状態」にあり、「2050年には現在より70％増の農業
生産量が必要」だと国際連合食料農業機関（FAO）が報告している。また、エネルギーやタン
パク質欠乏の脅威が低下した地域でも微量要素欠乏による栄養失調が深刻化している。今後ます
ます肥料の価値が認められなければならないと痛切に感じながらも、肥料軽視の世の流れにもど
かしさを覚えていたなかで出会ったのが本書であった。

本書は、科学的文献調査に基づき「肥料がいかに人間の健康に貢献できるか」を精査したもの
である。
〈食物と栄養の安全〉（第1～4章）は、食料安全保障の観点からである。食料生産における肥
料貢献は当然であるが、世界のおよそ20億人が微量要素欠乏症の危険にさらされている。貧し
さから脱しきれない発展途上国の人々が大部分だが、その原因解析とともに農作物への微量元素
強化対策を示している。
〈機能的食品〉（第5～8章）は機能性食品についてである。人間の栄養素としての多量元素も
含め、タンパク質、脂質、炭水化物、機能性成分への施肥効果についてとりまとめている。施肥
は多くの場面でプラスに働いていることを再認識することだろう。
〈リスク減少〉（第9～11章）は施肥によるリスク管理である。ヨーロッパで恐れられた麦角
病の銅施肥による対策、有機農業と慣行農業の比較、ベラルーシの放射線対策事例を紹介してい
る。
全てが科学的実験データに基づくため、本書の内容は生産から消費といったさまざまな場面で、
食品としての農産物を扱う全ての人々に役立つはずである。現在の日本においても、亜鉛欠乏の
高齢者が大勢存在する（倉澤隆平医師､ 2005年）のは、日本の現在の食生活習慣と、農産物の
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亜鉛不足が原因と考えられる。また、微量元素の重要性を早くから看破していた農法を町ぐるみ
で実施した福島県西会津町では、平均寿命が延び、しかも医療費も低下した実例もある（2003年）。
さらに日本では野菜の硝酸塩を有害視する人がまだまだ多いが、本書の263ページには、硝酸イ
オンに関する考え方は1994年に大きく変わったこと、現在では253ページに書かれているように
免疫系への効果も判明している。

肥料は現在のところ日本国内では邪険な扱いをされているが、肥料こそ作物生産を通して人間
の健康に貢献できること、すなわち「肥料・ミネラルを適切に投与することは、命の源を人間に
届けること」であることを本書が世界的視点から提示してくれている。今まさに「肥料の夜明け」
を迎えているといえるだろう。

渡辺和彦
（元東京農業大学客員教授）
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日本版　序論

人類は、その誕生以来、「万物の根源とは何か」を問い続けてきた。そのような背景の下、19
世紀に登場したのが土壌・肥料・作物栄養学の始祖とも言うべき大化学者シュプレンゲルとリー
ビッヒである。彼らは、植物体は（水、炭酸ガス、太陽エネルギーに加えて）無機元素によりつ
くられ、その成長は最も不足している元素の量により制限される（この考え方を「最少律」とい
う）とした。

これに基づき、不足している元素を肥料として人為的に施用することにより植物成長の促進（作
物収量の向上）を達成し、現在70億の人口を養えるようになったことは紛れもない事実であり、
将来にわたってそれを否定することはあり得ないであろう。一方で、過剰あるいは不適切な肥料
の施用が環境・健康問題を惹起する例を目にすることも少なくない。
施肥とは本来的にこのような諸刃の剣であることは、原子論を展開したデモクリトスの言「原

子は不生・不滅」により明らかである。過剰に与えた分はそこに残り消えてなくなることはなく、
不足した分は自然に補充されることはないのである。このような過不足が起こらないようにする
のが「賢い肥料の使い方」なのである。

奇しくも2015（平成27）年は「国際土壌年」である。私たちを、さらには地球上に生きとし生
けるものを、文字通り「縁の下」から支える土壌に対する認識の向上と、適切な土壌（ならびに
施肥）管理を支援するための社会意識の向上を目的として、国連総会で決議された国際年である。
折しも、本書が日本土壌肥料学会会員である渡辺和彦先生の監修の下で和訳され、一般市民の

皆様に「私たちの健康を考えた施肥」のあり方をお伝えできることは、天佑神助とも言うべきで
あり、感謝に堪えない。
読者の方々におかれては、さらに本書を通して、ともすればグローバリゼーションにより地球

規模で土壌養分（元素・原子）の地域的過不足が助長され、世界各地で人類と生態系の健康が蝕
まれつつある問題解決のためには自分自身に何ができるかを、上述のデモクリトスを想起しつつ、
考え、さらに、行動に移していただければ望外の喜びである。これこそが、国際土壌年の究極の
目標でもある。

小﨑　隆
（一般社団法人日本土壌肥料学会　会長／国際土壌科学連合　第3部門長）
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略語 正式名 日本語

Al Aluminum アルミニウム

B Boron ホウ素

C Carbon 炭素

Ca Calcium カルシウム

CaCO3 Calcium carbonate 炭酸カルシウム

Cd Cadmium カドミウム

Cl- Chloride 塩化物イオン

Cu Copper 銅

CuSO4 Copper sulphate 硫酸銅（II）

F Fluorine フッ素

Fe Iron 鉄

Fe2+ Ferrous iron 二価鉄イオン

Fe3+ Ferric iron 三価鉄イオン

H+ Hydrogen ion 水素イオン

HCO3- Bicarbonate 炭酸水素イオン

I Iodine ヨウ素

K Potassium カリウム

KCl Potassium chloride （also muriate of potash or MOP） 塩化カリウム（MOP）

K2O Oxide form of K, used in trade to express K content of fertilizer 酸化カリウム

K2SO4 Potassium sulphate （also sulphate of potash or SOP） 硫酸カリウム（SOP）

Mg Magnesium マグネシウム

Mn Manganese マンガン

Mo Molybdenum モリブデン

N Nitrogen 窒素

Na Sodium ナトリウム

NaCl Sodium chloride 塩化ナトリウム

N2 Dinitrogen 二窒素

NH3 Ammonia アンモニア

NH4+ Ammonium アンモニウムイオン

Ni Nickel ニッケル
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本書全体で使われる略語一覧



NO2- Nitrite 亜硝酸イオン

NO3- Nitrate 硝酸イオン

P Phosphorus リン

Pb Lead 鉛

PO43- Phosphate リン酸イオン

P2O5 Oxide form of P, used in trade to express P content of fertilizer 五酸化リン

Pu Plutonium プルトニウム

S Sulphur 硫黄

Se Selenium セレン

Si Silicon ケイ素

SO42- Sulphate 硫酸イオン

Zn Zinc 亜鉛
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要　約 1

1948年以来、世界保健機構（World Health Organization；以下、WHO）は人の健康を「完全
な肉体的、精神的および社会的に幸福な状態であり、単に疾病または病弱が存在しないことでは
ない」と定義している。この定義によって、人の健康管理には、医学領域以外の、ほかの多くの
学問分野も含まれるようになった。ノーマン・ボーローグ博士の1970年のノーベル平和賞の受
賞は、農学が人の健康にかかわるこの定義と強く関連することを示すものであった。

肥料使用の増加は単位面積当たりの収量を高めて農作物の全供給量を増やすとともに、食料の
品質と必須微量元素の含量にも寄与する。肥料反応性のよい農作物の生産が増えたことで、栽培
作物の組み合わせにも、人が必要とする栄養を充たす食品の組み合わせにも変化が起きている。

人は食料がないと生きてはいけない。また農業には食料生産以上の使命がある。それは人の健
康を育むことであり、施肥はその使命を支える。世界の人口が急増している状況のなか、すべて
の人が健康で活動的な生活を全うするには、この健康を育むという点に配慮した持続可能な農業
発展と施肥が必要である。今でも肥料は、人の健康に大きな役割を果たしているが、それをさら
に拡充させる機会は今なお多く存在する。

要　約

トム・W・ブルーセマ、パトリック・ヘファ、ロス・M・ウェルチ、
イスマイル・カクマック、ケビン・モラン１
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本書を通じてよく使われる略語は、x～xiページ参照のこと。

人類の大半は施肥による食料増産にその生存を依存している。
肥料は食料の質・量の両面に寄与する。

その種類・量・時期・場所について、適切な方法で適切な作物に施用すれば、
人類の健康と幸福に大きく貢献する。



図1　世界の穀物生産と肥料の消費（1961～2011年）（FAO 2012 ; IFA 2012）
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持続可能な発展には、農場における生産性や収益性という直近の重要な関心を超えて、人の栄
養改善を実現する農業組織の体制づくりにまで踏み込むことが必要である。本書は、人の健康に
影響する作物の品質に関する複雑な連鎖について、正しい知識の提供を目指している。肥料業界
の「4R施肥推進運動（The industry’s 4R Nutrient Stewardship）―適肥、適量、適期、適所に
対応した肥料の施用」は、その「適切（Right）」の定義に、人の健康との関連性を含めることが
必要とされている。

食料・栄養安全保障
食料安全保障：すべての人がいかなる時にも、十分、かつ安全で、栄養のある食料を物理的、
社会的、経済的に入手可能であるときに達成される。栄養安全保障とは、人が健康で活動的な生
活をおくるために、食料の栄養素を十分に利用吸収可能な状態を意味する（FAO, 2009）。

1961～2008年の間、世界の人口は31億人から68億人にまで増えた。同時期に世界の穀物生産
は9億tから25億t（図1）にまで増えた。それを可能にしたのは、3,000万tから1億5,000万t以
上まで増加した世界の肥料消費であった。肥料消費がなければ、世界の穀物生産量は半分に留ま
っていたと思われる（Erisman et al., 2008）。

地上生物圏に窒素やリンを新規投入する量を倍増することで、肥料は人類の食料確保に重要な
役割を果たした。しかしすべての人に食料が行き届いた訳ではない。2009年においても、世界
の人口の6分の１が、慢性的な飢餓の恐怖にさらされている。FAOによると、人類は2050年ま
でに2005～2007年の70％増の農業生産量が必要とされる（FAO, 2012）。今後の遺伝子改良で期
待される収穫増も、すべての植物栄養成分（肥料）を有機物もミネラルもできるだけ効率よく使
って、収奪された肥料成分を補充できるかにかかっている。



要　約 3

栄養安全保障：植物栄養成分（肥料）は収量に加えて、人が必要とする栄養素、すなわち炭水
化物、タンパク質、脂肪、ビタミン、ミネラルの量や形態にも影響する。食物の健康によい成分
の多くは、無機肥料の施用で増やすことができる。生産者のほとんどは収穫量を最適にする施肥
をずっと行っているので、人間の健康に対する施肥の効果を見逃している。人の栄養に大切な微
量元素は、食用作物への施用によって食物として供給されるべきである。

収穫量が人口増加に追い付いていないマメ類などの農産物の増収と、栄養価向上を同時に実現
することは可能である。そのような作物が穀類との価格競争力を維持するには、人の健康にもっ
とも重要な栄養成分を含む農産物の生産者を優遇する政策が必要である。

微量栄養素の欠乏による栄養失調症：ある面、主食用穀物の増産で逆に拡大している。微量栄
養素を豊富に含むマメ類に代表されるほかの作物は、緑の革命の恩恵には浴さなかった。その結
果、これらの作物の価格は相対的に高値となり、栄養失調症で苦しむ世界の貧困層の口には、わ
ずかしか届いていない。

生物学的栄養強化は、多くの人々の鉄分、ビタミンA、亜鉛の欠乏状態を適切な水準まで回復
するのに大変有効である。遺伝子工学と農学的手法を用いた生物学的栄養強化には、微量栄養素
が鍵となる。この２つの手法は相乗的、かつ補完的に作用する。

主食用作物では、遺伝子工学的手法は鉄分やビタミンAに関して効果的であり、肥料などの
農学的手法は食物の亜鉛やヨウ素やセレンを増やすのに効果的である。ヨウ素とセレンの不足は
植物の成長には支障ないが、亜鉛欠乏の改善は、作物と消費者のどちらにも利益がある。穀物に
亜鉛とセレンを施肥すると、これら微量元素の濃度と生物学的利用能を改善することができる。
微量元素の葉面散布時期は、穀物内で亜鉛などの微量元素を高めるのに特に重要である。圃場試
験の結果では、生育後期に亜鉛を葉面散布することによって、早い時期の施用に比べ、穀物の亜
鉛濃度が圧倒的に高くなる。とりわけ、コムギの可食部の胚乳部分でその傾向が顕著である。世
界の多くの土壌で亜鉛が欠乏しており（表1）、地域差はあるが亜鉛欠乏症のリスクにさらされ
ている住民の比率も多い（表2）。
 　 

機能性食品
カルシウム、マグネシウム、カリウム：人に必須な多量無機栄養素である。人の骨と歯におけ
るカルシウムの主要な役割は例外として、これらのミネラルは、人体で植物体中と同様に必須の
働きをもつ。作物のカルシウム濃度は土壌中の濃度で決まる。施肥は作物の生産量を最適な状態
とし、さらに人体に必要なミネラルの供給を助ける。カルシウム欠乏は、搗精された穀物やコメ
に偏った食習慣の国々で発症する（たとえば、バングラデシュやナイジェリア）。マグネシウム
の適切な摂取量は簡単には決められないが、研究報告では、米国を含め、相当多くの成人がマグ



表1　肥料元素が欠乏している農地土壌の比率

（世界190土壌の調査より、Sillanpaa, 1990）

表2　世界と地域における亜鉛欠乏症のリスクにさらさ
れている人口の比率（Hotz and Brown, 2004）

元素 ％

N 85

P 73

K 55

B 31

Cu 14

Mn 10

Mo 15

Zn 49

地域 欠乏者の比率
（％）

北アフリカ／東地中海 9

サブサハラアフリカ 28

ラテンアメリカ、カリブ 25

アメリカ合衆国、カナダ 10

東ヨーロッパ 16

西ヨーロッパ 11

東南アジア 33

南アジア 27

中国（香港含む） 14

西太平洋 22

世界全体 21
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ネシウムの摂取不足に陥っている。同様に、カリウムの1日当たりの推奨摂取量の定義も明確で
はなく、米国で十分とされる4.7g/日以上を摂取しているのは男性でわずか10%、女性は1%未満
の状態である。

炭水化物、タンパク質、脂質：窒素を穀物に施用すると、収量に加え、タンパク質も増加する。
コメでは、窒素は収量を大幅に増やすものの、タンパク質の量はわずかに増える程度である。窒
素はタンパク質の品質に関して、ほかのタンパク質よりも制限アミノ酸であるリジン [訳註：リシン
とリジンは同意。本書ではリジンとする]を多く含むグルテリンの濃度を高める。トウモロコシやコムギでは、
最適収量に必要な量以上の窒素の施用でタンパク質が増加する場合もある。しかし、必須アミノ
酸であるリジン濃度が低いため、栄養価の改善は制限される。例外は、品種改良された高タンパ
ク質トウモロコシ [訳註：QPM; Quality Protein Maize]である。この品種では、窒素を多用するとリジン
の濃度が高くなる。ジャガイモは、窒素がデンプンとタンパク質の濃度を増やし、リン、カリウ
ム、硫黄がタンパク質生物価 [訳註：タンパク質の栄養価を示す指標で、体内に吸収された窒素量のうち、体内に蓄えられ
た量の百分比で表す]を高める。収穫を抑制する栄養欠乏状態が緩和されると脂質の量は増えるが、作
物の脂質組成は施肥量の影響を受けにくい。

窒素の最適施用（適肥、適量、適期、適所）の管理手段により、健康によいタンパク質、脂質、
炭水化物の生成を助ける肥料の働きがよりよく発揮される。窒素の利用効率を高める遺伝子改良
では、穀物タンパク質の量と質に対する効果に注意を払うことが必要になる。その一方で、収穫
前の葉面散布や緩効性肥料を用いた施肥管理は、余剰窒素による損耗（ロス）を最小に抑え、タ
ンパク質の合成に有効な窒素を増やし得る。
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要　約 5

果物と野菜の健康機能品質：多くの科学的証拠によって、妥当な施肥管理は果物と野菜の生産
性と市場価値を上げるばかりか、人の健康増進という特性を高めることが明らかになった。窒素
の施用で、カロテノイド（ビタミンA前駆体）の濃度は高まるが、ビタミンCの濃度は減少する。
カリウムと硫黄の葉面散布はマスクメロンの甘味、食感、色度、ビタミンC、β-カロテンや葉
酸成分を高めた。ピンクグレープフルーツでは、カリウムの葉面追肥でβ-カロテンとビタミン
Cの濃度が高まった。バナナでのいくつかの研究で、カリウム成分と果物の品質尺度である糖度
やアスコルビン酸（ビタミンC）との正の相関関係、果実酸度との負の相関関係が報告されている。

ビタミン類に対する効果に加え、肥料は作物の機能性（健康増進）成分の濃度にも効果がある
ことが明らかとなっている。カナダのオンタリオ州のカリウム欠乏土壌で栽培されたダイズは、
カリウムの施用によりイソフラボンの濃度が13％高くなった。カリウムはグレープフルーツや
トマトのリコピン濃度を高めるという試験結果も報告されている。

ブロッコリーとダイズは、人の食事にカルシウムとマグネシウムを供給する植物の代表例であ
る。やせた酸性土壌でこれらの作物を栽培する際は、苦土石灰の施用によりこの重要なミネラル
の濃度を上げることができる。

一般的に窒素の施用で抗酸化物質のルテインとβ-カロテンの濃度を高めることができる。こ
れらの成分は、ビタミンA、C、Eとともに、失明原因のひとつとなる老人性黄斑変性症の発症を
抑える効果がある。

リスク軽減
植物病害：銅欠乏の穀物において、麦角病（Claviceps  sp.）による汚染は食品安全問題の一例で

あるが、この病気は銅入り肥料の施用で抑制できる。植物病原菌は無機栄養素を固定したり、競



麦角病が発生しやすい土壌では銅の施肥が効果的である（写真
右は硫酸銅の結晶）
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合して植物性食品のミネラル量を減少させ、栄
養品質と安全性を劣化させる。ほかにも多くの
植物病害は、作物の栄養状態に影響することが
知られるが、食の安全にかかわる植物病害を抑
制する最適な栄養管理については、知見が不足
している。

作物の栄養管理は、植物病害とその抑制に深
くかかわる。栄養管理によって植物病害を減ら
すには、次の方策がある：
•マンガン吸収効果の高い品種の開発
•各肥料要素の適量施用により要素間のバ
ランスをとること

•作物に適した肥料の形態の選択（たとえ
ば、硝酸とアンモニア、塩化物と硫化物）

•植物の吸収と生育に最適な窒素施用のタイミング
•耕起、輪作による土壌微生物の総合的管理

農法：有機農業生産者の施肥方針は、ほかの生産者と異なる。この違いは食品の健康増進効果
によい影響があるのだろうか？　有機農法では肥料供給源の制約により、増え続ける世界の人口
をまかなうことはできない。また有機農業システムは反芻動物と飼料作物の栄養循環に大きく依
存しているため、有機食品の生産物比率は健康的な食生活が必要とするものと合っていない。偏
った食事内容は、ヒトの必須栄養素の供給不足や特定成分の過剰摂取で、健康問題を引き起こす
可能性がある。
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窒素供給の違いに植物が生理的に反応すると、生産される食品の成分には少し変化が生じる。
有機農法でビタミンCは増えるが、ビタミンA、B群やタンパク質、硝酸塩は減少する。慣行農
法で栽培された食料の高濃度の硝酸塩は、危険ではなく人の健康に有益である。有機農業の支持
者は食品の品質に関心が高いが、（世界的規模での）食料供給と食品構成（食事内容）に注目し
て考えることが、人の健康にはもっとも重要である。

放射性物質の汚染対策：チェルノブイリや福島での原子炉事故の例にあるように、土壌が放射
性核種で汚染された時、人の健康を守るには、植物への吸収を抑制するのが最大の目標となる。
ベラルーシのゴメル地方の土壌における研究では、カリウムを施用したところ、それが肥料由来
でも土壌由来でも、土壌中での交換性カリウム増加にともない、作物中の放射性セシウム137
（137Cs）とストロンチウム90（90Sr）が減少した。これらの放射性核種は、窒素・リン肥料とド
ロマイトを施肥することでも、濃度が下がった。放射能汚染地域で人々の生活を改善するために
は、復興の過程からの地域住民の参画と自己開発も重要である。

要約
以上、人類の健康にかかわる作物の特性の改善に、肥料が重要な役割を果たしていることを示
した。

肥料が食料安全保障や栄養安全保障の促進に果たす重要な役割を考えると、施肥効果を最適化
するための研究投資は、なお一層重要となる。適肥・適量・適期・適所を実現する「4R施肥推
進運動（4R Nutrient Stewardship）」を支援する研究が求められる。肥料業界が推進するこの構
想、つまり人の健康維持に重要な経済、社会、環境保全のすべてで持続可能性を達成するには、
この「適切（Right）」が重要な要素となる。人類が真に必要とする栄養素を備えたよりよいバラ
ンスの食料生産に向けて、農業システムの適正な戦略転換とあわせて、農学研究と普及における
「4R」に力点を置いた活動は、肥料施用に伴う効果を高め弊害の最小化を図るものである。
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要約
2009年、世界の人口の6分の1は慢性的な飢餓状態にあった。食料、飼料、バイオ燃料間の争

奪需要の拡大により、2050年までに穀物生産を70％増やすことが必要とされている。食料増産
には、収穫面積の拡大と農作物の生産性の向上、この二つのみが実行可能な対策であり、特に後
者が最重要である。農業生産の飛躍的拡大には、バイオ技術の進歩、新たな遺伝学、農学的管理
の進歩、施肥管理の効率性の改善が不可欠である。化学肥料は世界の穀物生産の40～60%を支
えており、今後も実収穫量と目標量のギャップを埋める重要な役割を担う。それ以外では、利用
可能な家畜糞尿、緑肥、生物的窒素固定などの活用や無機栄養源との併用を考えなければならな
い。科学原理を根拠とする「4R（適肥・適量・適期・適所）」に基く施肥最適管理と栄養管理は、
世界の食料安全保障の実現を支える効率的、かつ効果的な施肥実現に向けた指針と国際的な枠組
みを提供する。

序論
食料安全保障は多面的な事象で、すべての人が健康で活動的な生活に必要な食生活上のニーズ

と嗜好を満たすために十分で安全かつ栄養ある食料を、いつでも物理的にも社会的にも経済的に
も入手可能となって初めて達成できる（FAO, 2003）。本章では、十分な食料生産が、食料安全
保障の達成の必要条件（十分条件ではないが）との認識を前提に、世界の食料生産量に対する肥
料の役割について検討する。1961～2008年までの間、世界の人口は31億人から68億人に増加し
た。また同時期に、穀物の総生産高は9億トンから史上最高の25億トンまで増大したが（図1）、
世界の人口の6分の1（10億2,000万人）は引き続き慢性的な飢餓状態におかれ、過去40年間で
最悪の栄養失調の状態であった（FAO, 2009a）。1970年代から1980年代にかけ、飢餓人口は減
少したものの、1990年代中期以降は人口増加の鈍化にもかかわらず、1人当たりの穀物生産量の
減少にともない、飢餓人口は増加に転じている（図2）。近年、人口の伸びは緩和しているとは

第1章

テリー・L・ロバーツ、アルマンド・S・タシストゥロ１

食料安全保障を支える肥料の役割

1  T.L. Roberts is President, International Plant Nutrition Institute, Norcross, Georgia, USA;
 e-mail: troberts@ipni.net
 A.S. Tasistro is Director, Mexico and Central America, International Plant Nutrition
 Institute, Norcross, Georgia, USA; e-mail: atasistro@ipni.net

本書を通じてよく使われる略語は、x～xiページ参照のこと。



世
界
の
人
口（
10
億
人
）

穀
物
生
産（
10
億
t
）

人口 穀物生産

人を健康にする施肥10

いえ、依然、2050年の世界人口は92億人に達すると予測されている（国連、2008）。

飢餓人口の大部分は、発展途上国に集中しており、アジア太平洋地域で63%、サブサハラ・ア
フリカ地域で26%となっている。FAOの推定では現在、世界33カ国が食料危機に直面している

（FAO, 2010a［訳註：世界食料農業白書2010-11年報告］）2008年には、コムギとトウモロコシの価格が3倍
（2005年初頭比）、コメの価格はさらに高騰し（Beddington, 2010）、貧困国では食料暴動が発生
した。発展途上国での食料需要の増加、石油の高値、バイオ燃料、肥料の高価格、世界の穀物在
庫の減少、投機取引などが食料危機の原因とされた（Glenn et al., 2008）。

畜産分野が穀物や油糧種子の需要増の元凶である。畜産部門の穀物需要は引き続き拡大してい
るが、これは、世界の食肉生産量が1970～2000年までの30年間に、1人当たり11㎏から27㎏に
倍増し（図2）、2050年には44㎏に達するとの予測（Alexandratos et al., 2006）からも明らかな
ように、都市化の進行と富裕層の増加にともなう食生活の変化によるものである。ちなみに中国
では、同時期、食肉の消費量が1人当たり9kgから50kg以上に増えている。1970年代の飼料用
穀物の消費増は、飼育頭数の増加と同じ伸び率であった（年間2.4%）。しかし、その後の20年間
も飼育頭数は年率2％以上の増加を続けたが、飼料用穀物の消費の伸びは約1％にとどまった。
これはおそらく、穀物のエネルギー交換率が改善したためと思われる。1999～2001年には飼料
用穀物の消費は、世界の穀物消費量の35%に相当する6億6,600万トンと推定されていた。

近年、バイオディーゼルとエタノールの生産・消費が劇的に増加したため、バイオ燃料用の穀
物需要が強まっている。2000～2007年の期間、米国とブラジルを中心に、世界のエタノール生
産は3倍になり、バイオディーゼルは10億ℓ以下から、ほぼ110億ℓに膨れ上がった（OECD-FAO, 
2008）。2007～2008年には世界の粗粒穀物消費量の約10％に相当する1億1,000万トンが、エタ
ノール生産用に使われた（FAO, 2009a）。この白書で、FAOは世界のバイオ燃料の生産量は、

図1　世界の人口と穀物生産の推移（1961～2008年）
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2018年には1,920億ℓになるとのOECD-FAO予測を紹介している。この影響から原料農産物（砂
糖、トウモロコシ、油糧種子）の需要増が見込まれ、結果、食料価格の高騰が懸念されている。
アレクサンドラトスら（Alexandratos et al., 2006）は、2018年以降、バイオ燃料用に回される
穀物は2050年までに2億トンに達するおそれがあるとしている。

食料、飼料、バイオ燃料間の穀物需要の争奪戦により、2015年までに世界の飢餓人口8億
4,200万人（1990～1992年世界食料サミット基準値）を半減させるというミレニアム開発目標

（MDGs）の達成が困難になっている（FAO, 2008［訳註：FAO世界食料農業白書2008年報告］）。今後、穀物
増産が必要なのは明らかだが、増産の程度については見方が分かれている。最新の「地球未来白
書」でグレンら（Glenn et al., 2008）は、2013年までに50％増、30年間で倍増が必要だと訴えた。
2009年の「世界食料安全保障サミット」は、2050年までの23億人の人口増を養うには、世界の
穀物生産を70％増、発展途上国では倍増が必要だと予測した（FAO, 2009a）。

では世界はどのようにして、食料生産を50～70%増、あるいは30～40年で倍に増やすことが
できるのだろうか？ 食料増産の方法は2つしかない。収穫面積（作付面積と作付回数）の拡大
と生産性の向上である。

穀物生産の拡大
コメ、コムギ、トウモロコシが世界の年間収穫面積の58％、摂取カロリー源の約50%を占め

ているため、引き続き世界の食料安全保障は戦略的にこの三大作物に依存することになる。1960
年以来、コメとコムギは発展途上国の人口の重要なエネルギー源であるのに対し、トウモロコシ
は商業用飼料の60%以上のエネルギー供給源であった（Fischer et al., 2009）。世界の134億haの
陸地の内、耕作地は約16億haである。非農用地（森林地帯、保護地区、都市など）、生態系の

図2　1人当たりの穀物生産と食肉生産の推移（1961～2008年、FAO, 2010b）
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脆弱性、痩せた土壌、有害物、病害発生、インフラ未整備などの制約条件を考慮すると、2050
年までの新たな追加耕作地は約7,000万haと考えられる（発展途上国の1億2,000万haの増加と
先進諸国の5,000万haの減少の差引。FAO, 2009［訳註：FAO2009年報告「世界の食料不安の現状」］）。さらに、
集約的栽培の拡大（多毛作や休耕期間の短縮）により、4,000万haの追加が可能で、全体として
1億1,000万haの収穫面積の増加となる。

耕地の拡大は、サブサハラ・アフリカ地域と中南米がもっとも可能性が高い。サブサハラ・ア
フリカ地域で1997～2020年に2,000万ha、中南米で800万haの穀物用耕地の追加が予測されるが、
他の発展途上国ではせいぜい1,300万haの増加にとどまる（Rosegrant et al., 2001）。しかし、イ
ンフラや技術力の不足、環境懸念（森林伐採など）、政治的思惑、その他の反対運動で耕地の拡
大は容易ではない。したがって、将来の食料需要を満たすより好ましいシナリオは、既存耕作地
の収穫量の増加による農作物の生産力アップである。

今日、遺伝学の進歩を待たなくとも、収穫量を増やすチャンスは十分にある。通常、多くの地
域で平均収穫量が潜在収穫量を下回っている事実は驚くには当たらない。ロベルら（Lobell et 
al., 2009）は、コムギ、コメ、トウモロコシの作付体系資料の調査結果、世界の主要産地のおそ
らくすべてで、平均収穫量が潜在収穫量の20～80%にとどまっている事実を確認した。潜在収
穫量は、水・養分・病害虫による制約を受けない良好な生育環境下で栽培された適応品種の収穫
量である。さらにロベルら（Lobell et al., 2009）は、世界の主要なコメ、コムギ栽培システムの
中には収穫量が潜在収穫量の70～80%近くに達したものはあるが、逆にそれを超えたものはな
かったことから、これは「収穫逓減の法則」のせいだろうとした。

ノイマンら（Neumann et al., 2010）は、実収穫量と達成可能収穫量（確率的フロンティア生
産関数で算出した理論値―遺伝子改良的な上振れ要因を除外した限界収穫量）を分析した結果、
世界のコムギ、トウモロコシ、コメの平均的な実収穫量は限界収穫量のそれぞれ64%、50%、
64%と結論づけた。

（実収穫量と達成可能収穫量の差を埋める）集約的栽培の成否は、土地特有の制約条件にどれ
だけ精通できているかにかかっている。発展途上国の穀物収穫量は先進諸国に劣り、発展途上国
間ですら大きな差がある。この収穫量の差は、気候条件（温度や降水量分布）、潅漑設備の未整備、
地形、土壌肥沃度などの生物物理的な制約によって生じる。さらに、市場や信用機関へのアクセ
ス、政府支援策、メーカー主催の研修プログラムへの参加機会など、社会経済的な条件も影響す
る。投入資材や栽培管理が不十分だったり、不適切だったりするのは、往々にして知識不足か改
善手段に恵まれていないからである。

一般的に、バイオ技術の発展が食料増産の鍵を握っていると理解されている。遺伝子組換えや
バイオ関連企業は、潜在収穫量の年率3～4%アップなど、収穫量の増加は実現できると喧伝し
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てきた（Fixen, 2007）。世界最大の種苗会社モンサントは、今の3分の2の水と窒素だけで、エ
ーカー当たりの穀類・繊維の収量が倍増するトウモロコシ、ダイズ、ワタの新品種を2030年ま
でに開発すると公約した（Monsanto, 2008; Edgerton, 2009）。世界の飢餓撲滅にはこれらの技術
進歩は不可欠だが、遺伝学の進歩だけで世界の食料不足は解消できないのは、歴史的にも明らか
である。カスマンとリスカ（Cassman and Liska, 2007）は、過去40年間、米産トウモロコシの
収穫量は年間112kg/ha、率にして年率1.2%で直線的に増加し、今の9.2t/haに至ったと指摘して
いる。この年率1.2%の増収は、主として優良品種（ハイブリッド品種やBt由来の害虫抵抗性遺
伝子組換えトウモロコシなど）の導入、土壌診断と過不足ない施肥、潅漑の拡大、不耕起栽培な
ど、様々な技術進歩の相互作用で可能になった。

たしかに、驚異的な生産性向上には、改良された作付管理とバイオ技術の進歩との組み合わせ
が欠かせない。ドゥビック（Duvick, 2005）の計算に基づき、農学的管理手法（適正な栽植密度、
施肥効率の向上、土壌管理の改善など）が従来の速度で進行するとの前提で、エジャートン

（Edgerton, 2009）は、トウモロコシの収量倍増というモンサントの公約実現には、慣行育種、
遺伝子マーカー育種、遺伝子組換え、そして農学的管理手法の持続的進歩の融合が必要と述べて
いる（図3）。官民各研究所の農作物の遺伝子操作に対する考え方は、伝統育種と分子育種の活
用と改良や遺伝子組換え技術の応用によって、既存食用作物の気温上昇、渇水あるいは浸水地域、
塩類集積、変化を続ける病原体・害虫の脅威に対する適応力と栄養摂取効率と利用効率の向上を
図ろうというものである（Fedoroff et al., 2010）。しかし、窒素の使用量を減らすのは、植物タ
ンパク質における窒素の役割と10t/haのトウモロコシに100kg/haの窒素が穀粒タンパク質とし
て含有されている点を考えると、自ずと限界がある（Edgerton, 2009）。

図3　米国産トウモロコシ単収量における農学・育種・バイオ技術別の改善効果予想
 （Edgerton, 2009）
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図4　世界の穀物生産と肥料の消費（1961～2011年、FAO 2012; IFA 2012）
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穀物生産性における肥料の役割
世界的には、化学肥料は栄養を供給する主要な手段であり、地上生物圏に窒素とリンの新規投

入量を2倍以上に増やすことで、人々の食料確保に決定的な役割を果たしてきた（Vitousek et 
al., 2009）。土地固有の土壌肥沃度、気象条件、輪作、栽培管理などの条件が絡むため、収穫量に
対する肥料の役割を正確に定量化するのは難しいが、世界の穀物生産と肥料消費は密接に関連し
ている（図4）。1970年代と1980年代における世界の穀物生産増の3分の1と、インドの穀物生産
増の半分は、肥料消費増の効果であった（Bruinsma, 2003）。1960年代中期以降のアジアの発展
途上国での収量増加の50～75%は肥料のおかげとされている（Viyas, 1983, cited by Heisey and 
Mwangi, 1996）。

十分な量の肥料が不可欠なことについて、フィッシャーら（Fischer et al., 2009）が最新データ
を紹介している。それは2008年に国際稲研究所（IRRI：International Rice Research Institute）
が専門家の知見に基づいて実施した南アジアのコメ生産の制約と可能性に関する未発表の調査結
果だが、その推計によれば、コメの実収穫量（5.1t/ha）は平均1.9t/ha（収穫量の37%に相当）
の制約を受けている。内訳は、肥料不足10%、病害7%、雑草7%、水不足5%、ネズミ被害4%な
どである。南アジアの天水水稲と天水陸稲でも似たような調査結果が出ているが、ここでの実収
穫量（1.8t/ha）と潜在収穫量との差（68%）は、肥料不足（23%）、病害（15%）、雑草（12%）
が主要因であった。

また、良好な植物栄養は潜在収穫量を向上させる重要な農学手段でもある。コムギ、トウモロ
コシ、ソルガム、ラッカセイ、ササゲ、ダイズ、リョクトウなどの広範な農作物で、日射エネル
ギー利用効率が高まり、葉の窒素が高まったと報告されている（Muchow and Sinclair, 1994; 
Bange et al., 1997）。



収量の概算（t/ha） 窒素無施肥の減収率
（％）作物 基準収量 N無施肥

トウモロコシ 7.65 4.52 41

コメ 6.16 4.48 27

オオムギ 2.53 2.04 19

コムギ 2.15 1.81 16

表1　米国の穀物生産地における、窒素（N）無施肥の影響の概算（Stewart et al., 2005）
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フィッシャーら（Fischer et al., 2009）は、発展途上国での穀物向け施肥を最少でも平均100kg/
ha、現行の年3.6%の肥料消費の伸び、穀粒対肥料の収量応答を5：1と仮定すると、毎年、0.6%
増に相当する18kg/haの追加収穫が得られると試算した。発展途上国の穀物の平均収量の年1%
の推定増収率と比較すれば、これは貢献度大である（Bruinsma, 2003）。

農作物の収穫における化学肥料の貢献度は、無施肥区と施肥区との収量の長期比較によって評
価されてきた。長期試験は、年ごとの気象条件や病害虫被害の影響を勘案した総合評価になると
いう点で、特に有効である。スチュワートら（Stewart et al., 2005）は、362作分の農作物生産
データを検証した結果、収量の40～60%が化学肥料の投入効果だと報告している。以下にいく
つかの例を挙げる。

表1は、米国で窒素肥料を無施用の場合、穀物の平均収量が16～41%減少したことを示して
いる。ダイズとラッカセイ（ともにマメ科）は、窒素を抜いても収量への影響はなかった（表示
データー無し）。リンとカリウムの無施用試験を実施していれば、顕著な収穫減が生じていたで
あろう。

1892年設立の米国オクラホマ州のマグルダー試験圃場は、中西部でもっとも古い土壌肥沃度
試験圃場である。この試験圃場の設立以来、施肥基準が幾度か改定され、1930年からは窒素は
年37～67kg/ha、リンは年15kg/haとなっている。この圃場の71年間の平均で、コムギ収量に
対する窒素とリンの投入効果は、無施肥に比べて40％増であった（図5A）。ミズーリ大学のサ
ンボーン試験圃場は、1888年からコムギの輪作と家畜糞尿の施用試験を始め、1914年からは化
学肥料区を導入した。時代の経過とともに、施肥量は変動しているが、無肥料区と窒素・リン・
カリウム施用区との比較をすると、化学肥料を投入したコムギの収量は、過去100年以上の平均
で62％増加した（図5B）。
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図5　施肥による増収率　（A）無施肥に対するN+Pの施肥によるコムギ増収率。1930～2000年のオクラホ
マ州立大学のマグルーダー試験圃場、アメリカ　（B）N+P+Kの施肥によるコムギ増収率。1989～
1998年のミズーリ大学のサンボーン試験圃場、アメリカ　（C）N+P+K+石灰の施肥によるトウモロコシ
増収率。1955～2000年のイリノイ大学のモロー試験圃場、アメリカ　（D）Nと十分な量のP+K、
P+Kのみを与えた場合に比較した1852～1995年の冬コムギ増収率（ただし1921～69年を除く。雑
草制御のため毎年試験地の一部を休耕にした）。ローサムステッドのブロードバーク試験圃場、イギリス
（Stewart et al., 2005）
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1876年設立のイリノイ大学のモロー試験圃場では、古くからトウモロコシ施肥は家畜糞尿、
リン鉱石、石灰石で、化学肥料（N、P、K）と石灰の施肥は1955年まで行われていなかった。
NPKと石灰の施用によるトウモロコシ収穫量は、従来農法に比べ平均57%増となった（図5C）。

英国ロサムステッドのブロードバーク試験圃場は、世界でもっとも古くから連用圃場試験を行
っている。1843年以降、冬コムギの試験が継続的に実施され、リン・カリウムとともに窒素を
長期間施用すると、リン・カリウムのみの施用に比べ、62～82%の収穫増となっている（図5D）。
1970～1995年の間、高収量の冬コムギに継続的に窒素成分として96kg/haの肥料を投入し、リ
ン肥料ゼロの場合は平均で44%、カリウム肥料ゼロの場合は36%、それぞれ収穫量が減少した。

（A）平均40％

（C）平均57％

（B）平均62％

（D）平均64％
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以上の温帯気候条件での長期試験から、肥料は穀物収穫量の少なくとも50％に寄与しており、
いかに肥料が穀物の生産に必須かは明らかである。焼畑農法で土地固有の土壌肥沃度が損なわれ
る熱帯地方では、作物に対する肥料の役割はさらに重要で、スチュアートら（Stewart et al., 
2005）は、焼畑の翌年に施肥を行うことで、穀物収穫量に80%以上の効果を上げたブラジルや
ペルーのアマゾン川流域の穀物連作の例を紹介している。

以上の例から、NPK肥料が農作物の増産に非常に重要な役割を果たすかは明らかであるが、
中量要素や微量要素にもそれに匹敵する重要性がある。NPK肥料は増収効果をもつ半面、「希釈
効果」と呼ばれる現象のため、ほかの栄養素の低濃度化をもたらしかねない（Davis, 2009）。植
物は、中量要素や微量要素を含め、すべての栄養素を十分かつバランス良く摂取する必要がある。
つまり、NPK肥料のみを施用して、ほかに必要な中量要素や微量要素が適切に供給されないと、
すべての栄養素の吸収効率が低下して逆効果となる。

さらに、ほとんどの国で不足が危惧されている亜鉛（Zn）とホウ素（B）などの微量要素の必
要性は特に重要である（Sillanpaa, 1982）。それ以外の銅（Cu）、塩素（Cl）、鉄（Fe）、マンガン

（Mn）、モリブデン（Mo）、ニッケル（Ni）などの微量要素の欠乏は特定の土壌や作物に特有の
ものである。たとえばインドでは、亜鉛欠乏が、水稲の窒素・リン欠乏と、油糧種子・マメ類の
窒素・リン・カリウム・硫黄欠乏に続く、もっとも広範囲に発生している植物の栄養障害として
報告されている（Rattan and Datta, 2010）。

植物栄養は有機源からも効果的に供給できる。最適な栄養管理では、まず農場内の栄養源を利
用し、そのあと化学肥料で栄養補給する。有機と無機の栄養源をバランス良く利用することが重
要で、同時に、ほかの最適作付管理（品種選択、病害予防、水管理、植栽時期・密度）やその他
の農学的管理上の諸要素との整合性を保つことも必要である。すべての栄養源は、「総合植物栄
養管理（IPNM：Integrated Plant Nutrient Management）」に従って、相互補完的に管理され
なければならない（Roy, 2006）。これには、土壌残留栄養、土壌の作物生産力（地力）、農地ご
との植物栄養必要量などの評価、農場内で確保可能な栄養源の定量化（例：家畜糞尿や作物残渣）、
農場外から補給する栄養源の決定、そして肥料種類・施用時期・対象区を検討する適正な施肥管
理法の開発が含まれる。農作物生産における栄養供給面に特化したIPNMは環境負荷を最小に抑
えつつ、可能な限りの効率的な対象作物への栄養施用の実現を目指す。

有機肥料と無機肥料を一緒に施用した時、生産量が最高に達するという結果が多い。表2は、
インドのバンガロールで9年間行われたシコクビエ（イネ科）の試験作付の結果を示している。
推奨量の化学肥料を10t/haの堆肥と一緒に施用した時に、最高量の収穫を達成している。有機
肥料と無機肥料を同時に施用することで、9年間の試験で8年、3トン/ha以上の収穫をあげた。



表2　シコクビエの収穫に対する肥料と堆肥の施用効果と 9 年間の収量とその安定性（インド、バンガロール） 
（Roy et al., 2006）

施用 平均収量 
（t/ha）

収量水準（t/ha）を達成した年数

<2 2-3 3-4 4-5

対照区（無施肥） 1.51 9 0 0 0

堆肥 2.55 1 6 2 0

NPK（※） 2.94 0 5 4 0

堆肥（10t/ha）+NPK（※） 3.57 0 1 5 3

（※）化成肥料50-50-25（kg/ha N-P2O5 -K2O）
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総合土壌肥沃度管理（ISFM： Integrated Soil Fertility Management）は、改良された遺伝的
特性と栄養吸収を促進する土壌肥沃度の生物学的、物理学的特性との統合を通して、必要栄養量
を含む植物栄養吸収のあらゆる面を総合管理するIPNMの一構成要素である（Alley and 
Vanlauwe, 2009）。このISFMは、「…土壌肥沃度管理手法の実践と、それを各地の状況に適応さ
せる知見、これにより、肥料・有機源の使用効率と農作物の生産性の最適化を図る。この実践に
は、改良遺伝資源と併用した肥料と有機物の適正な投入管理が含まれる。」と定義されている。
ISFMは、肥料、有機源、改良遺伝資源、農家の知見の連携を通した相互作用効果の最大化を目
指している。IPNMとISFMは、本章で後述する「4R施肥適正化」と同じ原理である。ISFMの
コンセプトは、サブサハラ・アフリカ地域でベストの形で採用されている。アレイとヴァンロウ
ェ（Alley and Vanlauwe, 2009）は、このコンセプトと化学肥料と有機源の併用による生産性改
善について、詳細な議論を展開している。

化学肥料なしに農業生産の大きな拡大はないが、同時に、化学肥料は農作物の品質と栄養の改
善面で一役買っている。多くの農作物で、NPK-S肥料と一定の微量要素（亜鉛、ニッケル、モ
リブデン）が栄養素（ビタミン、ミネラル、タンパク質）や栄養補助成分の蓄積にプラス効果を
持つことが証明されている（Grunes and Allaway, 1985; Allaway, 1986 ; Bruulsema, 2002; Wang 
et al., 2008）。微量要素肥料（特に亜鉛入り）の施用は、微量栄養素不足の食生活に対する費用
対効果に優れた策である（Bouis and Welch, 2010; Shetty, 2009）。

世界の肥料消費の進化
1961～2008年の期間、世界の肥料消費は、1980年代に堅調に増加した後、1990年代中期まで

減少傾向にあった。1990年中頃から2008年にかけて再び増加したが、2008年に主にリン（P2O5）
が10.5%、カリ（K2O）が19.8%と、大きく落ち込んだため、前年（2007年）比6.8%の減少とな
った（図6）。



図6　世界の肥料消費（N, P2O5, K2O／1961～2008年）（IFA, 2010）
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「緑の革命（Green Revolution）」以来、発展途上国の肥料消費が増大し、現在、世界の肥料
消費の68%を占めている。今現在も、発展途上国の肥料消費は、消費のピークを過ぎた先進諸
国を上回っているが（図7A）、旧ソ連圏の一部では市場経済の導入後、顕著な落ち込みになって
いる。

アジアの肥料消費は最速、かつ最大の伸びを示し、中南米の施肥率も北米のそれを上回ってい
る（図7B）。しかし、サブサハラ・アフリカ地域では、肥料の高価格と未成熟な市場のせいで、
肥料消費は惨憺たる低さ（8kg/ha以下）となっている（Morris et al., 2007）。この地域の生産性
向上の鈍さは、低調な肥料消費がかなりの部分を物語っている。

肥料は世界の需要供給や市況変動に左右される国際商品である。近年、肥料は未曽有の需要で
記録的な高値にある（図8）。肥料の国際価格（USドル/トン）は、2000～2005/06年まで比較
的安定していて、尿素は115～215ドル（FOB中東）、輸出用燐安（DAP）は150～230ドル（FOB 
USガルフ）、塩化カリは123～160ドル（FOB バンクーバー）の範囲であった（Pike and Fischer, 
2010）。しかし、2007年に、世界的な需要増加（農産物市況の高騰、エタノール生産増）、ドル安、
輸送コストの上昇、そして供給不足のために、国際価格が上昇し始め（TFI（米国肥料協会）、
2008; IFA, 2008）、2008年9月と10月にはピークに達し、尿素は350ドル、燐安は1,014ドル、塩
化カリは580ドルになった。2009年に価格は下がったが、依然として2008年以前のベース価格
より高いレベルで推移している。

施肥最適管理（BMPs）と栄養管理
収穫後の穀物の栄養分が、平均して窒素1.83%、リン0.33%、カリウム0.44%（IPNI未公表値）

とすると、2008年に収穫された穀物25億2千万トンは、窒素（N）4,620万トン、リン（P2O5）
1,920万トン、カリウム（K2O）1,330万トンを吸収した計算になる。ただ、土中残渣管理、収穫量・



図7　地域の肥料消費（N, P2O5, K2O／1961～2007年）（FAO, 2010b）

図8　尿素、燐安（DAP）、塩化カリウム（MOP）の月別平均価格（2000年1月～2010年3月）（Pike & 　　
　　　Fischer, 2010）
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品種、土壌肥沃度、気象条件次第だが、栄養吸収総量がもっと高かった可能性はある。

しかし、今後30～40年間に生産量を倍増するには、栄養吸収量を倍にすればよい、という訳
では必ずしもない。ドーベルマン（Dobermann, 2006）が指摘するように、オセアニアと東欧・
中央アジアを除き、過去20年間、多くの先進工業国で窒素肥料を多用しなくても穀物収穫量の
増加が続いた。施肥効率の向上は、肥料の多用と同等の効果がある（Tilman et al., 2002）。

栄養利用効率（NUE：Nutrient Use Efficiency）の改善は大きな挑戦で、化学肥料の生産が非
再生資源に依存している点や、大気汚染、土壌汚染、水質汚染などの環境負荷を最少にする必要
性を考えると、今後ますますその重要性は増して行く。

NUEは、段階（国、地域、農地）ごとの栄養管理評価が可能な動態指標である。NUEの測定
方法はその多様な定義と用語のため、非常に複雑である。スナイダーとブルールセマ（Snyder  
and Bruulsema, 2007）は、施肥最適管理に関する共通の定義と使用基準の見直しを行った。
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米国での窒素のNUE改善の実証例では、窒素の部分的要素生産性（投入窒素1kg当たりの穀
物kg）が、1980年の42kg/kgNから、2000年の57kg/kgNに改善したが、それはトウモロコシ
の収穫量が40%増えた期間であった。窒素肥料の使用調整に加え、高ストレス耐性のハイブリ
ッド品種の採用や作付改善（不耕起栽培、高品質種子、高密植栽培）などの窒素管理の改良によ
り、窒素肥料の効率が向上した（Dobermann and Cassman, 2002; Dobermann and Cassman, 
2004）。さらに、実効的な研究開発、農業者と農業指導者に対する教育、インフラ整備など、窒
素管理の進展をもたらした制度上の要因も幸いした（Fixen and West, 2002）。同様の窒素NUE
の改善進展は、ほかの先進諸国でも認められている。

投入リンの初年度回収率がほかの栄養分に比して低位（20%以下）という理由で、リン肥料の
栄養利用効率は本来的に低いと考えられてきた。しかし、農作物のリン吸収量を投入リンの回収
率とする収支法で長期評価すると、リン肥料の利用効率が高い（最高90%）ケースがよくある

（Syers et al., 2008）。リン資源は、不適切に管理されると、家畜糞尿や化学肥料に含まれるリン
分が地表水の富栄養化の原因になりかねないため、効率的利用は欠かせない。さらに、リン鉱石
は有限で、無駄にできない非再生資源である。

施肥の最適管理は栄養供給量と農作物の必要量をバランスさせ、農地からの流亡による栄養ロ
スを最少化することで、NUEの向上を図るという重要な役割を果たす。その方法は単純で、植
物が必要とする適正な栄養分を、適正量、適正な時期に、適正な場所に施用することである。こ
の4R（適肥・適量・適期・適所）の適用は、施肥最適管理の基本である（Roberts, 2007）。

国際植物栄養協会（Bruulsema et al., 2008）と国際肥料協会（IFA, 2009）は、4R施肥適正化
の国際的な枠組みを開発中である。施肥管理は4つのR（適正）で大きく定義されているが、特
定の農地にどのように実施すべきかの決定は、その土地の土壌、気候環境、農作物、管理状況、
そのほか土地独自の要因に左右される。この枠組みの目的は、経済的、社会的、環境的な持続可
能性を充しつつ、科学的原理に基づいた世界標準の施肥最適管理（BMPs）の開発と各土地条件
への適応を実現するためである。

NUEの向上は、より知識集約的な活動であることははっきりしている。前述の通り、生産性
と効率性の拡大には、農業者への教育と指導者ネットワークの強化が求められる。発展途上国で
は、貧困層の削減なくして、生産性と効率性の改善は実現しない。さらに、小規模農家の所得水
準の改善は、肥料やほかの農具、食料の購買力の拡大につながる。FAOとOECDが指摘するよ
うに（FAO, 2009a; Dewbre, 2010）、世界的にも、国内的にも、食料供給が総量的に確保できた
としても、食料を買う手段を持たない限り、すべての人に十分な食事は行き渡らない。
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まとめ
世界の食料安全保障は、21世紀も引き続き最重要課題のひとつである。世界人口はこの50年

で2倍の68億人まで増え、世界の穀物生産量は2倍以上の25億トンに達したが、それでも2009
年の世界人口の6分の1（10億2千万人）は栄養失調であった。世界人口の増加予想に対応する
には、2050年までに世界の穀物生産を70%増やす必要がある。食用需要の増加、発展途上国で
の動物性タンパク質食品の生産増、先進国でのバイオ燃料需要の増大などで、穀物増産のニーズ
が高まるなか、食料、飼料、バイオ燃料間の穀物争奪戦は世界の飢餓状況の緩和に大きなプレッ
シャーとなっている。

バイオ技術と品種改良の発達は、農作物の収穫増にきわめて重要だが、増え続ける世界の食料
需要を満たすことは、バイオ技術単独ではできない。十分な肥料成分がなければ、世界が必要と
する主食物の半分しか生産できないため、さらなる森林面積の農地転用が必要となる。農産物の
増産には、有機源と無機源の植物栄養が不可欠である。無機肥料は、世界の食料安全保障の実現
に大きな役割を果たすが、最高収量の達成は有機源と無機源の併用で可能となることが多い。総
合土壌肥沃度管理（遺伝子組換え作物と化学肥料・有機資材の最適利用）は、食料生産と植物栄
養の利用効率の最適化に重要である。4R（適肥・適量・適期・適所）は、施肥管理の根本であり、
生産性の最適化のために、すべての栽培システムに適応できるものである。
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序論
発展途上国の数十億人の人口は、「微量栄養素欠乏による栄養失調症」と呼ばれる潜行性の飢

餓状態にある。軽度の微量栄養素欠乏による栄養失調症でも、知的発育障害や子供の抵抗力の低
下をもたらすほか、出産時の母親の生存率を下げる恐れがある。生命の損失や劣悪な生活環境な
ど、この欠乏症がもたらす社会的コストは莫大である。

微量栄養素欠乏による栄養失調症の背後には、主食穀物の高い摂取量と、ミネラルやビタミン
が豊富な肉類、魚類、果物、マメ類、野菜などの摂取不足という粗悪な食習慣がある。つまり、
栄養失調症を患っている人は、高品質の微量栄養素が豊富な食物を買う余裕がないか、自分たち
で栽培できない状況にある場合が多い。

農業研究と農業施策は栄養の改善に注力する必要がある。過去、栄養界は栄養失調症の解消に
食物から介入することにほとんど注目して来なかった。同様に、農業界も一義的に農業を生活手
段ととらえるだけで、人の健康に資するビタミン、ミネラルやほかの必須栄養素の供給源として
の視点は十分ではなかった。

本章では、最初に農業と食料品価格と家計収入が、貧困層の食生活や微量栄養素欠乏症の有病
率、そして欠乏症解消への介入効果を上げる諸条件にどう影響を与えるかを検討する。次に、世
界でどの程度の人口がミネラルとビタミン欠乏に陥っているか、さらに、これらの欠乏の結果生
じる機能障害について論じる。最後に、微量栄養素欠乏の解消に向けた、農業やそれ以外のアプ
ローチとその費用対効果を紹介する。
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微量栄養素欠乏の改善を左右する農業
ここでは、現状改善に有効とされる農業的介入（多くは見過ごされてきた）を理解するため、

まず欠乏症を生み出した経済的要因を検討する。作物と流通システムを通して供給されるミネラ
ルやビタミンの改善策は、a）長期的な農業と経済の発展、b）日常の家計支出配分の関連で考
えるべきである。その関連で言うと、一般世帯の一人当たりの食事摂取量は、（i）家計収入と（ii）
食料品価格（過去数十年の実質穀物価格の低下と直近の上昇）によって変動する。脚註2

食生活の質と家計収入

表1は、3カ国の所得階層別のエネルギー摂取量（一人当たり）と食物別の食費支出の割合で
ある。低所得層は空腹を満たすため、もっとも安いエネルギー源である主食物（food staples）
の購入を優先する。所得が増えると、副食物（non-staple foods）の味を好んで、植物性副食品（レ
ンズ豆、果物、野菜）や動物性副食品（魚など）の購入に動く。

表1は、食事を（ミネラルやビタミンではなく）エネルギー単位で示しているが、それは動植
物性副食品が、生体利用可能なミネラルとビタミン濃度が、主食物より高いことによる。ミネラ
ルとビタミンの摂取量の増加率は、エネルギー摂取増よりも所得の増加に大きく連動する。動物
性食品はもっとも高価なエネルギー源だが、生体利用可能なミネラルとビタミンをもっとも多く
含んでいる。

食生活が経済発展に伴って向上するのは自然な傾向である。すべての条件が同一なら、家計収
入の上昇と動植物性副食品の需要増に伴い、良質な食料品の価格は上昇する。価格の上昇は農業
者の生産意欲を高める。本質的に、経済（あるいは農業）発展は農業の技術改良を促し（農業研
究への官民投資による高収量品種の開発など）、より効率的な生産と急速な供給の伸び率につな
がり、最終的には副食物の価格を引き下げる。

この長期循環の促進が公共食料政策の役割で、これによって全体の成長が加速し、社会経済層
（特に栄養失調状態にある貧困層）もその恩恵に浴する。この観点に立って、食料価格を左右する
「緑の革命（Green Revolution）」の役割を簡単に検討する。

2  どの土地の食品価格も、市場へのアクセス（供給）と地元の食文化（需要）の関係で決まる。たしかに、時
に教育や知識の違いから家庭や個人によって好みの食品に差が出るが、これにより特定の所得層や社会経済
層の平均消費レベルが変動する。



バングラデシュ ケニヤ フィリピン
食品群 収入の3分位 収入の4分位 収入の4分位

1 2 3 全世帯 1 2 3 4 全世帯 1 2 3 4 全世帯

1 人当たりエネルギー摂取量

主食 1805 1903 1924 1879 1283 1371 1388 1394 1360 1361 1431 1454 1381 1406

植物性副食 281 347 394 340 256 348 363 464 357 197 229 304 395 281

全動物性副食 44 61 89 64 112 120 161 187 145 67 102 118 207 124

総計 2130 2311 2407 2283 1651 1839 1912 2045 1862 1625 1762 1876 1983 1811

食費支出の割合（％）

主食 46 41 36 40 データ得られず 43 36 28 24 33

植物性副食 32 35 36 34 30 36 39 37 35

全動物性副食 22 24 28 26 27 28 33 39 32

総計 100 100 100 100 100 100 100 100 100

表1　3カ国の所得階層別の１人当たりエネルギー摂取量（カロリー/日）と食物別の食費支出の割合 （Graham 
et al., 2007）
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食生活の質、食料品価格、緑の革命

図1は、1965～1999年の発展途上国人口、穀物生産、マメ類生産の伸び率を示している。こ
の期間に発展途上国人口は倍増した。急激な技術革新によって穀物生産が2倍以上に増加したの
は、「緑の革命」の偉業である。発展途上国の人口倍増にもかかわらず、長期的にはインフレ調
整後の実質穀物価格は下落した。表1からも分かるように、貧困層は収入の多くを主食物の購入
に充てるが、穀類価格の低下により、この階層に良質な食料品を含む、さまざまな必要品を買う
余裕が生まれる。

図1のマメ類の生産は、動植物性副食品の生産増の典型例である。生産は大きく増加したが、
発展途上国の経済発展に伴う人口増と所得増による需要増を賄うほどではなかった。副食物分野
では同等の技術革新がなかった。結果として、図2が示すように、多くの副食物の価格（インフ
レ調整後）は時間の経過とともに上昇した。

このような相対的な価格変動が起きると、エネルギー源（バングラデシュではコメ）は手ごろ
な価格になるが、良質な食生活（副食物）の費用は増加する。図3にあるように、植物性副食品
や魚と肉に対する出費はコメを上回る（Bouis et al., 1998）。

図3のデータは、1970年代初期以降にコメ価格（インフレ調節後）が大きく下落し、副食物価
格が大幅に上昇した後の1990年代半ばに、バングラデシュの農村部で収集したものである。

この相対的な価格変動（主食物の値下がりと副食物の値上がり）は、貧困層の十分なミネラル
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図2　バングラデシュにおける価格指数（1973～1975年を100としてインフレを調整。Bouis et al., 
1998）

人
口
の
伸
び
率（
％
）　

1
9
6
5  - 

1
9
9
9

人を健康にする施肥30

やビタミンの摂取をより困難なものにした。所得が変わらない貧困層は、栄養が十分な食生活が
どれほど健康に重要で、安価な副食物がミネラルやビタミンをどの位含んでいるかを理解しない
まま、単純にその価格差から、ますます主食偏重に走った。このため、発展途上国の国民の多く
の層でミネラルやビタミンの摂取量が悪化し、微量栄養素の欠乏による栄養失調症や健康不良な
ど、非常に悲惨な状態に陥った。

繰り返すと、公共食料政策の長期的使命は、農業研究、教育、インフラ整備、農業資材と農産
物の流通市場の改善など、さまざまな方法を駆使して、（「高価値」農業と呼ばれる）副食物分野
の成長を促すことである。しかし、これは数十年もかかる長いプロセスである。一方、短期間に
ミネラルやビタミンの摂取量が改善可能な、（亜鉛やセレンを肥料に添加する生物学的栄養強化
などの）農業を活用した経済的な方法がある。



図3　バングラデシュの農村部におけるエネルギー源と食費支出の割合（Bouis et al., 1998）
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「緑の革命」後の食生活の質と最近の主食物の価格上昇

図2のバングラデシュのケースに例示されているように、コメとコムギとトウモロコシの急速
な生産増加により主食物の価格は低下した。しかし、過去20年間、農業研究に対する公共投資
の減少などで、発展途上国での穀物生産の高い伸びは維持できなくなった。その間も人口増加は
続いた。中国やインドやその他の発展途上国では、所得増に伴って動物性食品の需要が高まり、
飼料用穀物の消費が増大した。バイオ燃料用の穀物需要も増加した。この長期の需給構造の変化
により、主食物の価格は上昇し始めた。短期的な現象としては、世界的な穀物在庫の低下や主要
生産国の干ばつなどの異常気象で、2008年前半に主食物の価格が暴騰した。2008年の暴騰には
投機的な要因もあったが（Piesse and Thirtle, 2009）、商品バブルの崩壊後、価格は幾分下落した。
しかし、底流にある長期的な需給圧力は解消した訳でなく、2011年に価格は新高値をつけた。
このような価格動向は、貧困層の食生活にどのような影響を及ぼすのだろうか。

貧困層は餓えをしのぐため、なりふり構わず主食物の確保に走る。たとえば現在、バングラデ
シュではコメの出費が増加している。結果、図4にあるように、副食物や食品以外に支出する余
裕がなくなる。

経済学者は、食料価格と所得の変動率に対する食料消費の変動率を試算する「価格弾力性」と
「所得弾力性」を使って、食料品価格の上昇による食生活の変化を予測している。表2は、バン
グラデシュ農村部の「需要弾力性マトリックス」の一例である。

この需要弾力性マトリックスを使って試算すると、仮に所得が倍増（100％増）すれば、主食
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図4　主食物の価格上昇前後の総支出における食品類と非食品の割合（Bouis et al., 2011a）

註）価格上昇前の図（左図）は、 1995~96年のデータによる。 価格上昇後の図（右図）は、 表3で示されたシミュレーションによる。
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物の消費量は5％増と予測できる。つまり主食の所得弾力性は0.05（表2右最終列）となる（0.05
＝+5％＊÷+100％）。これに対し、所得の倍増で副食物（植物系と肉・魚の合計）の消費量は
110％増と予測できる（1.10＝+110％＊÷+100％）。これを「所得弾力性」［訳註：「所得弾力性（Income 

Elasticity）」とは、所得の変化に対して消費（需要）量がどれだけ反応するか示す測定指標で、需要量のパーセント変化を所得のパー

セント変化で割ったもの。指標が1.0以上の場合は弾力的、1.0以下の場合は非弾力的とされる。一般的に必需品（主食物）は所得弾力

性が低く、贅沢品（副食物）は高くなる傾向がある］と呼ぶ。

主食物の価格が50％上昇すると（バングラデシュの場合はコメ）、主食物の消費量が10％減少
する（-0.20＝-10％＊÷+50％、表2主食列）。これを「価格弾力性」［訳註：「価格弾力性（Price Elasticity）」

とは、ある財の価格の変化に対して、その財の消費（需要）量がどれだけ反応するかを示す測定指標で、１％の価格変化に対して消費（需

要）量が何％変化するかを測定したもの。交差価格弾力性（Cross-Price Elasticity）とは、ある財の価格の変化に対して別の財の需要量

がどれだけ反応するかを測る尺度］と呼ぶ。副食物価格が50％上昇すると、主食物数量は5％増加する（0.10
＝+5％＊÷+50％、表２副食列）。これを「交差価格弾力性」訳注2と呼ぶ。

このマトリックスの弾力性を使用すると、さまざまな価格上昇に対する消費量変化を予測でき
る。次いで、この消費量変化は栄養摂取量変化に置き換えができる。表3は、主食物と副食物の
価格がともに50％アップで、非食品価格と所得が変わらない場合の予測結果である。

表3からは以下が読み取れる。
•大きい順に見ると、鉄摂取は30％減少し、エネルギー摂取は15％減少する。ただし、エ

ネルギー摂取量減は、一義的には副食物の消費減による。



表2　バングラデシュ農村部における需要弾力性マトリックス（Bouis et al., 2011a）

表3　主食物･副食物価格が50％上昇、所得が変わらないと仮定した場合の、バングラデシュ農村部でのシミュ
レーション結果（Bouis et al., 2011a）

支出の割合 主食物 副食物 非食品 所得

主食物 0.35 -0.20 0.10 0.05 0.05

副食物 0.35 -0.27 -0.95 0.12 1.10

非食品 0.30 -0.62 -0.18 -1.20 1.99

副食物の所得弾力性 1.0 1.1 1.2 1.3 1.4

鉄摂取量の変化（％） -27 -29 -30 -32 -34

エネルギー摂取量の変化（％） -14 -14 -15 -16 -16

主食の総支出における変化（％） 43 43 43 43 43

副食の総支出における変化（％） -23 -29 -34 -39 -44

非食品の総支出における変化（％） -23 -17 -10 -5 1

主食のカロリーの絶対量変化 -74 -74 -73 -73 -72

副食のカロリーの絶対量変化 -196 -210 -224 -238 -251
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• 非弾力的な需要のため、主食物の出費は顕著に増大する。副食物と非食料品の出費は減少する。
•  副食物を「贅沢品」（副食物所得弾力性の最大値1.4近辺）と見る貧困層は、副食物支出を

減らすが、非食品の支出への影響はさほどではない。副食物を必要品（副食物所得弾力性
の最小値1.0近辺）と見る貧困層は、副食物と非食品の両方の支出を減らす。

鉄摂取量の30％の低下とは、どのくらい大変なのだろうか？ イメージを掴むために、図5に
平均鉄必要量別［訳註：図5鉄必要量（縦軸）］に摂取基準を満たす女性の割合（累積分布）［訳註：必要量の

推定パーセンタイル（百分位）値（横軸）］を示す。ほかの栄養分と同様、鉄の必要量は人によって異なり、
7mgFe/日で十分な女性（同図、30％）と、それでは足りない女性がいる（同図、残70％）。

食料価格が50％上昇すると、鉄摂取量は7mgFe/日から5mgFe/日まで約30％減少する（同図、
食料価格シミュレーション（実線）で示した点）。必要量をカバーできている女性は全体のわず
か5％であり、見方を変えると、鉄必要量を満たさない女性が25％も増加することになる。

表2と表3は、バングラデシュ農村部で収集した消費・栄養データを基にしている。この結果は、
ほかの発展途上国の農村部でも適用可能だろうか？脚註3

註）上の表に示した結果は表2の食料需要マトリックスに基づく。基本となる1日当たりの総消費カロリーを2,000カロリーと仮定、その内訳を主食
1,600カロリー、副食400カロリーとした。鉄摂取を主食から50%、残りの50%を副食から供給されると仮定。



フィリピン女性の習慣的摂取量の範囲

11mg／日（鉄強化米を摂取する
場合）：80％の女性の十分量

7mg／日（フィリピン女性の平均
摂取量）：30％の女性の十分量

食料価格シミュレーション
（7mgから30％減少）

必要量の推定パーセンタイル値

鉄
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量
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図5　フィリピン女性の鉄摂取量が30％減少すると、必要な鉄量を摂取できる女性の割合が30％から5％に減少する

鉄必要量の分布は､ 体格､ 年齢､ 生理による血液のロス､ 避妊薬の使用が階乗計算されたモデルによる（Food and Nutrition Board and 
Institute of Medicine, 2001）｡モンテカルロのシミュレーション（n >1,000）が使われた。フィリピン女性の平均鉄摂取量は7mg/日､鉄強化米（12mg/
kg精米）のみ消費する場合は11mg/日となる。
出典:John Beard, Pennsylvania State University
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アフリカ、アジア、ラテンアメリカの貧困層も、主食、副食、非食料品に対する支出割合は表
2とほぼ同規模である。これは単に低所得と空腹を満たすための主食物の多量購入（食料価格上
昇前の総支出の約1/3）が必要という理由のほか、残りの収入を、①主食以外の食料品（総支出
の約1/3）と、②住居、衣類、衛生用品などの購入（総支出の約1/3）に充てる必要があるため
である。したがって、貧困層の需要弾力性は表2とは余り乖離していない。

しかし、バングラデシュの場合、以下の2つの理由から食料価格の上昇に伴う鉄摂取量の低下
は特に大きいと思われる。

⒤バングラデシュでは、コメ（バングラデシュの主食）は貧困層の食物由来鉄源の40～45％
を占めるが、精米の鉄濃度は相対的に低い。（Arsenault, 2010）。ほかの国、特に全粒粉コムギ（鉄
濃度は精米より高い）を主食にする地域では、主食から摂取する鉄はもっと多い（50％以上）。

3  ドスーザとジョリフェ（D’Souza and Jolliffe, 2010）は、アフガニスタンのコムギ価格の上昇を分析し、食生
活のバラエティ不足との関連性に着目した。そこでの需要システムの評価が十分でなかったため、 ベースと
なる主食と副食の（価格）弾力性の差異の特定には至らなかった。

 ブリンクマンら（Brinkman et al., 2010）は、シミュレーションと回帰という別々の手法を合体させて、食料
の高騰が食生活のバラエティに与える影響を調べた。ネパール、ハイチ、ナイジェリアに焦点を当て、食料
の価格高に直面すると消費者は食生活のバラエティを減らす行動に出ることを確認した。

 ジェンセンとミラー（Jensen and Miller, 2008）は、2006年頃、中国で食料の価格高がカロリー摂取に与え
る影響を調査した。大きな影響が認められなかったため、中国の消費者は高いカロリー源を安価のものに切
り替えてエネルギー摂取を維持していると結論づけた。

 スコウフィアスら（Skoufias et al., 2010）は、1998年の経済危機（所得減価ショック）後の（総カロリー中の）
主食カロリー率の変化を調べた。デンプン系主食の割合に変化はなく、特定の微量栄養素（鉄、カルシウム、
ビタミンB1）は、危機の期間中、所得ショックに非常に敏感に反応したことが確認された。
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なので結果的に、副食物の摂取量が急減したとしても、鉄の総摂取量の大幅な減少にはならない
（ただし、肉類、魚類の摂取不足により、食事から来る鉄の総生体利用量は低下する）。

ⅱアフリカなどの諸国では、貧困層は同じ時期に出回る３～４種類の主食物を一緒に食べる。
仮に特定の主食物の価格が高騰したとしても、ほかの安価な主食物に切り替えが可能である。主
食品のエネルギー/カロリー量が高いなら、こういう方法でエネルギー摂取量の維持を図り、同
時に、将来の副食物購入のために出費を抑えることができる。

食料価格の高騰が生産者所得に与える影響

食料価格の上昇は貧困層には打撃だが、農業生産者としては生産物の市場価格が上がることで
所得上のメリットを享受する。この所得増は食事や栄養の摂取量のロスをどの程度カバーできる
のだろうか。この答えのために、表3のバングラデシュでの結果を基に、総所得が名目35％上昇
したと仮定しよう。脚註4

35％の所得増は、農業を生業とする土地持ち生産者の最大値と言える。生産者は、（もともと
食料価格の50％上昇により、所得の70％を食費に充当するため）この所得増をすべて食料品の
コスト増に充てる判断もありうるという意味でも、この35％は微妙な境界ともいえる。

食料価格の50％上昇と名目所得の35％増のシミュレーション結果は、図4の通りである。注目
すべきは、わずかではあるがエネルギーと鉄の摂取量が減少している点である。食料価格の上昇
で、食料品以外への支出が相対的に魅力を増す。一般家庭は従来の食生活パターンに固執しない
ということである。

微量栄養素欠乏による栄養失調症の影響、有病率、傾向
すべての生物と同様、人類もミネラルとビタミン源を食料に依存するように進化した。これら

の成分なくして刺激に反応・適応できる人体の生体機能や自然環境との複雑な相互作用はうまく
機能しない。これらの成分は必須栄養素とか微量栄養素として知られている。多量栄養素（タン
パク質、脂質、炭水化物）とは対照的に、微量栄養素の一日平均摂取必要量は、ミリグラムかよ
り小さい単位で計測する。微量栄養素は健康維持に必要な多様な食事成分である。9つの微量元素

（鉄、亜鉛、銅、クロム、セレン、ヨウ素、フッ素、マンガン、モリブデン）と13種のビタミン（ビ
タミンA、ビタミンB1、B2、B6、B12、ナイアシン（Niacin）葉酸（Folate）、パントテン酸（Pantothenic 
acid）、ビタミンC、ビタミンD、ビオチン、ビタミンE、ビタミンK）は、人体に必須と特定され
た（Bogden and Klevay, 2000）。

4  たとえば、全所得の70％を農業所得が占める生産者の場合、名目所得の35％増は（追加コストを一切かけな 
い前提で）、農産物価格の 50％増で達成できる。
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微量栄養素の中には、極めて特異的な代謝機能と特定の生理学的区画に関連づけられたバイオ
マーカーをもつものがあることが知られている。たとえば、ビタミンAはほぼすべて肝臓内の
肝星（伊東）細胞に貯蔵され（Blomhoffet al., 1990）、網膜内の夜間視覚サイクル（Rando, 1990）
や、消化・呼吸器官の粘膜内層での感染症をブロックするバリア機能の保全を支える（West et 
al., 1991）。葉酸を介した一炭素単位転移は、デオキシリボ核酸（DNA）、リボ核酸（RNA）、細
胞膜脂質、神経伝達物質などの生成プロセスに重要である。葉酸は血中ホモシステインを低下さ
せ、赤血球（RBC）の生成、タンパク質の代謝、細胞の成長と分裂などを促進し、神経管閉鎖
不全（脊椎披裂）や無脳症を予防する。鉄はヘモグロビン分子で酸素を運搬する赤血球や、神経
伝達物質の正常な生成、神経回路網の形態や組織化、髄鞘形成などに必要とされている（Lozoff 
and Georgieff, 2006）。ヨウ素を含有するホルモン類は、あらゆる生細胞の増殖を調整する働きが
あるが、特に胎児や幼児期の神経系に大きな影響をもつ（Zimmerman et al., 2008）。一方、ほか
の栄養素（亜鉛など）は複数の代謝経路に関与しているが、そのいくつかは機能がまだ完全には
解明されていない（Golden, 1994）。たとえば、亜鉛は体内に遍在して、タンパク質の合成や細
胞成長・分裂に重要な役割を担う（Hotz and Brown, 2004）。いくつかの微量要素（ビタミンD
など）はプロホルモンの働きをもち（DeLuca and Zierold,1998）、ほかのビタミン類（ビタミンC、
ビタミンE、ビタミンA）やミネラル類（銅、亜鉛、セレン）は、より複雑な生化学システムで
の抗酸化機能やその促進効果を発揮する（Heyland et al., 2005）。

主に食事上の原因による微量栄養素欠乏や、栄養失調症と感染症の複雑な関係から見て、単
一の（栄養素）欠乏症は、公衆衛生上は例外的なこととし、対象としないのは理にかなってい
る（Black, 2001）。しかし、欠乏症の中にはより拡散的で、個人や集団に深刻な健康被害を引き
起こすものがある。それゆえ、貧困で食物が不安定な住民が罹りがちな疾病への対処能力に劣
る地域では、被害人口の大きさ、人命の危険性、致死危険度、障害調整生存年数（disability-adjusted 
life years；DALYs）の程度、そして、ビタミンA、鉄、ヨウ素、亜鉛の投与という費用対効果
の高い対処法が可能かどうかで、優先順位を決めるようになった。また妊娠前後の葉酸欠乏に
伴う神経管閉鎖障害の予防に対する関心のなさは、蔓延するはしかに予防接種をためらうのと
同じ公衆衛生レベルとの指摘にもかかわらず（Pitkin, 2007）、発展途上国での葉酸添加食品によ
る栄養強化や栄養補助食品（サプリメント）への投資は極めて低い状況にある（Botto et al., 
2005）。

世界人口のざっと3分の1以上は、一つ以上の微量要素欠乏症の危険にさらされている。有病率
の順で見ると、もっとも一般的な微量栄養素の欠乏症は、鉄（約16億人、de Benoist et al., 
2008a）、ヨウ素（約20億人、de Benoist et al., 2008b）、亜鉛（約15億人、Hotz and Brown, 2004）
で、その次にセレン（Brown and Authur, 2002）と銅（Madsen and Jonathan, 2007）が続く。公
衆衛生上、もっとも広範に蔓延しているビタミン欠乏はビタミンAで、1億9,000万人の学齢未満
の子供達と1,900万人の妊婦が（命の）危険にさらされ（WHO, 2009）、葉酸欠乏では、約30万人
強の新生児が神経管閉鎖障害に罹っている（Botto, 2005）。そのあと、ビタミンB12、ビタミンDと



表4　世界と地域別の代表的ビタミンとミネラル欠乏症の有病率（％）

表5　世界と地域別の亜鉛欠乏症の罹患リスク人口率

WHO管轄地域
ビタミンA欠乏症1 貧血（鉄欠乏症）2 ヨウ素欠乏3

学齢前の子供 妊婦 学齢前の子供 妊婦 妊娠していない
女性 学齢期の子供

アフリカ 44.4 13.5 67.6 57.1 47.5 40.8
アメリカ 15.6 2.0 29.3 24.1 17.8 10.6

ヨーロッパ 19.7 11.6 21.7 25.1 19 52.4

東地中海沿岸 20.4 16.1 46.7 44.2 32.4 48.8

東南アジア 49.9 17.3 65.5 48.2 45.7 30.3

西太平洋 12.9 21.5 23.1 30.7 21.5 22.7

世界 33.3 15.3 47.4 42 30.2 31.5

註1）ビタミンA欠乏症の世界の有病率（1995～2005年）：WHO Global Database on Vitamin A deficiency
註2）貧血の世界の有病率（1993～2005年）：World Health Organization, 2008
註3）ヨウ素欠乏の世界の有病率（2007年）；Global progress since 2003：World Health Organization, 2008

地域 罹患リスク人口率（％±S.D.）

北アフリカと東地中海沿岸 9.3 ± 3.6

サブサハラアフリカ地域 28.2 ± 15.0

ラテンアメリカとカリブ海地域 24.8 ± 12.0

USAとカナダ 9.5 ± 1.3

東ヨーロッパ 16.2 ± 10.5

西ヨーロッパ 10.9 ± 5.2

東南アジア 33.1 ± 5.9

南アジア 26.7 ± 9.4
中国（＋香港） 14.1

西太平洋 22.1 ± 8.2

世界 20.5 ± 11.4

出典: IZiNCG, Estimated risk of zinc deficiency by country, FNB 2004; vol. 25 (supplement 2).
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続くが、その欠乏がもたらす機能障害がまだ明確に検証されていないため、世界規模の有病率や
公衆衛生上の栄養失調率に関する科学者間のコンセンサスは無い。

４つの代表的な微量栄養素欠乏症について、地域別の有病率の推定値は表4と表5に示されて
いる。しかし、この数字からは、アジアとアフリカに集中する世界人口の約半分を占める欠乏症
に苦しむ人たちの実態をうかがい知ることはできない。中でも、特に最貧困層は、予防可能な精
神障害、子供や大人の身体能力の低下、母親や胎児の死亡、さらには社会経済の発展を阻害する
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ような長期的な弊害に直面している。各栄養素の欠乏は人間の健康に別個の障害をもたらすが、
正確な測定は別にしても、障害が重なることで付加的ないし相乗的な形で、個人や集団的レベル
での人的資本が損なわれている。

主に鉄欠乏によるが、慢性感染症や社会環境による栄養素欠乏で貧血症に罹っている人は世界
で16億人にのぼっている。鉄欠乏は、子供の精神障害（Lozoff and Georgieff, 2006）、重症だと
妊婦の死亡（Allen, 1997）や子供と成人の身体能力の低下（Haas and Brownlie, 2001）につなが
る。ビタミンA不足は失明（夜盲症）を引き起こすほか、免疫力障害や子供のはしかなどの感染
症による死亡率増加（West, 2002）の原因となる。世界の人口の20％は亜鉛含有食品の摂取不足
が原因の亜鉛欠乏症脚註5（表5）の危険にさらされ、下痢や上気道感染症などが原因となる児童
の発育不全（Brown et al., 2009a）や死亡率の上昇をもたらす（Walker et al., 2009）。2008年に、「母
子の栄養不足に関する研究グループ」は、微量栄養素欠乏による栄養失調症と関連する疾病負荷
の推定を発表した（Lanset, 2008）。この推計によると、発育障害、激しい体力消耗、子宮内胎児
の発育遅延による死亡は220万人で、障害調整生存年数（DALYs）の21％となっている。脚註6

免疫学的システムと関連した2つの微量要素（亜鉛とビタミンA）の欠乏に起因する死亡はさ
らに100万人で、障害調整生存年数（DALYs）の9％となっている（Black et al., 2008）。WHOは、
約80万人の妊産婦の死亡（同年齢層の全死亡の1.5％）と13万人以上の小児死亡は鉄欠乏が原因で、
これは3,500万生命年の損失（DALYsは2.4％）であり、その３分の１は東南アジアで、次の３
分の1はサブサハラ・アフリカで発生している（Stoltzfus et al., 2004）、との推計を発表した。
鉄欠乏は、生殖可能年齢の女性だけでもDALYsの0.4％となる。激しい体力消耗、発育障害、子
宮内の胎児の発育遅延（IUGR）、授乳不足などが、これらの栄養素欠乏の要因の影響を受けてお
り、世界の小児死亡の35％と病気負荷全体の11％を占める。

5  現在、亜鉛欠乏の有病率の指標は世界保健機関（WHO）で検討中。仮に発病率を代替指標とすると、有病率
は世界中で28.5%もの高率に達するおそれがある。

6  DALYとは、“健康的な生活”が失われた年数。予防できる病気や病状によって不健康な状態をすごした（病
的状態）期間と、早すぎる死によって失われた日数を測る試みである。この年間基準には、病気や死という
結果だけでなく、長期の夜盲症や下痢といった短期症状も含まれる。また、機能障害も考慮に入れられる。
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個別の微量栄養素欠乏の影響

鉄欠乏症

鉄は、酸素運搬（ヘモグロビン）、酸素貯蔵（ミオグロビン）、細胞内のエネルギー伝達（シト
クロム）といった基本的な細胞の働きがあるため、すべてのヒトの組織に必要であり、とりわけ
筋肉、脳、赤血球に必須である（Yehuda and Mostofsky, 2009）。食物から摂取する鉄が常態的
に1日の必要量を満たしていない場合、まず体は体内に貯蔵されている鉄を消耗し、次に鉄需要
が大きい組織（骨髄、横紋筋、脳など）で鉄不足が起き、最終的に酸素運搬の役割を担うタンパ
ク質であるヘモグロビンの循環量が減少する貧血症に陥り、重要な臓器への酸素運搬が不足する。
すべてのヒトの細胞はその活動に酸素を必要とするため、貧血の程度によっては、広い範囲の臨
床的問題を引き起こす。貧血症の測定は低コストで簡単にできるため、赤血球形成を阻害する重
度の鉄欠乏症の診断材料に使われてきたが、これは決して信頼できる指標ではない。多くの住民
にとって、鉄欠乏症は貧血だけでなく、複数の症状の原因になっている可能性がある（失血を起
こす寄生虫、ビタミンA欠乏、慢性感染症や慢性失血症など）（Hershko and Skikne, 2009）。貧
血の50％を鉄欠乏（の指標）とするという説（WHO, 2008）は、生態系上の地域や人口横断的
に適正に検証されたものではない。

幼児の成長期と妊娠中は多量の鉄を必要とするため、この二段階が鉄欠乏障害にもっとも罹り
やすい時期である（Preziosi et al., 1997）。一方、慢性的な鉄欠乏性貧血は、めったに直接の死亡
原因にはならない。しかし、中程度や重度の鉄欠乏性貧血は低酸素症を引き起こし、肺機能障害
や心血管障害を増幅する危険性があり、死亡に至る場合もある（Horwich et al., 2002）。それでも、
肉類を摂取せず、主食作物に偏った食生活を続けると、一生を通じて鉄欠乏症の発症や

（Zimmerman et al., 2005）、失血原因となる感染症に頻繁に罹るおそれがある。

発展途上国での周産期死亡率の5分の1と妊産婦死亡率の10分の1は、鉄欠乏症が原因とされ
ているが、ヘモグロビン基準値の低さ、実際の重度貧血の有病率、人口集団別の鉄欠乏性貧血症
の発症率のばらつき、重度貧血で悪化する潜在因子の発生率などのテーマを取り扱った研究報告
が少ないことから、過大評価の可能性もある（Rush, 2000）。幼年期の鉄欠乏性貧血と小児期中
期の知力低下の間に因果関係があるという多くの実証報告もある（Lozoff, 2008）。鉄不足が、筋
肉内の酸素輸送や呼吸効率などの体内メカニズムを通して、基礎体力と有酸素運動能力の低下を
引き起こすという実証結果も明らかになっており（Haas, 2001）、労働生産性の低下や収入減など、
特に肉体労働に依存する経済には悪材料となる。

亜鉛欠乏

生体利用可能な亜鉛の摂取不足および体内消耗の亢進は、亜鉛欠乏症を引き起こす。肉類が唯
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一の良質で生物学的に利用可能な亜鉛の摂取源であることや、亜鉛の吸収を阻害するフィチン酸
の影響もある（Hotz and Brown, 2004）。したがって、食事が菜食主体の人々は影響を受けやすい。
また、下痢性疾患による亜鉛の消耗は、体内の亜鉛の栄養バランスを崩す（Castillo-Duran et al., 
1988）。

重度の亜鉛欠乏症はめったにない。1900年代初期には、小人症、二次性徴の遅発や思春期初
期の胴短長足、免疫機能障害、皮膚疾患、食欲不振などの身体特徴と関連づけられた（Prasad, 
1991）。この40年の間に、無症状欠乏の弊害の理解が深まったことによって、亜鉛欠乏は稀な栄
養障害から公衆栄養上の世界的課題として認識されるようになった（Mathers et al., 2006）。

世界では、亜鉛欠乏による下気道感染症、下痢、マラリア感染などのリスクが増大している
（Black, 2003a）。亜鉛欠乏は、下気道感染症の約16％、マラリアの18％、下痢症の10％の原因と
考えられている（Caulfield and Black, 2004）。

亜鉛欠乏は、下痢、肺炎、マラリアによる年間80万人もの5歳以下の子供の死亡の原因とされ
ている（Caulfield and Black, 2004）。肺炎と下痢の疾病負荷がもっとも高いのがサブサハラ・ア
フリカ諸国で、子供の死亡率は高く、大人の死亡率はさらにその上を行く。東南アジア、東部地
中海とアメリカ諸国では子供も大人もともに高い死亡率となっている。亜鉛欠乏によるマラリア
は、ほぼすべてサブサハラ・アフリカで発生している（Mathers et al., 2006）。

ビタミンA欠乏

ビタミンAは、目の健康と視力、成長、そして免疫機能の維持に不可欠である。典型的には、
いくつかの症状（食欲不振、吸収不良、はしかや同種の病気によるビタミンAの排泄量の増加）
が重なったら、ビタミンA欠乏（VAD）の可能性がかなり高い。ビタミンA欠乏は、動物性組
織の低摂取、植物由来のプロビタミンAカロテノイドの摂取不足、それに伴う食事の脂肪の摂
取不足によって発症する（Sommer, 2008）。重症かつ長期のビタミンA欠乏は、角膜障害や失明
の原因となる眼球乾燥症（ドライアイ）などの古典的な眼性症状から診断でき、今も児童の予防
可能な代表的失明原因である（WHO, 2009）。眼球乾燥症（結膜乾燥症と角膜潰瘍）の徴候は、
紅斑性狼瘡（エリテマトーデス）や慢性関節リウマチなどの全身性自己免疫疾患でも認められる

（Roy, 2002）。しかし、ビタミンA欠乏では紅班が目立たないのが普通で、ビタミンAの状態の
生化学検査に限界があるなか、女性、子供の夜間視力を測定する人にやさしい技術（小型コンピ
ューター内蔵型瞳孔暗順応測定ゴーグル）の最近の進歩は、（ビタミンA欠乏の）現状把握と対
策の効果の評価に有望である（Labrique et al., 2009）。

世界全体で約80万人（1.4％）の死亡原因が、女性と子供（男子1.1％、女子1.7％）のビタミ
ンA欠乏症であると推定されている。起因する障害調整生存年数（DALYs）が占める割合は、
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世界全体の疾病負荷の1.8％に及ぶ（Black, 2003b）。ここでも、5歳以下の子供と生殖年齢の女性
が、この栄養素欠乏とそれが原因の健康障害の最大のリスク当事者で、その最大の有病率地域は
東南アジア（30～48％）とアフリカ（28～35％）である（Rice et al., 2004）。

最近、生後6～59カ月の子供を対象とした9例のプラセボ対照試験によるメタ分析において、
ビタミンA補給の結果、リスクが軽減されたことが、「母子栄養に関するランセット論文集」に
報告されている（Black et al., 2008）。原因別死亡率の相対危険度の試算では、ビタミンA欠乏
症が起因した下痢による死亡率は1.47（95％ CI 1.25～1.75）、はしかによる死亡率は1.35（0.96～
1.89）となっている。さらに、アジアにおける新生児に対するビタミンA補給に関する3例の試
験調査で、生後6カ月の死亡率の低下が報告されている。この試験結果では、生後6カ月の相対
的危険度は、すべての感染症による死亡は1.25、早産による死亡は2/3であった。

ヨウ素欠乏

ヨウ素欠乏は、知的発達障害や脳障害のもっとも一般的で予防可能な障害である（Zimmerman 
et al., 2008）。胎児のヨウ素欠乏が引き起こす重度の精神発達遅滞のひとつ“地方性クレチン症”は、
ヨウ素欠乏症（IDD）として総称的に知られている広範な生殖異常、神経病、内分泌異常などの
疾患である。ヨウ素欠乏症には、低体重新生児、高乳児死亡率、運動機能障害、聴力障害、甲状
腺機能低下、放射線感受性亢進、ヨウ素誘発性甲状腺機能低下症、神経機能障害などが含まれる
が、損傷時期と期間によって症状は千差万別である（WHO et al., 2007）。ヨウ素欠乏症による損
失生存年数は250万年（全体の0.2％）であり、地域的にはアフリカの最貧諸国に偏在し（約25％）、
次いで東南アジアの17％、地中海東部の16％となっている（WHO, 2002）。

微量栄養素欠乏の管理と予防介入
ビタミンやミネラル欠乏管理の効果的な介入法としては、中央で集中調理された栄養強化食品

や調味料・ソース、食生活の多様化または改善、医薬部外品のサプリメント（5万IU、10万IU、
20万IUカプセル入り、ないしシロップ状のレチノール、ヨウ素化油カプセル、鉄単独ないし鉄
を含む複合微量栄養素のタブレットやシロップ、鉄を含む分散性粉末などの大量投与）がある。
発展途上国の農村地域で栽培・消費される主食用作物に、交配や遺伝子組換えなどの人為的方法
で必須微量栄養素を増やす栄養強化は、肥料に微量元素を添加する農業的栄養強化と共に、栄養
強化と食事改善の両方の対策となる。鉄強化米（Haas et al., 2005）とカロテノイドを多く含む
サツマイモ（Low et al., 2007）は、フィリピンの女性とモザンビークの子供たちの微量栄養素の
状態をよくすることにそれぞれ効果があることが明らかになった。ほかの栄養強化主食作物（高
亜鉛コメ・コムギ、高鉄分マメ類・トウジンビエ、高プロビタミンAカロテノイドを多く含む
キャッサバとトウモロコシ）の効果についての評価が進んでいる。栄養素に特化した介入の評価
はほかで広範囲に行われているので（Bhutta et al., 2008）、ここでは個々の掘り下げは省略し、



表6　効果的な大規模微量栄養素プログラムの推進と検証に対する横断的課題（Klemm et al., 2009）

•主な関係者は栄養素対策の目標を共有するが、優先順位の策定、提案、実施を調整するリーダーシッ
プが欠如

•微量栄養素推進組織に属する関係団体間のコミュニケーションの不足

•関係者が地球的課題と一国の課題を未整理のまま、しばしば競合する対策を進め、結果、連携が取
れず共通目標の達成に遅延が生じる

•微量栄養素推進組織は、より広範囲の栄養・保健開発計画と十分に連動していない

•微量栄養素推進組織は、微量要素製品、サービス、配達プラットホームの改善に、民間部門の資源、
知見、配送システムの活用が十分でない

•国の機関に手引書が不足し、系統的にニーズを査定し、エビデンスに基づいた意思決定を行う権限
を与えられていない

•不十分な微量栄養素介入のモニタリング、評価、実績・成果の文書化の結果、プログラム、提案、
執行責任、各国機関のマネージャー教育、などの強化努力に支障が生じる

•全体的な栄養関連資金の不足で微量栄養素対策の達成に支障が生じる

•実施検証のための資金不足により、大規模微量栄養素プログラムの制度設計、マネージメント、実
施、評価、資金の検討に支障が生じる
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国家プログラム的介入全般の教訓としての活用にとどめる。

「母子の栄養不足に関するランセット論文」は、ミレニアム開発目標1（目標1C、栄養不足）
4（幼児死亡率の削減）、5（目標5A、妊産婦死亡率の削減）の達成に向け、微量栄養素に関する
介入が果たす役割を明らかにした。この論文集での国際連携の呼びかけに応える意味も含め、微
量栄養素フォーラムのメンバーは『2008イノチェンティ・プロセス』を作成し、世界で広く実
施されている微量栄養素欠乏の撲滅プログラムの実績を批判的に検証した。それには、地方現場
のマネージャーや担当者を動員し、関係団体間で成功実例と失敗実例の原因確認を行った

（Klemm et al., 2009）。この検証を通して、微量栄養素プログラムの実施に影響する介入特有の
課題が明らかになった（表6）。要約すると、関係団体はリーダーシップ、連携、そしてより多
くの資源を必要とし、他方、地方の現場は、ガイダンス、権限委譲、より強力なモニタリング、
評価、そして国家プログラムやこの分野の改善に向けた国際的支援についての実施・結果報告を
必要としている。

その実施結果を根拠に、『2008イノチェンティ・プロセス』は、大規模な微量栄養素に関する
介入を以下の通り分類した：



表7　障害調整生存年数（Disability-Adjusted Life Year；DALY）当たりの平均コストの幅（USD）

介入 アフリカ アジア

大規模実施の効果が実証済みの介入

ビタミンAのサプリメントによる栄養補給、50％到達 26-52 55

ビタミンAの栄養強化、50％到達 21-41 22

大規模実施の効果の追加検証が必要な介入

鉄のサプリメントによる栄養補給、50％到達 2 30 70

鉄の栄養強化、50％到達 2 27 43

将来有望な新規介入

ビタミンAを栄養強化したサツマイモ、40％到達 3 9

ビタミンAを栄養強化したトウモロコシ、40％到達 3 11-18

亜鉛を栄養強化したコメ、60％到達 3 2-7

亜鉛のサプリメントによる栄養補給、50％到達 1 476-823 7

註1）WHO-CHOICE, http://www.who.int/choice/results/en/
註2）Baltussen et al. （2004）. “Iron Fortification and Supplementation are Cost-Effective Interventions to Reduce Iron Deficiency in 
Four Subregions of the World” The Journal of Nutrition.
註3）Meenakshi et al. （2010）. “How Cost-Effective is Biofortification in Combating Micronutrient Malnutrition? An Ex Ante 
Assessment” World Development.
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1.実施効果と広範な成果が実証済みの介入
（例：就学前の児童へのビタミンA補給、ヨウ素強化食塩、ビタミンA添加砂糖、葉酸強

化小麦粉）
2.実施効果と成果の追加検証が必要な微量栄養素介入

（例：妊産婦に対する鉄と葉酸補給、大規模鉄強化プログラム）
3.有望だが広範な実施経験が必要な新規微量栄養素介入

（例：粉末微量栄養素を使った在宅栄養強化（Dewey and Adu-Afarwuah, 2008）、低浸透
性経口補水塩の補助剤と子供の急性下痢治療を併せた持った亜鉛補給脚註7（Thapar and 
Sanderson, 2004）、条件付き現金振込、マイクロクレジット、栄養成分を含む農業的介入
などの貧困削減策）

一連の介入に関連したDALYs節減当たりのコスト概要を表7に紹介する。我々の見解では、
主食作物の栄養強化は第3区分に該当、最近のプロビタミンA入り（黄肉色）サツマイモの成功
により、サツマイモの栄養強化は第2区分に属する。

7  生後6カ月以上の新生児には20mg／日を10～14日、6カ月未満の新生児には10mg／日。
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サプリメントによる栄養素補給
ヨウ素欠乏とビタミンA欠乏予防の成功例に対し、鉄欠乏食と亜鉛欠乏食では期待外れの結

果となった。その基本的な違いは、前者は油に溶かすことで人体への吸収性と貯蔵力は高くなる
が、鉄と亜鉛の吸収性は、同時に摂取するほかの食物成分や日々の吸収・貯蔵量を抑制する恒常
性（ホメオスタシス）調節機構の影響を受ける。生理学的な面からより少量服用への転換が推奨
されているが、定番の2万IUレチノールは授乳期の女性の100日以上分の必要量を十分に満たし、
元素状ヨウ素（elemental I）200mg入りヨウ素化ケシ油0.4mlの1回の少投与量は学齢児童の1
年分の必要量を満たす（Zimmerman et al., 2000）。予防的な鉄補給は、対象集団によって異なる
ものの、30～90余日の期間、1日必要量の15～30倍を毎日服用する。鉄補給（ないしは複合栄
養素）は、時間をかけて習慣を身につける（学校などの）環境なら、毎週の摂取が可能である。
しかし、この補給方法は、短期間に鉄の貯蔵が必要となる妊娠中には効果的とはいえない。

さらに、（亜鉛や鉄欠乏に対する）長期の予防的補給療法に関しては、患者の疲労や不快な胃
腸副作用（胸やけ、金属的な後味、下痢、その他）のため、継続が困難である。加えて、ビタミ
ンA欠乏による眼球摘出や角膜瘢痕、ヨウ素欠乏症の甲状腺腫やクレチン症（先天性甲状腺機
能低下症）のようなはっきりとした危険兆候がない。栄養補給プログラムを支援する政府と関係
機関には、これらの欠乏症に1カ月もしくは3カ月毎に30錠、または90錠を配布するよりは、発
症危険度の高い個人にカプセル１錠を6～12カ月毎に投与する方が費用対効果に優れている。そ
れゆえ、鉄・亜鉛欠乏の抑制と予防プログラムを効果的に持続させるには、ほかの医療供給シス
テムとは独立せず、一体的、かつ年間を通じた後方支援と効果的なモニタリング・システムが必
要である。

既成ビタミンA（レチノール）を年2回大量投与した結果、発展途上国の5歳以下の幼児のビ
タミンA欠乏に起因する失明やほかの眼性徴候は大幅に減少した。ビタミンAサプリメント

（VAS）の合理的根拠は、特にはしか予防接種の低普及率環境での幼児死亡率の20～30％の減少
である（年間約35万人の死亡を回避。Sommer, 2008）。国際基準は、出生1,000人当たり70人と
高い幼児死亡率を有するすべての国で、生後6カ月から5歳までのすべての子供に対するビタミ
ンAの定期的投与である（UNICEF, 2007）。当初は短期の緊急介入として想定されたものだが、
食料不安が今の水準である限り、またすべての該当地域で、ビタミンAサプリメント（VAS）
は公衆栄養医療対策の必須要素となる。

亜鉛サプリメントが下痢症の予防と治療に有効なことは、いくつかの研究によって確認されて
いるが（Santosham et al., 2010）、予防的な亜鉛サプリメント・プログラムが実施されたことは
ほとんどない。他方、過去5年間に、45カ国以上の国で、亜鉛を下痢治療指針に取り入れるなど
の国家幼児健康施策の改善を実施した（Fischer-Walker et al., 2009）予防的ビタミンAサプリメ
ントと、予防、かつ臨床的な亜鉛サプリメントは、2008年のコペンハーゲン・コンセンサスによ
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って、幼児死亡率の低下にもっとも費用対効果が優れている公衆衛生介入として分類され
（Lomborg, 2007）、母子の健康と栄養の改善にもっとも有効な介入であるとされた（Bhutta et al., 
2008）。

食品の栄養強化

食品の栄養強化は、WHOによって大々的に再検討された（Allen et al., 2006）。一般的に、食
物の栄養強化は中長期的な微量栄養素の改善に効果的で費用対効果も高い。その効果の最たる例
は、ヨウ素欠乏症を予防する食塩のヨウ素添加で、何百万もの死産や流産、重度精神・神経障害
新生児（クレチン症や軽度の子宮内の胎児のヨウ素欠乏症）や甲状腺機能障害者の発生を防止し、
欠乏症に関連した何百万ドルもの公的医療サービスのコスト削減をもたらした（Zimmerman et 
al., 2008）。ヨウ素強化はヨウ素欠乏症（IDD）の発生を73％も減少させた（Mahomed and 
Gülmenzoglu, 1997）。先天性欠損症（脊椎披裂や無脳症など）や葉酸欠乏性貧血を予防する穀粉

（主に小麦粉）の合成葉酸添加も、主食作物の加工による効果の一例である。神経管閉鎖は妊娠
20週目前に発症し、その閉鎖障害は受胎時の葉酸欠乏に関連するため、葉酸の摂取時期は極め
て重要であり、上記介入と同様、妊娠適齢の女性が日々規則正しく摂取する食料に葉酸を添加す
ることで最善の効果が得られる。既に小麦粉の生産ではパン特性の向上と保存性の強化のために
添加物を使用していることから、その製造技術をもってすれば、小麦粉に必須栄養素を添加する
のは単純、かつ実現可能である。しかし、理想的な食物－栄養素の組み合せは地方独特のもので
あり、食事の栄養価不足や、対象集団が通常摂取する媒体食品の量と頻度に応じて決めることに
なる。

アフリカの小規模製粉所で小麦粉の栄養強化の取り組みがなされてきたが、この規模の製粉所
網での成功体験の報告はない。ネパールでは村が管理する小型ローラーミルに地元で作った調合
装置を設置することで、微量栄養素の添加に成功した例がある。

ダリー（Dary, 2007）は、鉄強化プログラムの最近の研究で、食料や調味料（塩、醤油・魚醤、
砂糖など）の鉄強化について、鉄含有量に制限がかかる主要因は技術的なもの、つまり鉄化合物
と食品基質の相性の問題と結論づけた。事実、小麦粉がもつ知覚的特性［訳註：風味、匂いなどの五感に

かかわる官能性］の変化を抑えるには、鉄の添加量を比較的少量にすべきである。最大許容量は鉄化
合物によって異なる（たとえば、低抽出、高精製の小麦粉では、硫酸鉄の場合、小麦粉1kg当た
り鉄約30mg、フマル酸第一鉄の場合は約55mg、低抽出の高精製小麦粉には電解鉄では60～
80mg/1kgの小麦粉、高抽出の未製粉小麦粉にはより少量のエチレンジアミン四酢酸一ナトリウ
ム鉄（II）、Hurrell et al., 2010）。栄養強化食品の生物学的影響の大きさは、推定平均必要量

（EAR）、ないし推奨栄養所要量（RNI）の供給量と吸収量に関係する。鉄欠乏が深刻な国では、
鉄貯蔵量の改善には少なくとも推定平均必要量の60％を、また栄養性貧血の減少には少なくと
も推定平均必要量の90％の鉄を補給する必要がある。ほかの効果的な鉄強化例としては、食卓
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塩（Zimmerman et al., 2003）コメ（Diego et al., 2006）,砂糖（Viteri et al., 1978）、醤油（Chen
et al., 2005）などの研究論文があるが、自由市場条件や公的プログラム条件での大規模効果に

関しては、まだ研究段階である。

砂糖へのパルミチン酸レチノールの添加は（Ribaya-Mercado et al., 2004）、1980年代以降、ビ
タミンA欠乏の解消策として、グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラスとニカラグアで効
果的に実施されているが、ザンビアではまだ着手されていない（Arroyave, 1981）。アフリカでは、
調理油や油脂食品（マーガリン）へのレチノールの添加が増えているが、その有効性を証明する
研究論文はない。

興味深いサプリ栄養強化のハイブリッドテクノロジーによって、幼児期と幼少期の栄養性貧血
［訳註：血液をつくる成分が十分補給されないために起こる貧血、ビタミンB₆、ビタミンB12、葉酸、鉄などの欠乏により起こる］と
の戦いに大きな進展があった。スタンレー・ズロトキン（Stanley Zlotkin）は、世界で起きた母
子の鉄シロップやドロップの服用忌避の解決策として、家庭での補助食品の栄養強化のための粉
末複合微量栄養素（Sprinkles™）の使用を考案した。1～3カ月間、複数の1パック0.5～1.0g入
りの粉末微量栄養素を日常的に使用した結果、数カ所の異なる環境で貧血を効果的に削減するこ
とができた（ガーナ、ネパール、インド、中国、ボリビア、メキシコなど。Zlotkin et al., 2004）。
その成功の秘訣は、商品の使い勝手、対象顧客の絞り込み、魅力的包装、鉄化合品のマイクロカ
プセル化による食品の金属臭除去など、消費者の受容性を高める取り組みであった。

食品の亜鉛強化の影響については、ばらつきの多い結果であった。亜鉛強化食品は亜鉛摂取量
の大幅な増加と、亜鉛吸収量の付加的な増加をもたらしたが、亜鉛の血清中濃度や機能指標が高
まった事例は限られている（Brown et al., 2009）。これまでの調査結果のばらつきの理由の究明
が求められる。これに関する最新の報告でも（Hess, 2009）、媒体食品の選択、年齢階層、研究
対象集団の亜鉛の状態、ないしは研究デザインのあり様を、今後の研究でしっかり整理すべきと
している。「亜鉛欠乏症の高リスク集団の亜鉛摂取増、亜鉛強化後の亜鉛総吸収量増の実証報告、
副作用が一切ないこと、亜鉛添加の低コストなどの利点」から、亜鉛強化の有効性に関する研究
不足の改善が優先されるべき課題である。

食生活の多様化と食習慣の変化

発展途上国の食生活は一般的に多様性に欠け、エネルギーと栄養分の供給には不十分であるた
め、介入戦略では、日頃の食品の多様化に加え、食事摂取の総量増に力点を置く必要がある。微
量栄養素欠乏症の程度と分布は、政治・経済状況、教育・公衆衛生水準、季節性・気候条件、食
料生産、文化的・宗教的食習慣、母乳習慣、伝染性の病気の流行、栄養プログラムや（健康）保
険サービスの存在と質などによって間違いなく異なってくる。1種類の栄養素や食物だけの取り
組みでは、発展途上国の栄養失調症に十分に対応することはできない。サプリメントや強化食品
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が十分に届かない、食事が不安定な村落集団では、食事の充実に向けた持続的改善は、農業・畜
産資源と生活改善介入を基盤とした食改善アプローチで達成されるであろう。小規模な試みでは
あるが、多彩な食材を食することで食事の多様化を実現した事例がある（自家菜園と小規模畜産）

（Tontisirin et al., 2002）。食料が不安定な環境では、生産者には濃緑色野菜、黄・橙色果物、卵、
牛乳、魚類、小動物家畜などを生産拡大するための指導・支援が必要とされている。もちろん共
感するが、これはほとんど小規模開発・研究プロジェクトに基づく話で、科学的根拠に乏しいの
が実態である。唯一注目できる大規模な取り組みは、飢餓・栄養失調症の撲滅を目指したブラジ
ルの「Fome Cero（ゼロ・ハンガー）プログラム（FAO, 2007）である。これは、地域社会開発
政策を国家プログラムに直結させて、バラエティーに富んだ食事の拡大と、地元産食材を使った
食の多様化を阻む条件の解消を目指したもので、おそらく、都市と地方の貧困層に蔓延する微量
栄養素欠乏による栄養失調症（と飢餓）の持続的解消を目指す戦略としてはベストのものである

（Gómez-Calera et al., 2010）。

農業からのアプローチ

生物学的栄養強化

生物学的栄養強化の理論的根拠

近代農業は、発展途上国の貧困層のエネルギー需要を満たすことに大きな成功を収めた。過去
40年間、発展途上国の農業研究は穀物増産を中心に据えることで、マルサスの挑戦に対処して
きた。しかし、今日、農業は単に食料増産だけでなく、良質な食料もあわせて提供するという新
たなパラダイムに焦点を当てなければならない。脚註8

植物育種を通じた生物学的栄養強化は比較的安価で、費用対効果に優れ、持続可能な長期的な
手段として、貧困層により多くの微量栄養素の供給が可能となり、貧困層が摂取している主食の
栄養価の改善ができる。この方法は、補助的介入による治療を必要とする重度の栄養失調者の数
を減らすだけでなく、改善後の栄養状態の維持にも役立つ。さらに、生物学的栄養強化は市販の
強化食品やサプリメントの入手が困難な地方の栄養失調者にも解決策となる。

継続的な財政支出を必要とする従来のサプリメントや栄養強化プログラムと異なり、植物育種
への一回の投資で、世界中の生産者は微量栄養素を豊富に含む植物を何年間も収穫し続けられる。
この時間と距離を超えた乗数性が、生物学的栄養強化が提供する優れた費用対効果である。脚註9

8  総合的な解決に重要なのは、数ある副食物の生産性を改善することである。大量の食品がかかわるため、目
標達成には多大な投資が必要となるが、ここではその範囲にはふれていない。
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生物学的栄養強化の比較優位性

農村地域の栄養失調者への対策

貧しい生産者は、国際農業研究協議グループ（CGIAR）の支援を受けた農業研究センターや
官民農業研究システム（NARS）が開発し、非政府組織（NGOs）や公的営農機関が普及推進す
る近代品種を栽培する。生物学的栄養強化の戦略は、生産者向けの最高収益・収量品種に高濃度
微量栄養素特性を添加することと、できる限り多くの市場品種にこの特性をもたせることである。
さらに、余剰作物は直販ルートを経由して、都市と地方の消費者に供給される。都市部のセンタ
ーからスタートする補完的介入とは逆に、こちらはいわば農村から都市への流れとなる。

費用対効果と低コスト

生物学的栄養強化された主食物は、サプリメントや工場生産された強化食品ほどの高ミネラル
や高ビタミン（/日）は供給できないが、数百万人もの人々を栄養失調状態から微量栄養素が十
分なレベルまで引き上げる助けになる。図6は、鉄欠乏人口の中で軽度の鉄欠乏症の人の割合が
高い時の可能性を図示した。重度の鉄欠乏症患者はサプリメント（もっとも高コストの介入）が
必要となる。

2003年の商業ベースの栄養強化の分析において、ホートンとロスは南アジアでの鉄欠乏症の
各回避事例の経済メリット（現在価値）を20.10ドル/人・年と試算した（Horton and Ross, 
2003）。脚注10

生物学的栄養強化の研究開発プロジェクトを開始して以降、16年目から25年目の期間に回避
できた10億件の鉄欠乏症事例の価値を考えてほしい（南アジアで年間１億件）。生物学的栄養強
化の投資と成果が出るまでのタイムラグを勘案すると、名目価値200億ドル（10億件×20ドル）
は多少割り引いて考える必要がある。割引率3％で現在価値は約100億ドル、同12％では約20億
ドルとなる。

9  ハーベストプラス計画で進められている７つの主食作物を対象とした生物学的栄養強化プログラムの進捗度
調査はBouis et al. （2011）に掲載されている。一般的に、育種における栄養目標は推定平均必要量（EAR）
の30～50％の達成で、これは貯蔵、加工、調理の過程での栄養素の保持と生体利用能を考慮に入れたもので
ある。ハーベストプラスの研究で、鉄、亜鉛、プロビタミンAの含有量と収穫量の間に固有のトレードオフ（対
立関係）は存在しないことが分かっている。収穫量の改善と連動した高栄養素の実現には、育種研究により
大きなリソースの投入が必要である。ただ、公衆衛生が享受できる経済メリットは育種研究の追加コストや
投資額をはるかに凌駕する。

10  1994年の世界銀行の研究では、栄養強化で回避できた鉄欠乏症の事例（年齢性別の混成集団）の経済メリッ
トとして年45ドル/人・年（現在価値）を採用。同じく、学齢前児童のビタミンA欠乏症の事例には年96ド
ル/人・年（現在価値）を適用。
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図6　生物学的栄養強化は、低度の欠乏を改善し、低価格でその状態を維持する
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このメリットは、南アジアでの鉄・亜鉛強化コメ・コムギ品種の育種、試験栽培、普及に必要
なコスト（名目コスト1億ドル以下）をはるかに上回る。

生物学的栄養強化の持続性

いったん制度化ができると、前項のシステムは大いに持続可能である。品種開発に加え、栄養
学会と植物学会が（新品種）の重要性と効果確認に必要とする固定費の多くは、ハーベスト・プ
ラス（www.harvestplus.org）などのプログラムから支援を受ける。しかし、栄養改善された品
種はこの先ずっと栽培・消費が継続する。当然、品種特性のモニターや維持にかかる必要経費は
継続的に発生するが、この反復継続コストは栄養改善作物の初期開発や育種目標としての栄養成
分の設定（法令基準）に要する費用に比較し決して高くない。

肥料の栄養強化

微量元素強化肥料の施用は、食用作物の微量栄養素強化に向けたもう一つ重要な農業的アプロ
ーチである。たとえば、亜鉛、セレン、ヨウ素など、目標とする微量要素による食用作物の栄養
強化には、肥料は迅速かつ効果的な方法である。ただ、資源や肥料の供給不足で施肥に制約を受
ける国々では、手頃な方法ではないという恐れはある。

㏗が非常に高いとか、土壌中の有機物量が少ないなどの極端な土壌条件によって、微量元素の
化学的な活性化が阻害され、根からの吸収が著しく低下するような土壌では、微量元素を強化し
た肥料の施用は特別な注意が求められる。世界の穀物耕作地の土壌のほぼ50％が亜鉛欠乏土壌
である。
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窒素、リン、カリウム、硫黄を含む多量元素肥料と、特定の微量元素肥料（亜鉛、ヨウ素、コ
バルト、モリブデン、セレンなど）は、食用植物内の栄養貯蔵に大きな影響を与える（Allaway, 
1986; Grunes and Allaway, 1985）。土壌欠乏の程度にもよるが、インド、オーストラリア、トル
コの亜鉛欠乏のコムギ・コメ土壌で実証されているように、微量元素肥料の施用は穀物の収穫量
増にも寄与する（Graham et al., 1992; Cakmak, 2008）。インドでは、亜鉛入り尿素（亜鉛、最高
3％含有）をコメとコムギに施用したところ、穀物の亜鉛濃度と収穫高が共に大きく向上した、
との圃場試験結果がある（Shivay et al., 2008）。鉄などほかの微量元素肥料では、土壌施用か葉
面散布かを問わず、食用種子や穀類中の微量元素蓄積量への影響はほとんどない（Welch, 1986）。
これは、篩管液中の移動性が非常に限定されているためである（Welch, 1999）。

亜鉛、ヨウ素、セレンでは、食用作物への土壌中の利用可能な供給量を増やすことで植物の可
食部分の濃度が高まった（Graham et al., 2007; Welch, 1995）。コムギ（Triticum aestivum  L.）に
対する亜鉛とセレンの供給を増やした結果、穀粒中の亜鉛・セレンの総量と生体利用能が大幅に
増加した（Cakmak, 2008; Haug et al., 2008; House and Welch, 1989）。亜鉛肥料の葉面散布（特に
収穫直前）も、穀物粒でもっとも食される胚乳部分の亜鉛濃度を増やすのに非常に効果的である。

鉄の場合、最大収穫に必要な量以上を施用しても、食用種子や穀粒中の鉄濃度の更なる増量は
ない。

最近公表されたデータから、コムギの根からの吸収と亜鉛・鉄の穀粒内貯蔵の改善に関する窒
素肥料の重要性が明らかになった（Kutman et al., 2010）。一般的に、高タンパク質濃度の穀物
は亜鉛と鉄の含有量が多いが、これは亜鉛と鉄が穀粒のタンパク質に貯蔵されている可能性を示
唆している。

興味深いことに、微量元素のヨウ素を灌漑用水に混入すると、食用作物の可食部分のヨウ素含
有量が増加し、衰弱性の疾患やクレチン症、そのほか、低ヨウ素土壌で灌漑栽培に従事する集団
のヨウ素欠乏障害を軽減できる（Cao et al., 1994; Ren et al., 2008）。フィンランドでは、セレン
入り肥料を土壌に施用したところ、フィンランド国民のセレン状態は、全体としてよくなった

（Mäkelä et al., 1993）。

以上の結果から、発展途上国の国民の栄養状態の改善に有効な農業手段として、肥料の重要性
がクローズアップされている。食用作物中の微量栄養素の蓄積に関する施肥効果の更なる詳細は、
ウェルチ（Welch, 2001）およびカクマック（Cakmak, 2008）の両論文、ならびにライオンズと
カクマックの第4章（Lyons and Cakmak, 2011）を参照いただきたい。
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ホームステッド食料生産プログラム（HFPPs）

この介入プログラムは、ヘレンケラー・インターナショナル（HKI；Helen Keller International）
によって開発され、元来、農村地帯のビタミンA欠乏症の有病率対策として、バングラデシュ、
カンボジア、ネパール、フィリピンで実施された。これは重要な栄養教育と一体となった自家菜
園と小規模家畜生産を主体としたプログラムで、地元NGOの活動を通して実施された。NGOは
自家菜園の立ち上げに必要な種や苗などの資材を提供する。当初、本プログラムは野菜や果物の
生産にのみ力点を置くものであった。しかし、栄養士たちの新たな研究から、植物由来のプロビ
タミンAカロテノイドの生体利用能の低さが明らかになり、（ビタミンA前駆体ないしレチノー
ルを提供する）小動物の生産がプログラムに加えられた。

自家菜園は3種類に分類される。（i）伝統型菜園は季節依存型で、各地に分散した非固定用地
で数種類のみの野菜を生産、（ii）改良型菜園も季節依存型であるが、固定用地で多種多様の野菜
を生産、（iii）発展型菜園は、一年中多種多様な野菜を生産。プログラムは成功をおさめ、参加
家庭の大半が発展型菜園を開いた。

ホームステッド食料生産プログラム（HFPPs）の影響度調査では、栄養教育と一体化した食
料増産により、世帯収入の向上、高品質食料の消費増、ビタミンとミネラル摂取量増、微量栄養
素欠乏症の減少、そして女性の社会進出などにつながったとしている。20年に及ぶバングラデ
シュでの事業では、HFPPsによって、国土全体に広がる多様な農業生態系の500万人近い社会的
弱者（人口の約4％）の食料安全保障を改善した（Spielman and Pandya-Lorch, 2009）。

新高栄養価食品の食料システムへの導入

この戦略の一例としては、ビタミンA欠乏が深刻な食料システムへの（プロビタミンAカロ
テノイドが濃厚な系統を持つ）橙色サツマイモの導入を考えると良い。これは、サブサハラ・ア
フリカ地域の多くの地区のように、既に白サツマイモ種が消費されている地域での生物学的栄養
強化策である。

南アジアの一部を含むほかの地域では、サツマイモは全くの新品種と言って良い。新食品の感
触、味、匂い、その他の感覚刺激特性がこの地域の消費者に受け入れられるかという点で、この
新食品「売り込み」は困難な文化的挑戦である。

いずれの場合も、エンドユーザーだけでなく、政策担当者や（普及推進に向けた環境整備の最
終決定権者である政策担当に報告をあげる）普及担当者をターゲットとした広報戦略の展開が必
要である。高収量・高収益品種と効果的な広報活動が一体になることで、初めて生産者需要が立
ち上がり、供給業者と市場とのつながりが確実になる。消費者需要は、効果的な広報活動を用い



人を健康にする施肥52

た栄養改善アピールによって喚起することが必要である。最後に、新種作物の食料システムへの
導入時の公的初期投資の実施後は、ある時点で官の関与を引き上げ、あとは市場経済の需給調整
に委ねることが必要である。

代替介入の費用対効果分析

実質的に、前述の介入はすべて費用対効果に優れている。微量栄養素欠乏による栄養失調症の
影響は幾つもあって一様でなく、罹病率や死亡率とも絡むため、介入による健康効果の評価は、
すべての結果に適用できる定量手法を用いることが必要である。介入実施に起因する地域社会の
障害調整生存年数（DALYs）の負荷改善、つまりその削減・回避は健康改善の指標となる。一
般的に費用対効果は、DALY改善値当たりのコストで表示される（Disease Control Priorities 
Project 2008）。

表7は、3種類の介入カテゴリーの費用対効果を示している。上述通り、就学前のビタミンA
サプリメントによる栄養強化は、大規模実施の効果が実証できた。鉄サプリメントと栄養強化は
大規模実施の効果を検証する必要がある。亜鉛サプリメントと生物学的栄養強化は将来有望な新
たな介入である。

費用対効果の数字は、2段階で評価できる。まず、効果が費用を超えたかの評価、次いで、介
入の横断的な比較である。実質的に、表7で引用されている数字はすべて「費用対効果が高い」
カテゴリーに該当する。言い換えると、すべて単独の介入として見ても、効果は費用を大きく上
回っており、これらの介入はすべて投資に値する。

また、表7の数字の算出方法の違いにより、介入全体の直接比較はできないが、生物学的栄養
強化はビタミンAと亜鉛の栄養強化やサプリメントに比べ優れているのは明白である。その理
由は簡単である。生物学的栄養強化は農業を基盤とする戦略であるため、生物学的栄養強化され
た栽培資材の開発と施用に先行投資が発生する。いったん、これが生産者の作付パターンに組み
込まれると、微量栄養素を含んだ種子は年々効果を生みだす。継続発生する主なコストは、種子
の遺伝的特性を維持し、後代品種［訳註：ここでは、栄養強化された品種の兄弟品種、ファミリー品種］に継承する
ための育種費用がであるが、それが開発総コストに占める割合は僅かである。さらに、食生活の
急速な変化にもかかわらず、モデル・ベース・シミュレーションでは、今後とも主食が貧困層の
食の中心であり続けること、とりわけ農村地帯でその傾向が強いことが示されている（Msangi 
et al., 2010）。これに対し、栄養強化とサプリメントは共に対象集団に届けるための投資が毎年
必要となる。

問題の規模から見て、効果を上げるには恐らく多様な介入が必要であり、実際の組み合わせは
コスト次第になると見込まれる。たとえば、生物学的栄養強化の場合、通常食されている白色品
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種に比べβ-カロテン効果で作物がオレンジ色を帯びるため、全般的にビタミンA作物は亜鉛作
物よりも経費高となる可能性がある。馴染のない色に対する消費者の行動を変えるための広報投
資の方が、目に見えないものに対するよりも、より費用がかかるだろう。ただ、研究結果による
と、今のところオレンジ色は選択の障害にならないようだ（Chowdhury et al., 2009; Meenakshi 
et al., 2010; Stevens and Winter-Nelson, 2008）。また、農業の新技術の普及基盤は、一般的にア
フリカよりアジアの方が進んでいるため、生物学的栄養強化による介入はアジアの方が安くでき
る見込みである。したがって、特定の国でどのような介入の組み合わせがベストかは、ケースバ
イケースで検討する必要がある。

結論
最終的に、良好な栄養状態とは多様な栄養素と成分を十分に摂取できているかどうかに掛かっ

ているが、その組み合わせとレベルについては、まだ十分に分かっていない部分はある。したが
って、発展途上国の公共衛生課題である栄養不足の解消に向けた最善で最終的な解決策は、でき
るだけ多くの副食物を摂取することである。しかし、この実現にはまだ数十年の年月、政府の公
開政策、そして農業研究や農業インフラ整備に対する相当巨額の公共投資が必要である（Graham 
et al., 2007）。

さまざまな栄養失調症の解決を考える上で、植物学者と栄養学者の学際的交流は大きな可能性
を秘めている。たとえば、栄養学者は、特定の作物に含まれるビタミン・ミネラル濃度やその生
体利用能を促進ないし抑制する成分調整が育種によってどの程度可能なのかについての情報を必
要としている。育種家は、栄養素利用率に関する過去の農業研究成果（たとえば、微量ミネラル
の生体利用能についての近代品種と在来種との比較）や将来の栄養・健康改善に向けた育種の可
能性について学ぶ必要がある。
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要約
人間は、少なくとも10種類の必須微量元素であるホウ素（B）、銅（Cu）、フッ素（F）、ヨウ

素（I）、鉄（Fe）、マンガン（Mn）、モリブデン（Mo）、ニッケル（Ni）、セレン（Se）、亜鉛（Zn）
を必要としている。これらの栄養素は、主として耕作地で生産された作物から供給される。資源
の乏しい発展途上国においては、女性、乳幼児、子供をはじめとして多くの人々が微量元素欠乏
症（特に鉄、ヨウ素、セレン、亜鉛の欠乏）に悩まされている。微量要素欠乏症（微量元素およ
びビタミンの欠乏症を含む）は、人間に必要な栄養素を部分的にしか満たしていない農業体系に
基づく、生産から消費までの食料供給システムの機能不全の結果である。微量要素欠乏症は、栄
養価を高めた作物の育種や微量元素入り肥料の使用といった、農業技術を用いて対処することが
できる。亜鉛は、ほかの栄養素と相互作用をすることから、多くの国において微量要素欠乏症を
減らす重要な栄養素とされている。可食部におけるプレバイオティクス［訳註：有用な腸内細菌を増殖さ

せる作用のあるオリゴ糖や食物繊維のこと］を高めた主食作物の育種こそ、人間の体内における、作物の必
須微量元素の利用効率を改善するもっとも有効な手段と考えられている。本総説では、農業は人
間の栄養および健康と密接に結びついていること、世界で栄養失調に悩む貧しい人々が食べる主
食作物の栄養価を高める肥料技術が用いられるべきであることを、提唱している。

序論
生物は地球上に自然に存在する90種類の元素のうち大部分を保持している。いくつかの元素
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は生体組織に多量に存在するが、その他の元素は通常“trace（追跡）”できる程度の微量しか存
在しない。こうして、生体組織に通常高濃度で存在する元素と区別するために、通常低濃度しか
存在しない元素を“trace element（微量元素）”と呼ぶようになった。（Mertz, 1987; Pais and 
Jones, Jr., 2009）。表1で示すとおり、73の元素が生物体系において通常低濃度で存在する微量元
素に分類されている。水素（H）、炭素（C）、窒素（N）、酸素（O）、カリウム（K）、マグネシ
ウム（Mg）、カルシウム（Ca）、リン（P）、硫黄（S）の9元素は、植物、動物、ヒトにとって
必須多量元素であり、ナトリウム（Na）と塩素（Cl）は動物とヒトにとって必須多量元素である。
73の微量元素のうち9元素は動物とヒトにとって必須元素であることが一般に認められている（ク
ロム（Cr）、マンガン（Mn）、鉄、コバルト（Co）、銅、亜鉛、セレン、モリブデン、ヨウ素）。
植物においては、鉄、亜鉛、マンガン、銅、ニッケル、塩素、ホウ素、そしてモリブデンを必須
微量元素とするのが一般的である。コバルトは、窒素固定を行う植物には必須であり、ケイ素（Si）
およびナトリウムも、ある種の植物には必須だが、すべての高等植物にとって必須とは証明され
ていない（Epstein and Bloom, 2005; Welch, 1995）。その他の微量元素（ホウ素、フッ素、リチ
ウム（Li）、ケイ素、バナジウム（V）、ニッケル（Ni）、ヒ素（As）、カドミウム（Cd）、スズ（Sn）、
鉛（Pb））に関しても、必須性を定義する判断基準にもよるが、動物およびヒトに必須であると
一部では考えられている（Nielsen, 1993; Nielsen, 1997）。上述した以外の微量元素に関しても、
将来的には必須であると証明される可能性がある。この章では主に、ヒトに必須であると証明さ
れた微量元素（すなわちヒトの微量要素）に焦点を当てている。世界の資源の乏しい地域に暮ら
す多くの人々の食事には微量元素が不足し、結果として微量要素欠乏症およびこれに関連した健
康障害、労働生産性の低下、倦怠感が引き起こされ、多くの人々が亡くなっている。これらの必
須微量元素とは、鉄、亜鉛、セレン、ヨウ素、そしてコバルトである。

本章では、農業と世界における微量元素欠乏が密接に関係すること、そして、特に貧困地域の
人々が抱える微量元素欠乏の問題を持続的に解決するのに、これらの関係性の理解が不可欠であ
ることについて述べる。

植物、動物、ヒトにとっての必要性

植物

植物の異なる器官や組織における必須微量元素の要求量は、多くの環境要因、遺伝的要因が相
互作用して決まる。これらの相互作用は複雑で、植物の遺伝子構造や環境要因（生物的あるいは
非生物的ストレス）、すなわち多様な土壌因子、病害、生育期間中の天候などが影響している

（Welch, 1995）。このように、動的で生理的、環境的要因が相互作用して、欠乏症あるいは過剰
症が発生する微量要素の濃度が決定する。表2において、標準的な圃場で栽培された主要作物の
複数の組織における微量要素の濃度範囲（欠乏から過剰まで）の例を示す。表3では、3つの主
要作物における必須微量元素の下限濃度（すなわち、個体の中で成長率がもっとも大きい部位と
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元素 植物種と部位 欠乏 適量 過剰

Fe（鉄） 大豆 （Glycine max  L. Merr.）、 地上部 28-38 44-60 ̶

エンドウ豆 （Pisum sativum  L.）、 葉 14-76 100 >500

トウモロコシ （Zea mays , L.）、葉 24-56 56-178 ̶

トマト （Lycopersicon esculentum  Mill.）、 葉 93-115 107-250 ̶

Mn（マンガン） 大豆 （Glycine max  L. Merr.）、 葉 2-5 14-102 >300

ジャガイモ （Solanum tuberosum  L.）、 葉 7 40 ̶

トマト （Lycopersicon esculentum  Mill.）、 葉 5-6 70-400 ̶

コムギ （Triticum aestivum  L.）、 地上部 4-10 75 >750

テンサイ （Beta vulgaris  L.）、 葉 5-30 7-1200 >1200

Zn（亜鉛） ジャガイモ （Solanum tuberosum  L.）、 葉 <30 30-87 ̶

トマト （Lycopersicon esculentum  Mill.）、 葉 9-15 65-200 >500

トウモロコシ （Zea mays , L.）、葉 9-15 >15 ̶

エンバク （Avena sativa  L.）、 葉 <20 >20 ̶

コムギ （Triticum aestivum  L.）、 地上部 <14 >20 >120

Cu（銅） キュウリ （Cucumis sativa  L.）、 葉 <2 7-10 >10

ジャガイモ （Solanum tuberosum  L.）、 地上部 <8 11-20 >20

トマト （Lycopersicon esculentum  Mill.）、 葉 <5 8-15 >15

トウモロコシ （Zea mays , L.）、葉 <2 6-20 >50

コムギ （Triticum aestivum  L.）、 地上部 <2 5-10 >10

Ni（ニッケル） 大豆 （Glycine max  L. Merr.）、 葉 <0.004 0.05-0.1 >50

ササゲ （Vigna unguiculata  L. Walp）、 葉 <0.1 >0.1 ̶

オオムギ （Hordeum vulgare  L.）、 全粒 <0.1 >0.1-0.25 ̶

エンバク （Avena sativa  L.）、 葉 <0.2 >0.2 ̶

B（ホウ素） ブロッコリー（Brassica olearaces  L.）、 葉 2-9 10-71 ̶

ジャガイモ （Solanum tuberosum  L.）、 葉 <15 21-50 >50

トマト （Lycopersicon esculentum  Mill.）、 葉 14-32 34-96 91-415

トウモロコシ （Zea mays , L.）、 地上部 <9 15-90 >100

コムギ （Triticum aestivum  L.）、 ワラ 4.6-6.0 17 >34

Mo（モリブデン） トマト （Lycopersicon esculentum  Mill.）、 葉 0.13 0.68 >1000

オオムギ （Hordeum vulgare  L.）、 地上部 ̶ 0.03-0.07 ̶

ブロッコリー（Brassica olearaces  L.）、 地上部 0.04 ̶ ̶

Cl（塩素） ジャガイモ （Solanum tuberosum  L.）、 葉 210 2580 >5000

テンサイ （Beta vulgaris  L.）、 葉 40-100 >200 ̶

表2　普通食用作物における必須微量元素の濃度範囲（µg/g 乾燥重。Welch, 1995より改変）

（Jones, Jr., 1991；Chapman, 1966；Asher, 1991.を改変）
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表3　トウモロコシ、ダイズ、コムギにおける必須微量要素の下限濃度（µg/g　乾燥重） 
（Welch, 1995を一部改変）

微量元素 トウモロコシ† ダイズ‡ 小麦§

Fe（鉄） 25 30 25

Mn（マンガン） 15 20 30

Zn（亜鉛） 15 15 15

Cu（銅）  5  5  5

Ni（ニッケル） ̶  <0.004¶  <0.1#

B（ホウ素） 10 25 15

Mo（モリブデン）  0.2  0.5  0.3

Cl-（塩素）†† ̶ ̶ ̶

† 出穂期における穂の下の葉
‡ 葉鞘形成後のもっとも若い展開葉および葉柄
§ 出穂前の時期における地上部すべて
¶ 地上部すべて
# 成熟粒
†† これらの作物におけるCl-の下限濃度はまだ確定していない。多くの作物においては、乾燥重1gあたり35µg～数千µg とされてい

る（Römheld and Marschner, 1991; Jones, Jr., 1991）。
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して選択された組織における下限濃度）を示す。必須微量元素の至適濃度範囲に関する詳細は、
ほかの総説に記載されている（Reuter and Robinson, 1997 ; Jones, Jr., 1991 ; Bennett, 1993 ; 
Chapman, 1966）。

動物とヒト

植物と同様に、動物やヒトの体細胞における必須微量元素の濃度範囲は、遺伝的および生理的
要因、栄養状態や健康状態、そして環境変化によって大きく異なる。表4は、動物やヒトの必須
微量元素とその欠乏による影響、機能、成人男性の推定必要量、必須微量元素を豊富に含む食物
の例を示している。動物やヒトの細胞における必須微量元素の濃度および必要量に関しては、ほ
かの総説を参照のこと（Mertz, 1986; Mertz, 1987; World Health Organization, 1996; Pais and 
Jones, Jr., 2009）。

微量元素欠乏に関する世界的な見通し
いかなる生物も、成長するために必須栄養素をバランスよく摂取しなければならない。どれか

ひとつの栄養素が欠けても生産性が低下し、病気が引き起こされ、最終的には死につながる。よ
って、一年を通して必要な栄養素を必要量摂取することが、全生物にとってもっとも重要なこと



元素 欠乏症状および機能 食事からの必要摂取量‡ 
豊富に含む食品

As
（ヒ素）

生殖障害、周産期死亡率の増加、発育不良、
メチオニンの代謝物への変換、生体分子のメ
チル化

約 12µg ／日　コムギおよび穀類製
品

B
（ホウ素）

骨のカルシウム吸収障害、ビタミンＤが関
与するくる病の重篤化の兆候、Ca・Mg・P
の吸収低下、45 歳以上男女の精神機能障害、
生体分子のシスーヒドロキシル反応、細胞膜
の保全

約 0.5 ～ 1.0mg ／日　非柑橘系の果
物、葉物野菜、ナッツ、マメ類

Cr
（クロム）

グルコース耐性低下、生育不良、血清中のコ
レステロールやトリグリセリドの増加、大動
脈プラークの発生増加、角膜病変、生殖障害
と精子数の低下、インスリン反応増強

約 33µg ／日　加工肉、全粒穀類製
品、マメ類、香辛料

Cu
（銅）

低色素性貧血、好中球減少、髪や皮膚の色素
沈着減少、骨の脆弱性や骨粗しょう症を伴う
骨形成不良、血管異常、毛髪硬化、金属酵素
の補因子（シトクロムオキシダーゼ、セルロ
プラスミン、スーパーオキシドジスムターゼ
など）

1.5 ～ 3.0mg ／日　内臓肉、魚介類、
ナッツ、種子

F
（フッ素）

本論文では必須微量元素としての位置づけは
討議ずみ、歯科衛生に効果的な有益元素

1.5 ～ 4.0mg ／日　茶、骨ごと食べ
る海洋魚

I
（ヨウ素）

知的障害を伴う重篤なクレチン病を含む広範
囲の疾患、甲状腺肥大（甲状腺腫）、甲状腺
ホルモンの必須構成要素

150µg ／日　魚介類、ヨウ素添加塩、
牛乳；植物性食品中のヨウ素含量は
地質学的環境、肥料、食品加工、摂
食方法により大きく異なる

Fe
（鉄）

鉄欠乏性赤血球生成による作業性の低下、へ
モグロビンおよび赤血球の収縮を伴う鉄欠乏
性貧血、免疫機能の低下、無気力、集中力低
下、学習能力低下、ヘモグロビン・ミオグロ
ビン・酵素の構成要素

15mg ／日　肉、卵、野菜、鉄強化
穀物

Mn
（マンガン）

生殖率低下、発育遅延、先天性奇形、骨およ
び軟骨形成異常、グルコース耐性低下、酵素
反応の活性金属（デカルボキシラーゼ、ヒド
ロラーゼ、キナーゼ、トランスフェラーゼな
ど）、ミトコンドリアにおけるピルビン酸カ
ルボキシラーゼおよびスーパーオキシドジス
ムターゼの構成要素

2.0 ～ 5.0mg ／日　全粒穀類および
穀類製品、果物、野菜、茶

表4　動物とヒトの必須微量元素とこれらの欠乏症状、機能、必要摂取量、豊富に含む食品†の一例（Welch, 
2001の表を引用）
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Mo
（モリブデン）

体重増加遅延、摂取量減少、生殖障害、平均
寿命低下、神経機能障害、眼球転位・知的障害、
亜硫酸オキシダーゼおよびキサンチンデヒド
ロゲナーゼの補因子（モリブドプテリン）

75 ～ 250µg ／日　牛乳、マメ、パン、
穀類

Ni
（ニッケル）

発育不良、生殖率低下、Ca・Fe・Zn・ビタ
ミン B12等の栄養素の機能および体内分布の
異常、アミノ酸およびプロピオン酸代謝経路
で生成される奇数鎖脂肪酸に作用する酵素の
補因子

<100µg ／日　チョコレート、ナッ
ツ、乾燥豆、エンドウ豆

Se
（セレン）

地域性心筋症（克山病）、白筋症、関節の肥
大および変形を伴う地域性関節症（Kashin-
Beck 病）、肝細胞壊死、滲出性素因、膵臓萎
縮、成長抑制、チロキシン（Ｔ４）からトリ
ヨードチロニン（Ｔ３）を生成する脱ヨード
酵素の活性抑制、ウイルス感染に対する免疫
応答不全、抗がん作用、グルタチオンペルオ
キシダーゼおよびセレンタンパク質‐Pの必
須構成要素

55 ～ 70µg ／ 日　魚介類、内臓
肉、食肉、Se が豊富な土壌で栽培
された穀物、ブラジルのナッツ； 
植物性食品の Se 含量は土壌の Se
含有量によって大きく異なる

Si
（ケイ素）

骨格形成異常を伴うコラーゲン含量の低下、
長骨の異常、関節軟骨・水分・ヘキソサミン・
コラーゲンの減少、Ca 欠乏条件における脛
骨と頭蓋骨のCa・Mg・P含量の減少

約 5～ 20µg ／日　未精製穀物、穀
類製品、根や塊茎作物

V
（バナジウム）

てんかん発作による死、骨格奇形、甲状腺重
量の増加、ハロゲン化物イオンの酸化および
受容体タンパク質のリン酸化に関与

約 <10µg ／日　貝類、キノコ類、
黒コショウ、ディルの種

Zn
（亜鉛）

食欲不振、生育不良、皮膚の変化、免疫学的
異常、難産、奇形発生・性腺機能低下症、小
人症、創傷治癒の遅延、乳幼児の成長遅延・
食欲不振・味覚障害、下痢、免疫機能不全、
多くの酵素の構成要素、細胞膜の安定化

15mg ／日　動物性食品、特に赤肉
やチーズ、マメ科種子、マメ類

†出典：世界保健機関（WHO）、1996；米国学術研究会議（NRC）、1989。
‡一日あたりの必要摂取量は成人男性が対象。一般的に必須と認められていない元素に関しては、文献から引用した推定値を示す。
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である。人類に必要な食料は、その主要な栄養源を農業に依存している。もし農業ですべての栄
養分を十分に供給することができなければ、これらの食料生産システムは機能不全となり、結果
として栄養失調が生じてしまう。急増する人口に対して農業でどれだけ養うことができるのか、
かつてない課題に直面して、今日の世界の指導者は頭を悩ませている。世界の人口はすでに、生
態学者（エコロジスト）が持続可能と定義した水準の3倍まで増えている（Evans, 1998）。さらに、
農地として利用可能な土地はほぼ最大限使われており、エネルギーや肥料といった資源も限界に
近づいている。こうした状況において、本章では、肥料を栄養素として利用することに焦点を当



欠乏 N P K B Cu Fe Mn Mo Zn

急性 71 55 36 10 4 0 1 3 25

潜在 14 18 19 21 10 3 9 12 24

合計 85 73 55 31 14 3 10 15 49

表5　世界の190の土壌における窒素（N）、リン（P）、カリウム（K）、ホウ素（B）、銅（Cu）、鉄（Fe）、マ
ンガン（Mn）、モリブデン（Mo）、亜鉛（Zn）の欠乏割合（%） 
（Sillanpaa, 1990より引用）
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てる。肥料そのものは限界が近づいているかもしれないが、必須微量元素が多量元素（たとえば
窒素、リン、カリウム）の利用効率を劇的に向上させることを考えると、将来の作物生産におい
て楽観視できる余地がある。

世界の土壌中の微量元素欠乏に関してはシランパーによって研究されている（Sillanpaa, 1990; 
Sillanpaa, 1982）。シランパーは世界中から190の代表的な土を採取して調査した。190という点
数は土壌の種類の総数に比べれば少ないが、土壌栄養研究の中ではこれまででもっとも詳細であ
る。特にシランパーは、肥料や複数の作物を用いた野外実験において、一般的な土壌分析よりも
微量元素の要求量を精緻に評価できる植物組織分析の手法を用いたのが特徴である。こうしたシ
ランパーの研究成果によって、世界における微量元素および多量元素の欠乏症状の発生程度の全
体像が見えるようになった。とりわけ、ほかのすべての元素が十分に存在し、標的元素のみが欠
乏した場合の作物の生育反応を調査したことはきわめて意味深く、これは土壌調査ではめったに
用いられない手法である。このように、シランパーはそれぞれの元素の「潜在的欠乏」について
調査することができた（表5）。潜在的欠乏とは、ほかの栄養素が欠乏状態から通常状態へ戻っ
た時に生じる、特定の必須微量元素の欠乏状態を意味している。

シランパーの素晴らしい研究のおかげで、無機元素の観点から見た、地球の土壌のもっとも詳
細で確実な実態を、把握することができた。まず第一に、窒素、リン、カリウムのような多量元
素の欠乏はもっとも起こりやすく、作物の生育には、調査した全土壌の55%～85%で不足して
いる。多量元素ほどではないが、必須微量元素の欠乏も同様に広がっている。たとえば、ほぼ半
数（49％）の土壌で亜鉛が欠乏しているが、自然状態で亜鉛欠乏を示す土壌はわずか25％で、
残りの24%は窒素、リン、カリウムなどのより大きな制御因子の不足を肥料で適切に補正した
場合に生じる亜鉛欠乏であった。このようにしてみると、世界の亜鉛欠乏土壌の範囲は、（個体
群としての）ヒトにおける亜鉛欠乏症の発生する範囲と一致しており、公表された両者の分布図
はきわめて良く似ている（Hotz and Brown, 2004; Alloway, 2008; Graham, 2008）。亜鉛欠乏の分
布と範囲がよく似ていることから、土壌の亜鉛欠乏がヒトの亜鉛欠乏の直接の原因である可能性
もあるが、ホウ素に関して見てみると、そのような共通性はない。シランパーの研究結果では、
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作物にとってホウ素は微量元素の中で2番目に欠乏しやすく、全土壌の31％がホウ素欠乏である
ものの、ヒトにとってホウ素が必須だという証拠は十分になく、ホウ素欠乏症もまれに見られる
程度でしか発生しない（Hunt, 2003）。一方、予想外なことに、植物の鉄欠乏は一般的ではない（シ
ランパーの研究ではわずか3％）。ヒトにとって鉄欠乏性貧血は、もっとも一般的なミネラル欠
乏症状であり、世界人口の35%～80%に及ぶと推定されている（Kennedy et al., 2003 ; Mason 
and Garcia, 1993）。鉄欠乏性貧血は、ほかの養分欠乏や遺伝病、伝染病によって引き起こされる
可能性もあるが、一般的には鉄欠乏そのものが原因と考えられている。さらに、セレンとヨウ素
はいずれも約10億人が暮らす土壌で欠乏しているが、高等植物にとって必須ではないため、陸
生植物における欠乏症は知られていない（Graham, 2008）。セレンとヨウ素の肥料は、動物やヒ
トの欠乏症をなくすという点で効果的だが（Lyons et al., 2004; Cao et al., 1993）、生産者にとっ
ては収量メリットがなく、消費者にとっても作物の栄養価が見た目では分からない（生産者と消
費者の栄養強化作物に対する受け入れについてはグラハムの総説参照：Graham et al., 2001 and 
2007）。

一般的に酸性土壌では、ホウ素、モリブデンが欠乏しやすく、アルカリ土壌ではマンガン、鉄
が欠乏しやすく、有機質が多い土壌や砂質土壌では銅が欠乏しやすい傾向がある。このため、多
量元素でも言えることだが、土壌の大半は少なくともひとつの微量元素が欠乏している可能性が
高い。このことは、微量元素欠乏が多量元素欠乏と同様に広がっていることを意味するが、微量
元素欠乏の診断は難しく、高度な分析技術の習得と、栄養素同士の複雑な相互作用を理解しなけ
ればならない。必須微量元素は必要量がわずかなので、費用は少ないものの、それを無視した場
合の代償として、費用がかかる多量元素肥料の効き目が大幅に制限されてしまう。

食料供給システムにおける必須微量元素の利用率に影響を与える主要因

土壌中の栄養分は、玄武岩や閃緑（せんりょく）岩のようにミネラルの豊富なアルカリ岩由来
の土壌では高く、花こう岩や流紋岩のような酸性岩由来の土壌では低いという傾向がある。また、
母材の年齢、降雨による風化や浸出の程度、そして土壌形成に要した時間も影響する（Donald 
and Prescott, 1975）。

今日の土壌中の微量元素の可給性を左右する主な原因は、土壌pHである。pHが低いと、溶脱
によりホウ素の可給性が低下するが、ホウ酸を肥料として施用すれば回復する。また、モリブデ
ンは酸性土壌に固定されるが、通常は農業用石灰を施用することで補正できる。一方、pHが高
いと、特に下層土においてマンガン、銅、コバルト、鉄、亜鉛、ニッケルのような遷移元素の可
給性が低下する。pHが高い場合は、低い場合ほど簡単に補正できない。農業的にもっとも有効
な手段としては、制限因子となる微量元素を多く施用するのが一般的である（Cakmak, 2008）。
下層土で土壌がアルカリ化している場合は、下層土の微量元素欠乏に耐性のある作物を栽培する
のが有効である。耐性品種は、通常品種よりも制限因子となる栄養素を効率的に吸収し、種子や
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可食部により多く蓄積すると考えられている。可食部は多くの場合、翌年の種子になるため、次
世代により良い作物を残すことができる（Graham et al., 2001）。

微量要素が可給態であっても、表土が乾燥していると、植物による吸収能力を低下させる原因
になる（Holloway et al., 2010）。この場合、植物は下層土から微量要素を確保しなければならな
いが、下層土はpHが高いため通常は可給性が低く、根圏もあまり発達していない。このような
条件下では、体内の微量要素の効率が高い遺伝子型が有利である。またすべての層が乾燥した場
合は、水そのものが制限因子になる。

土壌の有機物の状態と微量要素の可給性が相互作用しているのは、興味深い現象である。我々
の研究では、微量要素が欠乏する土壌では有機物は蓄積しないこと、また有機物が蓄積するには、
すべての養分の欠乏を解消しなければならないことがわかっている。なぜなら有機物の大半は、
まさにその土壌で行われる作物の生産に由来するからである。有機物は、植物が利用できる形で
養分と結合することによって、すでに適度に生産性のある土壌での持続的な作物の生産を可能に
している。すなわち作物の生産性向上のためには、土壌有機物の少なさよりも、養分の欠乏の方
が解決すべき根本的問題なのである。

第一次緑の革命が発展途上国の貧困層の微量栄養素欠乏症におよぼす影響

第二次世界大戦後の爆発的な人口増加は、1960年までに大量飢餓という脅威をもたらし、こ
のことがいわゆる「緑の革命」のきっかけになった。高収量品種の開発、NPK肥料の使用、病
害防除によって、アジアの人口密集地域におけるトウモロコシ、コムギ、コメの収量が劇的に増
加した。そして、この現象は徐々にほかの地域へも拡散し、1980年には世界の主食作物は再び
余剰となった。

10年後、WHOはヒトの鉄欠乏症が広範囲で増加していることを認識し始めた。特に貧困国に
おいて、ビタミンA欠乏症も年々深刻になっている。のちにヒトの亜鉛欠乏症の増加も認めら
れている（WHO, 1996）。同時に、1970年代以降、中国やアフリカでは広範囲でセレン欠乏の、
全世界的にはヨウ素欠乏の問題が増加していった（Hetzel, 1989）。つまり、エネルギーやタンパ
ク質欠乏の脅威が低下するにつれて、微量元素欠乏の重大さが増してきたのである。

南アジアにおけるマメ類の生産は、コムギやコメほど劇的には増加しなかった（Graham et 
al., 2007； 図1）。結果として、1人当たりのマメ類の生産量は低下した。バングラデシュの特定
の地域では、入手可能なもっとも安いエネルギー源として「緑の革命」に寄与したコメの生産に、
マメ類の生産が完全に置き換えられた。一般的にマメ類は、コメやコムギに比べてビタミンや必
須微量元素のような微量栄養素が豊富である。ヒトの微量栄養素欠乏症の増加は、マメ-コメあ
るいはマメ-コムギ主体の伝統的な食生活からコメやコムギ単独の食生活に置き換わったことが
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図1　穀類、マメ類の生産増加率および世界全体、発展途上国の人口増加率（1965～1999年）
（Graham et al., 2007）
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原因だと我々は主張してきた（Welch and Graham, 1999; Welch et al., 1997）。この置き換えは伝
統や文化に反するものだが、土地の人口が増えたこと、そしてコメは確実に大量生産でき値段も
安いことが劇的変化の引き金となった。同時に、マメ類は一般的に病気や環境ストレス、たとえ
ば洪水（コメは特に洪水に強い）、乾燥、熱に弱い作物である。よって我々は、ある母集団にお
ける微量栄養素欠乏症の拡大は「第一次緑の革命」の直接の結果であるという仮説を展開してきた。

このように特異的で地球規模の現象に対して、我々の仮説は厳密には科学的根拠をともなって
いない。しかしながら、微量栄養素の欠乏によって地球への負荷と健康への影響が増大し、膨大
な犠牲者が出る事態を防ぐためには、間違いなく「第二次緑の革命」に焦点を当てるべきであり、
我々の仮説は十分に合理的であると考えている。

グラハム（2008）は、「第一次緑の革命」が人間にもたらしたもっとも深刻な微量栄養素の負
の影響は、亜鉛欠乏であると提唱している。そのため「第二次緑の革命」では、特に亜鉛入り肥
料（窒素、リン、カリウム、硫黄に追加）の必要性に注目が集まっている。この理由として、亜
鉛が作物でもっとも広範に欠乏する微量元素であること、ヒトの生体内の鉄のホメオスタシス［訳

註：生体内の状態を一定に保つこと］に亜鉛が作用していることが挙げられる（Yamaji et al., 2001; 
Iyengar et al., 2009; Balesaria et al., 2010）。またセレンおよびヨウ素の欠乏を解消すると、食品
から摂取した鉄を生体内で利用しやすくなる（Lyons et al., 2004）。さらに、鉄－亜鉛－ビタミ
ンAの相乗効果については、1970年代以降に確立されている（Thurlow et al., 2005）。食の安全
を確保し、人間がより健康的な生活を送るためには、微量元素である亜鉛、ヨウ素、鉄、コバル
ト、セレン入り肥料の開発とともに、プロビタミンAであるカロテノイドが豊富な作物の創出が
有効であると我々は考えている。こうした肥料や品種の開発によって、高収量化と環境保全の両
方を実現できる。
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時間経過とともに減少する穀物の微量元素

穀物の栄養素含量が、時代／時間の経過とともに減少するという事例は数多く報告されている
（Fan et al., 2008 および前述論文の引用文献）。このことは集団レベルで考えた場合、ヒトの栄
養状態に明らかに影響を及ぼす。しかしながら、さまざまな要因から対処法を推定するのは、簡
単ではない。一方、オリッツ＝モナステリオは、コムギの品種改良によるコムギ粒中の栄養素含
量への影響について、変異を最小限に抑える方法でその時間的傾向を調べている（Monasterio 
and Graham, 2000）。過去40年間に開発された主要なCIMMYT（国際トウモロコシ・コムギ改
良センター）品種はすべて、メキシコのオブレゴンとエルバタンで栽培された。この過程で、多
収品種育種の目覚ましい進展のおかげで収量は増加したが、コムギ粒中の鉄や亜鉛の含量は、ご
くわずかだが減少した。

教訓

栄養と収量の「同等性」に関しては、リーおよびハースによって論証されている（Li et al., 
1994; Zhu and Haas, 1997）。これらの論文によると、同じ肉体労働をした場合、軽度の鉄欠乏症
の女性は、鉄が十分な女性に比べて5～10％も余分にカロリーが必要になる。コムギの収量を
10%上げるのに、現行のオーストラリアの育種方法では約20年かかる（オーストラリア農学会議、
2008）が、代わりにこの期間に、微量元素含量の増加などの形質を品種に組み込むことができれ
ば、同じ労働能力を得たうえに健康増進も実現できるであろう。つまり微量元素含量の高い品種
を開発する方が、対象となる（栄養欠乏の）人々を満たし、健康も増進させ、同じ育種期間で少
なくとも同等の労働能力が得られる。また、肥沃土壌で生産される穀物に対抗できる、高収量で
ストレス耐性の強いマメ類品種も必要とされている。第二次緑の革命の最終目標は、すべての人
にカロリーだけでなく、栄養分も十分に供給されることであり、第一次緑の革命より体力的にも
精神的にも健康になること、そしてこれらが持続していくことである。こうした複合的な目標こ
そが、第二次緑の革命で期待されている目標にほかならない。第一次緑の革命の達成目標であっ
た高収量化だけでは、人口過剰かつ栄養不足が進行する地域の人々を満足させることはできない
のである。

食品中の微量元素に関するヒトでの生物学的利用能
食事から摂取した微量元素のうち、体内で吸収・利用される量（例：生体内利用量；bioavailable 

amount）は、対象集団の微量要素欠乏症の緩和に大きな影響を与えるため、微量要素強化作物
の開発にとって、重要な指標となる（Welch, 2008; Hotz et al., 2007）。微量元素の一部は、加工
や調理の過程で失われる。また食品中の物質と結合して胃腸からの吸収が阻害されたり、吸収さ
れても体内で代謝できない場合もある（Hotz et al., 2007; Fairweather-Tait and Hurrell, 1996; 
Welch, 2002）。さらに、微量要素が腸内で微生物に吸収された場合は、微生物が体外に排出され
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ると同時に、失われる。

食事由来の微量元素の生体内利用量をある母集団で測定するには、無数の要因が関連するため、
きわめて複雑で困難である（Welch and House, 1984; Welch and Graham, 2004; Matzke, 1998; 
WHO, 1996）。よって作物からヒトへの微量元素の生物学的利用能（bioavailability）を、生体内（in 
vivo）で測定するには、通常は微量元素の同位体（放射性同位体または安定同位体）を用いた臨
床試験が厳しい管理の下で行われる（Turnlund, 2006）。現在のところ、ヒトの微量元素の生物
学的利用能を調べる手段は生体外（in vitro）での同位体実験のみだが、こうした実験は比較的
高額であり、開発途上国の多様な（主食）栄養源に依存し、自由な生活をする人々にとってはあ
まり価値がない。さらに、始めから食品に標識する方法（たとえば、培養液に添加した同位体を
植物に吸わせて標識する）のは莫大な費用がかかるため、多くは食品に同位体標識する方法（外
来性標識）で行われている。残念ながら、“外来性標識”は常に不安定な状態にある。なぜならば、
添加された同位体 “標識”は、食品あるいは食事に本来備わっている因子と結合する微量元素と
は完全な平衡状態ではないからである（Jin et al., 2008）。こうした臨床試験から得られた結果は、
資源の乏しい開発途上国の人々における作物由来の微量元素の生物学的利用能を正しく反映して
いるとは限らない（Graham et al., 2001; Welch, 2002; Welch and Graham, 1999）。栄養強化作物
が対象集団の健康に及ぼす真の影響を調べるには、ヒトへの有効性試験を行う以外にない。たと
えば、対象集団の居住地に微量元素強化作物を導入し（対照グループも設定）、導入前後で人々
の健康に影響があるかを調査する。しかしながら、よく設計された有効性試験というのは多くの
費用と時間がかかり、実行に移すのが困難である。これらの理由から、植物育種家を支援するた
めに、栄養学者と協議しながら、高栄養価の形質をもつ作物を選抜するモデルシステムが開発さ
れた。この開発には、生体外（in vitro）腸管吸収細胞モデル（例：Caco-2細胞モデル）、動物モ
デル（例：ラット、豚、家禽）、そして育種作物中の微量元素の生物学的利用能を推定するアル
ゴリズムが用いられている。ただし、いずれのモデルも何らかの制約があることを、栄養強化プ
ログラムで用いる前に理解しておかねばならない。

ヒトの生体外（In Vitro）Caco-2 細胞モデル

Caco-2細胞は、人工培養されたヒト結腸腺がん上皮細胞である。この細胞は、栄養を吸収す
る腸の粘膜細胞を模した細胞モデルで、植物性食品や食事、実験のために準備された調理品を試
験管内で消化することで、植物性食品に含まれる利用可能な鉄の量を調べることができる（Sharp, 
2005; Glahn et al., 1998; Glahn, 2009）。Caco-2細胞は、ヒト腸管細胞を模して作製された培養細
胞モデルであり、ヒトの生体に本来備わっている消化・吸収に作用する要素の影響を必ずしも反
映していないという制約がある。このモデルは腸内細菌、特に大腸の細菌の役割とそれらが微量
元素の吸収に与える影響を考慮していない。さらに、微量元素の生物学的利用能に影響しかねな
い、植物性食品の構成物質との相互作用についても考慮されていない。しかしながら、育種過程
に大量の植物の原因遺伝子をスクリーニングする能力を考えると、このモデルは迅速で低コスト
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であると言える。ただし、Caco-2細胞スクリーニングには限界があるので、栄養強化した原因
となる遺伝子を選定し大規模な育種活動を展開する前に、動物モデルとヒト効力臨床モデルの試
験を行うことが不可欠である。

動物モデル

食品中の微量元素の生物学的利用能を測定するために、齧歯動物（マウス、ラットなど）、家禽
類、豚、霊長類など、多くの動物モデルが用いられてきた。しかしながら最適な動物モデルを選
択する以前に、これらの動物とヒトには違いがあることに言及しなければならない（Baker, 
2008）。マウス、ラット、家禽類は、取扱いが容易で安価、餌や実験材料も少量ですむため、動
物モデルとして広く使用されてきた。家禽類は安価だが、哺乳類に比べて腸が短いため、結果と
してヒトよりも微量元素の吸収効率が悪い可能性がある。豚はミネラルの生物学的利用能の研究
には最適な動物モデルとされているが、小さな齧歯動物や家禽類に比べると相対的に高価で、実
験材料として用いる餌も多くなる（Miller and Ullrey, 1987）。また、豚はヒトよりも腸が長いため、
吸収効率もヒトより高い可能性がある。霊長類はもっともヒトに近い動物モデルだが、きわめて
高価なため、維持するのも実験で使用するのも困難である。

アルゴリズム

植物性食品や食事に由来する、鉄や亜鉛の生物学的利用能を予測するアルゴリズム（予測方程
式など）は、これまでに数多く開発されてきた（Beard et al., 2007; Hotz, 2005; Reddy, 2005; 
Lynch, 2005; Hunt, 1996）。これらのアルゴリズムでは、まず食べもの中の栄養素含量を測定し、
次に養分吸収を阻害、あるいは促進する物質の影響を評価することで、生物学的利用能を予測す
る。鉄に関して言えば、長期にわたるヒトの有効性試験を経てもなお、体内における鉄の存在形
態の変化は予測できていない状態にあり、この段階におけるアルゴリズムの利用は疑問視されて
いる（Beard et al., 2007）。よって、微量元素の生物学的利用能を推定する現在のアルゴリズムは、
植物育種におけるスクリーニングの手段として使用することは推奨されない。微量元素欠乏のリ
スクが高まりつつある地域で、自由（で多様）なヒト集団の微量元素の生物学的利用能を正確に
推定できると証明されたものは、ひとつもないのである。

ヒト腸内での食品成分の動態
微量元素の生物学的利用能に影響を及ぼす要因は無数にあり、さまざまな食料の成分も含まれ

る。例として、生化学的なミネラルの形態（たとえば、非特異的吸着、溶解性、微量元素の錯体
形成とリガンド結合）、微量元素の酸化状態（たとえばFe2+とFe3+）、栄養吸収阻害物質（後述）、
栄養吸収促進物質（後述）、類似した結合部位や化学的性質を有する物質による、腸細胞原形質
膜に存在する微量元素輸送タンパク質への、競合的・非競合的阻害が挙げられる。したがって、



栄養吸収阻害物質 主要な主食植物性食品

フィチン酸 マメ科植物の種子や穀物

フェノール＆ポリフェノール マメ、ソルガム、その他穀物

特定の繊維質 マメ科植物の種子や穀物

ヘマグルチニン（レクチン） マメ科植物の種子や小麦粒

重金属（例：カドミウム、水銀、鉛） 種子や重金属汚染土壌で栽培された穀物
（例：米粒内のカドミウム）

表6　微量金属元素の生物学的利用能に影響を与える主食植物性食品中の栄養吸収阻害物質の例
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植物性食品に含まれる微量元素の生物学的利用能を明らかにする際には、あらゆる食料の成分を
考慮しなければならない（Matzke, 1998）。以下に、もっとも研究が進んでいるいくつかの要因
を紹介する。

加工方法・調理方法・食事の構成による影響
食品加工、調製、および調理方法は、食物に含まれる微量元素量、ならびに、その最終的な生

物学的利用能に影響を及ぼす（Matzke, 1998; Duchateau and Klaffke, 2009）。微量元素や食品か
らの生物学的利用能を左右する加工技術は数多く存在する。それらには、浸漬、製粉、精米、熱
処理（例：沸騰、漂白、蒸熱、低温殺菌、浸出、殺菌、缶詰、オーブン調理、フライ）、乾燥、
凍結、発酵、発芽、押出成形、包装、保管、および家庭での調理法が挙げられる。本稿だけでは、
微量元素の生物学的利用能に影響する食品加工や調理法のすべてをカバーすることは難しい。こ
のトピックについてさらに知りたい場合は、以下の文献を参照されたい（Matzke, 1998; Hotz 
and Gibson, 2007; Gibson et al., 2007; McClements and Decker, 2010; Hemery et al., 2007）。

栄養吸収阻害物質
食料となるマメ科種子や穀粒は、腸からの多価微量元素カチオン（たとえば、Fe3+、Zn2+）の

吸収を抑制し、ヒトの生物学的利用能を強力に低下させる栄養吸収阻害物質を含んでいる。食用
種子や穀粒で見つかった既知の栄養吸収阻害物質を表６に示す。特定の植物性食品に含まれる微
量元素の生物学的利用能に対する負の影響を、既知の栄養吸収阻害物質ではすべて説明できない
ため、ほかに未知の栄養吸収阻害物質が存在すると考えられ、特定にはさらなる研究が求められ
る。作物の中でもっとも研究されている栄養吸収阻害物質は、鉄、亜鉛、およびそのほかの多価
カチオンの生物学的利用能を抑制するフィチン酸（ミオイノシトール六リン酸）である（Kumar, 
2010）。鉄の生物学的利用能に関係する特定のフェノールおよびポリフェノール化合物について
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も、広く研究されている（Bravo, 1998）。

慣行の育種アプローチや遺伝子導入による分子生物学的なアプローチにより、穀物種子や穀粒
の栄養吸収阻害物質を大幅に減らすことが可能である。しかしながら多くの栄養吸収阻害物質は、
人間の健康増進と同じくらい植物代謝にとっても重要かつ有益な役割を果たしているので、栄養
吸収阻害物質を低減する際には、慎重に行う必要がある。

フィチン酸

低フィチン変異体を用いた植物育種や遺伝子工学により、植物性食品中のフィチン酸塩を低減
することは可能であるが、リスクも存在する。フィチン酸塩は植物の代謝に重要な役割を果たし
ており、種子中のリンの主要な貯蔵庫になっている。発芽時の初期胚と根軸の成長のために、フ
ィターゼ（フィチン酸を加水分解する酵素）が活性化され、フィチン酸からリン酸が遊離される。
低フィチン変異体は、吸水時に胚や根軸から拡散しやすい無機リン酸をより多く種子に貯蔵する。
土壌中の可給態リンが乏しい場合、種子中のフィチン酸塩を低下させることは、苗の成長に悪影
響を及ぼす可能性がある。鉄と亜鉛の生物学的利用能を高めるために、作物種子中のフィチン酸
塩を大幅に減らすと、リン欠乏土壌で作物生産性が顕著に低下することがある。たとえば、メイ
スら（Meis et al., 2003）は、フィチン酸塩の濃度が低いダイズ種子は圃場出芽率が極端に低く、
生存能力や発芽率、耐冷性が通常レベルのフィチン酸塩を含有する種子に比較して、低下してい
ると報告している。オルトマンら（Oltmans et al., 2005）は、通常レベルのフィチン酸塩を含有
する種子に比べて低フィチン酸ダイズは、全リン酸量は同じにもかかわらず、出芽率が大幅に減
少すると報告している。

フィチン酸は、ヒトの健康にも役立つことが報告されている。フィチン酸の有益な効果は
次のとおりである。

•がんのリスク減少（ヒト細胞による試験結果では、結腸腺がん、赤白血病、乳腺がんや
前立腺がん）
○HT-29ヒト結腸がん細胞において、腫瘍抑制遺伝子（p53およびp21）の発現増加
○シグナル伝達経路、細胞周期調節遺伝子、分化遺伝子、がん遺伝子やがん抑制遺伝子

に関与
・イノシトール五リン酸（IP5）が、強力な抗発がん性物質と考えられる
・心臓疾患の予防に役立つ可能性

○血清コレステロールおよびトリグリセリド（中性脂肪）の減少
○天然抗酸化剤として過酸化脂質の低下
○加水分解生成物がセカンドメッセンジャーとして機能している可能性
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・神経伝達、エキソサイトーシス（開口分泌；細胞外への分泌形態）、RNAの効率的な運
搬

・腎結石形成のリスクを低減する可能性
・重金属の生物学的利用能の低下（例：カドミウム、水銀、鉛）
・フィチン酸塩は、亜鉛・フィチン酸塩複合体としてiRNA（生体防御）編集酵素に要求

されるため、すべての生物に必要な物質である
（From Zhou and Erdman, Jr., 1995; Liao et al., 2007; Grases et al., 2002; Shamsuddin, 1999; 
Saied and Shamsuddin, 1998; Shamsuddin et al., 1997; Jariwalla, 1992; Macbeth et al., 2005; 
Hanson et al., 2006; Lee et al., 2006）

したがって、主食用作物のフィチン酸塩を著しく減らすことは、これらの作物を常食する人々
の慢性疾患率に、負の影響を及ぼすおそれがある。ヒトの必須元素の生物学的利用能に対するフ
ィチン酸塩の負の影響を減らすため、何をすべきであろうか？　主食用作物には、フィチン酸塩
のような栄養吸収阻害物質が存在する一方で、必須金属微量元素の生物学的利用能を促進する物
質が含まれている。主食用作物中の栄養吸収促進物質の含有量を高めることは、非常に有望な戦
略であり、後述する。

フェノールおよびポリフェノール

フェノールは植物の二次代謝産物としてさまざまな植物組織に存在している。ポリフェノール
は、分子内に複数のフェノール基を含有する化合物グループであり、一般に加水分解型タンニン、
重合タンニン、フェニルプロパノイドに分類される。フェノールおよびポリフェノールを豊富に
含む植物性食品の摂取は、心臓疾患およびがんなどの慢性疾患のリスクを低下させ、ヒトの健康
に有益であることが明らかになっている（Bravo., 1998; El Gharras., 2009）。しかしながら、フェ
ノールおよびポリフェノール化合物の多くは栄養吸収阻害物質でもあり、食物中の微量元素と結
合して腸での吸収を妨げる （Slabbert, 1992; Bravo, 1998）。一方で、抗酸化物質としてある種の
微量元素の酸化を抑え、たとえばFe3+をFe2+に還元し、生物学的利用能を高める効果があると
推測されている（Duthie et al., 2000; Andjelkovic et al., 2006; Boyer et al., 1990）。ポリフェノー
ルが微量元素の生物学的利用能に及ぼす影響に関する研究の大部分は、作物中の鉄と亜鉛に焦点
を当てている（Lopez and Martos, 2004）。作物中のフェノール類の含量を下げることで、鉄の
生物学的利用能を高めようとする前に、主食作物の可食部に含まれるフェノール類の化学的構造
と機能を把握することが絶対に必要であり、これによって作物の生産性とヒトの健康への負の影
響の発生を避けなければならない。



物質 微量元素 主な栄養源

特定の有機酸（アスコルビン酸、
フマル酸塩、リンゴ酸塩、クエ
ン酸塩）

鉄、亜鉛 新鮮な果物と野菜

ヘム鉄（ヘモグロビン） 鉄 食肉

特定のアミノ酸（メチオニン、
システイン、ヒスチジン） 鉄、亜鉛 食肉

長鎖脂肪酸（パルミチン酸） 亜鉛 ヒトの母乳

食肉成分（硫化グルコサミノグ
リカン、システイン残基に富ん
だポリペプチド）

鉄、亜鉛 食肉

β - カロテンとプロビタミンA 
カロテノイド 鉄、亜鉛 緑黄色野菜

イヌリンおよびその他の非消化
性炭水化物（プレバイオティク
ス）

鉄、亜鉛 チコリ、ニンニク、タマネギ、
全粒（丸粒）小麦、キクイモ

特定のポリフェノール（タンニ
ン酸、ケルセチン） 亜鉛 着色したマメの種、赤ワイン、

緑茶、ソルガム粒

表7　主食植物性食品における鉄、亜鉛の生物学的利用能を促進する食材中の物質
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栄養吸収促進物質
これまでに知られている微量元素の吸収促進物質は、植物性食品中の栄養吸収阻害物質の作用

を打ち消すことができる食材から見つかっており、それらを表7に列挙する。残念なことに、植
物性食品からはわずかな栄養吸収促進物質しか同定されていない （Graham et al., 2001; Welch, 
2002; Graham et al., 2007; House, 1999を参照のこと）。

主食作物中の栄養吸収促進物質の含有量を著しく高める育種戦略を可能にするために、栄養吸
収促進物質を同定する研究に、一層集中するべきである。これらの化合物の多くは一般的な植物
代謝産物であり、その濃度がわずかに変化するだけで、必須微量元素の生物学的利用能に大きな
影響を与えると期待される。さらに、植物中の栄養吸収促進物質の含有量を制御する分子メカニ
ズムは、その生合成を制御する少数の遺伝子しか必要としないと思われる。この仮説が正しけれ
ば、食用作物の食用部分における必須微量元素の「取り込み」「輸送」「再輸送」「貯蔵」に関与
する数多くの遺伝子に比べて、わずかな遺伝子に着目すればよいので、育種家にとっては栄養吸
収促進物質を主眼とした育種がはるかに容易になる （Grotz and Guerinot, 2006; Welch, 1995）。
したがって、食料作物の栄養強化をヒトの必須微量元素の供給源とするためには、植物育種家が
この育種戦略を詳細に検討することを強く推奨する。さらに動物モデルにおいて、栄養吸収促進
作用があることが明らかとなった物質の効果を確認するために、ヒトでの有効性試験の実施が必
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要であろう。続いて、いくつかの栄養吸収促進物質について紹介する。
 

有機酸

アスコルビン酸（ビタミンC）は、植物性食品中の非ヘム鉄をFe3+→Fe2+に還元し、ヒトへ
の生物学的利用能を向上させる（ほかの遷移金属についても同様であり、たとえばCu2+から
Cu1+への還元）。アスコルビン酸は、植物から同定された鉄の吸収促進物質として、もっとも研
究が進んでいる（Lopez and Martos, 2004; Fairweather-Tait, 1992）。腸細胞頂端膜のDMT1を
経由して、粘膜細胞によって運ばれる無機態の鉄分は、主にFe2+の形態をとる。Fe3+からFe2+

に還元されることで、さまざまな有機配位子や無機配位子（カルボキシル－アミン、リン酸エス
テルなど）と形成されたリガンド結合が不安定化するため、鉄が遊離しやすくなり、食物からよ
り吸収されやすくなる。Fe3+からFe2+への還元は、粘膜細胞頂端膜にある鉄還元酵素DcytBの
働きによっても起こる （Donovan et al., 2006）。残念なことに、アスコルビン酸は、調理や貯蔵
の間に酸化されて、デヒドロアスコルビン酸になりやすいため、Fe3+の還元力と鉄吸収促進能が
失われてしまう。さまざまな有機酸（たとえば、クエン酸塩、フマル酸塩、リンゴ酸塩、シュウ
酸塩など）は、Fe3+、Zn2+などの各種微量元素の金属イオンと、可溶性かつ安定的な錯体を形成
することで、消化中のこれらの金属イオンの可溶性を維持する。そしてほかの食品成分や個々の
ヒトの生理的状態にも影響を受けて、腸管粘膜細胞を介した吸収が促進される（House, 1999）。

アミノ酸

いくつかのアミノ酸は、鉄、亜鉛およびほかの微量元素の吸収を促進することが知られている
（Mertz, 1987; Mertz, 1986）。たとえばシステインは、鉄と亜鉛の生物学的利用能を高める。シ
ステインは、還元されたスルフヒドリル基（硫黄を末端にもつ有機化合物。SH基）をもち、あ
る種の微量金属を還元するとともに、Zn2+とFe2+との水溶性錯体を形成して可溶性を高め、粘
膜細胞からの吸収を促進させる（Li and Manning, 1955）。システイン残基に富むペプチドは、
亜鉛と鉄の生物学的利用能を高める。システインは、ほかの微量元素の陽イオンとも可溶性錯体
を形成して、生物学的利用能を高める。ヒスチジンは、Zn2+やFe2+のような、微量元素の陽イ
オンと安定的な複合体を形成することができ、粘膜細胞からの吸収を高める （Freeman, 1973）。
メチオニンは亜鉛の吸収を促進するが、Zn2+とは安定的な錯体を形成しない。おそらく粘膜細胞
による輸送においてさまざまな働きをもつ亜鉛を、効率的に吸収するたびにメチオニンは必要と
されている。したがってメチオニンの欠乏は、亜鉛の吸収率低下につながる（House et al., 
1997）。
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食肉成分

食肉は、フィチン酸などの栄養吸収阻害物質が多い主食作物に含まれる非ヘム鉄と亜鉛の吸収
を促進することが知られている。食肉中に含まれるこの成分を同定する多くの研究がなされたが、
まだ完全な成功には至っていない（Hurrell et al., 2006; Huh et al., 2004; Welch and House, 
1995）。多くの研究で、鉄および亜鉛の生物学的利用能を高める食肉の効果の一部は、システイ
ンおよびヒスチジン残基が豊富な食肉由来のペプチドに起因していることが示唆されている。消
化中に食肉から遊離する硫化グルコサミノグリカンも、栄養吸収促進効果に寄与していることが
示唆されている（Huh et al., 2004）。食肉による栄養吸収促進効果の全体像を描き出すには、さ
らなる研究が必要である。

プレバイオティクス

プレバイオティクスは、食品中に含まれる腸内有用微生物の増殖を促す物質である。もっとも
研究されているのは、イヌリン（フルクタン）などの非消化性炭水化物である。これらの物質は、
ミネラル栄養素（たとえば鉄、亜鉛、カルシウム、マグネシウム）の生物学的利用能を促進する
上で、好ましい効果を有していることが知られている（Manning and Gibson, 2004）。ヒトの腸
内細菌が栄養と健康にもたらす効果は、ようやく認識され始めたばかりである。食物や栄養素、
植物性化学物質（ファイトケミカル）の利用能に対する、我々の腸内細菌叢の働きは計り知れな
いものがある（Dethlefsen et al., 2007; Food and Agriculture Organization and WHO, 2006; 
Manning and Gibson, 2004）。後述の通り、微量元素栄養において、プロバイオティクス（健康
を促進する有益な腸内細菌）は、食物からの生物学的利用能を左右する重要な役割を果たしてい
ると推測される。

ヒトの腸には、全身の真核細胞よりも多くの細菌が存在している（体細胞が約1兆なのに比べて、
少なくとも10兆の微生物細胞がいる）。腸内微生物の代謝活動は、重要な臓器の働きに等しく、
微生物組織はふん便の乾燥重量の60％を占める（Steer et al., 2000）。腸内微生物に関する研究か
ら、宿主と微生物の相互作用は代謝活性や免疫恒常性などの哺乳類の生理に対して必要不可欠で
あることが明らかになっている （Dethlefsen et al., 2007）。腸内微生物の活動によって、未消化
の食物からエネルギーが供給され、免疫系が強化され、病原体の増殖を防ぎ、特定の栄養素や有
益なファイトケミカルを利用可能な物質に変換し、特定のビタミンを合成し、特定の疾患を予防
し、細胞の成長を刺激し、いくつかのアレルギーを防ぎ、ミネラル吸収を向上させ、抗炎症作用
を得るなど、腸の健康を全般的に向上させることができる。

食生活を通じて、腸内細菌の集団を、より多くのプロバイオティクス細菌にシフトすることで、
亜鉛やほかの微量元素の吸収促進効果が発揮できると思われる（Bouis and Welch, 2010）。プレ
バイオティクスを摂取することにより必須微量金属の生物学的利用能に対する栄養吸収阻害物質
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の負の影響をなくすことができるかもしれない。多くの腸内細菌の働きを高めることで、フィチ
ン酸やポリフェノールといった栄養吸収阻害物質と金属との結合（錯体）を解いて分解し、腸細
胞による吸収を助けることができる。プロバイオティクスシステムは、腸内で鉄などの金属の吸
収を制御する遺伝子を誘導し、必須微量元素の生物学的利用能を高めると推測される。おそらく
プレバイオティクスの機能としてさらに重要なのは、腸の健康を向上させることにより、数多く
の栄養素の利用・吸収能力を向上させ、免疫系の調節を図り、病原体の侵入を防ぐことである。
したがって、主食作物中のプレバイオティクス含有量を増加させることは、世界中の栄養不足に
苦しむ人々、とりわけ衛生環境が悪い場所に住み、腸の健康状態がよくない貧しい家庭の栄養と
健康を向上させるのに、きわめて重要な戦略となる。現在の知見では、植物の育種により主食作
物中の数少ない栄養素濃度を高める「ハーベストプラス戦略」よりも、この戦略の方が（関与す
る遺伝子が少ないので）遺伝学的に実現しやすいことが示唆されている（www.harvestplus.org）。

栄養素間の相互作用

植物の養分について

ある要因に対する生物の反応がほかの要因によって変動する場合、相互作用が存在すると考え
られる。例として、土壌中の窒素とリンの両方が欠乏している場合の収量は、どちらかを単独で
施肥するよりも、両成分ともに施肥する方がはるかに増加する（相乗効果）。栄養培地中で見ら
れる、欠乏する2つの必須栄養素の相互作用の大部分は、（ほかの栄養素が大きく不足する場合
を除いて）このポジティブな相乗タイプである。養分欠乏がみられない場合、あまり不足してい
ない肥料成分の施肥は、収量減（拮抗作用）となるか、効果がほとんど認められない。このよう
な否定的な結果がでた場合には、高度な分析によって裏付けされた経験豊富な農学者のアドバイ
スが必要となる。拮抗的相互作用は、たとえば銅および亜鉛のような2つの栄養素間で発生する
可能性がある（Gartrell, 1981）。典型的な拮抗作用の場合には、不足している成分を施肥するこ
とで作物の収量は向上し、さらに（ほかの養分の欠乏がないと仮定して）両成分を一緒に施肥す
ることで、比較的少ないコストで収量の大幅な向上を図ることができる。

栄養素はその他の環境要因と相互作用し、その環境要因の変化が大きいので、施肥と環境スト
レス間の相互作用が生じると考えられる。栄養素不足は、猛暑、寒冷、干ばつ、冠水、病原性糸
状菌、高塩分、不耕起直播、表土の乾燥、除草剤被害や季節変化の年次変動などの環境ストレス
で悪化する。たとえば微量元素の欠乏、および／または窒素の過剰施肥は、病原性糸状菌による
病気を悪化させる（Graham, 1983; Graham and Webb, 1991; Wilhelm et al., 1985; Sparrow and　
Graham, 1988; Thongbai et al., 1993）。栄養素と相互作用するもうひとつの重要な因子に、作物
の遺伝子型が挙げられる。ある品種はほかの品種と比較して、遺伝子が子実への微量元素の輸送
をより強くコントロールすることにより、養分欠乏に対する耐性を有している。そのような特性
を考慮して育種することはやりがいがあり、しばしば植物育種家によって経験的に行われている。
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これらの特性は、主働遺伝子支配（Graham, 1984）と量的形質（Loneragan et al., 2009; Cakmak 
et al., 2010）の両者であり、施肥が現実的に難しい土壌で、特定の栄養素欠乏への耐性をつける
には、もっとも効果的である。土壌中の微量元素欠乏を克服するために、鉄、マンガン、銅、亜
鉛、およびホウ素などの栄養素では育種による対策が有効であったが、一般的にこれらの特性は
量的形質であり、20近くの遺伝子座が関与している（鉄に関しては、Fehr, 1982；亜鉛に関しては、
Lonergan et al., 2009）。

ヒトの栄養について

ヒトの微量要素欠乏症について、さまざまな必須微量元素やビタミンで広く研究が行われてい
る。しかしながら、ヒトの臨床試験は困難かつ多大なコストがかかることから、植物に比較して
栄養素間の相互作用に関する研究が進んでいない。鉄、亜鉛、ビタミンAの相乗効果は、数十年
前に研究が進んだテーマである（Thurlow et al., 2005; Kennedy et al., 2003; Garcia-Casal et al., 
1998, and references therein）。それぞれの微量要素は、ほかの栄養素の吸収、輸送、または利
用率を促進できるため、2つないし3つの微量要素が欠乏している場合、同時投与により、わず
かな量であってもめざましく健康が回復する。セレン、ヨウ素、鉄も同様に、欠乏症状に対して
相乗的相互作用があるように思われる（Lyons et al., 2004; Hotz et al., 1997; Contempre et al., 
1991）。このような相乗効果と拮抗作用は微量要素の特徴であり、すべての欠乏症に対処するこ
とが、健康を保つためにきわめて重要である。

ヒトの栄養と植物の養分との関係

特に菜食主義者にみられる、ヒトの必須微量元素の欠乏は、明らかに作物中の必須微量元素濃
度が原因であり、最終的にはその作物が育った土壌の必須微量元素濃度に影響される。しかしな
がら、複数の要因により、この因果関係は弱く間接的なものである。第一に、ヒトには40以上
の必須元素があるのに対して、植物の必須元素は17しか存在しない。ビタミン類を中心とした
すべての有機栄養素は、植物の生体内反応で合成されるので、外部から供給される植物栄養素と
は、定義上違うものである。第二に、微量要素の欠乏に対する植物の感受性は、若葉中の養分濃
度で決まるのに対して、ヒトの場合は、摂食されて腸に到達する可食部の栄養分の濃度であり、
また、ヒトの腸の高度なシステムが何を選択吸収するかによって、大部分が決まる。このように
個人では複雑であるが、一般的な相互関係は前述のように集団レベルで明らかであり、世界規模
で見ていくと、亜鉛欠乏土壌とヒトの亜鉛欠乏症の分布には類似性がある（Alloway, 2008）。

ヒトの微量要素欠乏を克服するための農業を活用した戦略

栄養強化戦略：栄養強化（Biofortification）は食用作物（主に主食用）の栄養的価値を改善す
るための、農業上の取り組みである。主な取り組みとしては、慣行もしくは生物工学的な植物育
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種を通じて行われているが、微量要素を施肥することでも栄養価の改善が可能である。植物育種
と同様に、肥料によっても増収のみならず特定の植物部位の栄養素濃度を高めることができる。

育種とバイオテクノロジー：ハーベストプラス・プログラム（www.harvestplus.cgiar.org）で
は、穀類、マメ類、根菜類の、鉄、亜鉛、ビタミンAといった栄養価を改善するために、主に
育種を利用している。慣行の育種では、鉄や亜鉛濃度の高い穀類、マメ類、イモ類を育種するた
めに量的形質を利用しており、さらにサツマイモ、キャッサバ、ジャガイモのβ-カロテン濃度
を高めるために主働遺伝子（質的形質）も活用している。これまでに改良品種が育種されており、
その形質はアフリカと南アジアの7つの対象国で栽培されているいくつかの作物で導入されてい
る。このプログラムは現在、これらの第1次栄養強化品種が対象地域で実証試験を待っている第
2段階に進んでいる。この育種の取り組みは継続して行われており、今後も栄養豊富で収量も高
い品種が発展途上国に供給されるであろう（Pfeiffer and McClafferty, 2007）。

世界中の多くの機関の研究者は、バイオテクノロジー戦略を採用して栄養豊富（たとえば鉄、
亜鉛、プロビタミンAカロテノイド）で優れた系統を開発しているが、現状では安定性、栄養
濃度、収量低減、社会的受容性や規制などの克服すべき問題があり、高栄養価の遺伝子組み換え
作物は生産者の手に渡っていない。

我々は、発展途上国の貧しい生活をしている人々の間で深刻な問題となっている、微量要素欠
乏に対するもっとも有望な解決策は、前述したプレバイオティクス含有量を向上した主食用作物
の育種であると考えているが、ヒトでの有効性試験を実施する必要がある。我々はすでに、穀類、
コムギ、コメ、トウモロコシ、ソルガムといった現代の主要穀物には、可食部に含まれるプレバ
イオティクス量を左右する遺伝的変異があり、そのメカニズムは遺伝的に比較的単純で、環境に
よる影響をほとんど受けないことを明らかにしている（Huynh et al., 2009; Stoop et al., 2007; 
Weyens et al., 2004）。最後に、鉄、亜鉛と同じようにカルシウム、マグネシウムの吸収も同時
に向上できるであろう（Manning and Gibson, 2004; Yasuda et al., 2006）。予備的な動物モデル
試験では、外部由来のプレバイオティクスを食用作物に補う研究が始まっており、将来的には、
十分なプレバイオティクス含量がある新品種が本格的に普及していくであろう（Yasuda et al., 
2006を参照のこと）。我々は十分な母集団を確保した臨床的な調査が急務だと考える。

肥料による栄養強化：液体肥料は固形肥料と比べて、収量と微量要素量の両方を向上できる重
要な資材であるが、作物の必須微量元素を高めて強化する施肥技術（しばしば農学的強化といわ
れる）は、数十年の間“棚上げ”されていた（Holloway et al., 2008）。実のところ、鉄に関しては
肥料による栄養強化戦略にあまり意味がない。亜鉛、ヨウ素、セレンの栄養強化と比較すると、
鉄は急速に酸化して土壌コロイドと結合することに加えて、植物内での鉄の吸収と移動が恒常性
により強く制御されているためである（Lyons et al., 2004）。ビタミンAは植物体内で合成され
るため、植物栄養素ではない。トルコやオーストラリアで検証されているように、亜鉛の欠乏は、
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土壌、作物、ひいては人間にも広がっていることに加えて、亜鉛は施肥効果が高いこと、世界各
地で良質な亜鉛肥料を入手しやすいことから、肥料による栄養強化戦略の中でもっとも成功する
であろうと考えられている （Cakmak, 2009; Holloway et al., 2008）。

グラハム（Graham, 2008）は、「第一次緑の革命」の期間中ならびにその後に、人々に微量要
素欠乏が発生したのは、これまで窒素とリンが施肥されていなかった農地に、新しい高収量品種
に必要な窒素肥料、リン肥料が大量に投入されたことが原因のひとつであったと主張している。
土壌中の亜鉛濃度が低い場合、窒素とリンの追肥は、土壌と作物の亜鉛濃度が低い状態を更に悪
化させ、高収量品種の亜鉛不足をもたらすと指摘している（Loneragan and Webb, 1993）。

世界中の微量要素欠乏に対して持続可能な解決策を見つけるには、植物由来の食品の栄養価を
高めるために、あらゆる農業技術を活用した「新しい緑の革命」が不可欠である。

まとめ
毎年、世界中で3,000万人以上の人が栄養失調で死亡している。（Bouis and Welch, 2010）。ほ

とんどの原因は必須微量元素の欠乏によるものであり、特に鉄、亜鉛、ヨウ素が深刻である。 
微量元素欠乏をはじめとする栄養失調は、人々に栄養を供給する農業を基盤とした食料システム
の機能不全の結果である。そのため、農業生産者を栄養素の供給者として認識しなければならな
い。残念なことに、これまで農業は人間の健康や栄養素を向上することに関して明確な目標を立
てておらず、栄養失調に対処する主要な戦略として活用されていなかった。これは変えねばなら
ない！　第一次「緑の革命」は、コメ、コムギ、トウモロコシの大増産によって数百万人の飢え
を救ったが、逆に食物の多様性が減ったため、発展途上国において微量要素欠乏が多発するとい
う、予想もしない結果に陥った。微量要素欠乏を減らす持続可能な方法を見つけるために、農業
と人間の健康を密接に関連づけることが求められている。育種による主食用作物の栄養強化は、
微量要素欠乏を減らす戦略のひとつに挙げられる。もうひとつの戦略は、貧困地域で食べられて
いる作物中の必須微量元素を増やすために、肥料を用いることである。貧困層の食事に動物の肉
／魚肉を加えることも、戦略として考えられる。人類の健康、幸福、長命のために必要な栄養素
をすべて供給することは何よりも重要なことである。この目標を達成するための持続可能な手段
は、農業の中から生まれなくてはならない。
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要約
世界の人々から微量栄養素不足による栄養障害を減らすには、食用作物の農学的栄養強化が、

「食料生産システム」戦略の中で有効な構成部分となる。さまざまな無機栄養素について農学的
栄養強化の適性を概括する。一般的に、鉄は農学的栄養強化の候補には向かないものの、ヨウ素
とコバルトは効果的で、とりわけ葉中の濃度を高めることができる。また、亜鉛とセレンは農学
的栄養強化が非常に効果的である。亜鉛に関しては、土壌施肥と葉面散布の組み合わせ（もしく
は穂ばらみ後期と乳熟初期の2回、計画的に葉面散布）がきわめて効果が高いようである。この時、
硫酸亜鉛の使用が安価で適している。亜鉛が低濃度の土壌においては、亜鉛施用によって作物の
種子も栄養強化されるため、その種子を用いて次作の増収という副次効果も期待できる。亜鉛が
低濃度の土壌における耐性と穀粒中の亜鉛の高濃度蓄積性は、別々の遺伝的仕組みによって制御
されている。セレンについては、土壌タイプによって、土壌施肥または葉面散布が非常に効果的
である。亜鉛のように葉面散布のタイミングが重要であり、穂ばらみ中期または乳熟初期の1回
のセレン散布で効果が見られることが多い。土壌施肥には、セレン酸ナトリウムの方が、亜セレ
ン酸塩よりも効果的である。亜鉛やセレンは価値が高く、基本的に再生不可能な資源であり、し
たがって、食用作物や食品に対する亜鉛とセレンの施肥効率を最大化する研究は、極めて重要で
ある。尿素と亜鉛およびセレンを組み合わせた葉面散布、有機資材の施用、間作を組み合わせる
研究も含まれる。食用作物の栄養強化にあたっては、微量元素とともに殺菌剤、または殺虫剤の
散布を合わせて施用することも、今後の重要な研究領域となる。

生産者が作物に微量元素を施用する動機としては、増収効果か、さもなければ助成金が必要で
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あろうが、増収は亜鉛が低濃度の土壌でしか通常は期待できないだろう。

序論
栄養失調は、食事関連の病気による死因の50%以上を占めるほど、世界的にもっとも重要な

死因となっている。微量元素の欠乏は、特に鉄、亜鉛、セレン、ヨウ素ならびにさまざまなビタ
ミンにおいて顕著で、世界の広範囲な地域に拡大しており、世界の半分以上の人々がその影響を
受けている。また、各々の微量元素の欠乏が、同時に発生している（WHO, 2003）。食料システム
が機能不全になると、最適な栄養分を人間に供給できない。もはや農業を収穫物の全生産量だけ
で評価するのでは不十分であり、食料供給システムの生産性、持続可能性と、栄養価の高さから
評価するべきである（Graham et al., 2001）。

可食部における微量栄養素の栄養強化を達成するには、主要作物の育種／遺伝子工学による方
法（genetic  biofortification；遺伝学的栄養強化）と施肥による方法（agronomic  biofortification；
農学的栄養強化）という、2つの栄養強化の手段が考えられる。いずれも栄養不足に対処するに
は極めて重要な戦略で（Storsdieck gennant Bonsmann and Hurrel, 2008）、もっとも必要とす
る人々、農村の貧困層にまで届く必要がある。その他の方法として、栄養源の多様化、加工過程
での栄養強化、サプリメント（栄養補助剤）の直接摂取、および家畜へのサプリメントの投与な
どがある（Lyons et al., 2003; Haug et al., 2007）。

どのような栄養強化戦略においても、生産者や消費者の関心を引く、あるいは関心を維持する
ために、農学上の特性や、最終用途の特性を危うくする妥協はしないことが重要である。生産者
は、標準品種よりも収量は低いが鉄を多く含むコムギ品種の栽培には、関心を抱かない（Bouis 
and Welch, 2010; Cakmak et al., 2010a）。穀粒中にミネラルが高濃度含まれていたとしても、消
費者にはわからないので、産物の認証やブランド化といった課題がでてくる（Pfeiffer and 
McClafferty, 2007）。食品における微量栄養素の生物学的利用能は、もうひとつの重要な要因で
ある（Welch and Graham, 2004）。

今までの研究では、遺伝子工学による作物の栄養強化はプロ－ビタミンAであるカロテノイ
ドや鉄を増やすのに適しており、それに対し亜鉛、セレン、ヨウ素を増やすには農学的手法によ
る作物の栄養強化が適していると報告されている（Cakmak, 2008; Lyons et al., 2008）。サツマイ
モ、バナナ、キャッサバは、プロ－ビタミンAのカロテノイドでの遺伝的変異がかなりあるので、
従来の育種方法が役に立つ（Chavez et al., 2000, 2005; Bouis and Welch, 2010; Genc et al., 2010）。
遺伝子工学は、高濃度カロテノイド米である「ゴールデンライス（Golden Rice）」で示されたよ
うに、微量栄養素の栄養強化において重要な役割を果たしている（Potrykus, 2003）。伝統的な
育種法であろうが遺伝子組換え技術を用いた近代的育種法であろうが、食用作物の微量栄養素を
栄養強化するには、長期間かかる。さらに、遺伝子工学技術による栄養強化であっても、土壌溶
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液中に利用可能な微量元素（すなわち、亜鉛、セレン、鉄）が十分あることが前提となる。農学
的栄養強化は短期的な問題解決のために有効であり、（時間がかかる）遺伝的な栄養強化を補完
する。以下、農学に基づく、個々の微量元素の栄養強化の可能性について述べる。 

鉄、ヨウ素、コバルト 

鉄

現代の高収量性のコムギ品種の多くは、穀粒中の微量元素、特に鉄および亜鉛含量が低い
（Cakmak et al., 2010a）。穀粒中の鉄は一般的に20～35mg/kg（Rengel et al., 1999; Zhang et al., 
2008）であり、ときには100mg/kg以上になることもある（Rengel et al., 1999）。しかしノハラ
フタツブコムギ（学名：Triticum dicoccoides）のような古代のコムギ品種は、現代のパン用コ
ムギ品種よりも穀粒中の微量元素の濃度が高く、鉄は一般的に40～100mg/kg含まれている

（Cakmak et al., 2004; White and Broadley, 2005, 2009; Cakmak et al., 2010a）。
　
遺伝的な多様性を利用してコムギおよびほかの主食用作物の近代品種の穀粒中の鉄および亜鉛

を高濃度にして生物学的利用能を高めることを試みる「ハーベストプラス栄養強化チャレンジ計画
（HarvestPlus Biofortification Challenge Program／www.harvestplus.org）」［訳註：マイクロソフトの

ビル・ゲイツが提供する基金で、開発途上国の人々の飢餓や疾病を救済するために、世界の食料増産に貢献する研究者集団として活動

している計画］が精力的に行われている（Cakmak et al., 2010a; Genc et al., 2010）。さらに、コムギ、 
ライムギ、トウモロコシ、ソルガムの穀粒中のタンパク質と鉄、および亜鉛濃度の間には密接な
相関があることがわかっている。このことから、これらの濃度を制御している遺伝子は、共分離
する［訳註：co-segregating；同一染色体上の2つ以上の遺伝子がまとまって伝達され、すなわち連鎖している］ことが示唆さ
れている（Cakmak et al., 2010a）。このように、高タンパクのコムギ品種を選抜育種すると、そ
の品種は穀粒中の鉄や亜鉛含量も高いことが予想される。

注意すべき点は、小麦粉中の鉄含量の妥当な目標レベルである40mg/kgを達成するのは、困
難かもしれないということである。なぜなら、製粉により鉄が除去されることと、非ヘム鉄（植
物ではすべてが非ヘム鉄で構成されており、動物では50％以上が非ヘム鉄で構成されている）
の生物学的利用能がヘム鉄の15～35％と比べて、2～20％と低いためである（Storsdieck 
gennant Bonsmann and Hurrell, 2008）。

鉄の栄養強化、特に農学的手法による強化は困難であることがわかっている（Rengel, 1999; 
Welch,2001）。無機態鉄を土壌に施肥しても、Fe2＋は植物が利用できないFe3＋の形態へと急速に
変化するため、通常はその効果が低い（Rengel et al., 1999; Frossard et al., 2000; Zhang et al., 
2008）。通常キレート状態の鉄の方が利用効率は高いものの、それは高価であり、穀粒中の鉄含
量を高める効果は無機態の鉄よりもわずかに優れる程度である。穀粒中の鉄含量を増加させる上
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で、硫酸鉄の葉面散布は土壌施肥よりも若干効果的であり、有効な鉄が乏しい土壌で生育させた
作物では収量も増加する（Rengel et al., 1999）。

食品加工時への鉄栄養強化には長い歴史があり、鉄が強化された食品としては、米、魚、醤油、
小麦粉、トウモロコシ粉、ミルク、乳児用調整粉乳が流通している。小麦粉および塩への大規模
な鉄栄養強化は、遠隔地の農村貧困層には供給困難であるが、都市部の貧困層への鉄供給には効
果的である（Storsdieck gennant Bonsmann and Hurrell, 2008）。

これらのことから、食用作物中の鉄の生物的利用能を高めるには、遺伝子工学的手法がもっと
もよいと考えられる。たとえば、米の鉄濃度はダイズのフェリチン遺伝子を組み込むことで3倍
まで増加したとの報告もある（Goto et al., 1999）。鉄の栄養強化における現状の課題は、鉄の濃
度を栄養学的に有用な水準まで高め、生物学的に利用可能な状態にすることである（Storsdieck 
gennnant Bonsmann and Hurrell, 2008）。同時に、食生活の多様化（たとえばマメ類、葉菜類、
ナッツ類の消費増加や、特に肉類、卵、魚類が入手できないか、高価すぎないかどうか）を見過
ごしてはならない。

ヨウ素

ヨウ素添加塩を使用したサプリメントは、多くの国でヨウ素欠乏症（iodine deficiency 
disorders；IDD）を緩和する効果が証明されている（Rengel et al., 1999）。したがって、ヨウ素
の農学的栄養強化は、ヨード入り塩の費用対効果を考えると、亜鉛、セレンもしくは鉄と比べる
と優先順位は低いかもしれない（Storsdieck gennant Bonsmann and Hurrell, 2008）。しかしい
くつかの地域では、これらの計画はインフラの状況もしくは文化的な問題により失敗している。
このような場合、農学的栄養強化のための「食料システム」の構築が必要であり、この方法で大
成功を収めた地域がある。中国北西部の新彊自治区では、ヨウ素酸カリウム（5％）を用水路に
添加した結果、土壌中のヨウ素レベルが3倍に増加し、コムギのワラ中のヨウ素含量が3倍になり、
乳児死亡率が50％減少し、主にヨウ素欠乏症（IDD）の発生を軽減できた。このヒトへの健康利
益は、7年後に明確になった（Cao et al., 1994; Jiang et al., 1997）。このプログラムでは、灌水同
時施肥（fertigation）により、効率的に農学的栄養強化を行っている。

ヨウ素酸塩が植物に取り込まれるためには、ヨウ化物に還元される必要があるが、一般的にヨ
ウ化物よりもヨウ素酸塩で供給した方がよりヨウ素を蓄積する（Mackowiak and Grossl, 1999; 
Dai et al., 2006）。また、ヨウ素酸塩の効果は、特に熱帯の気候でより安定している（Diosady et 
al., 2002）。

国際熱帯農業センター（CIAT）およびコロンビアのアデレード大学による、キャッサバを用
いた圃場試験では、定植4週間後に土壌へ基準量のヨウ素115g I/ha（ヨウ化物）を施肥したと
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ころ、根部のヨウ素含有量は増加しなかった（Lyons, G., F. Calle, Y. Genc, and H. Ceballos, 
unpublished, 2008）。黄土高原の西北農林科技大学（NWAFU）およびアデレード大学で行われ
た圃場試験では、同じヨウ素の施肥（ただしヨウ素酸塩の形態で、土壌施肥と葉面散布を比較す
る試験）で、トウモロコシ、コムギ、ダイズの穀粒およびジャガイモの塊茎に含まれるヨウ素含
量は増加しなかった。キャベツでは唯一、ヨウ素が有意に増加した（Wang, Z., H. Mao, G. 
Lyons, unpublished, 2010）。

ほとんどのヨウ素は、主に植物体中の維管束の木部を転流する（Mackowiak and Grossl, 1999）。
したがって、葉の栄養強化はヨウ素酸の土壌施肥で比較的容易であるが（キャベツ、レタス、ホウ
レンソウなどの葉菜類）、穀粒や塊茎・塊根のヨウ素濃度を増やすことは困難である（Mackowiak 
and Grossl, 1999）。にもかかわらず新彊のプログラムでは、家畜および家禽の餌となる葉、コメ・
コムギの殻のヨウ素の栄養強化を図ることで、その産物やそのものを食べる人のヨウ素の状態が、
顕著に改善できることが実証された。

コバルト

コバルトは、マメ科植物のリゾビウム属およびある種の非マメ科植物（例:アルダー、Alnus 
glutinosa［訳註：ヨーロッパハンノキ、湿地に生息する落葉高木］）の根粒での窒素（N2）固定に必要である。
コバルトが欠乏した土壌でマメ科植物を生育させると、コバルトを施肥したときの方が、一般的
に根粒の活性が高まる（Yoshida, 1998; Marschner, 2002）。しかし、高等植物の代謝におけるコ
バルトの直接的な役割に関する証拠は不足している。反芻動物においてコバルトは必須元素で、
第一胃内の微生物相は、動物の必要量を十分に満たすビタミンB12（コバルトが補因子）を合成
することができる（Marschner, 2002）。ヒトおよびほかの非反芻動物は、あらかじめ形成された
ビタミンB12が必要であり、それらは赤血球形成のときに重要な役割を果たし、時には「抗悪性
貧血因子」と呼ばれる（Krautler, 2005）。ビタミンB12は動物性食品およびある種の微生物食品
から供給されるが、一般的に植物には存在しない。このようにコバルトを用いた植物の栄養強化
は、その植物を反芻動物が消費することでビタミンB12に取り込まれ、最終的に人間にも供給さ
れるため、人間の健康においても有益であると考えられる。

亜鉛、セレン
現在までに得られた証拠では、亜鉛およびセレンは、特に農学的手法による無機栄養素の栄養

強化に、もっとも適していることが示されている。
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亜鉛

高濃度亜鉛含有穀物のための育種

鉄について考察したように、植物育種は亜鉛を含む食用作物においても、栄養強化のための有
望かつ費用対効果のある戦略である。しかしながら、育種によって穀粒の亜鉛濃度を望ましい水
準まで高めるには、種子または穀粒中に関する亜鉛濃度の十分な遺伝的変異と土壌中で利用可能
な亜鉛を必要とする。さらに、高収量穀物の種間、種内では穀粒中の亜鉛濃度にかかわる遺伝的
変異は非常に狭く、育種プログラムの成功に結び付かない可能性もある。カクマックら（Cakmak 
et al., 2010a）の最近の総説には、コムギ種子の遺伝的変異がもたらす亜鉛濃度の範囲が報告さ
れている。さまざまなコムギの近代品種の亜鉛濃度範囲は24～44mg/kgであるが、コムギの野
生種の種子中の亜鉛濃度は36～132mg/kgであった。これらの結果は、穀粒の亜鉛濃度を高め
る育種の遺伝的資源として、コムギの野生種が有望であることを示している。

コムギ野生種の穀粒中の亜鉛濃度を調査した結果、ノハラフタツブコムギ（Triticum 
dicoccoides）が最大の遺伝的変異と最高の亜鉛濃度を示した（Cakmak et al., 2004）。もっとも
有望なノハラフタツブコムギの遺伝子型（複数）が同定され、その種子の亜鉛濃度は最大
190mg/kgもあった（Cakmak et al., 2004; Peleg et al., 2008）。一般的にコムギの野生種は非常に
低収量であり、亜鉛の高濃度は収量性が低いことに起因する「濃度効果（濃縮効果）」の可能性
もあり、慎重に評価すべきである。遺伝子組換え技術を用いた亜鉛および鉄濃度の増加は、種子
中の標的タンパク質（すなわちフェリチン［訳註：貯蔵鉄と結合しているタンパク質］）の発現の結果である
との報告がある（Goto et al., 1999; Lucca et al., 2006; Drakakaki et al., 2005）。しかしこれらの研
究のほとんどは、植物個体の種子生産性（収量）を報告していない。重要なことは、穀物の収量
が損なわれることなく、ヒトの栄養にとって望ましい水準まで種子中の亜鉛および鉄濃度を高め
ることである。さもないと、新しく開発された栄養強化した遺伝子型（品種）が受け入れられ、
広がることは厳しく制限されるであろう。

植物育種によるアプローチもまた、土壌中の植物が利用可能な亜鉛濃度が低い場合には逆効果
となることもある。穀物の栽培土壌の半数近くは、土壌中の水分と有機物が少ない上に、pHと
炭酸カルシウム含量が高いという、亜鉛には不適な条件も影響し、植物が利用可能な亜鉛濃度は
低い（Cakmak, 2008）。土壌水分は、植物における亜鉛欠乏発生の重要な要因である。根の表面
への亜鉛輸送は主に、土壌水分に影響される拡散を経由して行われる（Marschner, 1993）。土壌
水分の低下は、亜鉛の根の表面への輸送と吸収に著しく影響を与える。穀物、特にコムギは、主
に半乾燥地域で栽培されているが、土壌表層は乾燥しやすく、根による亜鉛の吸収が減少するこ
とがしばしば生じる。オーストラリア（Graham et al., 1992）やトルコ（Ekiz et al., 1998; Bagci et 
al., 2007）では、降水量が少なく水供給に障害があったり降水した地域や時期に異常があった時に、
コムギの亜鉛欠乏が発生するが、それは驚くべきことではない。半乾燥地域における植物が利用
可能な、土壌中の亜鉛濃度を維持することは、穀物中の亜鉛濃度だけでなく、穀物の収量増加に
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も関係する重要な課題である。

トルコにおいて土壌中の亜鉛欠乏はよく知られている問題であるが、さまざまなコムギ品種の
亜鉛濃度は、土壌中の植物が利用可能な亜鉛が十分に存在する条件では15～25mg/kgとなり、
利用可能な亜鉛が少ない条件では8～12mg/kgであった（Cakmak et al., 2010a）。トルコでは土
壌の高pHと土壌有機物の不足が、植物の亜鉛利用能が低い主な理由である。類似した土壌の問
題や広範囲な土壌中での亜鉛欠乏の発生は、インド、パキスタン、中国とほかのいくつかの発展
途上国で報告されている。中国北部の石灰質土壌においては、約5,000万haにも及ぶ広大な亜鉛
が低濃度の土壌地帯が発見されている（Zou et al., 2008）。それゆえ、いろいろな国々で、土壌の
亜鉛欠乏とヒトの亜鉛欠乏症発生が地理的に重なることが報告されているが、驚くことではない

（Cakmak, 2008）。

土壌の化学的条件が悪く、植物が利用できる亜鉛濃度が低い土壌では、ヒトの栄養に最適な水
準まで亜鉛を蓄積する能力をもたせた栄養強化品種でも、その能力が十分に発揮されない可能性
がある。このことは、食用作物の亜鉛濃度を高める育種プログラムの成功にも影響を及ぼす可能
性がある。したがって、植物が利用できる土壌中の亜鉛濃度を適切な水準に維持することは、食
用作物における亜鉛の農学的栄養強化プログラムのために重要な課題である。近年、登熟期間中
の継続的な根の亜鉛吸収と種子への転流が、種子中の亜鉛蓄積において非常に重要であることが
報告されている（Waters and Grusak, 2008; Kutman et al., 2010）。これらの結果は、植物育種と
農学的栄養強化は別々ではなく、補完的かつ相乗的なアプローチとして捉えるべきものである。

亜鉛による農学的栄養強化

亜鉛肥料の施用は、土壌の亜鉛欠乏と穀物中の亜鉛低濃度の両方の問題を迅速に解決する手段
である。亜鉛入り肥料の試験は種々の食用作物で行われてきたが、これらの実験では、亜鉛欠乏
の防止と穀粒収量の増加に最大の焦点が当てられてきた。穀粒の栄養価や亜鉛濃度にはほとんど
注目してこなかった。「ハーベストプラス栄養強化チャレンジ計画（HarvestPlus Biofortification 
Challenge Program）」による栄養強化チャレンジプログラムの開始とともに、育種や農学的ア
プローチによる食用作物における亜鉛の栄養強化への関心が高まってきている。

亜鉛肥料の種類と施肥量

硫酸亜鉛（ZnSO4）は、硫酸亜鉛七水和物または硫酸亜鉛一水和物として、一般的に農業で使
用される亜鉛肥料である。酸化亜鉛（ZnO）やオキシ硫酸亜鉛を含むほかの化合物もまた、使用
が増加している。亜鉛の供給源としての酸化亜鉛は、その安い価格と1分子当たりの亜鉛含量が
高い点で普及している。近年、微量元素肥料の粒径制御技術が進歩したことで、酸化亜鉛は土壌
や植物の葉面上で化学的に可溶化するように改良され、コーティング種子や粒状肥料への添加、
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葉面散布での亜鉛供給源となっている（Moran, 2004）。後述するように、酸化亜鉛および硫酸亜
鉛は作物の亜鉛欠乏を防ぐのには同様に有効であるが、食用作物における亜鉛栄養強化には、硫
酸亜鉛が酸化亜鉛よりも効果的である（Mordvedt and Gilkes, 1993; Cakmak, 2008; Shivay et al., 
2008）。亜鉛入り複合肥料は、特にトルコ、インド、オーストラリア、南アフリカで広く使用さ
れている。キレート亜鉛であるエチレンジアミン四酢酸亜鉛（ZnEDTA）はよく知られているが、
コストが高いため農業における使用は限定的である。また、ZnEDTAは亜鉛欠乏の防止という
点では硫酸亜鉛に勝ることはない。マーチンおよびウェスターマン（Martens and Westermann, 
1991）は、亜鉛の葉面散布における慣行量は、0.5～1.0kg/haがもっとも普通であると報告して
いる。亜鉛の葉面散布では、硫酸亜鉛かキレート亜鉛のいずれかを使用する。亜鉛の葉面散布時
期は、穀粒中の亜鉛蓄積における有効性を決定するもっとも重要な要因である。植物の成長後期
に亜鉛肥料を葉面散布した方が、亜鉛の種子への転流量は多くなる（Yilmaz et al., 2007; Cakmak, 
2008）。最近の論文によれば、コムギの圃場試験の結果として、出穂期や乳熟期のような生育後
期に亜鉛を葉面散布した方が、より早い節間伸長期や穂ばらみ期のような時期に比べ、種子中の
亜鉛濃度はより高くなることが示されている（表1、Cakmak et al., 2010b）。亜鉛の土壌施用や
葉面散布による穀粒の亜鉛濃度の増加は、穀粒のすべての画分（胚、糊粉層、および胚乳）で生
じているが、特に食料として消費される胚乳部分で高い（表1）。

可給態亜鉛濃度が非常に低い土壌では、亜鉛の葉面散布は穀粒中のフィチン酸濃度を減らすの
に非常に効果的である（Erdal et al., 2002; Cakmak et al., 2010a）。亜鉛が欠乏した植物では、リ
ンの根からの吸収と根から地上部への転流量が多いことが、以前より知られている（Loneragan 
et al., 1982; Cakmak and Marschner, 1986）。リンは穀粒中のフィチン酸塩中に主に貯蔵される
化合物である。亜鉛の施肥によって、リンの根からの吸収と茎への転流が減少した結果、穀粒中
のフィチン酸濃度は低下する。すなわちフィチン酸／亜鉛のモル比が低下する（Cakmak et al., 
2010a）。フィチン酸／亜鉛のモル比は、食物中の亜鉛の生物学的利用能のよい指標と考えられる。
フィチン酸塩は亜鉛との結合（錯化）によって、食物中の亜鉛の生物学的利用能が低下し、ヒト
の亜鉛の利用率の減少に大きくかかわっている。

亜鉛施肥が食用作物の亜鉛の栄養強化において、迅速かつ効果的であった例は多数ある。中部
アナトリア地方の亜鉛欠乏土壌での圃場試験では、硫酸亜鉛の土壌施肥により、収量のみならず
穀粒中の亜鉛濃度も改善した。土壌施用と葉面散布の両方を行った場合に穀粒中の亜鉛濃度は特
に高くなり、3倍にまで増加した。土壌施肥の穀粒の亜鉛濃度向上に対する有効性は、インドと
オーストラリアでも確認された。亜鉛の土壌施用では、25～50kg/haの硫酸亜鉛施用が標準的
である（Cakmak, 2008）。

亜鉛をコーティングした尿素、または亜鉛入りNPK肥料のような亜鉛を含む肥料は、トルコ、
オーストラリア、南アフリカで長年使用されてきた。このような肥料は、亜鉛の施用に際して、
新たな圃場作業を必要としないので、生産者が採用しやすい。インドでの亜鉛をコーティングし
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土壌施肥 葉面散布の生育ステージ

亜鉛濃度（mg/kg）

（kg/ha） 穀粒全体 糊粉層 胚 胚乳

0

対照区（亜鉛施肥なし） 11.7 20 38 8

茎立期＋穂ばらみ期 18.8 28 47 10

穂ばらみ期＋乳熟期 26.9 35 62 15

乳熟期＋糊熟期 25.4 41 63 15

50

対照区（亜鉛施肥なし） 21.7 33 52 11

茎立期＋穂ばらみ期 25.5 34 58 13

穂ばらみ期＋乳熟期 29.3 45 69 16

乳熟期＋糊熟期 25.4 41 63 15

LSD0.05（亜鉛の土壌施肥） 1.8 3.0 3.4 1.0 

LSD0.05（葉面散布） 2.6 4.8 4.2 4.8

表 1.  亜鉛の土壌施肥の有無（0.5%、50kgZnSO4・7H2O/ha）と異なる生育時期の葉面散布（約4kgZnSO4・
7H2O/ha）がコンヤの圃場条件で栽培したデュラムコムギ品種「Selcuklu」の穀粒全体、糊粉層、胚お
よび胚乳の亜鉛濃度に及ぼす影響（Cakmak et al., 2010b）

表 2. 亜鉛強化尿素の施肥がイネおよびコムギの穀粒収量および穀粒中の亜鉛濃度に及ぼす影響（試験地：IARI、
New Delhi）
データは2年間の圃場試験の平均値。統計処理の詳細は引用論文に記載（Shivay et al., 2008）。

処理
イネ コムギ

穀粒収量
（t/ha）

穀粒中の亜鉛濃度
（mg/kg DW）

穀粒収量
（t/ha）

穀粒中の亜鉛濃度
（mg/kg DW）

プリル尿素 3.99 30 3.72 40

亜鉛強化尿素
亜鉛 1％（ZnO） 4.46 36 4.14 46

亜鉛 1％（ZnSO4） 4.67 39 4.25 49

亜鉛 2％（ZnO） 4.95 43 4.39 49

亜鉛 2％（ZnSO4） 5.15 48 4.53 51
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た尿素を使用した圃場試験では、イネとコムギの収量と亜鉛濃度の双方が向上するという見事な
結果が得られた（Shivay et al., 2008）。たとえば、イネ－コムギ輪作体系での香り米では、プリ
ル尿素に3%まで亜鉛（硫酸亜鉛）を添加した肥料を施肥したところ、収量は3.87t/haから
4.76t/haに増え、穀粒の亜鉛濃度は27mg/kgから42mg/kgまで増加した。費用対効果の点では、
亜鉛を1.0％添加した尿素がもっとも経済的であった（Shivay et al., 2008）。酸化亜鉛が亜鉛肥料
の原料として適していることは、文献で考察されてきている。ほとんどの報告では、酸化亜鉛と



人を健康にする施肥106

硫酸亜鉛は亜鉛欠乏の是正という観点では等しく有効であることが示されている（Mordvedt 
and Gilkes, 1993）。しかし、インドで行われた亜鉛添加尿素肥料の圃場試験では、大きな差異は
みられなかったものの、硫酸亜鉛をコーティングした尿素の方が、酸化亜鉛をコーティングした
尿素よりも、イネやコムギの収量と亜鉛濃度の両面で優れた結果を示した（Shivayet et al., 
2002）（表2）。

穀粒中の亜鉛濃度に及ぼす農学的要因の影響

農学は、土壌への有機資材の施用や作付体系の変更など、穀粒中の亜鉛濃度を改善するさらな
る手段を提供する。堆肥もしくは堆きゅう肥などの種々の有機物を土壌に施用すると、亜鉛の溶
解性ならびに空間的な亜鉛の利用性と土壌中の植物が利用可能な亜鉛の総量（たとえば、DTPA
で抽出可能な亜鉛総量）が大きく改善することを示す研究例が増えている（Srivastava and 
Sethi, 1981; Arnesen and Singh, 1998; Asada et al., 2010）。

根圏土壌中の土壌有機物と可溶性亜鉛濃度との間には、強い正の相関関係が存在することが、
コロラド州で収集した18の異なる土壌の研究で報告された （Catlett et al., 2002）。特に有機物の
含有量が非常に低い土壌では、植物の根圏全体の亜鉛利用能を向上させる上で、有機物の施用が
重要であることを示している（Marschner, 1993）。作付体系とマメ類を含む輪作体系は、土壌肥
沃度と微量元素を含むミネラルの溶解性に大きく影響する（Cakmak, 2002）。双子葉植物の微量
栄養素の栄養強化のためには、穀物と間作するのが有益である。単作と比べて、ピーナッツをオ
オムギやトウモロコシに間作することで、根圏の種々の栄養素、特に微量元素の生物学的活性と、
化学的利用性が上昇し、茎や種子中の亜鉛と鉄の濃度が高まる（Inal et al., 2007; Zuo and Zhang, 
2009）。ストラテジーII植物に属する穀物類は、亜鉛や鉄が欠乏すると、根から鉄と亜鉛を可溶
化する化合物（いわゆるファイトシデロフォア［訳註：イネ科の植物根から分泌されるムギネ酸などのことであり、

鉄イオンとキレートを形成することで、土壌からの鉄の移動や吸収に関与する物質］）を放出する。穀物の間作となる双
子葉植物で、亜鉛と鉄の吸収量や貯蔵量が増加するひとつの理由として、穀物が根から放出する
ファイトシデロフォアが関係するだろうと考えられている（Zuo and Zhang, 2009）。

最近の研究では、植物の窒素栄養状態が、亜鉛と鉄の蓄積に大きく影響を与えることが示され
ている。温室栽培の試験では、窒素肥料（たとえば尿素）を土壌施用または葉面散布して植物の
窒素栄養状態を改善した時に、亜鉛肥料の土壌施用または葉面散布によるコムギ粒の亜鉛強化効
果が最大になることを示している（Kutman et al., 2010）。これらの著者によれば、亜鉛と窒素
が培地および植物組織中に十分にあると、窒素と亜鉛が相乗的に作用し、コムギの亜鉛濃度が高
まる。興味深いことに、亜鉛の供給が少なく、植物組織中の亜鉛濃度が低い場合は、窒素を増肥
しても種子中に亜鉛は蓄積されなかった（Kutman et al., 2010）。穀粒中の鉄や亜鉛の栄養強化
をさらに効果的にするためには、育種プログラムとともに食用作物の栽培管理において窒素施肥
にももっと注意を払うべきである。
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亜鉛が低濃度の土壌に対する耐性と穀粒の亜鉛蓄積：2つの遺伝システム

言及されるべきもうひとつの視点は、低亜鉛耐性と、穀粒中の亜鉛蓄積の関係である。（i）土
壌の亜鉛欠乏に対する耐性と（ii）穀粒の亜鉛蓄積に影響を与える遺伝子系は、異なっているよ
うである。亜鉛が低濃度の土壌に高い耐性を持つ遺伝子型は、必ずしも穀粒に亜鉛を高濃度に蓄
積しておらず、反対の結果も報告されている。たとえば、ライムギは亜鉛含量が極端に低い石灰
質土壌で低亜鉛に極めて高い耐性を示すが（Cakmak et al., 1998）、一方でデュラムコムギとパ
ンコムギは、低亜鉛条件の影響を受けて低収量となる。ライムギの低亜鉛への高い耐性は、ファ
イトシデロフォアを根から放出すること、細根の形成、根部からの亜鉛吸収や根から茎への転流
促進などを含む、異なるメカニズムに起因していると考えられる（Cakmak et al., 1999）。しか
し亜鉛が低濃度の土壌で生育したライムギは一切の亜鉛欠乏症状を示さず、収量はほとんど低下
しないにもかかわらず、穀粒中の亜鉛濃度は非常に低く8～12mg/kgの範囲である（Cakmak et 
al., 1998）。同じ圃場で生育し、同様の収量が得られたコムギと比較すると、ライムギ穀粒の亜鉛
濃度は低い。したがって、ライムギの低亜鉛濃度は、「希釈効果」によるものではない。同様に、
トルコ（Cakmak et al., 1999）やオーストラリア（Graham et al., 1992）のいくつかの低亜鉛耐性
コムギ品種は、亜鉛が適切な条件下でさえ、多くの低亜鉛感受性コムギ品種よりも穀粒中の亜鉛
濃度が低い。これらの結果から、亜鉛欠乏条件において、亜鉛欠乏遺伝子型は適正な収量と健全
な生育を維持するためだけに必要な亜鉛を土壌から抽出していることが示唆される。

明らかにこれらの低亜鉛耐性遺伝子型では、種子の発達と形成のために必要とする量以上の亜
鉛を穀粒中に蓄積しないようである。これらの結果から、低亜鉛土壌に耐性を持つ遺伝子型と穀
粒に亜鉛を多く蓄積する遺伝子型は、別々の関連のない遺伝子系により制御されているといえる
だろう。

亜鉛強化種子の利点

種子や穀粒の栄養強化は、健苗育成および最終的な収量増加という農業の生産性にも利点があ
る。種子の発芽と苗立ち時には、土壌伝染性病原体を含む環境ストレスからの保護のために、種
子の亜鉛濃度は高いことが必要とされる（Welch, 1991; Cakmak, 2008）。植物の成長と高い収量
をもたらす高亜鉛種子の利点は、特に亜鉛欠乏土壌において顕著である。亜鉛が1種子当たり
0.4µg（すなわち約10mgZn/kg）を含む種子から得られた穀物の収量は、ほぼ3倍以上の亜鉛を
含む種子から得られた収量の半分であった（Yilmaz et al., 1998）。硫酸亜鉛による種子のプライ
ミング（浸漬し、人工的に発芽力を強化すること）は、亜鉛で種子を栄養強化するもうひとつの
方法である。ハリスら（Harris et al., 2008）はヒヨコマメとコムギ、スラトンら（Slaton et al., 
2001）はイネにおいて、亜鉛で前処理をした種子を用い、成長および収量性に優れた改善効果を
示した。用いた種子はコムギで0.3％の亜鉛に10時間、ヒヨコマメで0.05％の亜鉛に6時間とい
うプライミング処理を行った（Harris et al., 2008）。
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セレン
セレンは21番目のアミノ酸であるセレノシステイン［訳註：システインに似た構造をもつが、システインの硫

黄がセレンに置き換わっているアミノ酸の一種］として、ヒトゲノムに指定された［訳註：このアミノ酸に対応するコド

ンがあるということ］唯一の微量要素であることから（Rayman, 2002）、ヒトの健康（甲状腺、脳、心臓、
生殖腺の重要な機能に加えて、抗酸化物質、抗炎症薬、抗がん、抗ウイルス、アンチエイジング
活性の観点から）に対するセレンの重要性に注目が集まりつつある。コムズとルー（Combs and 
Lu, 2006）により、セレンの抗がん作用についても議論されている。

食料システムにおけるセレンの濃度水準は、主に農業で利用される土壌中の植物が利用可能な
セレンの濃度水準に依存している。土壌のセレンはどこにでもあるが、その分布は不均等で、そ
れゆえ地域内の母集団やそのサブグループ内のセレンの状態は、世界的に大きな変動がみられる

（表3； Lyons et al., 2008）。表に示されたように、土壌pHは穀粒中のセレン蓄積に対して重要な
役割を果たす。土壌中に存在するセレンの利用可能性は、pH、酸化還元電位、陽イオン交換容量、
土壌中の硫黄、鉄、アルミニウムおよび炭素含量の水準に依存する（Ylaranta, 1983a; Banuelos 
and Schrale, 1989; Combs, 2001; Broadley et al., 2006; Li et al., 2008; Lin, 2008）。

セレン摂取を増やす戦略としては、セレンを多く蓄積している食べ物（例：ブラジルナッツ）
の摂取、セレンを多く含む培地で発芽させた種子の使用、セレン高含有土壌での作物生産、家畜
へのセレン補給、食品の栄養強化、個別のサプリメント摂取、セレンを高濃度に蓄積する植物の
育種、セレン入り肥料の利用がある（Lyons et al., 2003; Haug et al., 2007）。次に、育種による
アプローチおよび農学的栄養強化の戦略についてより詳細に記述する。

遺伝的栄養強化

いくつかの食用作物でセレン蓄積の遺伝的変異が報告されている。たとえば、アブラナ属野菜
のセレン濃度には15倍の差があり（Combs, 2001）、トマトは4倍（Pezzarossa et al., 1999）、米
粒中では数倍（Lyons et al., 2005a）となっている。だがコムギの研究では、現在のコムギの近
代品種間に遺伝子型による差異はあるかもしれないが、それは背景となる土壌の変動と比べると
有意に小さな傾向であり、セレンの変動は土壌のミクロ空間レベル（metre-to-metre）で存在し
ている。たとえば、南オーストラリアにおける圃場試験結果では、同一圃場で同時に栽培したコ
ムギの1品種について、4反復試験をしたところ、穀粒中のセレン濃度に6倍の差がみられた（Lyons 
et al., 2005b）。

遺伝子導入の研究が進む中、硫黄およびセレンの摂取および同化に関する知見に基づき、主に
茎葉部でのセレン蓄積の増加が研究対象となってきた（Broadley et al., 2006; Sors et al., 2009）。
たとえば、ATP スルフリラーゼ（ATP sulfurylase）を過剰発現するインドマスタード（カラシ
ナ；Brassica juncea）は、セレンをより多く集積することが、カリフォルニアのセレン汚染土壌



地域 土壌タイプ 土壌pH 
（H2O）

全セレン土壌濃度 
（µg/kg）

穀粒中の
セレン濃度 
（µg/kg）

陽朔（Yongshou） 
中国 Ishumisol 8.3 700 20

ミニパ（Minnipa） 
南オーストラリア

Calcareous 
Xerochrepts 8.6 80 720

シャーリック（Charlick） 
南オーストラリア Typic Natrixeralf 6.6 85 70

東ジンバブエ Typic Kandiustalf 
（例：花崗岩母材） 5.0 30,000 7

表 3. 4箇所の土壌中の全セレン濃度水準と、その土壌で生育させた穀粒中のセレン濃度水準（植物が利用可能
なセレンの指標として）の比較（Lyons et al., 2004, 2010）

微量元素による作物の農学的栄養強化 109

のファイトレメディエーション［訳註：植物が気孔や根から養水分を吸収する能力を利用して、土壌や地下水、大気の汚

染物質を吸収、分解する技術］において示された（Banuelos et al., 2005）。しかし、セレン酸塩（SeO4
2-、

もっとも可溶で移動しやすい形態）の高い吸収効率は、可給態セレンが非常に少ない土壌では土
壌中のセレンの大部分が亜セレン酸塩（HSeO3

-）、セレン化物、あるいはセレン元素などとして
存在するので、そこで栽培される作物にとっての価値は限定的である（Cary and Allaway, 1969; 
Lyons et al., 2008）。セレンは還元状態では移行しにくい。セレン元素、金属セレン化物は、低
pHおよび還元状態で形成されやすい。セレン酸塩は高い酸化還元電位（酸化的条件）で、亜セ
レン酸塩は中程度の酸化還元電位で、セレン化物は低い酸化還元電位（嫌気的条件）で、土壌溶
液中の主なセレン種である（Broadley et al., 2006）。注目すべきことに、多くの土壌において植
物が利用できる可給態セレンは総セレン含量の約2～3％にすぎない（Tan et al., 2002）。

農学的栄養強化

セレン酸塩の適性

セレンは、食用作物の農学的栄養強化に特に適している。セレンの形態は、植物が育つ土壌の
多くがpH5.5～9.0のときに、セレン酸として吸収されやすく、また植物体内で容易に転流して、
可食部に蓄積後、主にセレノメチオニンのような有機態に変わる。相対的に穀粒へ均一に分配さ
れるので、粉末製品、たとえば小麦粉や白米にも豊富に含まれる。食料に含まれるセレンの形態
は一般的に生物学的利用能が高く、ヒトや動物の健康に適している（Lyons et al., 2003）。

1970年代以降の欧米での研究により、セレン酸ナトリウムを利用した農学的栄養強化の有効
性が実証され、これらはライオンズら（Lyons et al., 2003）やブロードリィら（Broadley et al., 
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2006）によって再検証されている。多くの研究から、土壌施用、葉面散布にかかわらず、セレン
酸塩（もっとも高い酸化状態はSe+6として存在）の方が亜セレン酸塩（Se+4）よりも効果的であ
ることが示されている。多くの土壌では、亜セレン酸塩は、粘土コロイドにより急速に吸着され、
植物には利用されにくくなる。乾燥気候、低有機物、高温、土壌の高pH、空気混和（エアレー
ション）により、土壌中のセレン酸塩／亜セレン酸塩の比が増加する傾向があり、そのため植物
のセレンの吸収利用性も向上する（Combs, 2001）。中国では、チャを含むさまざまな作物の栄
養強化において、亜セレン酸塩よりもセレンが豊富に含まれている堆肥の施肥がより効果的であ
った（Hu et al., 2002）。

土壌施用と葉面散布の比較

セレンの施肥法で、土壌施用、葉面散布のどちらが有効であるかは、セレンの形態、土壌の特
性、元肥の施肥法、葉面散布時期により異なる。ヤラランタ（Ylaranta, 1983b）によると、低い
施用量（10g/ha）では同等、50g/haでは葉面散布がよく、500g/haの高施用量では同等であった。
粘土土壌において、セレン酸塩10g/haの葉面散布（展着剤使用）により、コムギの穀粒中のセ
レン濃度は16～168µg/kgまで増加したが、9g/haの葉面散布では77µg/kgまでしか増加しなか
った。全般的にいえることは、低降雨量による生育不良の場合を除いて、葉面散布の方がより効
果的であった（Ylaranta, 1984）。

乾燥ストレスが穀物の共通の制限要因となっている、南オーストラリアの圃場試験結果から、
pH、鉄、硫黄、有機炭素含量の変動に関係なく、播種時期に土壌へセレン酸ナトリウムを施用
する方が、開花期前の葉面散布よりも有効であることが実証されている。そして土壌のセレン条
件が不適な（元々のセレン水準が低く、低pHで、鉄や硫黄、炭素含量の高い）場合において、
セレン酸塩を土壌施用（4～120gSe/ha）することで、穀粒中のセレン濃度は0.062mg/kgから
133倍の8.33mg/kgまで、徐々に増加した。一方、同一圃場の多量葉面散布により、穀粒中のセ
レン濃度は0.062mg/kgから1.24mg/kgへ20倍にまで増加した。中国（黄土土壌）およびコロン
ビア（さまざまなセレン濃度の土壌）における近年の圃場試験では、セレン酸塩の土壌施用およ
び亜セレン酸塩の葉面散布（中国で冬コムギ）が、食用作物の栄養強化において有効であった

（Lyons, G., F. Calle, Y. Genc, and H. Ceballos, unpublished, 2007; Wang, Z., H. Mao, and G. 
Lyons, unpublished, 2010）。

牧草と飼料作物におけるセレンの栄養強化

家畜のセレンに起因する異常には、白筋症（ウシ、ヒツジ、ブタ、家禽）、滲出性体質（家禽）、
すい臓の変性（家禽）、肝臓の壊死（ブタ）、「イル・スリフト（ill-thrift）［訳註：悪い倹約の意であり、セ

レン欠乏による家畜の成育不順を示す症状のこと］」（ウシ、ヒツジ、家禽）のほかに、全家禽・家畜種の生殖
および免疫力への障害がある（Reilly, 1996）。牧草および飼料作物についてのセレンの農学的栄
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養強化は、特にニュージーランドのセレン濃度が著しく低い土壌において長い歴史がある。
「Selcote Ultra®」は1980年代以降、ニュージーランドやカナダの牧畜業者に人気があり、セレ
ン酸ナトリウムとセレン酸バリウムとしてセレンを1％w/w含むプリル製品（多孔性造粒製品）
である。通常は、単独もしくはNPK入り肥料と混合し、早春に元肥として10g/ha施肥する

（Broadley et al., 2006; Beaton and Foster, 2009）。

セレン処理の残効は、高施用量でも短いという結果であった（セレン酸バリウムのような徐放
性のものは例外。Ylaranta, 1983a, b; Gupta, 1993）。1970年代以降、セレン施肥が行われている
ニュージーランドでも、セレンの蓄積はみられず、一方で作物の良好な反応は続いている

（Oldfield, 1999）。

セレンの施肥効率および目標レベル

英国における最近の圃場試験では、コムギにおける顆粒状または液状のいずれかの形状で施用
されたセレンの動態を比較した。すべてのセレン酸塩の施用は効果があるものの、冬季に施用す
るよりも春季に施用する方が、より効率的であった。かなりのセレンがワラに留まり（そのため
動物の飼料として使用するのは有益）、穀粒中のセレン回収率は施用量によって増加し、10gSe/
haの施用で14％の回収率であった。著者らは、国際基準の施用量で英国のコムギの穀粒中セレ
ン濃度は30～300µg/kgまで増加すると計算している。これは英国のコムギの高い収量性を考慮
すると、めざましい増加である（Broadley et al., 2010）。国際的な土壌、作物、動物およびヒト
のセレン状態に関する調査結果と最適な摂取量を考慮すると（少なくともセレン酵素活性の最大
化の観点から）、栄養強化による作物体中のセレン目標値は、乾物重換算で250～300µg/kgと推
算される（Combs, 2001; Rayman, 2002; Lyons et al., 2003）。

フィンランドにおける全国的セレン施肥プログラム（下記に記載）では、ブロードリィら
（Broadly et al., 2010）によって記される穀粒中のセレン濃度増加は、人々のセレンの栄養状態に
大きく影響を及ぼしている。しかし、穀粒中のセレンの回収率は14％であることから、穀物の
大規模な農学的栄養強化では比較的希少な微量元素が無駄になっていることを示している。特に
セレンは再利用が困難で貴重な資源であることから、もしセレンの農学的栄養強化が、地域的も
しくは全国的に行われる場合、それは可能な限り効率的に実施することが望ましいと考えられる

（Haug et al., 2007）。

フィンランドの全国的なセレンの農学的栄養強化

1960年代～70年代にフィンランドで頻発した心血管疾患は、セレン低摂取の食事が危険因子
であろうと判断されたので、1984年からフィンランド政府は、すべての複合肥料にセレン（セ
レン酸塩）を添加することを義務化した（Box 1を参照）。
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まず、穀物生産および園芸に使用される肥料では、セレンが16mg/kg、牧草および干し草の
生産のための肥料にはセレンが6mg/kg添加された。この計画は植物体およびヒトのセレン栄養
状態の上昇という点で成功したので、セレンの高量施用は1990年に取り止め、すべて6mg/kg
となった（Broadley et al., 2006）。たとえば、1984年以前のフィンランド国内における穀粒中の
セレン濃度は0.01mg/kg未満であったが、1980年代後半の春コムギでは約0.25mg/kg、施肥量
の少ない冬コムギでも約0.05mg/kg含まれていた（Eurola et al., 1990）。その後、1998年にはす
べての作物の肥料のセレン添加濃度が10mg/kgまで増加された（Broadley et al., 2006）。ヒトの
栄養状態を改善するため、食料生産システムそのものへアプローチした本プログラムは、全人口
のセレン栄養状態を改善させる上で有効な方法であった。実際に、プログラム開始から3年以内に、
食事によるセレン摂取量は3倍に、プラズマ（血漿）中のセレン濃度は約2倍になった（Aro et 
al., 1995; Hartikainen, 2005）。セレンのプログラムが開始されて以降、環境パラメーターは厳し
く監視されており、セレンの肥料への添加による水系生態系への影響は確認されていない

（Makela et al., 2005）。

フィンランドの実験から、これらのアプローチは、ヒト集団のセレン濃度水準を上昇させる方
法として、安全で、効率的で、容易で、そして費用対効果があることが実証された。しかしなが
ら、たとえば食生活の変化、がんや心血管疾患のような病因に関与する要因を各々切り分けて考
えることは困難である。1985年以降、フィンランドではある種のがんや心血管疾患の割合が有
意に減少してきている。しかし、比較できるコントロール（対照）が存在しないため、これらの

Box1: フィンランドの全国規模のセレン栄養強化の経緯について

1970年：東カレリアは世界的に心臓病の割合が最も高い地域である。
本地域の土壌中の有効セレン含量は低い。
そのため、畜産用飼料にセレンの添加が開始された。
心臓病（特に男性）の割合が減少し始める。

1984年：国家的にセレンの生物学的栄養強化プログラム（計画）が開始される。

1987年：春コムギの穀粒中セレン濃度が10µg/kg（1984年以前）から250µg/kgまで増加した。
そのため、ヒトのセレン摂取量が3倍になった。
また、ヒトの血漿中のセレン濃度レベルが2倍になった（55µg/ℓから107µg/ℓ）。
心臓病が減少し続けた（1984年以前と比べて、同じ割合で）。

2010年：心臓病の割合が相対的に低下。
（喫煙者の低下、食事や運動の向上、およびおそらくセレン栄養条件の向上、が理由である）
セレンの摂取の悪い影響は認められなかった。
セレンは未だに肥料へ10mg/kgの割合で添加されている。

参照：Aro et al.,1995；Broadley et al.,2006；Eurola et al.,1990；Hartikainen,2005；Makela et al.,2005；Varo et al.,1994．
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データでセレンだけの（摂取）効果があったとは断言できない（Varo et al., 1994; Hartikainen, 
2005）。

セレンの栄養強化の農業生産における追加的考察

植物毒性

セレンの植物組織への毒性レベルは、一般的に5㎎/㎏以上である（Reilly, 1996）。セレンの毒
性に対する植物種の感受性には、幅広い変異がある。たとえば、リンゴ、タバコ、ダイズは相対
的に培地中のセレンに対して感受性があり（Martin and Trelease, 1938）、一方コムギは土壌中
で有効に利用できるセレンに対して比較的高いレベルでも耐性がある。ある研究で、セレンが毒
性を示す植物体の閾値濃度（30日後に全地上部を回収）は325㎎/㎏と高いことがわかり、この
ことからセレン酸塩を10～200gSe/haの範囲で施用しても植物には毒性を示さず、この水準で
の施用によるコムギのセレンの栄養強化が奨められている（Lyons et al., 2005c）。

セレンの植物に対するメリット

亜鉛と同様、セレンは一般的に高等植物にとっては必要不可欠ではないと考えられており（い
くつかの藻類には必要）、セレンの低含有土壌でも植物の成育は抑制されず、作物の収量も低下
しない（Shrift, 1969; Reilly, 1996）。しかし多くの研究では、セレンの有益な効果として、セレ
ンの少量施用でもUVBの放射（紫外線β波）に曝露したライグラス（Lolium perenne）および
レタス（Lactuca sativa）の成長を向上させるなど、セレンの有益な効果が見出されている

（Hartikainen and Xue, 1999）。これらの反応は、グルタチオンペルオキシダーゼ［訳註：主な生物学

的役割が酸化的損傷から有機体を保護する、ペルオキシダーゼ活性を有する酵素ファミリーの一般名である］活性が上がること
で、脂質過酸化が抑制されることと関係している（Xue and Hartikainen, 2000）。成長が早いブ
ラッシカ・ラパ［訳註：アブラナ科アブラナ属の野草で、多様な栽培植物の原種と考えられている］（Brassica rapa）を
用いた研究では、培養液中に低量の亜セレン酸塩を添加すると種子生産量が増加したとの報告が
あり、これは呼吸量の増加と関連がある（Lyons et al., 2009）。ほかの研究では、セレン施用に
よるジャガイモ（Solanum tuberosum）の若葉のデンプン濃度および塊茎収量が増加（Turakainen 
et al., 2004）、およびリョクトウ（Phaseolus aureus）の呼吸増加と地上部（茎）のバイオマス生
産の増加に関連するデンプン加水分解酵素の発現上昇を発見した（Malik et al., 2010）。セレンを
何らかの形態で低量施用することは、特に酸化ストレスにさらされた場合、高等植物にとっては
有益である。だがセレンがどの生育時期において必要不可欠であるかはいまだ明らかではない。

中国の最近の研究では、温室内のポット栽培でセレン、亜鉛、ヨウ素を施用し、栄養強化され
たトウモロコシ、ダイズ、ジャガイモにおいて、ハダニ（Tetranychus cinnabarinus）およびジ
ャガイモ葉枯れ病（Phytophtbora infestans）を含む、多くの病害虫を寄せつけない効果が、広
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く認められた。また栄養強化された植物の収量は、対照区より増加した。これらの抗病害虫効果
は、後述する試験では確認されなかった（Z. Wang, H. Mao, G. Lyons et al., unpublished, 2010）。
興味深いことに、温室のポット栽培試験での葉中のセレン濃度は、ダイズやトウモロコシではそ
れほど高くなく（4～15㎎/㎏）、一方、ほかの研究結果では抗病害虫効果を得るために高いセレ
ン濃度が必要であることが認められている（Hanson et al., 2003; Freeman et al., 2007）。葉中の
セレン、ヨウ素、亜鉛の高い濃度水準での組み合わせにより、抗病害虫効果が高まると思われる
が、確証を得るためにはさらなる調査が必要である。

硫黄の影響

 硫黄（硫酸塩として）は、硫黄の主なトランスポーターが大部分、セレン摂取に用いられて競
合するため、植物におけるセレンの取り込みを阻害することが、多くの研究から明らかになって
いる（Lauchli, 1993; Lyons et al., 2004b; White et al., 2004）。さらにアダムスら（Adams et al., 
2002）は、穀粒中のセレンと硫黄、穀粒中のセレンと土壌への硫黄施肥量との間に、負の相関関
係があることを見つけた。石こう（硫酸カルシウムをアルカリ土壌へ10t/haまで施肥）および
過リン酸石灰、硫酸アンモニウム、硫酸カリウムのような高硫黄含有肥料の施肥は、作物体中の
セレン濃度を低下させる傾向がある。

近年の英国での試験では、土壌pHによりコムギの穀粒中のセレン蓄積に対する硫黄の影響が
異なることが確認されている。硫黄の施肥は、これまでの研究成果と同様、両地点で穀粒中のセ
レン濃度を減少させた。しかし硫黄およびセレンの両方を施肥すると、穀粒中のセレンは低pH
で硫黄が十分に存在する土壌では増加し、高pHで低硫黄の土壌では減少した（Stroud et al., 
2010）。しかし、これらの土壌中のセレンは、亜セレン酸塩の形態で存在するので、植物のセレ
ンの利用性は硫黄のトランスポーターの影響というよりも、むしろリン酸のトランスポーターへ
の影響によるのだろう（Li et al., 2008）。

セレン栄養強化コムギの商業化

穀物のセレンに対する農学的栄養強化は、効率よく安価に、生物が利用可能な形態のセレンを
供給できることが望ましい。農学的栄養強化による有機態セレン含量を高めたコムギ（もしくは
ほかの作物）製品は「機能性食品」と考えられ、ヒトの健康上の利益を提供する。南オーストラ
リアでは、セレンを栄養強化した小麦粉が商業化されており、いくつかの製パン業者がこの小麦
粉からつくられたセレン含量の高いパンとビスケットを販売している。

セレン栄養強化食品の潜在的な健康上の利益

筋肉中にセレノメチオニンとして充分に保持されることで、セレンが栄養強化された穀物が、
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ヒトの身体でセレンの栄養状態を高める上で非常に効果的なことが明らかになってきた。さらに
セレンが栄養強化されたブロッコリーでは、スルフォラファンを含むほかの抗がん物質と共に、
セレンの多くが“セレン–メチルセレノシステイン”の形で含まれており、抗がん作用を示す有
望な機能性食品のひとつである（Finley, 2003; Liu et al., 2009）。

注意すべきことは、ヒトのセレン摂取において、欠乏と有毒（毒性）の範囲が非常に狭いこと
である。そして、何人かの研究者は、ヒトのセレン摂取の上限安全限界量は、以前から考えられ
ていたよりも低いと考えている（Vinceti et al., 2009）。がんや心血管疾患のリスクを含むヒトの
健康に対するセレンの役割は、曖昧で矛盾する所見が普通である。セレンの動態や人体に及ぼす
影響は複雑である（Fairweather-Tait et al., 2010; Lyons, 2010）。フィンランド（作物にセレンの
栄養強化がなされている）において、過去30年以上で、がんの割合や傾向は、セレンの栄養状
態が低い北欧の国々と同等である。他方、フランスおよびイタリア（セレンの栄養状態が相対的
に低い国）の研究では、65歳以上の人々の血中セレン濃度が低いことは、6～9年後の死亡率を
強く予測できる因子であることがわかっている（Akbaraly et al., 2005; Lauretani et al.,  2008）。
またセレンが少ない状態は、アフリカのHIV/AIDSの危険要因であると想定されている（Foster, 
2003）。

まとめ
一般的に鉄は、農学的栄養強化には適していない。葉のヨウ素濃度は農学的栄養強化によって

上昇するが、穀粒や塊茎／貯蔵根のヨウ素濃度を増やすのは難しい。コバルトは農学的栄養強化
はできるが、ビタミンB12としてヒトが吸収するには、反芻動物を経由する必要がある。亜鉛と
セレンは、幅広い作物に高い効用がある。そしてこれら微量要素の増加は、人間の健康に素晴ら
しい効用がある。亜鉛が低濃度の土壌では、人間の健康上の利益に加えて、種子の亜鉛濃度の増
加により、次作の収量も増加する傾向がある。

亜鉛は、土壌施用と葉面散布の両方を組み合わせて施用する（あるいは穂ばらみ後期と乳熟初
期の2回葉面散布をする）ことで、農学的手法によるもっとも効果的な栄養強化を実現できる。
この目的に使う亜鉛には、一般的に硫酸亜鉛が安価で効果的である。亜鉛でコーティングされた
尿素などのように、亜鉛が豊富に含まれる肥料は、亜鉛の栄養強化において実用的である。注目
すべきこととして、亜鉛が低濃度の土壌における耐性と穀粒中の亜鉛の高濃度蓄積は、別々の遺
伝子メカニズムによって制御されている。植物体の窒素栄養状態を十分量維持することは、食用
作物の亜鉛および鉄含有率を最大にする栄養強化を実現させる上で、非常に重要と思われる。

セレンは土壌タイプによって、土壌施用もしくは葉面散布が高い施肥効率を示し、亜鉛と同様、
葉面散布のタイミングが重要であるが、それは穂ばらみ中期に1回の葉面散布で十分である。土
壌への施肥において、セレン酸塩は亜セレン酸塩よりも一般的に効果がかなり高く、そして葉面
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散布の方がより効果的である。作物中のセレン、特に穀物類のセレンは高い生物学的利用能を示
す。

亜鉛とセレンは、価値ある微量要素であるが、再生不可能な資源であり、大切に扱わなければ
ならない。したがって、作物や食物への施肥効率を最大にする方法の研究が重要である。その研
究には、亜鉛およびセレンを尿素とともに葉面散布すること、種々の有機資材、および間作の研
究も含まれる。加えて、多種の作物における亜鉛の生物学的利用能に関する研究、特にフィチン
酸／亜鉛比に影響する種々の農法に関する研究も必須である。これらの微量栄養素を栄養強化し
た食品は、健康を促進する能力をもつ「機能性食品」である。重要なこととして、生産者が作物
に微量元素を与える際には、一般的に収量増加という動機が必要となるであろう。
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要約
本章では、ヒトにとって重要なカルシウム、マグネシウム、カリウムの生化学的・生理学的機

能や摂取不足の影響についてとりまとめる。 また、ヒトにおけるこれらの必須ミネラルの推奨
摂取量や食料源についても触れる。さらに、ヒトが食事を通して摂取するミネラル量と、人体内
での可給性に影響を与える植物の栄養素すなわち肥料などの要因についても議論をする。カルシ
ウム、マグネシウム、カリウムは植物体中に広く分布し、ヒトやほかの動物と同様に生化学的役
割を果たすため、植物にとっても必須である。言い換えると、植物自身の成長のためにミネラル
を吸収するので、植物由来の食品には常にこれらのミネラルが一定量含まれている。根へのカル
シウム施用量の増加は、植物体中のカルシウム含有量の増加をもたらす。土壌からの可給性が低
い場合には、マグネシウムは優先的に穀物類の子実中に蓄積するが、マグネシウムの供給が適切
な場合は、栄養成長器官にマグネシウムが貯蔵される。その結果、（植物由来の）食物中のマグ
ネシウムは、植物が育てられた環境に影響される。根へのカリウム施用量を増やすと、種子や子
実を除く植物のすべての器官で、カリウム含有量の増加につながる。したがって、肥料による土
壌中のカリウム量の増加は、果物や野菜のカリウム含有量の増加に寄与するが、子実中の含有量
の増加には効果がない。上述の現象は、「ヒトが食事を通して必要とする、カルシウム、マグネ
シウム、カリウムの植物の吸収量は、施肥の影響を受ける」ことを示している。

第5章

 フォレスト・ニールセン１

食物中のカルシウム、マグネシウム、
カリウム

1  F.H. Nielsen is a Research Nutritionist, U.S. Department of Agriculture, Agricultural Research Service, 
 Grand Forks Human Nutrition Research Center, Grand Forks, North Dakota, USA; 
 e-mail: forrest.nielsen@ars.usda.gov

本章に特有の略記
AI = Adequate Intake; 適正摂取量／ATPase = Adenosine Triphosphatase; ATPアーゼ／ CRP = C-reactive protein; C反応性タン
パク／DRI = Dietary Reference Intake; 食事摂取基準／EAR = Estimated Average Requirement; 推定平均必要量／FAO/WHO = 
Food and Agriculture Organization/World Health Organization; 国際連合食糧農業機関、世界保健機関／ µM  = micromolar; マイク
ロモル濃度／mmol = millimoles; ミリモル／NHANES = National Health and Nutrition Examination Survey; 米国全国健康・栄養
調査／RDA = Recommended Dietary Allowance; 推奨栄養所要量／ RNI = Recommended Nutrient Intake; 推奨栄養摂取量／ UL 
= Tolerable Upper Limit; 許容上限値
本書を通じてよく使われる略語は、x～xiページ参照のこと。
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序論
カルシウム、マグネシウム、カリウムは、ヒトを含む動物の必須多量無機元素である。動物に

おけるこれらの無機要素の本質的な機能は、植物における機能と類似している。ただし、動物は
自身の骨格の成長と維持のために、植物よりもはるかに多くのカルシウムを必要とする。この違
いにより、カルシウムは、多くの場合は（必須）多量元素に次ぐ二次要素に分類されるが、植物
にとっては微量無機元素とみなされることがある。カルシウム、マグネシウム、カリウムは動物
および植物の主要な代謝機能に関わっており、そのため常に食品中に含まれる。したがって施肥
は、最適な作物生産を保証するだけでなく、ヒトが食事を通して摂取するカルシウム、マグネシ
ウム、カリウムの必要量にも影響を及ぼす。

カルシウム
ヒトにとっての栄養学的重要性

生化学的および生理学的機能

カルシウムは、代謝に関連する3つの主要な機能をもつ。具体的には、細胞内応答を細胞外シ
グナルへつなぐセカンドメッセンジャー、機能性タンパク質の活性化因子、および骨格機能の維
持である。

シグナルまたはメッセンジャーイオンとして、カルシウムイオンは血管収縮と血管拡張、筋収
縮、神経伝達、ホルモンの作用を仲介する。化学的、電気的、物理的刺激に応答して、細胞外の
カルシウムイオンは、細胞内に流入するとともに、小胞体や筋小胞体などから内部貯蔵カルシウ
ムイオンが放出されることで、細胞内に増加する（Awumey and Bukoski, 2006; Weaver, 2006）。
増加した細胞内のカルシウムイオンは、しばしばカルモジュリンと呼ばれるカルシウム結合タン
パク質の形で存在し、たとえば、プロテインキナーゼ（タンパク質のリン酸化酵素）を活性化し
て生理応答をもたらすなど、特定の反応に関与する（Weaver and Heaney, 2006a）。

一方、数種類のプロテアーゼおよびデヒドロゲナーゼを含む多くの酵素は、前記の細胞内カル
シウムイオンの変化とは別に、カルシウムが結合することによって活性化または安定化される［訳註：

カルシウム依存性プロテアーゼなどと言われ、細胞内カルシウムの1000倍程度、mmol単位のカルシウムが必要］（Weaver and 
Heaney, 2006a）。これらの酵素には、グリセルアルデヒドリン酸デヒドロゲナーゼ、ピルビン酸デ
ヒドロゲナーゼ、α-ケトグルタル酸デヒドロゲナーゼなども含まれる（Weaver and Heaney, 2006a）。

全身のカルシウムのうち約99％は骨や歯に含まれる。骨の結晶はヒドロキシアパタイト（Ca10

（PO4）6（OH）2）と類似した組成をもち、約39％のカルシウムを含有する。圧縮に抵抗力のある
結晶は、骨基質タンパク質内に配列されており、引張荷重に耐える能力をもつ。無機（ヒドロキ
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シアパタイト）または有機（タンパク質マトリックス）のいずれかの構成要素の変化は、骨強度
の変化につながる可能性がある（Rubin and Rubin, 2006）。骨格は、力学的・生理的な環境変化
に内部の微細構造を適応させるために、生涯を通じて継続的な組織修復の必要がある（実際に
10～12年ごとに置換されている）。加えて、骨折の危険性を最小限にするため、微小な損傷が修
復されるので、骨は継続的に更新されている。

摂取不足による影響

カルシウム（摂取）が不足しても、骨に蓄えられたカルシウムが溶け出すことで細胞外のカル
シウムイオンが維持されるため、重要な細胞または生理学的プロセスにおけるカルシウムイオン
の欠乏はすぐに発症することはない（Heaney, 2006）。しかしカルシウムの摂取不足は、特定の
細胞（たとえば、筋肉や脂肪細胞）中のカルシウムチャンネルを開く1, 25 （OH）2‐ビタミンD［訳

註：体液中のカルシウムやリンの代謝を調節する重要なホルモン活性をもつ活性型ビタミンD］の循環量を増加させ、その
結果として細胞内カルシウムの増加を引き起こす（Weaver and Heaney, 2006a）。増加した細胞
内カルシウムは、肥満に関わる障害の発症もしくは重症化を引き起こすことがある。しかし多く
の健常者にとって、カルシウムの摂取で重要なのは、骨の健康を維持するために必要な量である。
骨の置換・修復が骨量減少よりも遅い場合には、骨粗しょう症の発症が懸念される。また、微細
でも継続的な骨への負荷に骨の修復が追いつかない場合には、疲労骨折が起こることがある。ヨ
ーロッパにおける女性の股関節骨折リスクに関する大規模な症例対照研究では、カルシウム摂取
量を1日当たり500mg（12.5mmol）に増やすと、骨折リスクが減少した（Dawson-Hughes, 
2004）。しかし、1日当たり500mg（12.5mmol）以上でも、カルシウムのみの摂取では骨折リス
クが低下しない傾向が認められた（Dawson-Hughes, 2004; Shea et al., 2002; Jackson et al., 2006; 
Cumming and Nevitt, 1997）。この発見は、成人の推定平均必要量（Estimated Average 
Requirement；EAR）が十分に管理されたバランス試験では、1日当たり700～800 mg の間で
あり（Hunt and Johnson, 2007; Uenishi et al., 2001）、かつ米国食品栄養委員会（2010年）が近
年算出した1,000mg より低いという報告と一致している。推定平均必要量（EAR）とは、さま
ざまな年齢層や性別の個人のうち、50％の必要量を満たすと推定される摂取量である。成人にお
ける骨量減少・骨折リスクの低減に対して、食事中に多く含まれるカルシウムがプラスの影響を
示したほとんどの研究には、実験条件上の共変数［訳註：統計用語の一種。精確な結果を出すには、この影響を取

り除ければよいが、取り除けない場合もある。本文の場合は後者］として、ビタミンDの追加的摂取がある［訳註：骨

量・骨折リスクの減少にはビタミンDの効果も大きいという意］。

推奨摂取量

カルシウム摂取量の推奨値は世界各国で大きく異なり、もっとも高い水準は米国が近年設定し
た、成人19～50歳の推奨栄養所要量（Recommended Dietary Allowance ；RDA）が、1日当た
り1,200mg（25mmol）という数値である（Food and Nutrition Board, 2010）。RDAは、さまざ



ライフステージ群
カルシウム（Ca）、mg マグネシウム（Mg）、mg カリウム

（K）、g

EAR RDA EAR RDA AI

男性（年齢）

9-13 1,100 1,300 200 240 4.5

14-18 1,100 1,300 340 410 4.7

19-30 800 1,000 330 400 4.7

31-50 800 1,000 350 420 4.7

51-70 800 1,000 350 420 4.7

＞ 70 1,000 1,200 350 420 4.7

女性（年齢）

9-13 1,100 1,300 200 240 4.7

14-18 1,100 1,300 300 360 4.7

19-30 800 1,000 255 310 4.7

31-50 800 1,000 265 320 4.7

51-70 1,000 1,200 265 320 4.7

>70 1,000 1,200 265 320 4.7

表 1. 米国におけるカルシウム、マグネシウム、カリウムの成人の推定平均必要量（EAR）・推奨栄養所要量（RDA）・
適正摂取量（AI）（Food and Nutrition Board, 1997; 2005; 2010）
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まな年齢層、性別の個人のほぼすべて（97～98％）の必要量を満たすのに十分な、1日の摂取量
である。米国の公式なRDAは、厳密な代謝給餌試験による必要カルシウムのバランスデータ分
析で示された基準量（成人男性および女性で1日当たり1,035mg＝25.8mmol）に近似している

（Hunt and Johnson, 2007）。カルシウムの食事摂取基準（DRI；健康な集団の食事を計画・評価
するための基準）は、英国ではかなり低く、19歳以上の成人で1日当たり700mg（17.5mmol）
である（Francis, 2007）。インドでは、カルシウムのRDAが成人で1日当たり400mg（10mmol）
である（Harinarayan et al., 2007）。米国およびEU諸国を含むいくつかの国・組織は、カルシウ
ムの許容上限値（Tolerable Upper Limit；UL）として1日当たり2,500mg（62.4mmol）を設定
している（Looker, 2006）。ULは一般に、ほぼすべての個人に対して健康への悪影響をもたらさ
ないとされる1日当たりの最大摂取量である。米国食品栄養委員会（the U.S. Food and 
Nutrition Board, 2010）によって設定された10代の青少年および成人のDRI［訳註：DRIの指標には、

EAR、RDA、AI、ULなどがあり、その中のEAR、RDA、AIが示されている］を表1に示す。

米国医学研究所の食品栄養委員会（the Food and Nutrition Board of the U.S. Institute of 
Medicine, 2010）は近年、いくつかの例外を除いて、ほとんどの北米人は十分なカルシウムを摂
取していると結論づけた。また、摂取データ（Looker, 2006）に基づくと、ほぼ全てのヨーロッ



表 2. 植物由来の一部の食品中のカルシウム、マグネシウム、カリウムの含有量（mg/100 g）

食品
カルシウム
（Ca）

マグネシウム
（Mg）

カリウム
（K） 食品 カルシウム

（Ca）
マグネシウム
（Mg）

カリウム
（K）

果物† 野菜†

リンゴ 6 5 107 レタス 18 7 141

オレンジ 40 10 181 セルリー 40 11 260

バナナ 5 27 358 トマト 10 11 237

モモ 6 9 190 ニンジン 33 12 320

イチゴ 16 13 153 タマネギ 23 10 146

ナシ 9 7 119 ピーマン類 10 10 175

ブドウ 10 7 191 ジャガイモ § 8 20 328

プラム 6 7 157 アオイマメ § 32 74 570

グレープフルーツ 12 8 139 白インゲンマメ§ 69 53 389

チェリー 13 11 222 エンドウマメ § 27 39 271

アボカド 12 29 485 ダイズ 145 60 539

穀物‡ ナッツ†

オオムギ 50 150 470 アーモンド 264 268 705

トウモロコシ 30 140 370 ブラジルナッツ 160 376 659

エンバク 70 140 440 カシューナッツ 370 292 660

白米 30 120 150 ペカン 70 121 410

ライムギ 70 140 520 ピスタチオ 105 121 1,025

コムギ 40 160 420 クルミ 98 158 441

† 米国農務省栄養データベース（2010）による数値
‡ McDowell（1992）の報告による全粒穀物（食品としては提供されない）の数値
§塩ゆでされた状態
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パ人も十分なカルシウムを摂取している。一方で、食事がカルシウム含有量の少ない穀物類（た
とえばコメ）に限定され、乳製品の消費が非常に少ないような国では、カルシウムの摂取不足が
重要な問題となっている場合がある。これらの国々の例として、バングラデシュ（Combs et al., 
2005）、ナイジェリア（Thacher et al., 2009）がある。
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ヒトのカルシウム摂取における各種要因

食物中のカルシウム含有量

西洋の食事の中でもっともカルシウムが豊富な食品は乳製品である。一般的には、1食当たり
約300mg（7.5mmol）のカルシウム（8オンス＝約240mlの牛乳やヨーグルト、1.5オンス＝約
43gのチェダーチーズなど）が含まれている。また、穀物類はカルシウムが特に豊富というわけ
ではないが、それらを大量に消費すれば、十分量の食事性カルシウムを摂取できる。米国の成人
は、乳製品から約78%、穀物製品から約11%、野菜や果物から約6%の食事性カルシウムを摂取
している。植物由来食品の一部のカルシウム含有量を表2に示す。

ほかの栄養素との相互作用

適切なカルシウム必要量を供給するために考慮すべき重要事項には、食品中に含まれる含有量
そのものだけでなく、その生物学的利用能［訳註：腸からの吸収率］も挙げられる。牛乳および乳製品
中に含まれるカルシウムは、全体のうち約32%が吸収される（Weaver et al., 1999）。その一方、
植物由来の食品にはシュウ酸塩やフィチン酸塩が含まれるため、カルシウムの生物学的利用能は
牛乳よりも一般的に低くなる。たとえば、シュウ酸含有量の多いホウレンソウでは、含まれるカ
ルシウムのうち約5%しか吸収されない（Heaney et al., 1988）。しかし、アブラナ属の植物は、
細胞死を引き起こす過剰のカルシウムを解毒するためにシュウ酸を使用しない特殊な種である。
したがって、アブラナ属のブロッコリー（61%）、チンゲンサイ（54%）、およびケール（49%）
などの野菜は、カルシウムの吸収率が牛乳よりも高い（Weaver et al., 1999）。したがって、カル
シウム含有量がブロッコリーで493µg/g、ケールで718µg/g、チンゲンサイで929µg/g と報告さ
れているとおり、これらの食品もまたカルシウムの良い供給源といえる（Weaver and Heany, 
2006b）。

フィチン酸は、種子中のリンの貯蔵形態である。カルシウム吸収をゆるやかに阻害する程度の
フィチン酸、フィチン酸塩の種子含有量は、植物が栽培されている土壌のリン含有量に依存する

（Weaver and Heaney, 2006b）。フスマ（コムギのぬか）や乾燥マメなど、フィチン酸含有量の
高い食品のみを摂取すると、カルシウム吸収量が有意に減少する（Weaver and Heaney, 2006b）。
しかし興味深いことに、シュウ酸塩およびフィチン酸塩が豊富なダイズ由来の食品は、カルシウ
ムの生物学的利用能が比較的高い（Heaney et al., 1991）。さらに、ナイジェリアの子供たちを対
象にした研究で、トウモロコシのお粥を含む食事中のフィチン酸塩が増えると、カルシウムの吸
収が促進されたことが報告されている（Thacher et al., 2009）。

カルシウムとナトリウムは、腎臓に近接した尿細管で同じ輸送系を共有しているため、ナトリ
ウムがカルシウムの代謝に悪影響を与えることがある。実際に、腎臓でナトリウムが1,000 mg

（43mmol）排出されるごとに、26.3 mg（0.66mmol）のカルシウムがともに失われる（Weaver, 
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2006）。多量のナトリウム摂取は骨量の減少を招くため、この損失はカルシウム吸収量を高めて
も相殺されない（Weaver, 2006）。

また、食物からタンパク質を摂取すると、そこに含まれる含硫アミノ酸の分解で産生される酸
によって、尿酸負荷が増大するため、尿からのカルシウム損失が増加する（Cao and Nielsen, 
2010）。しかし、食物タンパク質の摂取では、カルシウム吸収量の変動による相殺によって、体
内カルシウムの保有量は減少しない（Cao and Nielsen, 2010）。また、肉や炭酸飲料に見られる
ような、フィチン酸塩以外の食事性リンの摂取でも、尿酸負荷の増大によって、尿からの排泄に
よるカルシウムの損失量が増加する（Cao and Nielsen, 2010）。しかしながら、前述の含硫アミ
ノ酸の摂取量が増加した場合と同様、リン摂取が増加しても、カルシウムバランスは保たれ、保
有量の減少は起こらない（Heaney, 2008; Cao and Nielsen, 2010）。

さらに、アルミニウムを含む制酸剤の多量服用などで、アルミニウムを多量摂取すると、カル
シウムの損失増加を引き起こす。このような制酸剤を使用した治療では、 1日の尿中カルシウム
排出量が50mg（1.25mmol）以上にまで増えることがある（Heaney, 2008）。

ほかにも、いくつかの難消化性オリゴ糖（たとえばイヌリン）は、カルシウムの吸収と骨の石
灰化を促進する（Coudray et al., 1997; Abrams et al., 2005）。

食物中のカルシウムへの施肥の影響

植物にとっての栄養学的重要性

カルシウムは通常、（必須）多量要素に次ぐ二次多量要素として分類されるが、植物の要求量
が小さいため、カルシウムは植物にとって（必須）微量要素とみなされる（Wallace et al., 1966; 
Marschner, 1995）。植物の中でもカルシウムの要求量は異なり、双子葉植物より単子葉植物のほ
うがはるかに低い。たとえば、最適なバランスの養分溶液中で生育が最大化する濃度は、ライグ
ラスで2.5µM、トマトで100µM と40倍の差がある（Marschner, 1995）。カルシウムは、カルシ
ウムイオンを取り込む細胞膜を完全な形で維持するために必須である。またカルシウムは、細胞
壁の構造成分としてのみならず、細胞シグナル伝達におけるセカンドメッセンジャーとして機能
する（Marschner, 1995）。土壌中のカルシウム含有量は植物の要求量に比べて多いため、陽イオ
ン交換容量がかなり大きな土壌や、pH5.3以上の土壌で栽培された非マメ科植物では、カルシウ
ム欠乏をほとんど生じない（Barber, 1984）。しかし風化が激しく、pHと陽イオン交換容量が低
い土壌では、カルシウム不足による生育不良が起こる可能性がある。そのため、マメ科植物のよ
うなカルシウム要求量の多い作物では、十分なカルシウム供給を得るため、pHの高い土壌を必
要とする場合がある（Barber, 1984）。土壌中では、土壌溶液中の水溶性カルシウムと交換性カ
ルシウムが、植物の根に吸収される際の主要な形態である。カルシウムは、多くの土壌において
優先的な交換性陽イオンである。土壌溶液中のカルシウムは、硫酸塩や炭酸塩などの水溶性の陰
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イオンによってバランスが保たれている。また、交換性カルシウムは土壌溶液中の（水溶性）カ
ルシウムと平衡状態にある（Barber, 1984）。ナトリウムを含むアルカリ性土壌、水素イオンや
アルミニウムの多い酸性土壌、およびマグネシウムを多く含む蛇紋岩由来の土壌には、カルシウ
ム以外の優先的な交換性陽イオンがある（Barber, 1984）。酸性土壌の場合、石灰散布によって
アルミニウムを析出させることで、交換性カルシウムを増加させることができる。しかし、酸性
土壌に対して可溶性カルシウムを添加することは、陽イオン交換サイトでアルミニウムを置換し
た不溶性の形で沈殿させるのではなく、アルミニウムの溶解性や毒性の増加をもたらすため、交
換性カルシウムを増加させる手法として適していない。

植物由来の食物中のカルシウム含有量に影響を及ぼす要因

土壌中のカルシウムの可給性によって差はあるが、植物の成長に必要なカルシウム供給は、植
物由来の食品が常に一定量のカルシウムを含有することにつながる。根へのカルシウム供給を増
加させると、植物体中のカルシウム含有量が増加する一方で、マグネシウム、カリウム、アンモ
ニウムイオンといった陽イオンを増加させると、植物のカルシウム吸収が減少する。とはいえ、
植物由来の食物中のカルシウム含有量は、カルシウム吸収能の植物種間差にもっとも影響を受け
る。たとえば、同濃度のカルシウムの吸収実験では、トマトのカルシウム吸収量が最大で、ダイ
ズとレタスは中間、そしてコムギが最小であった（Halstead et al., 1968）。一般的に、ダイズ、
ナッツ、アブラナ属の食品はカルシウム含有量が高く、その他の特定のマメ類や野菜は中程度の
カルシウム源であり、穀物類（特にフスマ成分を含まない場合）や果物は、カルシウム含有量の
少ない食品である。植物由来の食品におけるカルシウム含有量の植物種による違いを表2に示す。

マグネシウム
栄養学的重要性

生化学的および生理学的機能

マグネシウムは、すべての代謝経路で不可欠な酵素反応に必要である（Rude and Shils, 2006; 
Volpe, 2006）。それらの反応は、DNA、RNA、タンパク質、アデニル酸シクラーゼ合成、細胞
のエネルギー産生・貯蔵、解糖系、および細胞の電解液組成の維持に関わっている。マグネシウ
ムは酵素反応において2つの機能を果たしている。まず、マグネシウムは特定の酵素に直接結合し、
それらの構造を変化させる、あるいは触媒として機能する（たとえばエキソヌクレアーゼ、トポ
イソメラーゼ、RNAポリメラーゼ、DNA ポリメラーゼ）。さらにマグネシウムは、酵素基質に
結合して、酵素が反応する複合体を形成する。マグネシウムの主な役割は、ATP利用への関与
である。この役割の例として、タンパク質をリン酸化するためのMgATPとキナーゼとの反応が
ある。マグネシウムは、全ての細胞において主にMgATPとして存在する。そして、細胞膜内の
マグネシウム濃度は、細胞内カルシウムやカリウムを調節する。それゆえ、マグネシウムは神経
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伝達、骨格筋および平滑筋収縮、心臓の興奮性、血管緊張、血圧、および骨代謝回転の制御因子
として働いている。

摂取不足による影響

推奨されている各種食事摂取基準に基づくと、無症状の潜在的マグネシウム欠乏（必要量の
50%～100%未満）は、世界中のどこでも普通に見ることができる（Nielsen, 2010）。しかし、特
に食事性マグネシウムの欠乏のみに起因する病態はまれと考えられている。しかし、疫学的相関
研究によると、低マグネシウムの状態が、アテローム性動脈硬化症（Ma et al., 1995; Abbott et 
al., 2003）、高血圧（Ma et al., 1995; Touyz, 2003）、骨粗しょう症（Rude et al., 2009）、糖尿病

（Barbagallo et al., 2003）、そして特定のがん（Dai et al., 2007; Leone et al., 2006）を含む、老化
に関わる数多くの病態と関連していることを示している。

低マグネシウム状態での病態は、慢性炎症性のストレス反応を有するという特徴がある
（Hotamisligil, 2006; Libbey, 2007）。ヒトを対象にした研究は、低マグネシウム状態がしばしば炎
症の増加や酸化ストレスと関連していることを示す。 C反応性タンパク質（C-reactive protein；
CRP）［訳註：ヒトの体内で炎症反応や組織細胞の破壊が起きた時、血清中に増加するタンパク質］は、低マグネシウム状
態または慢性炎症の指標としてよく利用されている（Ridker, 2007）。マグネシウム摂取量が、血
清または血漿中のCRP増加と反比例の関係にあることを示した研究成果もある（King et al., 
2005; King et al., 2007; Bo et al., 2006; Song et al., 2007; Chacko et al., 2010, Nielsen et al., 2010）。
そして、血清中のマグネシウム濃度の低下も、CRPの増加と関連している（Rodriguez-Morán 
and Guerrero- Romero, 2008; Almoznino-Sarafian et al., 2007）。しかし、動物実験では、ヒトの
マグネシウム欠乏が慢性炎症などの病理疾患の主原因ではなく、一因であることが示されている

（Nielsen, 2010）。重度のマグネシウム欠乏（必要量の10％未満の供給量）は炎症応答をもたらす
が、潜在的から中程度までのマグネシウム単独の欠乏状態では、モデル動物の慢性炎症性ストレ
スには顕著な影響を及ぼさなかった（Vormann et al., 1998; Kramer et al., 2003）。その一方、動
物実験において、中程度のマグネシウム欠乏が、ほかの因子により誘導される炎症または酸化的
ストレスの症状を悪化させることを示した（Nielsen, 2010）。したがって、後述の推奨摂取量

（Dietary Recommendations）を基にすると、肥満やショ糖・果糖の多量摂取のような酸化性・
炎症性ストレス状態は、加齢にともなう慢性疾患につながるため、マグネシウム欠乏が重要な栄
養問題になる可能性があるといえる（Nielsen, 2010）。

栄養管理した代謝研究の結果、無症状の潜在的マグネシウム欠乏は、特定の慢性疾患リスクを
増加させる上、身体能力や心臓機能に影響を与える危険性があることも判明している。日頃運動
していない閉経後の女性に、1日当たりマグネシウム150mg（6.17mmol）を投与すると、1日当
たりマグネシウム320mg（13.16mmol）を投与した場合と比較して、運動中の心拍数と酸素消費
量が有意に増加した（Lukaski and Nielsen, 2002）。閉経後の女性に対して潜在的マグネシウム



人を健康にする施肥134

欠乏食（マグネシウムがほとんど含まれていない食事）を与えた場合にも、心臓不整脈やカリウ
ム代謝の変化が起こった（Nielsen, 2004; Nielsen et al., 2007 Klevay and Milne, 2002）。 

推奨摂取量

データ不足により、各地のマグネシウムの妥当な推奨摂取量の設定が難しくなっている。その
ような状況下で米国食品栄養委員会（the U.S. Food and Nutrition Board, 1997）によって設定
された10代の若者および成人のマグネシウムのRDA（推奨栄養所要量）を表1に示す。年齢30
～60歳の成人男性と女性の推奨栄養所要量（RDA）は、それぞれ1日当たり420mgと320mg（17.28
および13.16mmol）に設定されている（Food and Nutrition Board, 1997）。これらの推奨栄養所
要量は、シーリグ（Seelig, 1981）およびドゥーラッハ（Durlach, 1989）によって提案された1日
当たり6mg（0.25mmol）/体重1kgという摂取推奨量と一致している。米国のRDAは、1984年
に行われたバランス試験の知見にほぼ全面的にもとづいていたが、その試験管理は不完全なもの
であった（Lakshmanan et al., 1984）。その研究では、被験者は自分の家庭環境で自ら選択した
食事を摂取し、そしてその排泄物の収集を自分で行い、またバランスの決定に使用される食事と
飲料のサンプル収集も自ら行っていた。このような試験設計のため、マグネシウム摂取量に多く
の重複が生じ、マグネシウム収支計算にプラスとマイナス誤差が多く生じている。以上のように、
使用されているデータの信頼性が薄いため、北米のマグネシウムのRDAは疑問視されてきた。
国際連合食糧農業機関・世界保健機関（FAO／WHO, 2002）は、米国およびカナダのRDAは、
それよりも少ないマグネシウム摂取量では、マグネシウム欠乏が発症するとのデータが欠けてい
ると結論づけた。そのため、専門家の審議会は主観的に、マグネシウムの推奨栄養摂取量（RNI）
を女性、男性でそれぞれ1日当たり220mg、260mg（9.05mmol、10.69mmol）と設定した。

FAO/WHOで設定された推奨栄養摂取量（Recommended Nutrient Intake；RNI）が、米国
とカナダのRDAよりも適切であることを示唆している報告がある。それらの中には、身体能力
とエネルギー消費に障害があり、さらには心臓不整脈の閉経後女性が、代謝研究条件下で1日当
たりわずか200mg（8.23mmol）以下のマグネシウムしか投与されなかった報告（Lukaski and 
Nielsen, 2002; Klevay and Milne, 2002）も含まれている。その報告によると、FAO/WHOで設
定されたRNIより少ない摂取量では、マグネシウム欠乏をもたらす危険性があると示されている。

27例の厳密に栄養管理された代謝研究のバランスデータにより、（皮膚からの損失は無視して
いるが）1日当たり113mg～213mg（4.65mmolから8.76mmol）という95％信頼区間［訳註：信頼水

準95％で収支バランスが113～213mg内にある］とともに、1日当たり165mg（6.79mmol）の摂取量で収支バ
ランスがとれることがわかった（Hunt and Johnson, 2006）。

これらの発見は、成人が1日当たり220mg（9.05mmol）以上の食事性マグネシウムを摂取する
よう努力すべきであることを示している。米国食品栄養委員会（1997）は、食品中の天然物質と
して摂取されるマグネシウムは、人体に悪影響を及ぼさないと判断した。したがって、成人のマ
グネシウムULはサプリメントとしてのマグネシウム350mg（14.6mmol）に設定された。
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米国での2005～2006年の全国健康・栄養調査（National Health and Nutrition Examination 
Survey；NHANES）のデータより、全成人の約60%が、米国食品栄養委員会（1997）によって
設定されたマグネシウムの RDAを満たしていないことが判明した。中でも19歳以上の成人の約
10%が、食品や水からRDAの約50%量のマグネシウムしか摂取しておらず、代謝研究のバラン
スデータによっても、摂取量が不十分であることが推察された（Hunt and Johnson, 2006）。い
ずれの場合においても、成人のうちかなりの割合が十分な量のマグネシウムを摂取していないこ
とを摂取データが示している。

マグネシウム摂取における各種要因

食物中のマグネシウム含有量

表2は、青菜類、全穀物、マメ類、ナッツがマグネシウムの豊富な供給源であることを示して
いる（Volpe, 2006）。牛乳や乳製品には中程度のマグネシウム量が含まれている。一方、果実、
塊茎、肉、そして高度に精製された穀物は、マグネシウム含有量が乏しくなっている。そして、
トウモロコシ粉、キャッサバおよびサゴ粉と白米粉はマグネシウム含有量が非常に低い。

ほかの栄養素との相互作用

カルシウム、リン、亜鉛、タンパク質、ビタミンB6、および短鎖オリゴ糖を含む食物中の物
質は、マグネシウム代謝に影響を及ぼす可能性がある。多量の食事性リンはマグネシウム吸収を
減少させることが見出され（Rude and Shils, 2006）、それは、不溶性のマグネシウム－リン酸複
合体の形成によって生じたと考えられている。しかし、減少した吸収量は排泄量の減少によって
相殺され、その結果マグネシウムバランスは変化しなかった。また、マグネシウムの吸収量は、
高繊維食品中のフィチン酸塩のリン酸基との結合によっても、減少する可能性がある（Coudray 
and Rayssiguier, 2001） 。リンあるいはタンパク質を多量に摂取すると、腎臓の酸負荷が増加し、
その結果、腎臓からの損失によってマグネシウム保有量が減少する危険性がある（Rylander et 
al., 2006）。一方、タンパク質の摂取を減らしてもマグネシウム吸収量と保持量は減少する

（Schwartz et al., 1973）。これは、タンパク質の低摂取がマグネシウムバランスを乱す（Hunt 
and Schofield, 1969）という知見と一致している。亜鉛を1日当たり142mg（2.17mmol）（Spencer 
et al., 1994）摂取した成人男性と、53mg（0.81mmol）（Nielsen and Milne, 2004）摂取した閉経
後の女性は、亜鉛が多量であったため、それぞれマグネシウムバランスが悪化した。ビタミン
B6が欠乏した若い女性も、尿からの排出量が増加したためマグネシウムバランスがマイナスを
示した（Turnland et al., 1992）。ほかには、イヌリン（Coudray et al., 1997）や（オリゴ糖、多
糖類といった）発酵性ポリオール （Coudray et al., 2003）が、腸でのマグネシウム吸収を促進す
ることが明らかになっている。



人を健康にする施肥136

食物中のマグネシウムへの施肥の影響

植物にとっての栄養学的重要性

マグネシウムは植物にとって必須栄養素であり、マグネシウムの相対存在量は窒素、カリウム、
カルシウムより小さく、硫黄およびリンと類似している。植物の成長に最適なマグネシウム必要
量は、茎葉部の乾物重の0.15～0.35%の範囲にある（Marschner, 1995）。マグネシウムはクロロ
フィルの中心にある原子であり、またタンパク質合成のためのリボソームユニットの集合に必要
である。動物やヒトと同様、植物にはマグネシウムを必要とする多くの酵素や基質としての
MgATPがある。したがってマグネシウムは、DNA、RNA、タンパク質、脂質、炭水化物の形
成および機能、細胞エネルギー産生や貯蔵に関与する。集約的農業の実施は、作物生産における
マグネシウム欠乏の頻度を高めるおそれがあり、植物のさまざまな部位のマグネシウム濃度は、
マグネシウム施肥の影響を受ける（Wilkinson et al., 1990）。

マグネシウムは、土壌溶液中から水溶性の形態（マグネシウムイオン＝Mg2+）で植物に取り
込まれる。その量は、土壌中の交換性マグネシウムの量に影響される。土壌中のマグネシウムの
可給性は、酸性土壌ではアルミニウムとマンガンによって低減され、アルカリ性土壌ではカルシ
ウム、カリウム、ナトリウムによって減少する（Wilkinson et al., 1990）。酸を発生させる窒素肥
料（アンモニウムイオン＝NH4

+）は、土壌の酸性度を高めて、マグネシウムと競合する交換性
アルミニウムを増加させるため、結果として植物のマグネシウム吸収と拮抗する（Wilkinson et 
al., 1990）。栽培作物におけるマグネシウム欠乏の多くは、過剰なカリウム施肥、あるいは土壌中
の高濃度のカリウムが原因である（Wilkinson et al., 1990）。また一般的に、マグネシウム欠乏は、
風化土壌、過湿土壌、酸性土壌、砂質土壌など、劣悪な環境で栽培された植物に発症する（Wilkinson 
et al., 1990）。マグネシウム欠乏の初期症状は、光合成で炭素を還元するための集光機能に重要
なクロロフィルの欠損（クロロシス、白化）である。

植物由来の食物中のマグネシウム含有量に影響を及ぼす要因

マグネシウムは多くの細胞機能に関与しているため、植物体全体に分布している。約10%が
クロロフィルと結合し、75%がリボソームの構造および機能に関わり、そして残りの15%が酵素
およびほかの陽イオン結合部位と結合している（Wilkinson et al., 1990）。植物の可食部のマグネ
シウム濃度は、土壌中のマグネシウム可給性およびマグネシウム施肥などに影響される。たとえ
ば、マグネシウム施肥（134kg/ha）を実施した場合、スイートコーンでは子実中のマグネシウ
ムが33％増加し、スナップエンドウでは莢中のマグネシウムが31%増加した（Than, 1955）。動
物およびヒトにとっては幸いなことに、植物が利用できるマグネシウム量が少ない場合は、マグ
ネシウムは子実内に優先的に蓄積する傾向がある。マグネシウムの供給量が適正な場合、栄養成
長器官がマグネシウム貯蔵のシンクになる（Wilkinson et al., 1990）。これらの知見は、植物由来
の食品、特に植物の栄養成長器官から作られる食品の価値が、植物の生育環境の影響を強く受け
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ることを示している。

カリウム
栄養学的重要性

生化学的および生理学的機能

カリウムは、特定の酵素反応における活性化因子または補因子である。これらの反応の中には、
ATPを生成するための炭水化物代謝に働くピルビン酸キナーゼをはじめ、ナトリウムイオンや
カリウムイオンが細胞膜をそれぞれ反対方向に通過する能動輸送、さらに、ポンプ輸送に重要な
Na+/K+-ATPアーゼも含まれる。このポンプがそれぞれ、カリウムを細胞内の、ナトリウムを細
胞外の、主要な陽イオンたらしめている。カリウムは、高濃度の細胞内陰イオン（たとえばタン
パク質、リン酸塩類、および塩化物イオン）を中和するイオンである。また、カリウムの主な機
能に、細胞内外のカリウム濃度に依存する膜分極が挙げられる（Preuss, 2006）。カリウムが関
与することで、酸塩基調節、浸透圧の維持、神経インパルスの伝達、筋収縮、二酸化炭素および
酸素の輸送が機能する（National Research Council, 2005; Preuss, 2006）。

摂取不足による影響

前述のとおりカリウムが膜分極に関わるため、低カリウム血症（血漿1ℓ当たり3.5mmol未満
の状態）と高カリウム血症（血漿1ℓ当たり5.5mmolより多い状態）はともに、神経筋や心臓伝
導システムに極めて重要な、膜機能の変化に影響を与える（Sheng, 2006; Preuss, 2006）。カリウ
ムは通常、不可避損失や組織内濃度の維持に必要な量だけが消費されるため、栄養の摂取が少な
いことによるカリウム欠乏はほとんど発症しない。長期の断食、または厳しい食事制限など食事
の摂取が不十分である場合にのみ、カリウム欠乏が生じる（Sheng, 2006）。低カリウム血症の症
状には、心臓不整脈、筋力低下、耐糖能異常がある。異常な電気伝導による心臓停止は、高カリ
ウム血症のもっとも深刻な臨床症状である。

慢性的なカリウムの摂取不足は、低カリウム血症を発症しない場合であっても、高血圧やそれ
に関連した脳卒中などの心血管疾患に関わっている。多数の研究により、特に塩分感受性の人は、
カリウムを補給することで血圧を下げられることが明らかになっている（Suter, 1998; He and 
MacGregor, 2001; Food and Nutrition Board, 2010）。食事でのカリウム不足は、高血圧症患者の
ナトリウム濃度を維持してさらに血圧を上昇させるが（Krishna and Kapoor, 1991）、健康な人々
でも血圧を上げる危険性がある（Krishna et al., 1987）。しかしカリウム補給の効果は、健康な
人よりも高血圧症患者で高い傾向にある（Siani et al., 1991）。

慢性的なカリウムの摂取不足は、低カリウム血症を発症しない場合であっても、骨の損失に関
わってくる。これは不十分なカリウム摂取により、酸塩基代謝障害を生じるためと考えられてい
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る。現代の食生活では一般的に、酸を生成する塩化ナトリウムやリン酸、タンパク質（酸を生産
する含硫アミノ酸）などの摂取量が多く、その一方で酸バランスを司るカリウムや炭酸水素塩を
含む果物や野菜の摂取量が少ないため、代謝性アシドーシス（血液やほかの体液の酸性度が高く
なりすぎた状態）が生じる。この酸塩基平衡異常は、骨粗しょう症が懸念される骨の損失と関連
する（New et al., 2004; MacDonald et al., 2005）。

食事で食塩を多く摂取している閉経後女性を対象に、尿中カルシウム排泄量の増加および骨吸
収（骨のリモデリングにおいて骨を破壊する過程）をクエン酸カリウム塩の投与で防止できたと
いう報告がある。これは骨の損失の原因がカリウム欠乏による酸塩基平衡障害であるという可能
性を支持している（Sellmeyer et al., 2002）。

しかし、高齢の男性と女性を対象にしたカリウムの補給試験では、骨の維持に明確なプラス効
果をみることができないとの報告もある（Dawson-Hughes et al., 2009; MacDonald et al., 2008）。
これらの相反する知見は、代謝性アシドーシスと骨の維持に対するカリウム摂取の有意性を明確
化するために、一層の研究が必要であることを意味している。
                                                     

推奨摂取量

米国食品栄養委員会（2005）は、用量－応答データが不足していることから、カリウムの推定
平均必要量（EAR）あるいは推奨栄養所要量（RDA）を設定できなかった。代わりに、すべて
の成人において、1日当たり4.7g（120mmol）という適正摂取量（AI）が設定された。AIは、
RDAを設定するデータが不十分な場合に、健康な集団の摂取量の平均推定値に基づいて設定す
る。米国食品栄養委員会（2005）は、AIが血圧の維持、腎臓結石のリスク低減、骨損失の減少
に効果があることを示す確かなデータがあることを報告している。また米国食品栄養委員会

（2005）は、カリウムのヒトに対する有益な効果は、果物や野菜などに一般的に見られる形態で
ある炭酸水素塩前駆体－カリウム複合体と密接に関係していると解説している［訳註：前駆体はクエン

酸やリンゴ酸のこと。これらは摂取後、肝臓で速やかに代謝され、重炭酸イオンを生成する］。

米国とカナダでは、成人のカリウム摂取量は、一般的にAIよりも少ない （Food and Nutrition 
Board, 2005）。米国での1日当たり摂取量の中央値は、男性約2.9～3.2g（74～82mmol）、女性
2.1～2.3g（54～59mmol）で、カナダでは、男性3.2～3.4g（82～87mmol）、女性2.4～2.6g（62
～66mmol）である（Food and Nutrition Board, 2005）。NHANES IIIデータによると、米国では、
わずか10％の男性と1％未満の女性しかAI以上のカリウムを摂取していない（Food and Nutrition 
Board, 2005）。

カリウム摂取における各種要因

食物中のカリウム含有量

カリウムは動植物にとって重要な細胞内陽イオンのため、多くの食品に一定量含まれている。
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したがって、カリウムが極端に欠乏した食品はほとんど存在しない。植物由来の食品の中で、カ
リウムがもっとも豊富なのは果物と野菜である。また、牛乳や肉製品もカリウムを多く含む。あ
る集団の研究（Rafferty and Heaney, 2008）では、食事で摂取したカリウムのうち、44%が果物
と野菜、56%が乳製品・肉類・穀物類に由来するものであった。一方、精製された糖や脂肪は、
カリウム含有量が非常に低い。植物由来の食品の一部について、カリウム含有量を表2に示す。 

ほかの栄養素との相互作用

通常、カリウムが、炭酸水素塩前駆体、クエン酸塩、リンゴ酸塩などの有機陰イオンと結合し
ている場合、カリウムの補給効果が認められ（Demigné et al., 2004）、大きなアルカリ化能を発
揮する。これらは、果物や野菜中におけるカリウムの主要な形態である。一方、穀物類や動物性
食品中のカリウムは、リン酸塩や塩化物イオンCl-と主に結合しており（Demigné et al., 2004）、
それらは酸を生成する。これらの食品はまた、酸を生成する含硫アミノ酸も多く含んでいる（Food 
and Nutrition Board, 2005）。

前述のように、カリウムは、体内の酸塩基平衡と電気的－化学的勾配を維持するナトリウムや
塩化物イオンと相互作用する。その中でもカリウムは、血圧に対する塩化ナトリウムの影響を緩
和することが知られている。カリウムとナトリウムの関係は、カリウム要求量がナトリウムの多
量摂取によって増加する可能性があることを示す。

また、マグネシウムの状態も、カリウム代謝に影響を与えることがある。マグネシウムの摂取
不足は低カリウム血症を引き起こす可能性がある（Whang et al., 1994）。重度（Shils, 1980）お
よび中程度（Nielsen et al., 2007）のマグネシウム欠乏は、ともに尿からのカリウム排泄を増加
させる。細胞内のカリウムは、マグネシウムが欠乏している限り減少し続けるが、カリウムを保
持する腎臓が機能不全になると、その現象はさらに助長される（Rude and Shils, 2006）。マグネ
シウム欠乏によって引き起こされるカリウム不足は、カリウムだけでなく、マグネシウムが同時
に補給されない限り回復しない（Rude and Shils, 2006）。

食物中のカリウムへの施肥の影響

植物にとっての栄養学的重要性

カリウムは、窒素に次いで植物がもっとも多く必要とするミネラルである（Marschner, 1995）。
植物中のカリウムは、ピルビン酸キナーゼ、ホスホフルクトキナーゼ、デンプン合成酵素、膜結
合型プロトンポンプATPアーゼを含む多数の酵素反応を活性化する。カリウムは、タンパク質
合成、光合成、浸透圧調節に関与している（Marschner, 1995）。最適な植物成長のためのカリウ
ム要求量は、栄養成長器官、多肉質果実、塊茎の乾物重の2～5%範囲内にある（Marschner, 
1995）。
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土壌中のカリウムは土壌溶液中に、交換性カリウム、難交換性カリウム、鉱物の形態として存
在する（Barber, 1984）。土壌溶液中のカリウムは、植物の根が吸収する主なカリウムと考えら
れている。土壌溶液中のカリウムは、風化、過去の作付、肥料により変化する（Barber, 1984）。
負電荷の粘土や有機物上に結合している交換性カリウムは通常、40～500mg/乾土1kgの範囲で
ある。そして、最適な植物成長のためには150mg/乾土1kgで十分と考えられている（Barber, 
1984）。植物が土壌中の可給態カリウムの大部分を吸収すること、そして難交換性カリウムから
交換性カリウムへのカリウムの移行が、土壌の種類によっては容易でないことから、作物へのカ
リウム施肥は農業生産のために重要である。植物の成長はカリウム欠乏によって妨げられ、欠乏
状態が重度になると、植物の葉や茎でクロロシスやネクロシス（壊死）が生じる。土壌水分の供
給が限られている場合、膨圧減少と萎凋はカリウム欠乏のひとつの症状である。カリウム欠乏状
態の植物は、倒伏、凍害、および菌の攻撃を受けやすい（Marschner, 1995）。

植物由来の食物中のカリウム含有量に影響を及ぼす要因

根へのカリウム供給を増やすと、穀物類や種子（乾物重ベースで0.3％のカリウムを安定的に
含有する）を除き、植物の全ての器官中のカリウム含有量が増える（Marschner, 1995）。ダイズ
は、乾物重当たりで約1.9％とカリウム含有量が高く、例外と考えられている。穀物類の子実は、
重炭酸塩前駆体が過剰な条件下で、非炭酸塩前駆体を常に生成し続ける唯一の植物性食品である

（Food and Nutrition Board, 2005）。したがって、土壌中カリウムを増加させることによる土壌
酸性度の改善は、種子や穀物類の子実由来の食品において、それらに含まれるカリウムの量や形
態に限られた影響しか与えない。しかし根へのカリウム供給を増やすと、果物や野菜中のカリウ
ム含有量が増加する。これは重炭酸塩前駆体を中和するカリウムが増加していることを意味する。

要約と結論
カルシウム、マグネシウム、カリウムは、ヒトの必須要素である。そして、植物由来の食品は、

これらの必須元素の必要量を満たす良い供給源である。 マメ類（特にダイズ）やナッツ、そし
て多くの野菜は、カルシウムを十分量含んでおり、土壌中の可給態カルシウムを増加させること
で、作物体中の含有量を増やすことができる。一方、緑の葉物野菜、穀物類、マメ類、ナッツは、
マグネシウムの豊富な供給源である。これらのマグネシウム含有量は、その作物が栽培された環
境によって変動する。カリウムをもっとも豊富に含む食物は果物や野菜であるが、穀物類の子実
でも十分なカリウム量を供給できる可能性がある。根へのカリウム供給を増加させると、穀物類
の子実や種子を除く植物のすべての器官中で、カリウム含有量が増加する。植物由来の食品中の
カルシウム、マグネシウム、カリウムの含有量は、土壌中のこれらのミネラル量とその可給性に
応じて変化するので、食品からのカルシウム、マグネシウム、カリウム供給量を満たすのに、施
肥は強い影響を及ぼしている。
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要約
農産物生産における施肥は、作物の収量と生産者の収益の最適化を目指して行われる。しかし

施肥は作物の化学組成にも影響し、それを原料とする食品の品質にも影響を与える可能性がある。
作物の品質の主要な要素はタンパク質、炭水化物、脂質であり、これらの相対的な量と組成、生
物学的利用能は重要なポイントである。穀物の有用タンパク質含量を高めるためには、窒素は収
量最大化に必要な量よりも多く施用する必要がある。栽培後期の窒素の葉面散布や肥料の溶出制
御技術によって、タンパク質生産に必要な窒素利用を高めながら、同時に追加施用した窒素のロ
スを最小限にできる。窒素とのバランスを取りながらほかの栄養素を施用すること、特に硫黄の
施用は、製パン性を高めるタンパク質のために重要である。窒素の施用は米粒の硬度を高め、精
米時の米粒の破砕を防ぎ、栄養学的にはアミノ酸バランスも改善する。しかし、窒素の多量施用
よりも適量施用の方が、調理性や食感が最適化されたデンプン組成にするのには良い。窒素の多
量施用はトウモロコシとジャガイモのタンパク質を増やすが、一方で必須アミノ酸リジンとトリ
プトファンの含有割合を減少させ、ヒトへの栄養学的な価値は低下する。しかし高品質タンパク
質を含むように育成されたトウモロコシの品種opaque-2は、窒素施用量を高めても、栄養学的
な価値は維持される。 カリウムの適切な施肥はフライドポテトのアクリルアミド含量を減らす
一助となるだろう。ダイズの登熟期に硫黄を施用すると、必須アミノ酸のメチオニンや非必須ア
ミノ酸のシステインの比率が上昇し、タンパク質組成を改善することができる。硫黄がナタネ（カ
ノーラ）収量の制限要因となっている地域では、低収量だが（ナタネ）油の含有濃度が高まる。
一般的には、世界の主要作物において、最適収穫を得るための施肥と、最適品質を得るための施
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肥とは大きく違わない。長期的には土壌肥沃度を維持することが極めて重要で、これにより土壌
がひどくやせてしまう時に見られる収量と栄養価の大幅な低下を回避できる。

序論
作物収量と収益を最適化し、同時に施肥の環境への悪影響を低減するために、植物の施肥管理

は極めて重要である。また、施肥管理は作物品質にとっても重要である。作物品質の主要な要素
は、タンパク質の含有量とその組成、脂質の含有量と脂肪酸特性、および炭水化物の組成などで
ある。これらの品質要素の相対的な重要度は、作物の最終用途によって異なる。本章では、主要
な作物であるコムギ、コメ、トウモロコシ、ジャガイモ、油糧作物のダイズとナタネについて、
施肥管理がこれらの作物の組成に与える影響と、その組成変化が作物の栄養価ならびに機能性に
どのような影響を与えるかについて述べる。

食料作物の品質に関する考察
世界の三大主要穀物はコメ、トウモロコシ、コムギである（FAOSTAT, 2010）。穀物はエネ

ルギー、炭水化物、タンパク質と繊維の供給源として人間にとって重要な食物である（McKevith, 
2004）。しかし穀物はパンやパスタのように加工されて消費されることが多く、したがってその
品質も栄養価ではなく加工適性により評価されるのが普通である（Shewry, 2009）。

ジャガイモも人間の栄養に大きく貢献しており、世界の生産量はコメ、コムギ、トウモロコシ
に次ぐ第4位である（FAOSTAT, 2010）。ジャガイモはデンプンの主要な供給源とされているが、
一方で1ha当たり800kgのタンパク質を産出しており、それはコムギ、コメ、トウモロコシ、ダ
イズの植物性タンパク質と同様に、高い栄養的価値をもつことが知られている（Wang et al., 
2008）。

世界で生産される１年生の主要な油糧作物は、ダイズ（Glycine max  L.）とナタネ（Brassica 
spp.）の2つである。多年生のアブラヤシ（Elaeis guineensis）から抽出されるパーム油は、世
界の植物油生産において、ダイズとナタネの間に位置づけられている。綿実種子、ヒマワリ、ピ
ーナッツやトウモロコシも、食用油の重要な供給源である（USDA-FAS, 2010）。採油が主目的
のナタネ、ダイズ、ヒマワリ、亜麻仁などの作物は、抽出可能な油の濃度を最適化することが望
まれている。油の脂肪酸組成は、品質の安定性ならびに人間の健康の観点からも重要である。油
を抽出した後の残渣も、タンパク質の供給源として重要で、そのタンパク質含有量も油糧作物の
品質として評価される。ダイズは食料と植物油の両市場を席巻しているが、菜食主義者の主要な
タンパク源でもあり、日本などアジアの一部の国で重宝されている。
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図1　子実の骨格（小麦：THE BIG PICTURE, http://www.wheatbp.net/cgi-bin/display.
pl?image=Graindiag; accessed 20 January 2011）
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タンパク質

タンパク質含量およびその組成は、植物の栄養価と機能性の両方に影響を与える。英国の食事
では、タンパク質の約23～27％を穀物から摂取するが、その比率は動物性タンパク質の消費量
が低い国ほど高いと思われる（McKevith, 2004）。コムギのタンパク質はグリアジンとグルテニン、
コメはグルテリン、トウモロコシではプロラミンである（Dewettinck et al., 2008）。タンパク質
の栄養的品質は、必須アミノ酸含量ならびに加工された穀類のタンパク質の濃度に大きく依存す
る（Gatel, 1994）。タンパク質の生物学的利用能や消化率も関係する。穀物タンパク質は、一般
にリジンやスレオニンなどの必須アミノ酸含有量は低い傾向だが、システインおよびメチオニン
は比較的含量が高い。コメのグルテリンは、トウモロコシおよびコムギのプロラミンよりもリジ
ン含量が高い傾向があり、その栄養的価値を高めている（Juliano, 1999; Souza et al., 1999）。

穀物の用途によっては、胚乳を取り出して製粉することにより、微量元素を多く含む種皮と糊
粉層が取り除かれてしまう（図1）。しかし、タンパク質は胚乳のデンプン粒周辺や穀粒の外層
にあり（Piot et al., 2000）、製粉による減少量は微量元素やビタミンほどではない（Batifoulier 
et al., 2006; Dewettinck et al., 2008; Greffeulle et al., 2005）。

油糧作物は人間の食料のタンパク質組成に直接的に、および家畜飼料として間接的に貢献して
いる。ダイズまたはナタネから採油した残渣（油粕）はタンパク質含量が高く、タンパク質のサ
プリメントとして使用される。ダイズは人間の食事においても、乳児用ミルク、肉の代替物、豆
乳、豆腐や焼き菓子など、主にタンパク質源として利用されており、特に菜食主義者の食事にと
って重要である。ダイズはメチオニンとシステインを除くほとんどの必須アミノ酸を適量含有し、
比較的バランスのとれたアミノ酸組成の植物性タンパク質を提供する植物である。ダイズは特に
リジン含有量が高く、たとえばダイズタンパク質とコメ、コムギまたはトウモロコシなどの穀類
を組み合わせると、食事のタンパク質組成が改善される（Erdman and Fordyce, 1989; 表1）。



ダイズ粕† 豆腐 ‡ コムギ ‡ トウモロコシ ‡ コメ ‡

乾物 92 30 88 89 88

粗タンパク質 44 16 14 9 7

アミノ酸

メチオニン 0.59 0.20 0.22 0.20 0.17

システイン 0.67 0.22 0.33 0.17 0.15

リジン 2.70 1.04 0.35 0.27 0.26

スレオニン 1.72 0.64 0.39 0.35 0.26

トリプトファン 0.60 0.25 0.17 0.07 0.08

アルギニン 3.29 1.05 0.60 0.47 0.59

イソロイシン 2.02 0.78 0.52 0.34 0.31

ロイシン 3.39 1.20 0.95 1.16 0.59

バリン 2.11 0.80 0.62 0.48 0.44

表1　ダイズ、コムギ、トウモロコシ、コメに含まれる乾物、タンパク質、アミノ酸の濃度（g/100g）

† from Fontaine ら(2000).
‡ USDA-ARS （2010）. National nutrient database values for tofu （raw, firm）, wheat （mean of durum and hard red）, maize （yellow）, 

and rice （raw, white, long-grain）.
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炭水化物

人間の食事のエネルギーは40～80％が炭水化物由来であり、その比率は発展途上国で最大と
なっている。炭水化物の摂取量が多い国では、デンプンがエネルギーの約20～50％を占める（FAO, 
1998）。消費される炭水化物の50％以上が穀物から、次いで糖料作物、根菜類、果物、野菜およ
びマメ類（pulse）から得られている。炭水化物は重合の度合によって単糖、オリゴ糖および多
糖の３つのグループに分類される（表2）。

炭水化物の品質は多くの要因の影響を受けるが、とりわけグリセミック・インデックス（GI）
が重要である。GIは、デンプンが消化されエネルギーになる速さの指標であり、GI値が低いほ
どエネルギーの放出がより長く、血糖値は長期にわたり安定する。血糖値は単糖成分、デンプン
質、食事の調理・加工およびほかの食材成分の影響を受ける。

炭水化物はエネルギー源であるとともに、イヌリン、セルロース、ヘミセルロース、難消化性
デンプンといった、食物繊維の重要な供給源である（Gebruers et al., 2008）。食物繊維は、がん、
冠状動脈性心臓病、および糖尿病などの慢性疾患のリスク低下とも関連する。



表2　主要な炭水化物（FAO,1998から引用）

分類（重合度） 中分類 成分

単糖（1-2）

単糖類 グルコース、ガラクトース、フルクトース

二糖類 スクロース、ラクトース、トレハロース

ポリオール類 ソルビトール、マンニトール

オリゴ糖（3-9）
マルト - オリゴ糖 マルトデキストリン

ほかのオリゴ糖 ラフィノース、スタキオース、フラクトオリゴ糖

多糖（>9）
デンプン アミロース、アミロペクチン、変性デンブン

非デンプン多糖類 セルロース、ヘミセルロース、ペクチン、ハイドロコロイド
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脂質

採油が主目的であるナタネ、ダイズ、ヒマワリ、亜麻仁などの作物は、抽出可能な油の濃度を
最適化することが望まれる。次に考慮することは油の品質である。たとえばナタネ油、トウモロ
コシ油、ヒマワリ油、あるいはダイズ油などの食用油は、ヒトの健康のために一価不飽和脂肪酸
を最大にすることが望まれる。

脂質はヒトの健康にとって、特に発展途上国において重要である。脂質の不足によりビタミン
Aのような重要な栄養素を吸収し、必要量を保つのが困難になることがある。植物からカロテノ
イドを必要量摂取するのに必要な食物油の量は正確には知られていないが、ブラウンら（Brown 
et al., 2004）は、ナタネ油を含むサラダドレッシングが、ホウレンソウ、ロメインレタス（コス
レタス）、トマトおよびニンジンの入ったサラダからのカロテノイド吸収を著しく改善すること
を見出した。

飽和脂肪酸の高い食事を摂りすぎると、心血管疾患（CVD）のリスクが高まる。対照的に、
ω-3多価不飽和脂肪酸の摂取は、冠動脈性心疾患リスクを低下させる。魚油は長鎖ω-3多価不飽
和脂肪酸の最高の供給源であるが、α-リノレン酸（ALA）、必須短鎖ω-3脂肪酸は、亜麻仁油、
ダイズ油、ナタネ油にも存在し、CVDの予防効果が期待されている（Jung et al., 2008）。

コムギ
世界の大部分で、コムギはヒトの食事の主要な栄養分を構成する。世界で栽培されるコムギの

約95％は6倍体のパンコムギ（Triticum aestivum  L.）で、パン、クッキー、ケーキ、ビスケッ
トなどの焼き製品に幅広く使用されている。残りの5％のほとんどは、4倍体のデュラムコムギ
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（Triticum durum , Desf.）でパスタや麺類、クスクスとブルガー（bulgar）に使用される。これ
らの製品製造において、タンパク質の含量とその組成が、その品質に重要な影響を与える

（Shewry, 2009）。

タンパク質

コムギ子実のタンパク質含量は乾物重当たり約10～18％である（Belderok, 2000）。コムギは
ヒトに必要な、多くの必須アミノ酸の供給源であるが、コムギの主要な貯蔵タンパク質であるプ
ロラミンは、必須アミノ酸のリジン、スレオニンおよびトリプトファン含量が不十分である（表1, 
Shewry, 2009）。

窒素は、コムギのタンパク質含量に影響を与える主要な肥料成分である。窒素はタンパク質の
主要成分であり、タンパク質の約17％が窒素によって構成されている（Olson and Kurtz, 1982）。
長年にわたる多くの研究が、土壌の窒素濃度の増加と、コムギ収量およびタンパク質含量の正の
相関を示している（Fowler, 2003; Kindred et al., 2008; Miao et al., 2006; Miao et al., 2007; Olson 
et al., 1976; Termanl et al., 1969）。コムギ子実への窒素集積は、子実の乾物収量に比べて、より
強く窒素供給により制限される（Gooding et al., 2007）。生育期間を通じて、土壌からの窒素供
給可能量が作物生産可能量に比べて低い場合は、窒素肥料の施肥によって、作物の収量とタンパ
ク質濃度が両方とも増加する（Campbell et al., 1997; Fowler, 2003; Gauer et al., 1992; Halvorson 
and Reule, 2007）。窒素の供給を固定しても品種の改良や栽培管理の改善、または天候に恵まれ
ることで、作物の収量は増加する場合があるが、そのような場合にはタンパク質濃度は生物学的
希釈によって減少する（Fowler, 2003）。

窒素施肥に対する収量およびタンパク質濃度は、作物の生産能力に対する利用可能な窒素供給



図3　適度な水分と高水分条件下での赤色硬質春コムギの収量とタンパク質濃度
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量を反映している。窒素供給が収量を制限している場合には、少量の窒素肥料は、タンパク質濃
度より収量の増加に優先的に利用される（Fowler, 2003）。したがって窒素を少量施肥すると、
収量の増加によりタンパク質が希釈され、タンパク質濃度が低下する（図2）。窒素施用量を増
やしてゆくと、当初タンパク質含量は増えないが、その後最高値に達し（その時の窒素量は収量
最大化に必要な量より多いのが普通）、その後頭打ちとなる。

しばしば水分が収量制限因子になる半乾燥気候では、水分供給は窒素ともどもタンパク質濃度
に影響を与える。水分供給が理想的な状態にあれば、収量は窒素の施肥量に応じて顕著に上昇す
るが、タンパク質含量の増加は、収量が頭打ちになるレベルまで窒素が与えられるまでは、緩や
かである。適度な水分と窒素供給条件下では、窒素施肥に応じて収量とタンパク質がともに増加
する。水分ストレス条件下では収量は制限されており、窒素施肥はタンパク質を増加させる（図
3）。水分供給が制限されている時に水分供給を変えると、窒素施肥に対するタンパク質濃度の応
答が変化し、水分供給量が増加すると、より多くの利用可能な窒素がタンパク質濃度を高めるた
めに要求される（Gauer et al., 1992）。可溶性窒素が増えると作物の収量は増加するが、窒素増
加分当たりのタンパク質集積量は低下し、作物の窒素利用効率も低下する。したがって、タンパ
ク質含有量を増加させるために、最適な収穫量に必要とされる窒素施肥量を超えて施肥すると、
NUE［訳註：N use efficiency。N利用効率のこと］の低下と窒素損失の増大につながる。

窒素肥料の供給時期も、穀粒のタンパク質濃度に影響を与える。生育初期の窒素施肥は一般的
に、栄養成長を促進し収量を高める。一方で生育後期の施肥は、収量を増やす効果は小さいが、
タンパク質含量の増加には高い効果をもつ（Fowler, 2003; Fowler et al., 1990）。収穫可能量は開
花前の状態によって大きく影響を受ける。というのは、穀粒のシンク量すなわち小穂と小花の数、
およびそこに再転流する窒素のソースとなる茎と葉のバイオマス量が、開花前に決まるためであ
る（Peltonen, 1993）。開花後の窒素施肥は、通常はデンプン蓄積よりもタンパク質蓄積に大きな
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影響を与える（Souza et al., 1999; Wuest and Cassman, 1992）。穀粒の窒素は、開花期以降吸収
された窒素と、栄養成長期に吸収された茎葉窒素の再転流で構成されている。コムギでは、出穂
期までに吸収された窒素が穀粒窒素の70～100％と報告されている（Boatwright and Haas, 
1961; Malhi et al., 2006）。コムギ穀粒の窒素は、土壌という遠いところからの吸収よりも葉、茎、
殻からの転流窒素に由来している。

冬コムギの場合、窒素を春に施用するか、または秋と春に分けて施用する場合でも、春施用を
多くした方が、タンパク質含量が高まる傾向がある（Grant et al., 1985; Kelley, 1995; Vaughan 
et al., 1990）。カナダ・サスカチュワンで不耕起栽培された冬コムギでは、早春に硝安か尿素系
肥料を施用することで、収量が高まった。施肥が3週間遅くなるとコムギの収量とタンパク質の
量はともに低下したが、タンパク質濃度は高まった。春遅い窒素施用や、窒素施用後の乾燥条件
により、収穫可能量が低下する（Fowler et al., 1990）。その後に吸収される窒素は収量に対して
余剰な供給となり、コムギ穀粒の窒素濃度は高まる。樹脂被覆肥料（コーティング肥料）など効
率が高い肥料の利用は、土壌溶液中への窒素溶出を遅らせ、生育後期に窒素を吸収させることで
作物の窒素濃度を高めるのに役立つ（Grant and Wu, 2008）。

タンパク質含量を高めるために窒素施用時期を遅くすることは、土壌からの窒素の損失が多い
環境条件では、特に有用である。開花期以降に与えられた窒素は、開花期以前の窒素供給が少な
く、かつ作物が与えられた窒素を吸収できるなら、穀粒のタンパク質合成を促進する。カリフォ
ルニアの灌漑圃場の赤色硬質春コムギでは、窒素の元肥施用よりも開花期施用の方が、施肥窒素
当たりの穀粒タンパク質の増加に有用であった（Wuest and Cassman, 1992）。この研究では、
元肥施用された窒素量と開花後の窒素吸収にはほとんど相関が認められなかったが、開花期の施
用は作物の窒素吸収を明らかに高めた。窒素の元肥施用量を変えても生育後期の土壌中の窒素量
はほとんど変化せず、大部分の元肥施用した窒素は流亡、脱窒、あるいは不溶化により失われた
ことを示している。生育後期の窒素施用後に灌漑・灌水をすることで、生育後期の効率的な窒素
吸収効果があると考えるのは自然である。

降雨に依存した耕作では、生育後期に窒素を施用しても、乾燥が続くと吸収されない。穀物の
穀粒タンパク質濃度を高める手段として、窒素の葉面散布が長年研究されてきた（Bly and 
Woodard, 2003; Gooding and Davies, 1992; Gooding et al., 2007; Souza et al., 1999）。生育後期に
窒素を葉面散布すると、土壌条件の影響をほとんど受けずにタンパク質濃度を高められることが
期待された。冬コムギに尿素を葉面散布すると、土壌施用された硝安に比べて速やかに穀粒に転
流した。

葉面散布された窒素は、窒素供給が作物の収穫可能量に対して不足している場合に、穀物のタ
ンパク質濃度を高めるようである（Bly and Woodard, 2003; Finney et al.,1957; Gooding and 
Davies, 1992; Gooding et al., 2007）。グッディングとデービス（Gooding and Davies, 1992）は、
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止め葉出葉期以降の尿素の葉面散布は増収効果が無いと報告している。窒素施用が穀粒のタンパ
ク質濃度を高める効果は、土壌への施用では開花期前の方が高く、一方、葉面散布では開花期以
降が高いようである。開花期以降は根の活力が低下するため、土壌に施用された窒素の吸収が制
限されるようだ。タンパク質濃度を高めるための尿素を葉面散布する最適な時期は、通常、開花
期と、その後2週間である。この時期には収量は増加せず、炭水化物の増加によって窒素が薄め
られることが少ないのが、理由のひとつである。開花後2週間を過ぎると、穀粒のタンパク質濃
度が増加する効果は低下する傾向にあるが、これはこの時期に葉が黄化し始めるため、葉面散布
された窒素を受け止め、取り込み、転流させる組織が限られていることが原因と考えられている

（Gooding and Davies, 1992）。
　
圃場に施用したリンは通常、穀物のタンパク質濃度に直接影響しないが、リンの施用により穀

物が顕著に増収する場合には、希釈によってタンパク質含量は低下する（Halvorson and Havlin, 
1992; Holford et al., 1992; May et al., 2008; Porter and Paulsen, 1983）。リンは窒素吸収とその代
謝への効果によってタンパク質蓄積に影響することがある。養液栽培では、リン供給の増加に伴
ってタンパク質濃度が高まった（Porter and Paulsen, 1983）。リン施用がコムギの出芽から分げ
つ期までの窒素吸収を促進したことは、植物の発育初期にリンが窒素吸収に好ましい影響を与え
ることを示している。圃場では、適量のリンが窒素とともに与えられると、根の発達促進によっ
て、窒素吸収の増大が可能となる（Boatwright and Haas, 1961）。しかし、リンのタンパク質含
量への影響は間接的なため、リン施用がタンパク質含量に与える影響は、通常、有意ではない

（Brennan and Bolland, 2009b; McKercher, 1964）。
　
カリウムは植物体内で窒素と密接な関係をもっている。コムギの養液栽培で、カリウムはアミ

ノ酸の穀粒への転流と、そのタンパク質への変換を促進した（Blevins et al., 1978）。カリウムが
多いほど、植物の栄養組織から穀粒へのアミノ酸の輸送が増大するようである（Mengel et al., 
1981）。カリウム供給の改善は、穀粒中のタンパク質合成も促進するが、これは穀粒にアミノ酸
の蓄積が増大することの間接的な効果であろう。カリウムが極度に不足している場合は、カリウ
ム施用により、タンパク質の総量と濃度の両者が増える（Bakhsh et al., 1986）。しかし、通常の
圃場条件では、多少カリウムが不足していても、カリウム施用はコムギのタンパク質濃度にほと
んど影響しない（Brennan and Bolland, 2009a; Campbell et al., 1996; May et al., 2008）。

小麦粉の製パン性は一般にタンパク質含量が増えるほど高まり、パンの焼き上がり体積が増え
る（図4）。

コムギ穀粒のタンパク質の25%はアルブミンとグロブリンという、生理活性をもつ小さなタ
ンパク質である。これらは主に種皮、糊粉層、胚芽に高濃度に蓄積するが、胚乳にも低濃度で蓄
積される。残りの75%は胚乳に蓄積される貯蔵タンパク質、グリアジンとグルテニンである。これ
らは酵素活性をもたないが、小麦粉の機能的品質、すなわち製パン性にとって重要である（Belderok, 
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2000）。これらは生地を捏ねることにより吸水してグルテンを形成する。

グルテンは小麦粉を捏ねると弾性構造を作り、製パン時の酵母による発酵で生じたCO2を閉じ
込める。グルテンの構造が弾力的であり、伸張性が高いほど生地が膨らむ。生地を焼くと、タン
パク質の構造が固定されてパンの網目構造が形成され、パンが焼き上がる。グルテンの質と量は
製パン性を決める主要な要因であり、それは主に作物の遺伝的特性と窒素施肥によって決まる。
硬質の、タンパク質含量が高い「強力」コムギは一般にグルテンの性質が強く、パン作りに適し
ている。軟質コムギは硬質コムギに比べてタンパク質含量が低く、より柔らかいグルテンを作る。
軟質コムギはパン作りには向かないがビスケット、クッキーに適する。パスタではタンパク質の
含量と組成の両者が調理性に重要であり、グルテニンの含量が高いほど調理性が高まる

（Porceddu, 1995）。

窒素の施用はパンコムギのタンパク質画分すべてを増加させるが、グルテンの増加割合が大き
く、特に低分子量のグルテニン（LMWG）とグリアジンが増加し、それはアルブミン、グロブ
リン、および高分子量のグルテニン（HMWG）増加より顕著である（Kindred et al., 2008; Tea 
et al., 2004）。同様にデュラムコムギへの窒素施用はHMWGの減少を伴ってLMWGを増加させ
た（Lerner et al., 2006）。窒素施用によるタンパク質含量の増加は、リジン含量が低いグルテン
タンパク質の増加が主体であるため、ヒトへの栄養的価値はそれ程増加しない（Shewry, 2009）。

N：Sバランス（窒素：硫黄バランス）はタンパク質の価値を確保するために重要である。硫黄
はコムギのタンパク質の重要な成分であり、SH基を含むアミノ酸の成分としてコムギタンパク
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質の製パン性に寄与している（Zhao et al., 1999a; Zhao et al., 1999b; Zhao et al., 1999c）。
グルテンを形成するグリアジンとグルテニンのサブユニットは硫黄を豊富に含む。グリアジン

とグルテニンのサブユニットに含まれる硫黄がS－S結合によってグルテン分子の高分子結合体
を安定化し、これが生地の弾力性に重要である（Shewry et al., 2002）。したがって、適量・適質
のコムギタンパク質には適量の硫黄の存在が必要である（Flæte et al., 2005; Thomason et al., 
2007; Zhao et al., 1999b; Zhao et al., 1999c）。土壌中の硫黄レベルが低い場合は、硫黄の施用によ
って穀粒の収量と品質の両者を高めることが可能である。最適収量実現に必要なレベルの硫黄が
存在する場合でも、硫黄の施用はタンパク質の品質に影響する可能性がある（Flæte et al., 2005; 
Thomason et al., 2007）。

　
硫黄の欠乏はコムギのタンパク質組成を変化させる。硫黄の欠乏によって、硫黄含量が低いω

-グリアジンの含量が増加し、一方で硫黄含量が高いγ-グリアジンや低分子量グルテニンは減少
する（Tea et al., 2007; Tea et al., 2004; Wieser et al., 2004）。硫黄含量の高いタンパク質の減少
によって、タンパク質総量は同じであっても生地が固く、膨らみが乏しく、パンの出来上がり体
積は減少する（Reinbold et al., 2008; Thomason et al., 2007; Zörb et al., 2009; 図５）。同様にデュ
ラムコムギでは、硫黄が欠乏していない条件で硫黄を施用すると、HMWGの減少を伴って
LMWGが増加した（Lerner et al., 2006）。

　
硫黄は、窒素のようには栄養組織から穀粒に再移動しないので、穀粒の品質を最適化するため

には登熟期に適量の硫黄を供給する必要がある。硫黄が非常に欠乏した温室条件の試験では、硫
黄を後期に施用した方が、早期施用よりもパンの体積を増やした（図５ ; Flæte et al., 2005; Zörb 
et al., 2009）。硫黄欠乏土壌で窒素を多量に施用すると、N：S比を大きくし、硫黄欠乏を助長する。
グッディングら（Gooding et al., 1991）は、尿素を施用しても時には製パン性が改善されないこ
とがあるが、それは穀粒中の硫黄含量が不足し、高いN：S比とそれに伴うタンパク質画分の構
成の変化が関係しているのだろうと報告している（Gooding et al.,  1991） 。彼らは、硫黄成分が
改善されれば、尿素の製パン性向上効果はより安定するだろうと指摘している。英国の研究では、
窒素を単独で施用したコムギは、窒素と硫黄両者の施用に比べて窒素濃度が低かったので、タンパ
ク質合成には窒素と硫黄のバランス良い供給が必要なことを示している（Godfrey et al., 2010）。
硫黄を施用せず窒素だけ多量に施用した穀粒から作ったパン生地は、硫黄も施用した場合に比べ
て強度が低い生地となる（Godfrey et al., 2010; Wooding et al., 2000）。硫黄は窒素の葉面散布に
も影響すると思われる。すなわち、あらかじめ硫黄が施用されている場合には、窒素の葉面散布
によって、より多くのタンパク質合成が行われると考えられる（Thomason et al., 2007）。

炭水化物

デンプンはコムギに含まれる主要な炭水化物であり、ヒトのエネルギー源として利用されてい
る。デンプンはアミロースとアミロペクチンから構成され、どちらもグルコースの高分子である
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が、アミロースはほぼ直鎖状であり、一方アミロペクチンは高度に分枝している（Cornell, 
2003）。アミロースとアミロペクチンではゲル形成が著しく異なっている。アミロペクチンはゲ
ルを形成しないが、アミロースは水と混合するとゲルを形成する。デンプンは水中で熱するとペ
ーストを形成する。加熱とともに糊化が進み、糊化が完了するまで粘性は増大し、その後、構造
の崩壊により粘性が低下する。この特性はデンプンを増粘材として使用する際に重要になる。α
-アミラーゼが穀粒中に多すぎるとデンプンの崩壊が進み、デンプンペーストの粘性を低下させ
る。この場合、ねばついたパン生地となり、成型が難しく、焼き上がりの大きさも色付きも貧弱
になる（Kindred et al., 2005）。小麦粉のフォーリングナンバー（正式名称：Hagberg Falling 
Number）が低い（LHN）と、パン生地中のα-アミラーゼ含量は高くなり、弱いパン生地になる。

小麦粉に吸収され、捏ねるのに丁度良い水の量もデンプンの特性に依存する。粒径が小さいデ
ンプンはより多くの水を吸収する一方、粒径が大きいデンプンでは捏ねる時間が長くなる傾向に
ある（Eliasson, 2003）。アミロースはパン状構造の状態を決めるようだ。パンが新鮮さを失うのは、
主にアミロペクチンの再結晶が原因だが、アミロースはこれを促進するようである。

デンプン含量は、デュラムコムギから作られるパスタの品質にも影響する。通常、茹でたパス
タの固さはデンプン含量と負の相関を示すが、これは穀粒中のデンプン含量とタンパク質含量が
負の相関を示すからと考えられている（Porceddu, 1995）。
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食物繊維は多くの病気、たとえば冠動脈性心疾患、血栓や脳卒中、高血圧、糖尿病、肥満、あ
る種の胃腸疾患などの発症リスクを低減する（Anderson et al., 2009）。コムギに含まれるセルロ
ースは食物繊維の重要な供給源であり、特に全粒粉などの全粒製品では重要である。精白した小
麦粉のセルロース含量は0.6%だが、全粒粉はふすまも用いるため2.4%のセルロースを含む

（Anderson and Bridges, 1988）。ふすまは9%のセルロースと30%の非デンプン多糖、たとえば
ペントサンなどを含む。ペントサンは加水分解するとペントースを生成するヘミセルロースの一
群である。コムギのペントサンのひとつであるアラビノキシランは、D-キシロースとＬ-アラビ
ノースから成り、D-キシロースがβ-1, 4結合した骨格にＬ-アラビノース1分子の側鎖が付加し
ている（D’Applonia, 1980）。アラビノキシランなどのペントサンは食物繊維として重要であるば
かりでなく、小麦粉の吸水にも関わり、捏ねたパン生地の粘性に影響することで、焼き上げたパ
ンの体積を増やし、パンとパン皮の特性も改善する（Buksa et al., 2010; D’Appolonia, 1980）。

窒素施肥によってタンパク質含量を増やすと、穀粒中のデンプン含量は減少する（Erbs et al., 
2010; Kindred et al., 2008）。窒素を少量施肥すると、可溶性のβ-アミラーゼが減少する。窒素
施肥によってタンパク含量とフォーリングナンバーの両者が高まった事例があり（Kindred et 
al., 2005）、これはアミラーゼ活性が窒素無施用で高かったことと関連している。

コメ
コメ（Oryza sativa  L.）は世界でもっとも大量に生産されており、人類の食料としてもっとも

重要である。利用前に籾殻（内頴と外頴）が取り除かれ（籾すり）、胚、胚乳、および糠層から
なる玄米（茶色の米）とする。多くの場合、さらに精白されて胚乳、種皮および糊粉層がさまざ
まな程度に除去され、白米として利用される。精米されたコメは95％のデンプン、5～7％のタ
ンパク質、0.5～1％の脂肪（Fitzgerald et al., 2009）、および微量要素と種々の成分を少量含有
する。コメの品質には外観（米粒の形、揃い、透明度）、調理性および食感（糊化温度、粘り、
香り、食味）および栄養的価値などがある（Fitzgerald et al., 2009; Yang et al., 2007）。

タンパク質

コメのタンパク質濃度は低いが、発展途上国の人々のタンパク質摂取量の29％に寄与している。
コメの栄養的な価値は、タンパク質濃度を高めたり、ヒトの栄養摂取を邪魔するフィチン酸を減
らすことによる改善が考えられる（Ning et al., 2009）。

タンパク質はコメの機能的な品質、たとえば硬さや粘り、糊化能力、および食感にも影響する
（Ning et al., 2010）。調理（炊飯）したコメの表面の固さはタンパク質に関係する。精米中の破
砕は精米の歩留りを下げるので問題になる。コメのタンパク質はデンプン顆粒間に存在しており、
デンプン粒を互いに接合していると思われる。したがってタンパク質含量が高まると、破砕も発
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生しにくくなるであろう（Borrell et al., 1999）。割れの生じていない米粒の割合は、胚乳側腹部
のタンパク質含量と相関しているので、割れが生じやすい品種では、窒素施肥によってタンパク
質含量を高めることで、割れを低減できると考えられている（Borrell et al., 1999; Leesawatwong 
et al., 2005）。米粒のタンパク質が増えると硬度が高くなり、精米中の割れへの耐性も高まる。

コメのタンパク質含量は、窒素を出穂期に施用するともっとも高くなる（Ning et al., 2010）。
中国の南京で行われた31品種を用いた研究では、窒素施肥量の増加に伴ってタンパク質総量と
その質（グルテリン：タンパク質の比）の両者が高まった（Ning et al., 2009）。窒素施肥はフィ
チン酸の含量を低下させる効果もあり、タンパク質と微量要素の人体への吸収能を阻害する成分
が減少した（Ning et al., 2009）。340-55-375kg/haの窒素－リン－カリウムを移植前に施用すると、
無施肥の場合に比べてコメのタンパク質含量は有意に増加した（Champagne et al., 2009）。

　
窒素施肥の時期もコメのタンパク質含量に影響する。米国ルイジアナ州で実施された研究では、

窒素90または130kg/haを全量播種（直播）時に作土の下層に施用、もしくは播種時と幼穂が
2mmの時期に半々に施用すると、タンパク質含量が高まった（Patrick et al., 1974）。最初の入
水時に全量、あるいは最初の入水時と第1節形成時に半々を、表面施用した場合にはタンパク質
含量は高まらなかった。

　
中国の31品種を用いた研究では、適量（185kg/ha）の窒素を移植前の基肥と幼穂形成期の穂

肥として半々に施用すると、80：20の割合でその量を施用するより収量が高く、より多くの窒
素（300kg/ha）の施用と同等の効果があった（Ning et al., 2009）。適期に窒素を適量施用すれば、
コメの収量と栄養的価値を十分に高めることが可能である。

　
開花・登熟期の窒素施用はコメのタンパク質濃度を有意に高めるとともに、胴割れを生じやす

い品種で、胴割れしていない粒の割合を高めた（Leesawatwong et al., 2005）。IRRI（国際稲研
究所）の研究（Perez et al., 1996）では、乾季、雨季両条件下で開花時に窒素を施用すると、タ
ンパク質濃度と穀粒の透明性が有意に高まった。また、開花10日後と20日後に窒素を葉面施用
すると、収量を維持したまま、コメのタンパク質濃度が高まった（Souza et al., 1999）。

　
窒素施肥法は米粒中のタンパク質の分布にも影響する。窒素施肥により胚乳の外側の細胞層（糊

粉層）に分布するタンパク質が増加し、それにより米粒がより吸水することになり、炊飯したコ
メの肌合い（光沢）・食感に影響を与える（Champagne et al., 2009）。コメのタンパク質のうち
プロラミンとグルテリンは品種より窒素施肥の影響が大きく、一方、アルブミンとグロブリンは
窒素施用より品種の影響をより強く受ける（Leesawatwong et al., 2005; Ning et al., 2010）。プロ
ラミンは糊粉層に蓄積されるが、一方グルテリンは米粒中でより濃度が高まる傾向があり、したが
って精米後の白米中にプロラミンよりも残りやすいと考えられている（Leesawatwong et al., 2005; 
Ning et al., 2010）。さらに、グルテリンはプロラミンより多くのリジンを含む（Souza et al., 1999）。
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精米の程度はコメのタンパク質のアミノ酸バランスに影響する。精米により、糊粉層とそこに
含まれるタンパク質が除去されるので、精米後の白米に含まれるタンパク質は胚乳由来である（主
にグルテリンとプロラミン）。レサワトウォンら（Leesawatwong et al., 2005）によると、いく
つかの品種で精米はアルブミンとグロブリンの濃度を減少させるが、グルテリンの濃度は高まり、
それは貯蔵タンパク質が米粒の異なる部分・層に分布することの影響であった。コメは、ほかの
穀物同様、必須アミノ酸のリジンはあまり含まないが、一方でシステインとメチオニンを比較的
多く含有する（Juliano, 1999; Ning et al., 2010）。

ニンら （Ning et al., 2010）の報告では、窒素施肥は玄米、白米両者のほとんどのアミノ酸を増
加させるが、玄米のメチオニンおよび、白米のリジンとメチオニンの変化は有意ではなかった。
しかし、窒素施肥により玄米のリジンが増え、白米中でも増加傾向にあり、それはリジンを多く
含むグルテリンの増加の反映であるという報告もある（Ning et al., 2010）。したがって、窒素肥
料はタンパク質総量とその質の両者を高め、コメ食のタンパク質源としての栄養的貢献に、重要
な影響がある。（Leesawatwong et al., 2005）。

炭水化物

ヒトの栄養としては、コメは主にデンプンでエネルギーを供給している。デンプンの特性はコ
メの品質を支配する（Champagne et al., 2009）。コメの食感はアミロースとアミロペクチンの含
量と構造によって大部分が決まる。アミロース含量とアミロペクチンの長鎖が増えると、炊飯さ
れたコメは硬くなる（Fitzgerald et al., 2009）。一般的にアミロペクチンに対してアミロースの
割合が増えると、炊飯されたコメは硬くなる。アミロース含量が適量もしくは低いコメはふっくら

（dry and fluffy）する傾向であり、（Yang et al., 2007）。しかしボッタチャリョ（Bhattacharya, 2009）
は、1980年代中頃以降の近年のデータは、最終消費時の品質の大部分がアミロペクチン鎖の構
造に依ることを確実に示している、と指摘している。アミロペクチンの「特に長い分子鎖」（extra 
long chains）の豊富さは、品質と正の相関を示す。鎖が長いほど強く弾力のあるデンプン粒と
なり、調理の際の給水膨潤で崩壊し難くなる。

窒素施用でアミロースは減少傾向になるが有意ではなかったとヤンら（Yang et al., 2007）が
報告する一方、シャンペインら（Champagne et al., 2009）の研究では窒素－リン－カリウムの
施用でアミロース含量が減少した。アミロースが増加すると粘りと凝集性が減る一方、硬さが増
す。施肥はコメの香りとつや・噛みごたえに影響し、米粒表面のデンプンによる被覆に影響する
ので、滑らかさと米粒間の粘着性は施肥により減少し、粗さ、硬さと吸水性は施肥によって増大
する。

ゲルの強度は適量施肥で最大となり、施肥量が多くても少なくても減少するが、調理に必要な
時間に関係する糊化温度は窒素施肥の影響を受けなかった（Yang et al., 2007）。総じてコメの収
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量に比べてその品質に対する窒素施肥の影響は小さいが、施肥量が多いと、適量から少量施肥に
比べて米粒は白濁し、調理性や食感が悪化する傾向がある。米粒の品質は幼穂形成期以降の施肥
割合を増やすことによって改善され、精米特性、外観およびタンパク質含量が高まる（Yang et 
al., 2007）。

トウモロコシ
トウモロコシ（Zea mays  L.）はその高い炭水化物生産力ゆえに栽培されており、畜産飼料や

（McKevith, 2004）、近年はバイオエタノールの主要なエネルギー源である。2008年現在、トウ
モロコシの大半は世界最大のトウモロコシ生産国である米国で生産され、その用途は飼料

（45%）、2番目はエタノール生産（30%）であった（Iowa Corn, 2010）。米国で生産されたトウモ
ロコシの約10%はデンプン、コーン油、甘味料、ひき割りトウモロコシ粉などの製粉用として
人間の栄養源となるか、あるいは醸造酒の製造に用いられ、残りの15%は海外に輸出されている。
トウモロコシ生産の目的は、米国では大半が食料以外であるが、アジア、アフリカ、ラテンアメ
リカおよび旧ソビエト連邦の一部では重要な食料である。飼料および食料として用いるのに望ま
しい性質は、高いタンパク質含量と固い胚乳である。米国で作付されている一般的なトウモロコ
シ品種は7～10%のタンパク質、68～74%のデンプンと、3～5%の油脂を含む（Dado, 1999）。

タンパク質

トウモロコシはコムギに比べてタンパク質含量が低く、そのタンパク質は必須アミノ酸のリジ
ンとトリプトファンをあまり含まない。トウモロコシとともにダイズなどのマメ類を摂取すると、
ダイズとトウモロコシのタンパク質はアミノ酸組成が相補的なので、食事の栄養的な価値が改善
される。トウモロコシの物理的な品質もタンパク質含量に影響され、タンパク質含量が高いと穀
粒の硬さ（ガラス性あるいは透明性）が増し、粒割れしにくくなる（Mason and D’Croz-Mason, 
2002）。トウモロコシの粗タンパク質を増やすことは、その栄養的価値をかなり高める（Johnson 
et al., 1999）。タンパク質の品質は、リジンとトリプトファンの含量が通常のトウモロコシ品種
より多いopaque-2 種の作付をすることで、改善できる（Mason and D’Croz-Mason, 2002）。しか
しopaque-2 種はゼインの含量が低く、胚乳が柔らかく、粉化しやすいものがある（Misra, 2009）。
リジンとトリプトファンの含量が高く、ゼインの濃度が低いQPM（高品質タンパク質トウモロ
コシ）品種も育成され（Sullivan et al., 1989）、タンパク質の生物的価値の増大が図られている。
しかし、最近のQPM品種では、硬い胚乳も育種目標となっている（Sullivan et al., 1989）。

トウモロコシでは、大部分の穀物同様に、一般的にタンパク質含量とデンプン含量は相反する
（Mason and D’Croz-Mason, 2002）。したがって、収量向上にかかわる要因は、デンプン濃度を
高め、タンパク質濃度を下げる傾向がある。しかし窒素が不足している条件下では、窒素利用の
促進は穀粒のタンパク質濃度と収量の両者を高める傾向がある（Genter, 1956; Miao et al., 2006; 
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Miao et al., 2007; Riedell et al., 2009; Singh et al., 2005）。窒素供給と収穫可能量に関係する要因、
すなわち圃場条件の違い、F1品種、生育時期などがタンパク質の施肥への反応に影響する（Mason 
and D’Croz-Mason, 2002）。ミャオら（Miao et al., 2007）は、窒素施肥レベルがF1品種のタンパ
ク質含量と容積重に及ぼす影響を、イリノイ州において、2001年（1圃場）と2003年（2圃場）
に調査した。その結果、穀粒中のタンパク質濃度を最大にする窒素施肥レベルは、収量を最大と
するレベルより45～50kg/ha高かった。タンパク質含量は収量よりも窒素施肥に対して敏感で
あり、その最大化には利用可能な窒素をより多く要求した（Miao et al., 2007; Singh et al., 2005）。
圃場間では土壌中の可給態窒素はばらついているが、それに対応して施肥総量を調整するだけで
は、タンパク質含量のばらつきは減少しなかった。

窒素の施用を増やすことでトウモロコシのタンパク質濃度が高まると、胚乳のゼインを構成す
るタンパク質も増える（Sauberlich et al., 1953; Tsai et al., 1992）。等電点電気泳動による分析で
は、ゼインの増加は主にα-ゼインとγ-ゼインの増加であった（Tsai et al., 1992）。ゼインは穀
粒の硬さには重要だが、リジンとトリプトファンをあまり含まない（Wang et al., 2008）。した
がって、通常のトウモロコシ品種のタンパク質濃度を窒素施肥によって高めると、硬くガラスの
ような穀粒となるが、リジンとトリプトファンの含量は減少する。このように、窒素施肥による
トウモロコシのタンパク質含量の増大は、含まれる必須アミノ酸の量が少ないために、栄養的な
価値はそれほど改善しない。一方、opaque-2 種への窒素施用は穀粒のリジンとトリプトファン
の濃度を維持、または増加させた（Tsai, 1983）。窒素を多量施用されたトウモロコシの通常品種

（opaque-2以外のトウモロコシ品種）のタンパク質は生物的価値が低いことが、ラットへの給餌
試験で確認されている（Blumenthal et al., 2008）。
 

コムギ同様、種子に蓄積される窒素の多くは、開花前に茎、葉、根に蓄えられた窒素の転流に
よるものである（Bennett et al., 1989; Weiland and Ta, 1992）。新しいF1品種の方が開花後に吸
収する窒素が多い傾向だが、穀粒への窒素の転流は増えていない（Ma and Dwyer, 1998）。止め
葉出葉後に取り込まれた窒素は、それ以前に取り込まれたものに比べて、茎や葉などの構造構成
物として固定される可能性は低く、穀粒のタンパク質により多く取り込まれるようである

（Gooding and Davies, 1992; Gooding et al., 2007; Powlson et al., 1987）。

リンとカリウムの施用は、バージニア州で行われた試験で収量を有意に増加させたが、タンパ
ク質含量は有意に変化しなかった（Genter, 1956）。

炭水化物

トウモロコシの穀粒は主に、発酵性炭水化物としてエネルギー源に利用される。一般的に収量
が増えるとデンプン濃度は高くなり、タンパク質濃度は下がる。しかし窒素が欠乏した状態では、
窒素施肥によって収量、タンパク質含量および容積重が増え、油、デンプンおよび可溶性デンプ
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ンの含量が減る（Miao et al., 2007; Singh et al., 2005; Riedell et al., 2009）。タンパク質と油の含
量はデンプンの含量と負の相関を示す傾向があり、これらの増加で発酵性炭水化物からのエネル
ギーは減少するであろう（Dado, 1999）。タンパク質を除くと、トウモロコシの品質要因は収量
に比べて窒素施用への反応が少なく、デンプン含量と容積重の反応は最小、脂質の反応は中間的
である（Miao et al. 2007）。

脂質 （油脂）

トウモロコシの脂質は飼料の重要なエネルギー源であり、不飽和度が高いので人間の食用にも
適している（Mason and D’Croz-Mason, 2002）。穀粒の脂質の90%以上が胚芽に存在し、胚乳に
対する胚芽の割合が増えるに従い、脂質濃度が高まる。したがって、一般的に脂質濃度は炭水化
物濃度と負の相関を示す（Riedell et al., 2009）。肥培管理の脂質濃度への影響は小さい（Mason 
and D’Croz-Mason, 2002）。イリノイ州で行われた試験では、脂質含量は窒素施用により高まっ
たが、その程度はタンパク質含量の増加より少なかった（Lang et al., 1956）。同様に、バージニ
ア州で行われた試験では、窒素－リン－カリウムの施用が脂質含量に与える影響は限定的で、一
貫しなかった（Genter, 1956）。窒素－リン－カリウムの施用により、脂質含有率が多少増加す
ることが示され、これは、脂質含量が高い胚芽の割合が増えたことが原因と推測される（Riedell 
et al., 2009; Welch, 1969）。施肥は穀粒の収量を高めることが多く、したがって脂質収量は、全体
として高まる。

ジャガイモ
エッペンドルファーとエッガム（Eppendorfer and Eggum, 1994）は、ジャガイモのタンパク

質とデンプンの品質に対する無機質肥料の施用効果を網羅的に調査した。屋外のポット試験結果
であり、圃場での施用量と比較することは困難だが、収量が最高水準となる肥料の施用では、タ
ンパク質とデンプン含量も同時に高まるのが一般的であることが示された（表3）。窒素施用は
粗タンパク質含量を大きく高めるが、その生物学的価値は下がった。粗タンパク質が増えるとア
スパラギンの割合が増え、必須アミノ酸の割合は減少した。しかし生物学的価値の減少は粗タン
パク質の増加より少なく、このため窒素は、最高収量達成の必要量を超えた施用でも、生物が利
用できる必須アミノ酸を増加させた。リンとカリウムの施用は粗タンパク質を減少させたが、そ
の生物学的価値は高まった。同様に硫黄欠乏は、システインとメチオニンの減少によってタンパ
ク質の生物的学価値を大きく減少させた。

ジャガイモのデンプン含量は栄養素（肥料）の欠乏もしくは過剰で減少する。リン、カリウム、
および硫黄の欠乏でデンプン含量は減少し、一方で収量が最大となる窒素、リン、および硫黄の
施用ではデンプン含量も最高レベルであった（表3）。カリウム施用量が極めて多い場合、多少
の収量向上はデンプン含量の減少により相殺される。ウェスターマンら（Westermann et al., 



栄養素施肥量 ジャガイモ収量 
g/ポット 

デンプン含量 
％

粗タンパク質（％）

N P K S 含量 生物学的価値

2 3 3 3 124 70 8.3 89

4 3 3 3 317 72 12.9 80

6 3 3 3 266 69 15.9 75

4 1 3 3 134 68 14.9 74

4 4 3 3 454 74 10.3 81

4 3 1 3 50 59 22.9 65

4 3 4 3 332 68 11.5 82

4 3 3 0 173 65 14.7 45

表3　無機栄養素の施用がジャガイモの収量、デンプンおよびタンパク質の特性に与える影響（Eppendorfer 
and Eggum, 1994）
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1994）は、アメリカ・ユタ州の灌漑圃場の試験で、窒素とカリウム施用量の増大により塊茎のデ
ンプン含量が減少したことを報告している。

ヘンダーソン（Henderson, 1965）は硫酸カリを施用すると「塩化カリを用いた場合よりも含
水率が低く、乾物が多く、比重が重いジャガイモが得られ、調理すると、よりほくほくと粉をふ
く」と述べているが、同時にそれは完全に一貫性があるわけでは無く、その程度もスコットラン
ドでの11例（年・箇所）の試験結果の振れ幅より小さかったと述べている。インドではクマー
ら （Kumar et al., 2007a）が、ほくほくと粉をふくジャガイモの生産には、カリウムの硫酸塩の
方が硝酸カリウムもしくは塩化カリよりも適しており、ジャガイモの乾物収量とポテトチップの
収率が上がり、同時にチップの油含有率を減少させると報告している。

ワシントン州の灌漑された収量が高い圃場では、ダベンポートとベントレー（Davenport and 
Bentley., 2001）の調査によれば、硫酸カリと塩化カリを多量に施肥したとき、液肥と粒状肥料で、
また、全量基肥と一部追肥施用で、ジャガイモの比重は変わらなかった。

キプロスで行われた試験では、窒素施用は0～300kg/ha間でポテトチップの品質に影響がなく、
それは「地中海気候での春植えジャガイモへの植付前の窒素施肥の影響は、塊茎の成熟過程に影
響する可能性があるが、その後の低温貯蔵によって加工時の品質が再調整され、品質の違いが緩
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和される」ためだとされている（Kyriacou et al., 2009）。インドの加工用ジャガイモでは、塊茎
の比重と乾物率は窒素の0～360kg/ha施用によって増加し、一方でイモの色と還元糖には影響
がなかった（Kumar et al., 2007b）。

アクリルアミドは炭水化物主体の食品を調理した時に生成し、健康には良くない影響がある。
窒素の多量施用、カリウムの少量施用で育成したジャガイモで作ったフレンチフライでアクリル
アミド含量は最高になったという報告がある（Gerendas et al., 2007）。したがって、カリウムの
適量施用はアクリルアミドによる健康リスクを軽減する可能性がある。

ダイズ
ダイズは、マメの脂質とタンパク質両者の濃度で価値が評価される。ダイズのタンパク質濃度

は高いが（表4）、メチオニンとシステインの含量は比較的低く、制限アミノ酸となっている。
一般的にマメのタンパク質濃度が上がると脂質の濃度は下がる。

マメ科の作物であるダイズは、共生する根粒菌（Bradyrhizobium）により窒素を固定する。
しかし、リン、カリウムと硫黄施肥は、マメの収量とタンパク質の含量、およびその組成に影響
する。リン欠乏土壌では、リン施用は茎葉・根の生長よりも根粒形成と窒素固定能力に強く影響
する（Cassman et al., 1980; Israel, 1987; Brown et al., 1988）。したがってリン施用によるダイズ
のタンパク質含有量増加が期待され、実際それはインドのリン欠乏土壌で実証されている

（Majumdar et al., 2001; Tanwar and Shaktawat, 2003）。

リンとカリウムの施用がダイズの脂質とタンパク質含量に与える影響は多様である。温室内の
リン欠乏土壌を用いた試験では、リン施用は種々の灌水条件下でタンパク質含量を高めた（Jin 
et al., 2006）。土壌分析で中庸からやせたとされる土壌の試験（Gaydou and Arrivets, 1983）では、
カリウム施用により脂質濃度は上昇し、タンパク質濃度は低下したが、リンもしくはドロマイト

（マグネシウム含有）の施用では収量が高まり、このため脂質とタンパク質の両者が増えた。

カナダのオンタリオでは、カリウムを全面散布ではなく条施用することで、タンパク質濃度が
43%から42%に低下する一方、脂質濃度は21.5%から21.8%に上昇した（Yin and Vyn, 2003）。
また、カリウムが中庸から欠乏した土壌では、葉中のカリウム濃度が2.2%から2.5%に高まった
時に脂質濃度が最大になった（Yin and Vyn, 2004）。

バージニア州の古い時代の試験結果でも、カリウム施用で収量が上がる場合にはタンパク質が
減っている（表4）。ただしタンパク質の減少より収量増の程度が大きく、カリウム施肥はタン
パク質生産にかなりの効果がある（Jones, 1976）。



リン
（P2O5・kg/ha）

カリウム 
（K2O・kg/ha）

収量
（kg/ha）

タンパク質濃度
（％）

タンパク質生産
（kg/ha）

0 0 1,710 41.8 716

135 0 1,770 41.8 741

0 135 3,130 39.2 1,227

135 135 3,680 39.2 1,443

表4　リンとカリウムの施用で、タンパク質含有率が下がるが、収量とタンパク質生産は向上する（バージニア州、
2年平均；5年間無施肥後の土壌、分析値はおおよそリン酸：17ppm、カリ：39ppm；Jones, 1976）

表5　カリウムの施用はわずかにダイズの脂質と糖分を増加させ、タンパク質を減少させる。1999～2002年
の4年にわたる、5品種の平均（Zhang, 2003）

施用されたカリウム 
（K2O・kg/ha）

タンパク質（％） 脂質（％） 糖分（％）

95 41.9 21.6 11.0

0 42.3 21.4 10.9
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1994年から2001年に行われたアイオワ州の112圃場の試験結果から、「ダイズの収量を高める
施肥は、少なくない頻度で油脂とタンパク質の含有率に多少の一貫性の無い影響を与えるが、多
くの場合、油脂とタンパク質生産の総量を高める」と総括されている（Haq and Mallarino, 
2005）。カナダで行われた試験では、カリウムの施用はタンパク質をわずかに減少させ、脂質と
糖分をわずかに増加させた（Zhang, 2003; 表5）。同様に、カナダのケベックで行われた試験では、
中庸から肥沃な土壌において、カリウムとリンの施用がタンパク質含量に与える影響はわずかで
あった（Seguin and Zheng, 2006）。リンとカリウムが極めて肥沃な土壌では、これらの施用が
ダイズの品質、すなわちダイズの比重、外観、100粒重、マメのタンパク質と脂質含量に与える
影響はゼロではないとしても、ほとんど無かった（Tremblay and Beausoleil, 2000）。

硫黄もダイズの栄養価に影響するようである。ダイズの貯蔵タンパク質の70％がグリシニン
（11S）とβ-コングリシニン（7S）である（Sexton et al., 1998）。グリシニンは3.0～4.5%の含硫
アミノ酸を含み、β-コングリシニンは1%以下なので、11Sの7Sに対する割合が高いとシステ
インとメチオニンの含量が多くなり、タンパク質の品質が高い。含硫アミノ酸が少ないβ-コン
グリニシニンの合成は窒素が多いと促進され、メチオニンが多いと阻害されるので、ダイズタン
パクの栄養価はダイズ植物体の窒素と硫黄の状態に影響される（Imsande and Schmidt, 1998; 
Paek et al., 1997; Paek et al., 2000）。窒素は硫黄よりも栄養組織から莢とマメへの転流が効率良
く行われるため、ダイズ植物体内の窒素濃度を高めると、マメの窒素／硫黄比率が高まる

（Imsande and Schmidt, 1998）。水耕栽培では、子実肥大期に硫黄を施用することで、タンパク
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質含量はそれ程影響されなかったが、11S/7S比率、すなわちタンパク質の品質はかなり高まっ
た（Sexton et al., 1998）。栄養成長期の硫黄施用は子実肥大期の施用に比べて11S/7S比への影響
はずっと低かった。したがって子実肥大期に適切に硫黄を施用することが、タンパク質濃度と品
質の確保に重要である。

ナタネ
ナタネ油は飽和脂肪酸がほかの植物油より少ないので、健康に良いとされている。ナタネ油は

一価不飽和脂肪酸の最大の供給源のひとつであり、また、アミノレブリン酸（ALA）の原料に
好適である（Harland, 2009）。一価不飽和脂肪酸の利用により飽和脂肪酸摂取を低減することで、
トータルコレステロールおよび低分子リポタンパクコレステロールを減らし、ヒトの健康を改善
する可能性がある。

ほかの作物同様、ナタネでもタンパク質と脂質の濃度には一般的に負の相関がある。したがっ
て一般的に、窒素施肥によりタンパク質濃度が高まると油脂濃度は低下する（Asare and 
Scarisbrick, 1995; Brennan and Bolland, 2009b; Gao et al., 2010; Malhi and Gill, 2007; Rathke et 
al., 2005; Rathke et al., 2006）。窒素施用量を増やすと油脂の組成が変わることも報告されている
が、その結果はばらついている。すなわちオレイン酸の割合が増え、リノレン酸、リノール酸お
よびエルシン酸が減るという研究結果（Behrens, 2002 as cited by Rathke et al., 2006）があり、
一方でオレイン酸が減り、リノール酸が増えたという報告もある（Gao et al., 2010）。

リンとカリウムはナタネの油脂組成にほとんど、あるいはまったく影響しないようである
（Brennan and Bolland, 2007; Brennan and Bolland, 2009a）。硫黄施用により、硫黄欠乏土壌で
ナタネの油脂含量が増えたとの報告（Brennan and Bolland, 2008; Grant et al., 2003; Malhi and 
Gill, 2002; Malhi and Leach, 2002; Malhi and Gill, 2006; Malhi and Gill, 2007;Malhi et al., 2007; 
Nuttall et al., 1987）があるが、一方でまったく変化はなかったという報告もある（Asare and 
Scarisbrick, 1995; Malhi and Gill, 2007）。トルコで行われた研究では、硫黄の施用は脂肪酸組成
と油脂含量に一貫した影響を与えなかった（Egesel et al., 2009）。

まとめ
収穫と収益を改善するためにだけでなく、作物由来の食品の品質を最適化するためにも、作物

生産における適切な施肥管理が重要である。タンパク質、炭水化物と脂質の含量構成と生物学的
な利用可能性は施肥管理の影響を受ける。窒素、リン、カリウム、硫黄の適切かつバランスの取
れた供給と効率的な施肥技術は、主要な食用作物であるコムギ、コメ、トウモロコシ、ジャガイ
モならびに主要な脂質種子であるダイズ、ナタネの機能性と栄養価を最適化するために重要であ
る。一般的には、世界の主要作物において、最適の収穫を得るための施肥と、最適の品質を得る
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ための施肥とは大きく違わない。長期的には土壌肥沃度を維持することが極めて重要で、これに
より土壌がひどくやせてしまう時に見られる収量と栄養価の大幅な低下を回避できる。
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健康・機能性食品に含まれる
健康補助成分と施肥

要約
果物と野菜は、栄養素（ビタミン、ミネラル）ならびに植物化学物質（ファイトケミカル）を

豊富に含む。ファイトケミカル―ポリフェノール類（フラボノイド類、アントシアニン類）、イ
ソプレノイド類、含硫化合物、可溶性・不溶性繊維質など―は特定の病気、たとえば人間のがん
や循環器疾患との闘いを助ける薬のようなものである。果物と野菜は疾患予防と健康増進に重要
な役割を果たすという研究報告が相次いでいる。健康食品に対する消費者の関心は増しており、
農産物のファイトケミカルならびに健康補助成分（nutraceutical components）の含量を改善す
る必要がある。肥料は一般に作物の収量増加と品質改善を目的として施用されてきた。ここ10
年ほどは、健康補助成分を増すための施肥が注目されている。本総説では、植物の無機栄養素が
農作物の機能性食品成分と健康補助成分に与える効果をまとめている。総じて肥料は、健康を増
進するファイトケミカルの生合成に多様な影響を及ぼすが、その効果は明瞭な場合と、否定的あ
るいは不明瞭な場合がある。報告された成功事例を最大限に活用するには、さらに多くの研究が
必要であるものの、肥料は作物に含まれる健康補助成分と機能性食品成分の増大に重要な役割を
果たしている。

序論
この章で用いる「肥料」という用語は、農業で植物への養分供給のため使用される工業製品と

しての化学肥料を指す。化学肥料は、窒素、リン、カリウム、硫黄、およびそれらの複合物を含
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む。無機肥料の導入前の19世紀、有機物の再利用や窒素を固定するマメ類の栽培を取り入れた
輪作によって、土壌肥沃度は維持されていた。結果として、増加する世界人口にとって十分な食
料生産ではなかった。20世紀の初めには、十分な量の窒素肥料が確保できるかが特に懸念された。
この問題は、大気中の窒素を工業的に固定する技術により解消した。化学肥料と生産性の高い品
種の利用により、農業生産性が向上し、食料の増産を成し遂げることができた。そして今日まで、
いくつかの国では食料需要が満たされている。世界の肥料消費量は1960年からほぼ5倍に増加し
た。スミル （Smil, 2002）の見積もりによれば、肥料の窒素は過去50年間に1人当たりの食料生
産の増加分に対して40％の貢献度だった。そしてエリスマンら （Erisman et al., 2008）の報告で
は、この貢献度は増加を続け、2008年に48%に達した。

消費者は食品の健康効能にますます関心を寄せており、食品の基本的な栄養価［訳註：五大栄養素］

以上に、多くの食品に含まれる疾患予防と健康を増強する化合物に注目し始めた。食事と生活様
式が病気の進行や医療費にどう影響を及ぼすか、それが広く認識されてきて、機能性食品と自然
健康製品の市場が生まれた。機能性食品と健康補助食品は、健康増進、医療費削減、そして経済
発展支援の機会になる。また、農業と水産業の資源をさまざまに活用する方法を生産者に提供す
る。世界の機能性食品と健康補助食品の市場は、従来の加工食品市場を上回る速度で成長してい
る。

肥料は主に作物の収量増加と品質改善を第一の目的として施用されるが、食品中の健康補助成
分の含量を増やすことにも、重点がおかれるようになってきた。健康補助成分、たとえばリコペン、
イソフラボン、フラボノイド類、有機硫黄化合物などに肥料がおよぼす効果を調査する研究が、
盛んに行われている。この章では健康補助成分と機能性食品に対する肥料の効果について総括する。

作物の品質

作物の品質に影響を与える要因

品質を決める要因は作物によってさまざまである。たとえば、コムギの種子貯蔵タンパク質は
小麦粉の製パン適性の決め手になるし、ダイズなどのマメ類をはじめとする多くの作物において
は、栄養吸収阻害物質や植物毒素が数多く発見されている。とはいえ作物の品質は、内的および
外的に多様な特性によって形成されている（Jongen, 2000）。これらの特性は、消費者の期待と
評判によって変化する。作物の内的特性にはまず、色、形、大きさ、目に見える欠陥がないとい
った外観上の特性に加えて、食感、甘味、酸味、香り、風味、貯蔵性、そして栄養価も含まれる。
これらは、消費者が物を買う時の判断材料として重要な要素である。外的特性とはすなわち生産
物流システムのことである。生産時に使用される化学物質、包装の種類とそれらの再利用のしや
すさ、生産の持続性、そして物流のエネルギー利用の側面が挙げられる。こうした外的特性は、
消費者の購入意思決定にますます影響を与えている。
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健康補助食品と機能性食品

健康補助食品（健康補助成分）

健康補助食品という用語は、1989年にニュージャージー州クロフォードの医療イノベーショ
ン財団の創設者兼会長であるステファン・L・デフェリス博士（Dr. Stephen L. DeFelice）によ
っ て 定 義 さ れ た。「 健 康 補 助 食 品（nutraceutical）」 と は「 栄 養（nutrition）」 と「 医 薬

（pharmaceutical）」からの造語で、適切な臨床的証拠によって医学的な効果が実証された栄養製
品である。それ自体単独の場合もあれば、特別食と組み合わせたものを示す場合もある。しかし、
規制当局（例：アメリカ食品医薬品局、カナダ保健省）によって承認されない限り、製造業者や
医師はその利点を公表できない（Kalra, 2003; Cohen, 2008）。デフェリス博士によって命名され
た後、言葉の意味はカナダ保健省によって変更された。そこでは健康補助食品について、「食品
から単離ないし精製された製品とし、一般的に食品とはあまり関連しない医薬品扱いで販売され、
生理学的な効用あるいは慢性疾患の進展に対する予防効果を示すもの」と定義している。

機能性食品

一方、機能性食品とは、従来の食品と見た目が似ていながら、通常の食事の一部として消費さ
れると生理学的な効果があり、基本的な栄養機能に加えて、時として慢性疾患のリスクを軽減す
るものである。機能性食品の一般的な分類には、加工食品や“ビタミン強化”食品のように、健
康を促進する物質を添加して栄養を高めた食品も含まれる。生きた培養菌を含む発酵食品は、プ
ロバイオティクス［訳註：人体に良い影響を与える微生物］の効用をもつ機能性食品と考えられている。機
能性食品の研究は、食品科学分野の中でも新しい研究領域である。それは機能性食品の健康への
効果が認められたことや、健康志向の消費者による人気の高まりが背景となっている。機能性食
品という用語は1980年代に日本で初めて用いられ、そこには各世代からの要請に伴い、特定保
健用食品（トクホ）と呼ばれる政府承認に至った経緯があった。

食品の健康上の有益性

何世紀も前に我々の祖先は、食品には医学的効果があると信じていた。治療目的での植物や食
品の利用は、ヴェーダ文書にあるとおりインドの伝統的医学アーユルヴェーダで実践され、また
3,500年以上前の中国の伝統的医薬にも見られる。欧州では、ギリシャの医師であり哲学者であ
ったヒポクラテスが、食品の治療特性を理解するにつれて「食べ物を汝の薬とし、薬を汝の食べ
物とせよ」と述べている。彼は近代医学の父祖とされている（Kochhar, 2003）。紀元前4000年
頃のシュメール人はカンゾウ、アヘン、タイム、そしてマスタードの薬効を理解し実践していた。
その後さらに、バビロニア人は、サフラン、シナモン、コリアンダー、ニンニクを含む植物の処
方を開発した。機能性食品という概念があるのは、より健康的な社会を目指して治療薬の限界や
費用対効果について検討した日本政府のおかげである。日本国内で使用される“機能性食品”と
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いう用語では、栄養があることに加えて、特定の身体機能を補助する成分を含む加工食品もその
範疇である。今日のところ日本は機能性食品について法的な定義のある、唯一の国である

（Kochhar, 2003）。

日本の“特定保健用食品”の概念は、特定の食品および食品成分と健康効果が期待される性質
との関係に基づいている。“機能性食品”という用語で広く受け入れられている定義は、1999年
の機能性食品科学に関する欧州協同作業部会の合意書に見ることができる。この定義によると、
ある食品が十分な栄養効果以外に体内でひとつ以上有益な効果がある場合、機能性食品となり、
そう表示することができる（例：幼児向けの特定の機能性食品や高齢者向けの機能性食品など）。
機能性食品は健康状態の改善と健康の維持と疾患リスクの減少につながらねばならない。機能性
食品は、あくまでも食品であり、食事で通常摂取される量で効果を発揮しなければならない。機
能性食品は、薬剤やサプリメントではない（Kochhar, 2003）。

機能性食品の生化学

フェラーリ（Ferrari, 2004）によると、老化はミトコンドリアの機能障害と関係している。そ
の機能障害は、ミトコンドリア内部からの流出を引き起こし、反応性の高い酸素や窒素［訳注：活

性酸素や活性窒素］が放出され、続いて過酸化反応を誘導する。過酸化反応は、生体高分子に損傷を
与える。反応性の高い活性酸素は、神経細胞死を誘導し、記憶の喪失に関連してくる。これらの
病理学的な事象は、循環器疾患［訳註：心臓と血管の病気］、神経変性、がん発生の過程に関与する。種々
の機能性食品、ハーブ類、健康補助食品に含まれる生理活性物質（朝鮮人参、イチョウ、ナッツ
類、穀物類、トマト、ダイズのファイトエストロゲン、クルクミン、メラトニン、ポリフェノー
ル類、抗酸化ビタミン類、カルニチン、カルノシン、ユビキノンなど）で、病気から回復させた
り、さらには予防したりすることができる。健康補助食品による慢性疾患の予防には、抗酸化活
性、ミトコンドリアの安定化機能、金属キレート活性、生体細胞のアポトーシス抑制、がん細胞
のアポトーシス誘導などの作用が関係する。機能性食品および健康補助食品は、健康を改善し、
老化に伴う慢性疾患を予防すると大いに期待されている（Ferrari, 2004; Bates et al., 2002）。

経路の保護

ケルセチン、ケンフェロール、ルテオリン、そしてブドウやワイン由来のポリフェノールのよ
うなフラボノイド類、ビタミンE、クロロフィリン（水溶性クロロフィル類縁化合物）、そして
そのほかのフェノール類、これらの物質は膜脂質の多価不飽和脂肪酸の酸化を防ぎ、ミトコンド
リア膜やほかの生体膜の損傷を防いでいる（Brown et al., 1998; Frankel 1999; Terao and Piskula 
1999; Boloor et al., 2000; Ferrari, 2004）。食事からのω-3脂肪酸は、ミトコンドリアの膜脂質を
改善し、カルシウムの放出（アポトーシスの誘因）やピルビン酸脱水素酵素の活性を抑制する

（Pepe et al., 1999）。近年、抗酸化剤であるN-アセチルシステインが、細胞の生存性や寿命をの
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ばすBcl-2遺伝子［訳註：アポトーシス抑制活性をもつがん遺伝子。細胞死の負の制御因子としての機能を有し、制がん剤の効

果などを減少させる］の発現抑制を妨げ、細胞寿命および個体寿命を延長させることが観察されている。
（Kumazaki et al., 2002）。有機セレン化合物のエブセレン（C13H9NOSe）は、虚血性障害にさら
された心筋細胞のアポトーシスを顕著に抑制することができる。（Maulik et al., 1998）。名村ら 

（Namura et al., 2001）は、エブセレンが、ミトコンドリアからのシトクロムc放出を減少させ、
脳卒中で生き残る脳細胞を増加させることを観察した。

トコフェロール、グルタチオン（GSH）とイデベノンは、複合体Ⅲ［訳註：呼吸鎖複合体は巨大タンパ

ク質であり、複合体 Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ からなる。それぞれ電子伝達の反応を担う。ATP合成酵素を呼吸鎖複合体 V とすることもある］

の酸化的崩壊を抑制するが、複合体IIとVの損傷も阻止するのはGSHだけである（Ferrari, 
2004）。年老いたラットは、脳や血漿中のドーパミン、セロトニン、それらの代謝物の濃度が低
下している（Lee et al., 2001）。 メラトニン［訳註：ホルモンの一種、睡眠と関連する］はおそらくその抗酸
化作用により、アルコール性肝障害によるミトコンドリアDNA鎖の損傷や大量のDNA分解を
修復することができる（Mansouri et al., 1999）。アドリアマイシン［訳註：抗生物質の一種、抗悪性腫瘍剤］

処方患者に対するメラトニン投与は、認知機能を改善し、夜間活動を減少させ、睡眠時間を長く
する（Asayama et al., 2003）。ユビキノン［訳註：電子伝達体の一種、別名コエンザイムQ10］もまたミトコン
ドリア呼吸を改善し、虚血性心筋梗塞後の筋収縮機能を強化し、心筋障害を減少させる

（Rosenfeldt et al., 2002）。L-カルニチン［訳註：アミノ酸誘導体、脂質代謝に関与する］は、ミトコンドリア
膜にある脂肪酸の輸送体であり、老化細胞や神経細胞を安定化し（Hagen et al., 1998; Binienda 
2003; Virmani et al., 2003）、心臓疾患や脳筋症［訳註：エネルギー代謝異常疾患のひとつ］を改善する（Mahoney 
et al., 2002）。リポ酸［訳註：多数の酵素の補助因子］の補給は、多くのフリーラジカルを除去する活性を
もつため（Pioro 2000）、心臓のミトコンドリアDNAの酸化を減少させる（Suh et al., 2001）。カ
ルノシン［訳註：β-アラニンとヒスチジンからなるジペプチド］はストレスを受けた細胞でミトコンドリアの
構造を安定化し（Zakharchenko et al., 2003）、膜透過性の変化、シトクロムcの漏出、それに続
いて起こる細胞死（アポトーシス）を妨げる （Kang et al., 2002, Ferrari, 2004）。

アンチエイジングのメカニズム

機能性食品は、哺乳動物の個体と細胞で多くの生物学的機構を調節することにより、健康維持
全般および特定の老化防止に効果がある。通常の老化ならびに老化にともなう慢性疾患に関する
広範な文献調査によると（Ames et al., 1993; Mahoney et al., 2002; Reiter et al., 2002; Driver, 
2003; Ferrari, 2004）、機能性食品の老化防止のメカニズムは次のように提唱されている。

（1）ミトコンドリア膜の安定化およびミトコンドリアの機能強化；アポトーシスによる細胞
死（計画された細胞死）または壊死（偶発的な細胞死）を防ぐ、（2）金属キレート活性を有する、

（3）細胞損傷を減少させる抗酸化剤として働く（たとえば、抗酸化細胞制御システムを刺激した
り、DNAを酸化から守り、さらには重要な生体器官における標的細胞のアポトーシスを阻害す
る）、（4）前腫瘍細胞および腫瘍細胞のアポトーシス誘導剤として働く。



人を健康にする施肥188

抗酸化活性

多くの研究において、果物や野菜はがんや循環器疾患の発症リスクを低減することが示されて
おり、果物や野菜の摂取は人間の健康に有益である（Hertog et al., 1993, 1995; Steinmetz and 
Potter, 1996; Shi et al., 2002; Bao and Fenwick, 2004; Dorais, 2007）。抗酸化力を有するファイト
ケミカルは、果物や野菜がもつ健康維持効果全般に寄与し、酸化ストレスに対して防御作用があ
ると考えられる。酸化ストレスはミトコンドリアの呼吸、喫煙などの生活様式、環境汚染物質へ
の曝露や太陽光の照射から生じ、これらはすべて病気の進行や老化の原因になる。ビタミンC、
カロテノイド類、フェノール類といった果物や野菜にもっとも多いファイトケミカルのもつ抗酸
化作用は、酸化されやすい二重結合やヒドロキシル基といった電子に富んだ化学構造に由来する

［訳註：電子を与えることのできる物質は酸化を防ぐことができ、すなわち抗酸化力がある］。抗酸化物質であるビタミン
類は、活性酸素を除去することにより、脂質の酸化を防止することができる（Shi et al., 2002）。
活性酸素は循環器疾患、ある種のがん、神経変性疾患、糖尿病、関節リウマチ、白内障などの疾
病の主な原因とされている。果物や野菜の抗酸化活性は、作物種によって異なる。

多くの研究者によって、老化はミトコンドリアの機能を損ない、その結果、酸化不均衡が生じ、
各種の過酸化バイオマーカー（脂質、タンパク質、DNA）が増加し、熱ショックタンパク質が
誘導され、抗酸化酵素 （カタラーゼ（CAT）、SOD、GSH、グルタチオン-S-トランスフェラーゼ）
が激減したと報告されている （Lucas and Szweda, 1998; Yang et al., 1998; Brack et al., 2000; 
Hall et al., 2001; Sandhu and Kaur, 2002; Rattan, 2003, Ferrari, 2004）。この有害な形質はSODと
CATを過剰発現することで修復可能であり、キイロショウジョウバエやセンチュウ（C. elegans）
では寿命が延長された（Larsen 1993; Sohal et al., 1995）。健康な100歳以上の高齢者では、ビタ
ミンA、Eの水準が高いことがわかり（Mecocci et al., 2000）、抗酸化力と寿命との関係について
の説を裏付けている。抗酸化物質の利点は、直接寿命を伸ばすことよりも、健康的に齢を重ねる
のに悪影響を与える活性酸素を抑制することにある（Le Bourg, 2003）。抗酸化物質は抗酸化酵
素を補佐し、以下のような防御機構をもつ。

•抗酸化遺伝子の発現
パナキサジオール（朝鮮人参の成分）中に見つかったジンセノサイドRb2 ［訳註：人参サポニン

の一種］はSOD-1遺伝子の発現を誘導した。しかし、全サポニン類とパナキサジオールでは、
SOD-1の発現に影響を及ぼさなかった（Kim et al., 1996）。プロポリス［訳註：ミツバチの巣か

ら採取される粘着性の物質］も同様に、ラットでSODの産生を誘導した（Sforcin et al., 1995）。
・LDLコレステロールの酸化防止（Frankel, 1999）。
・肝臓、脳、心臓の抗アポトーシス作用。組織の維持（Green and Kroemer 1998; Ferrari 

2000）。
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健康補助食品と機能性食品に対する肥料の効能

リンゴのフラボノイド類

植物フラボノイド類は天然に存在するフェノール類の中で最大のグループのひとつを構成し、
抗酸化物質、活性酸素捕捉剤および金属キレート剤として作用する化学構造を有する（Rice-Evans 
et al., 1997）。リンゴ果実はケルセチン配糖体、カテキン、エピカテキン、プロシアニジン類、
フロレチンとフロリジンなどのジヒドロカルコンが豊富である。赤色品種におけるアントシアニ
ン類と同様に、これらの物質はすべて、概して果皮に多く含まれる（Awad et al., 2001）。

アワドとイェーガー（Awad and Jager, 2002）はリンゴのエルスター種で、果実の養分（窒素、
リン、カリウム、マグネシウム、カルシウム）と、果皮のフラボノイド類とクロロゲン酸の濃度
との関係を調査した予測モデルの中で、アントシアニン濃度と総フラボノイド濃度に対してもっ
とも重要なのは果実の窒素濃度であったと結論づけた。この結果は、果実果皮のフラボノイド類
の濃度は施肥、なかでも特に窒素施肥の最適化によって増加させうることを示唆している。パリ
ヤスら（Paliyath et al., 2002） は、収穫後のリンゴのマッキントッシュ種とレッドデリシャス種
の品質に関して、土壌や葉面へのリン追肥の効果を研究し、リン施肥により収穫時に両品種で赤
い果皮の割合が増加することを見出だした。彼らはまた、開花から本収穫の1週間前まで、リン
とマグネシウム、あるいはリンとカルシウムを横から葉面散布すると、散布側の果実は無散布側
に比べ、果実の赤色が濃くなることも見出している。

トマトのリコペン

トマト果実の色素は、主にカロテノイドのリコペンとβ-カロテンに由来している。炭水化物
の蓄積増加により活性化しうるアントシアニン色素とは異なり、カロテノイド含量の増加は一般
的に、植物の健康状態に依存しているとされる。そしてリコペン形成に必要なカロテノイド基質
であるフィトエンの増加にも依存するようである。こうした効果は、非生物的および生物的要因
によって特に研究環境を温室から圃場へ移した時に、分からなくなることがよくある。たとえば
気温が高いと、リコペンが酸化されてβ-カロテン生成が進むことにより、カロテノイド生合成
は変化しうる。

カリウム施肥は、トマトのリコペン生成を促進することが報告されている（Trudel and 
Ozbun, 1970, 1971; 表1）。ラミレツら（Ramírez et al., 2009）は、温室栽培のトマト果実で、カ
リウムを増やすとリコペン含量は増えるが、β-カロテンはそれにともなって減少することを見
出だした（表２）。トマト果実が成熟するにつれて、カロテン類は急激に変化するので、成熟率
に及ぼす養分の影響はカロテン含量への影響とも相互作用があると言える。ハーツ （Hartz, 
1991）は、土壌のカリウム濃度を高めるとカロテノイド生合成酵素の活性が直接的に増え、それ



カリウム濃度
（mmol/L）

総カロテン類
（mg/kg新鮮重） ファイトエン ファイトフルエン β-カロテン リコペン

0 72 11.8 4.1 3.5 36.8

1 75 12.7 4.1 3.6 41.9

2 91 16.2 5.4 3.1 53.6

4 92 15.2 4.9 2.8 52.7

6 110 14.7 5.0 2.8 59.3

8 111 15.1 4.8 2.6 61.5

10 104 16.3 5.3 2.4 52.4

表 1. 養液中のカリウム濃度水準とトマト果実のカロテノイド含有量（Trudel and Ozbun, 1970, 1971より
引用）

表 2. トマト果実のカロテノイド類濃度（mg / kg新鮮重）に対する栽培品種と養液カリウム濃度の影響（温室
栽培、果実は催色期の7日目に収穫、供試数111） （Taber et al., 2008より引用）

品種 総カロテン類 ファイトエン ファイトフルエン β-カロテン リコペン

Mountain 
Spring 2,056 9.8 5.8 5.6 50.5

Florida91 2,067 11.2 6.7 6.0 51.7

Fla. 8153 2,088 14.4 8.8 2.7 70.5

標準誤差 NS 0.7 0.38 0.34 2.78

カリウム濃度
（mmol/L） 総カロテン類 ファイトエン ファイトフルエン β-カロテン リコペン

0 － 9.5 5.9 5.0 51.3

2.5 － 11.5 7.0 4.8 55.9

5.0 － 13.5 8.0 4.7 60.0

10.0 － 12.8 7.6 4.6 63.0

有意差 － Q** Q** NS L**

標準誤差　－品種間比較の標準誤差
回帰分析において　NS－有意差なし；L－線形（1次）；Q－2次
*,**　－それぞれ有意水準5%、有意水準1%
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に続いて、リコペン含量が増えたことを示した。テイバーら （Taber et al., 2008）によると、リ
コペン濃度の高いトマト品種はリコペン濃度が低い品種に比べて、より高濃度に圃場へ施用され
た塩化カリウムに反応した。圃場条件では、カリウム施用にともない、リコペン含量は約22%
増加し、β-カロテンは約53％減少した。

ほかの研究者は、リコペンとビタミンCの水準に対する肥料の効果について矛盾する結果を報
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告している。 トマト果実のリコペン生成は細胞質や液胞のカリウムイオン濃度に依存するのみ
ならず（Taber et al., 2008）、ほかにも温度や灌水様式のような制限要因が存在する（Oded and 
Uzi, 2003; Dumas et al., 2002, 2003）。

リンの添加により、トマトのビタミンＣが増加し、リコペン含量にも多少影響があることが報
告されている（Zdravković et al., 2007）。アーンら（Ahn et al., 2005）は、スーパーオキシドジ
スムターゼ（SOD）、グアヤコールペルオキシダーゼ（POX）、およびアスコルビン酸ペルオキ
シダーゼ（APX）といった、トマト果実の抗酸化酵素の活性に対するリン肥料の追肥効果を調
べた。その結果は、抗酸化酵素の活性はリンの供給量の影響を受けると考えられるが、成長段階
や季節といった変動要因に大きく依存するというものであった。オークら（Oke et al., 2005）は、
トマトの加工品質と機能性食品成分に対するリンの追肥効果を研究したが、リコペン、ビタミン
C、および揮発性香気成分の有意な増加は見られなかった。またデュマら （Dumas et al., 2002, 
2003）は、健康に有益な成分に対する無機栄養素の明確な効果を見つけることができなかった。
ほかの研究では、土壌のカリウム水準と、リン、硫黄、マグネシウム、ビタミン類、全無機成分、
リコペン、β-カロチンの水準とは無関係だったが、トマトの果実収量（果実の大きさと個数の
両方）は増加した （Fontes et al., 2000; Zdravković et al., 2007）。トゥールら （Toor et al., 2006）
は、硝酸イオンが多い肥料を施用すると、アンモニウムイオンの多い肥料や有機肥料よりも酸度
の低いトマトができたと報告している。また彼らは、鶏ふん施用かつクローバー草生マルチ栽培
のトマトにおいて、無機窒素肥料の施用に比べトマトのフェノール酸とアスコルビン酸の含量が
高いこと、けれども塩化物イオンの高い肥料またはクローバー草生マルチ栽培のいずれかによる
トマトのリコペン含量は40％低いことを見出だしている。

ダイズのイソフラボン類

ダイズ種子には、人間の健康に何らかの好ましい影響をもつイソフラボン類が含まれている。
ダイズを使用した食品は、エストロゲン［訳註：女性ホルモンの一種］関連機能の調節により（Kitts et 
al., 1980, Naim et al., 1976）、更年期症状と同様に、がん、心臓病、骨粗しょう症といった慢性疾
患の予防にも関与している（Caragay, 1992; Hasler, 1998 and Messina, 1995）。イソフラボン類
も抗酸化物質であり（Akiyama et al., 1987）チロシンプロテインキナーゼの阻害剤（Vyn et al., 
2002）でもある。品種および環境条件の異なる広範囲な試験の結果により、ダイズ種子の総イソ
フラボン濃度の範囲は276～3,309µg/gと報告されている（Carrao-Panizzi et al., 1999; Hoeck et 
al., 2000; Wang et al., 2000; Lee et al., 2003; Seguin et al., 2004）。ダイズ種子の総イソフラボン濃
度と個別のイソフラボン濃度は、遺伝的および環境的要因の両方で決まる。同じ環境で栽培して
も品種間でイソフラボン濃度は大きく異なり、最大220％の違いがあった（Seguin et al., 2004）。

ダイズのイソフラボン濃度は、気温、土壌水分、土壌肥沃度といった非生物的要因および生物
的要因の影響を受けることが知られている（Tsukamoto et al., 1995; Wilson, 2001; Nelson et al., 
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2002; Vyn et al., 2002）。ヴィンら （Vyn et al., 2002）は、カリウムが低～中程度に含まれている
土壌へのカリウムの施肥により、無施肥の対照区に比べ、ダイズ種子のイソフラボン濃度が20
％増えたようだと報告している。ウィルソン（Wilson, 2001）は、窒素施肥はダイズのイソフラ
ボン濃度に対してマイナスに働き、10kg/haに比べて90kg/haの施肥では、総イソフラボン濃度
は約10分の１にまで減少したと報告している。セグゥインと鄭 （Seguin and Zheng, 2006）は、
２年間にわたりダイズのイソフラボン含量と種子の性質に対するリン、カリウム、硫黄、ホウ素
の施肥効果を調べたが、その結果、年や栽培品種に関係なく、ほとんどの調査項目に対して施肥
効果は認められなかったと報告している。施肥に対して全体的に応答がまったくなかったのは、
使用した砂壌土と砂質埴壌土の肥沃度が始めから比較的高かったことによる。

アブラナ科の有機硫黄化合物類

アブラナ科の野菜は、世界中で食用にされている主要な野菜である。アブラナ属にはキャベツ、
ブロッコリー、カリフラワー、ケール、コールラビ、および芽キャベツなどの主要な栽培種が含
まれる。アブラナ科の植物はまた、硫黄を含有する二次代謝物であるグルコシノレート類を産生
することでも知られている。グルコシノレート類を含有する植物の適度な摂取は、がんの発症リ
スク低下と関係がある（Gross et al., 2000; Hecht, 2000; Zhang and Talalay, 1994）。消化の際、
グルコシノレート類はイソチオシアネート類に加水分解され、続いて抗がん性フェーズⅡのヒト
酵素活性を刺激する［訳註：この酵素は発がん物質を抱合反応で解毒し、DNAの変異を抑える］。アブラナ科植物に
おけるグルコシノレート類の産生は、植物の無機栄養素を含む多数の要因から影響を受ける。特
に興味を引く植物の無機栄養素はセレンである。セレンは元素の大きさと化学性の両面で硫黄と
似ているため、生理反応や代謝過程で硫黄と置き換わることがよくある。シャロンら（Charron 
et al., 2001）は、生活環の短いキャベツ原種（ヤセイカンラン、Brassica oleracea）をセレン酸
ナトリウムの存在下で育てた場合に、グルコシノレートの総生産量が減少することを見出だした。

トーラーら（Toler et al., 2007）は、アブラナ科のキャベツ原種で、硫黄吸収とグルコシノレ
ート産生に対するセレンの影響を研究した結果、セレンは硫黄の吸収を増加させグルコシノレー
トの代謝を制御することを見出だしている［訳註：原文献によると7種のグルコシノレート類のうち5種は抑制］。
彼らはこの原種由来の野菜を抗発がん物質であるグルコシノレート類を含有する作物として生産
するだけでなく、適量のセレン含有により健康によい効果をも付与させられる可能性を示している。

まとめ
肥料は人間の栄養にとって重要である。肥料の直接的効能は食料として健全な植物を生産する

ことであり、間接的効能は植物体内の健康補助成分や、老化を防止し病気を予防する化合物を変
化させることである。肥料は植物の健康補助成分に影響を及ぼす。具体的にはリンゴのアントシ
アニン含量、トマトやピンクグレープフルーツのカロテノイド含量、アブラナ属の野菜のグルコ
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シノレート類、ダイズのイソフラボン類が挙げられる。植物の健康補助成分は土壌pH、季節、
湿度、温度、栽培品種と肥料の種類の影響を強く受ける。植物は適応性が高く、肥料の効果を結
論づける検証が難しくなっている。世界的な人口増加と高齢化にともない、慢性疾患を防ぎ、健
康を維持するために肥料は確実に必要である。また植物の栄養素が主要な健康補助食品や機能性
食品に与える影響を明らかにするために、より目的に適う研究手法が取られるべきである。
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要約
肥料投入と作物の生産性は密接に関係しているため、肥料は世界の食料安全保障にとってきわ

めて重要な役割を果たしている。食料安全保障に関する議論は数多く行われているが、主に作物
の生産性と市場向け品質の改善を目的としていたため、食品の栄養や健康上の利点が注目を浴び
ることはなかった。しかし近年、疾病を予防し健康的な生活をもたらすものとして、ヒトの必須
栄養素や“植物の二次代謝物（phytonutrients；以下、ファイトニュートリエント）”のすぐれた
供給源となる果物や野菜を豊富に含んだ食事、すなわち“機能性食品（Functional Foods）”を
取り入れた健康な食生活の価値を、消費者が強く意識するようになっている。一方、特に発展途
上国では、食料が不足し、主食のファイトニュートリエントの含有量が低いのが一般的で、果物
や野菜などの機能性食品の消費は推奨指標を下回っている。遺伝学を除き、収穫前の農耕技術と
同じく、施肥管理は食品の機能性に強い影響を与える。施肥管理は、食品の機能性を改善する持
続的で安価な方法である。適切な施肥管理は、生産性と市場価値を高めるのと同時に、食品に健
康をより促進するという特性を与えることが、多くの科学的な証拠から明らかである。（肥料を）
低投入する農業、あるいは有機農業は、高価・高収量・栄養強化されたハイブリッド品種とはほ
とんど縁がないので、これらの知見からもっとも恩恵が受けられるはずである。本章では、肥料
が果物と野菜のファイトニュートリエント含有量に影響を与えるという研究から、基本となる重
要な成果を示す。そして、食料安全保障と栄養問題に対し、政策的に実行可能な施肥実例をとり
まとめる。
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序論
植物由来の食料は、世界のどこでも、主食の主要な構成要素であり、人間が健康的な生活をお

くるために重要な役割を担っている。植物には、エネルギー、成長、発育の基礎である人間の必
須栄養素（水、炭水化物、タンパク質、脂肪、ミネラル、ビタミン）が含まれている（Lester, 
1997; Kushad et al., 2003; Liu et al., 2003）。植物はまた、疾病の予防や健康的な生活にかかわる、
多種のミネラル類や二次代謝物として知られるファイトニュートリエントを合成し、蓄積する 

（Croteau et al., 2000; Kim et al., 2010: Prior and Cao, 1999）。ファイトニュートリエントには、
健康に良いとされるミネラル成分、有機・無機化合物が含まれる。具体的には、植物の必須栄養
素（カリウム、鉄、カルシウム、マグネシウム、亜鉛）、ビタミン（アスコルビン酸＝ビタミンC、
ビタミンE、プロビタミンAのカロテノイド）、その他の微量元素（セレン、ケイ素）、二次代謝
物であるフェノール化合物、アルカロイド、テルペン、グリコシドなどである（Bramley et al., 
2000; Cassidy et al., 2000; Milner, 2000; Mithen et al., 2000; van den Berg ey al., 2000; Tsao and 
Skhtar, 2005; Winkels et al., 2007）。これらの植物の二次代謝物の多くは微量合成され、昆虫な
どの花粉媒介者を誘引したり（Croteau et al., 2000）、病原体、草食動物、環境ストレスから保
護したりする機能がある（Heldt, 2005; Bray et al., 2000; Croteau et al., 2000）。環境変化に対し
て植物が合成するファイトニュートリエントは、ストレス耐性に必須な、高水準の遺伝的適応性
のあらわれである。この高水準の遺伝的適応性を活用することで、対象とする作物のファイトニ
ュートリエントの合成・蓄積量を多くすることができる。

疾病予防と健康的な生活に関するヒトの必須栄養素の役割が、大きな注目を浴びている。その
理由の一部として、伝統的な疾病管理を変える必要性や、栄養管理に基づく疾病予防プログラム
が医療費を削減する可能性があるためである（Milner, 2000; Bidlack, 1996; Tucker and Miguel 
1996）。果物、野菜、そしてそれらを最小限加工した一次加工品は、ファイトニュートリエント
の最大の供給源であるとともに、食事を通して摂取できるためサプリメントよりも優れているこ
とは、最近の報告からも知ることができる（Wahlqvist and Wattanapenpaiboon, 2002; USDA, 
2005; WHO-FAO, 2003; Winkels et al., 2007）。健康な人のサプリメント摂取が増えた理由のひと
つに、植物に含まれるファイトニュートリエントの健康効果が広く浸透したことがある（Eliason 
et al., 1997; Greger, 2001; Milner, 2000）。しかし、サプリメントに含まれる精製されたファイト
ニュートリエントには、生食あるいは一次加工された食品にみられる複数の成分の相乗効果がし
ばしば失われている（Salucci et al., 1999; Pignatelli et al., 2000; Freedman et al., 2001; Liu, 2003; 
Winkels et al., 2007）。サプリメントよりも、果物や野菜を主体とした多様な食事を通して、フ
ァイトニュートリエントを摂取する方が望ましいことは、明らかである。

多くの地域で、果物や野菜の1人当たりの消費量が少なくなっている（Johnston et al., 2000）。
これは約7,000種の食用種のうち、たった20種程度で、植物由来の（人の）食物の90％が成り立
っていることにもよる（FAO, 2009）。
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限られた遺伝資源への依存は、疾病や突然の気候変動に対する世界の食料供給を脆弱化させる
ばかりか、食料の持続可能性を危うくする。 世界の多くの地域での食料安全保障の問題は、耕
地面積が有限であること、依然として自給自足農業が多くの世帯を養うのにもっとも簡単で主流
な方法であるという事実に起因している（Sanchez, 2010）。世界のこれらの地域では土壌の風化

（劣化）が深刻であり、植物の成長と生産、ひいてはヒトの基本的な栄養のために必要な、植物
の必須多量要素・微量要素が欠乏している（Wild, 1993）。そして、集約的農業と、収穫で収奪
された養分を不完全にしか補給し続けなかった結果、食料の生産性と栄養価が低下した（Sanchez, 
2010; Lal, 2006）。この傾向は、多くの発展途上国の慢性的な栄養失調の一因となっている（Sanchez 
and Swaminathan, 2005; Stein, 2010）。養分の収奪と、それによる生産性と品質の低下は、継続
的な人口増加や気候変動によりさらに悪化することが懸念される（Sanchez, 2010; St. Clair and 
Lynch, 2010; Lal, 2004; Bohle et al., 1994）。肥料の施用や（または）養分の利用効率・微量元素
の含有率を高める品種改良など、世界的な栄養失調を和らげるさまざまな介入がなされているが、
作物の収量の増加に重点がおかれ（Sanchez, 2010; Stein, 2010; Sanchez and Swaminathan, 
2005）、消費者の嗜好や機能性にはほとんど関心が払われていない。品種改良、施肥、灌漑や機
械化などの「緑の革命（Green Revolution）」による収量の増加は、ヒトの必須栄養素やファイ
トニュートリエントが犠牲になって実現したともいわれる（Davis, 2009）。依然として数十億人
の人口が、ミネラルとビタミンの欠乏症に陥っていることを考えると、この相反は残念なことで
ある（Welch, 1997）。遺伝子（品種や変種）、農法（圃場、植え付け日、栽植密度、灌漑、施肥、
登熟時期など）、環境要因は、作物のファイトニュートリエントの組成と多様性に大きな影響を
与える（Mozafar, 1993; Dixon and Paiva, 1995; Lester and Eischen, 1996; Lester and Crosby, 
2002; Crosby et al., 2003, 2008）。これらは、味（甘味）、質感、サイズ、色、香り、入手の容易さ、
料理の簡便性、不良品でないことなど、消費者の嗜好性にも影響を与える。施肥管理を含む農業
技術の進歩や、現在有効利用されていない食用の果物や野菜が多様化することで、今後の食料安
全保障の達成や健康的な生活の向上が期待される（Grosby et al., 2006, 2008, 2009; Welch and 
Graham, 2004）。

本章の後半は、施肥管理が作物のファイトニュートリエントに与える主要な役割に焦点を当て、
果物と野菜のファイトニュートリエント含有量の改善を現実的に可能にした施肥の研究成果を紹
介する。また施肥管理が、栄養の安全保障問題（タンパク質、ミネラル、ビタミン、ファイトニ
ュートリエントを含むヒトの必須栄養素の摂取）の政策に、どのように関与できるかについても
必要に応じ議論する。

養分管理
作物の生産性と、ヒトの基本的な栄養価の要因（タンパク質、ミネラル、ビタミン、必須脂肪

酸）に対する施肥管理の効果は、すでに実証済みである（FAO, 1981; Marschner, 1995; Havlin 
et al., 2005; Stewart et al., 2005）。しかし、ファイトニュートリエントに対する無機栄養素の効
果についての情報は限られている。多くの無機栄養素は、ファイトニュートリエントの構造的な
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組成、あるいは合成・蓄積を含むプロセスに関与しているため、これらを含む施肥管理で作物の
生理活性を改善することは非常に魅力的である。

肥料がファイトニュートリエント構成に与える影響が、植物の成長と発育に影響するその他の
環境条件によって変動することは、種々のデータが示している。たとえば、レスターとクロスビ
ー（Lester and Crosby, 2002）は、緑肉ハニーデューマスクメロンのアスコルビン酸と葉酸含有
量は、砂壌土よりも埴壌土で栽培した方が高くなることを発見した。この観察結果は、異なった
土壌タイプの養分供給能力の相違が、おそらく原因となっている。これらの環境による変動の影
響についても次節で論じるが、これらも考慮に入れ、ファイトニュートリエント含有量の改善を
図る施肥戦略を策定すべきである。

窒素施肥
窒素は、植物の成長と発育に不可欠な核酸（DNAやRNA）、アミノ酸、タンパク質および酵

素の必須成分である。窒素施肥、葉の窒素濃度、葉の可溶性タンパク質、光合成および生産性が
密接に関係していることは、多くの作物で明らかになっている（FAO, 1981; Millard, 1988; 
Marschner, 1995; Havlin et al., 2005; Stewart et al., 2005）。適切な窒素供給は、葉面積の拡大と
光合成による炭酸同化作用を促すので、結果的にファイトニュートリエントの炭素骨格をつくる
もとになっている。

作物の品種や収穫部位によって異なるが、ファイトニュートリエントの組成と食品の栄養価は、
窒素施肥の影響を受ける。モザファー（Mozafar, 1993）は、窒素施肥が植物のビタミン含有量
に与える影響についての文献を詳細に調べ、窒素施肥でカロテンやビタミンB₁の濃度は増加し
たが、ビタミンＣ濃度は減少する傾向にあったと述べている。最近の研究でも、この傾向は確認
されている。たとえばバリックマンら（Barickman et al., 2009）は、クレソン（Nasturtium 
official  R. Br.）で、窒素供給量と抗酸化カロテノイド（β-カロテン、ルテイン、ゼアキサンチン、
ネオキサンチン）の濃度の間には正の相関があることを報告している。同様に、コプセルら

（Kopsell et al., 2007a）は、窒素施肥に反応したケールの葉組織において、カロテノイド濃度（ル
テイン、β-カロテン、クロロフィル色素の乾物当たりの重量）が直線的に増加していることを
発見した。ルテインとβ-カロテンは強力な抗酸化色素で、目の健康に重要な役割を果たしている。
これらはビタミンＡ、ＣおよびＥとともに、失明の主な原因のひとつである加齢黄斑変性症

（age-related macular degeneration; AMD）の発症リスクを抑え、また進行を遅くする効果があ
る（AREDS, 2007）。

肥料の窒素源や形態はまた、ファイトニュートリエント組成にも影響を与える（Chance et al., 
1999; Errebhi et al., 1990; Xu et al., 2001）。たとえばコプセルら（Kopsell et al., 2007a）は、肥
料溶液中の硝酸イオン（NO3

-）とアンモニウムイオン（NH4
+）の比率を高めると、ケールの葉
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のルテインとβ-カロテン質量濃度は、乾重量と生重量
のいずれでも大幅に増加することを発見した。同様にト
ーアら（Toor et al., 2006）は、トマトの果実において、
牧草クローバーでマルチして育てた場合のフェノールと
アスコルビン酸の濃度（29％）は、鶏ふんを施肥した場
合（17％）や、NH4

+とNO3
-を含む無機液肥を施用した

場合と比べて、圧倒的に高かったことを発見した。この
結果は、有機農業と慣行農業で栽培された作物の品質の
違いを示す根拠としてよく利用される（Rosen and 
Allan, 2007; Lester and Saftner, 2011）。したがって、フ
ァイトニュートリエントを高める施肥管理のデザインを
策定する際には、窒素の形態に対する作物種や品種の感
受性を考慮すべきである。

窒素施肥によってカロテノイドが増加する効果とは対照的に、もっとも広く消費されているカ
ンキツ類、ジャガイモ、カリフラワー、トマト、レタスなどの果物や野菜において、ビタミンC

（アスコルビン酸）の濃度が窒素施肥量と負の関係にあることが、多数の研究で報告されている
（Nagy, 1980; Lee and Kader, 2000; Lisiewska and Kmiecik, 1996; SØrensen, et al., 1995; Mozafar, 
1993; Abd El-Migeed et al., 2007）。窒素の過剰施肥はまた、グレープフルーツのナリンギン濃度
やルチノシド濃度（Patil and Alva, 1999; 2002）の低下、リンゴのアントシアニン濃度（Awad 
and jager, 2002）の低下、またバジルのポリフェノール化合物含有量と抗酸化活性（Nguyen 
and Niemeyer, 2008）の低下と関係している。

硝酸イオン（NO3
-）とアンモニウムイオン（NH4

+）は、作物が土壌から吸収する2つの主要な
窒素形態である。硝酸態窒素は非常に水に溶けやすく、特定の状況下では、溶脱して地下水を汚
染することがある（Havlin et al., 2005）。

収穫した農産物、特に新鮮な野菜中の高濃度の硝酸イオンは、健康問題と関わっており、硝酸
イオンに富む食品の摂取とメトヘモグロビン血症（またはブルーベイビー症候群）などの病気と
が、時折関連づけられている（Correia et al., 2010; Greer and Shannon, 2005）。これは食事で摂
取する硝酸イオンの約80％が野菜に起因することによる。ヨーロッパの集約農業で栽培された
34種の野菜（キャベツ、レタス、ホウレンソウ、パセリ、カブなどの色々な品種）を調査した
結果、コレイアら（Correia et al., 2010）は、硝酸イオンは54～2,440 mg NO3

-/kg、亜硝酸イオ
ンは1.1～57 mg NO2

-/kg の範囲であったことを報告している。しかし、これらの化合物は、1
日の許容摂取量（acceptable daily intake；ADI）を超えないため、野菜の消費は依然として人
間の健康に有益であると結論付けている。
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リン施肥
リンは、作物の成長、生産性、品質に必要な必須多量要素のひとつである。リン脂質、DNA、

RNAなどの構造的化合物の重要な成分として、多くの生化学反応の基質または触媒として関与
している（Marschner, 1995）。酸化的リン酸化（アデノシン三リン酸；ATPを合成する反応）は、
リンの十分な供給を必要とする。リンはまた、植物および動物のさまざまな代謝プロセスを制御
するタンパク質の可逆的リン酸化反応に必須な基質である（Marschner, 1995; Cohen, 2001）。そ
してリンは、特に風化が進んだ土壌で、収量を制限する多量要素になることがよく知られている

（Cramer, 200; Sanchez, 2010）。そのような土壌では、可溶性リンはほかの土壌成分によって吸
着され、土壌溶液から取り除かれてしまう。そのためリンは、市販肥料、植物と動物の堆肥、廃
棄物、リンを含む土壌母材などの外部資源から、供給を受けねばならない（Oberson et al., 2006; 
Havlin et al., 2005; Brady and Weil, 2001）。

食品中のファイトニュートリエント含有量に対する、リン施肥の役割についての研究はほとん
どない。入手可能なデータも時には矛盾していて一貫性がないものが多い。パリヤスら（Paliyath 
et al., 2002）は、リン肥料（過リン酸石灰、ハイドロホスⓇ、セニホスⓇ）の土壌への追肥や葉面
散布により、リンゴ（レッドデリシャス）表皮の赤色がより鮮やかになったと報告している。こ
れは、リン施肥が、アントシアニンやほかのフラボノイド類―リンゴ表皮の赤色化をするプロア
ントシアニジン類やフラボノール類―の濃度を増加させたことを示唆している。ブルーセマら

（Bruulsema et al., 2004）は、色が鮮やかになることは、ペントースリン酸経路の活性化が関与
していると考察している。なぜなら、果色に関するフラボノイド合成の前駆体（エリトロース
- 4 -リン酸）は、ペントースリン酸経路で作られるからである。

アントシアニンは、果物や野菜に特徴的な紫と赤の色素であるとともに、組織を酸化障害から
保護することも示されている（Kushad et al., 2003; Croteau et al., 2000; Close and Beadle, 2003; 
Chalker-Scott, 1999）。リン含有剤、すなわちエテフォン（2 ‒クロロエチルホスホン酸）の葉面
散布とリン、カルシウム、窒素を含有する肥料の施用で、リンゴ“ふじ”の表皮の赤色が強まり、
フラボノイド濃度も高まることが示されている（Li et al., 2002）。窒素、リン、カリウムの供給が、
セロリの成長と化学的性質に与える影響を調査したガーガルら（Gurgul et al., 1994）は、リン
施肥に反応して、主要な抗酸化酵素（ペルオキシダーゼ、カタラーゼ、酸性ホスファターゼ）の
活性が高まったことを報告している。対照的にアーンら（Ahn et al., 2005）は、リンの土壌施肥
や葉面散布では、トマトのスーパーオキシドジスムターゼ、グアヤコールペルオキシダーゼ、ア
スコルビン酸ペルオキシダーゼの濃度と活性に、一貫した変化が得られなかったと報告している。
リン施肥の機能的品質に対する効果は、栽培する場所、季節、作物の成熟期、気象条件、それ以
外の生育中の環境要因で変化すると考えられる（Oke et al., 2005; Ahn et al., 2005）。ブルーセマ
ら（Bruulsema et al., 2004）も、気象条件がリン施肥のフラボノイド反応を制御していることを
指摘しており、昼夜に寒暖の差があると、アントシアニンの合成が活性化することはよく知られ
ている（Close and Beadle, 2003）。
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一方、植物組織のアントシアニンの含有量が、リン欠乏により増加することも、数多く報告さ
れている（Jiang et al., 2007; Close and Beadle, 2003; Stewart et al., 2001）。葉が赤紫色に変色す
るのは、植物のリン欠乏の一般的な症状である。スチュワートら（Stewart et al., 2001）は、ト
マトのリン欠乏により、熟成後期（分解による赤色化）ではなく、熟成初期（緑熟期）にフラボ
ノール含有量の増加が誘発されることを発見した。彼らは、熟成初期にトマト表皮でフラボノー
ルが誘導されるのは、UV-B（紫外線B波）によって果実組織と種子がダメージを受けるのを防
ぐために重要だと考えている。リン欠乏時にアントシアニンが蓄積するのは、ジベレリン

（gibberelins；GA）活性が低下することや、エチレン、アブシジン酸（abscisic acid；ABA）な
どのGA拮抗化合物の濃度が増えることと関連している（Jiang et al., 2007; Saure, 1990）。リン
欠乏以外でも、昆虫の食害、温度、強光などの生物的・非生物的ストレスで、アントシアニンが
蓄積され、葉の紫色への変色が誘発される（Close and Beadle, 2003; Saure, 1990; Chalker-Scott, 
1999）。アントシアニンなどのフラボノイドは、その高い抗酸化力で植物の環境ストレス対応を
補助していると考えられている（Close and Beadle, 2003; Chalker-Scott, 1999）。フラボノイドを
食事で多く摂取することで、人間はより健康的になることができる（Pietta, 2000）。フラボノイ
ドの蓄積は、リン供給で間違いなく変化するため、果物や野菜の機能的品質は、リンの施肥管理
の改善により向上する。植物の収量と機能的品質は相反関係にあるが、そのメカニズムの解明と
相反の程度を特定するには、一層の研究が必要である。

作物の成長と収量に果たす役割に加えて、リン施肥はフィチン酸（あるいはフィチン酸塩）の
合成と蓄積に関与している（Marschner, 1995; Kumar et al., 2010）。

フィチン酸は、植物組織の主要なリン貯蔵化合物で、とりわけ繊維質が豊富な食品であるナッ
ツ、種子、穀物、ダイズ製品、オートミール、トウモロコシ、ピーナッツ、インゲンマメ、全粒
コムギ、ライムギなどの食品に含まれている（Kumar et al., 2010; Sotelo et al., 2010）。フィチン
酸とフィチン酸塩は、食事で摂取する（植物の）ミネラル成分である鉄、亜鉛、カルシウム、マ
グネシウムとの親和性が高いことから、栄養学上の主要な研究対象となっている。それらはタン
パク質、脂質、必須ビタミン、ミネラルの生物学的可給性を低下させる（Kumar et al., 2010; 
Sotelo et al., 2010）。未精製の穀物や豆類が主食である発展途上国によくあることだが、食事で
亜鉛、鉄、カルシウムの摂取が少ない場合には、フィチン酸とフィチン酸塩はより悪い影響をお
よぼす（Bouis and Welch, 2010）。生ジャガイモと調理済みジャガイモのフィチン酸の含有量を
比較すると、8品種の生ジャガイモで1.1g～2.6g/kg（乾重量）、フライドポテトで1.74g/kg、ポ
テトチップで0.95g/kg、乾燥ポテトフレークで2.05g/kgとなっていた（Phillppy et Al., 2004）。
アベベら（Abebe et al., 2007）によれば、エチオピア南部のシダマにおいて、代表的な主食のフ
ィチン酸、亜鉛、鉄、カルシウムの含有量を調査したところ、地元の油糧種子（ニジェール種子、
ヌグ（Guizotia abyssinica）、ゴマ（Sesamum indicum））がもっとも高いフィチン酸含有量（約
1,600 mg/100g）を示した。また、エンセーテ（Ensete ventricosum , 根菜類）、テフ（Eragrostis 
tef（Zucc.）, イネ科穀物）の発酵食品では、フィチン酸の含有量、フィチン酸：亜鉛イオンのモ
ル比、フィチン酸：鉄イオンのモル比は低く、無発酵コーンブレッド、 インゲン豆、ゴマ、ニジ
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ェール種子のモル比は高かったことを認めている。彼らは、エンセーテやテフといった主食に含
まれるフィチン酸は、コーンブレッド、マメ類、油糧種子などの高フィチン酸食品と一緒に摂取
しない限り、必須無機元素の可溶性を抑制しないと結論づけている。

一方、栄養吸収阻害物質としての位置付けとは反対に、食事からフィチン酸を摂取することで、
がん、心臓疾患、糖尿病、腎結石などの疾患を防ぐ、有益な健康効果があるという証拠が増えて
いる。フィチン酸はまた、フリーラジカル（活性酸素）の発生を防ぐ抗酸化物質として作用する
ため、酸化ストレスを減らすことで、心臓血管疾患、腎臓やほかの部位のがんなどの疾患を予防
できる（Graf and Eaton, 1990; Hanson et al., 2006; Kumar et al., 2010; Prieto et al., 2010）。フィ
チン酸に関しては、栄養失調と食料不足を軽減する施肥プログラムを施行する前に、主食用作物
と非食用作物の違い、リン施肥への反応、生産システム（慣行栽培vs有機栽培）の違い、潜在
的なアンチニュートリエント作用などの、さらなる研究が必要となる。

カリウム施肥
窒素、リンとともに、カリウムは植物の生育、収量、品質を制御する多数の生理学的プロセス

に関与する必須多量元素のひとつである（Marschner, 1995; Lester et al., 2005）。カリウムは、
植物体の主要な構造形成要素ではないものの、多くの生理学的プロセスで重要な調節機能を果た
している。ほかの章でもふれるが、カリウムが関与するプロセスには、酵素活性化、浸透圧調節、
気孔開閉、光合成、蒸散、篩部転流、果糖蓄積がある（Usherwood, 1985; Geraldson, 1985; 
Kafkafi et al., 2001; Pettigrew, 2008; Marschner, 1995; Mengel and Kirkby, 1987）。味、質感、外
観などの市場価値や消費者の嗜好は、カリウムの土壌中の可給態の量と高い正の関係にある

（Usherwood, 1985; Lester, 2006）。カリウム元素は、酵素活性、光合成、果物などの貯蔵シンク
器官への転流・同化を大きく促すことで、品質向上に寄与する（Jifon and Lester, 2009; 
Pettigrew, 2008; Lester et al., 2006; Marschner, 1995）。カリウムは、植物での役割と同様に、動
物の内部環境を維持する生理機能（ホメオスタシス、恒常性）にも重要な役割をもち、酵素活性
化、神経インパルス、心拍、筋活動などの重要なプロセスを正常に機能させる。カリウムの摂取
は、脳卒中、冠状動脈性心臓病などの心臓血管疾患の発生と負の関係にあると報告されている（He 
and MacGregor, 2008）。メロン（カンタロープとハニーデューメロン）、スイカ、カボチャ、ト
マト、ブロッコリー、オレンジジュース、ジャガイモ、バナナ、アボカド、モモ、ナシ、リンゴ、
ダイズ、アンズなどのほとんどの果物や野菜は、食事でカリウムを摂取できる優れた供給源であ
る（USDA, 2010; Lester, 1997）。食事から摂取するカリウムが不足している（推奨水準3～5g/
日に比して、現在は～2g/日）原因は、果物と野菜の消費が足りないためとされている（He and 
MacGregor, 2008; US institute of Medicine, 2005）。

果物や野菜の消費不足、それに起因するカリウムの摂取量不足は、劣悪な市場や消費者の嗜好
とも関係がある。消費者の嗜好は味、香り、質感などであるが、植物の生育中のカリウム利用率
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と直接関連している。カリウムは多くの種で、栄養成長期（根の成長や養分吸収に必要となる炭
水化物の利用率が極端に低下しない段階）に主に吸収される。生殖成長期に、生殖器官と栄養器
官が光合成産物を争奪することで、根の成長とカリウム吸収活性は抑えられる（Ho, 1988）。こ
の争奪で発生する明らかなカリウム不足は、発育中の種子や果実への光合成産物転流を抑制し、
その結果、収量と品質を低下させる可能性がある。

マスクメロン（Cucumis melo L.）、トマト（Solanum lycopersicum）、カンキツ類（Citrus 
spp.）、バナナ（Musa sapientum）は、（人間の）栄養学上の効用と、最近では機能的効果から、
広く消費される商業的にも重要な園芸果実である。これらは、カリウム施肥が収量と機能的品質
に良い影響を与えた素晴らしい例で、次項でその最重要点を簡単に述べる。

マスクメロン

マスクメロン（Cucumis melo L.；レティクラトゥス群、イノドルス群、ハニーデューメロン
群を含む）は、カリウム、アスコルビン酸、β-カロテン、葉酸などのファイトニュートリエン
トが豊富な供給源である。マスクメロンは、甘くて一年中入手できることから、アメリカ合衆国
においてこの30年間で消費が大幅に増えた（2倍以上）、数少ない果実類のひとつである（Lester, 
2006）。

消費量が多いほかの9種類の新鮮な果実類との比較では、マスクメロンは食事摂取基準（Dietary 
Reference Intake；DRI）のβ-カロテン（プロビタミンA）、アスコルビン酸、カリウム、葉酸（ビ
タミンB9）で、トップ5に入っている（Lester, 2006）。マスクメロンに含まれるファイトニュー
トリエントの高度な多様性は、健康的な生活をおくる上での優れた食事成分である。一方、環境
的な要因だけでなく、品種の違いによって、マスクメロンのファイトニュートリエント水準には
かなりのばらつきが生じる（Jifon and Lester, critical 2009; Lester and Grosby, 2002; Lester and 
Eischen, 1999）。マスクメロンのファイトニュートリエント含有量を調整する重要な環境要因の
ひとつは、カリウムの可溶性である（Lester, 2006）。しかし、前項でもふれたように、土壌由来
のカリウムは、果実が発達する時期に常に最適の
状態にはなく、これが、ファイトニュートリエン
トを含む果実の品質劣化が起こる原因のひとつに
なる。

環境がコントロールされた圃場の調査では、カ
リウムの土壌施肥に加えて葉面散布によってカリ
ウム不足が改善され、甘さ、質感、色、ビタミン
C、β-カロテン、葉酸などの品質特性が向上し
た（Jifon and Lester, 2009; Lester et al., 2005, 
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2006）。標準的なカリウム源（塩化カリウムと硝酸カリウム）よりも、硫黄入りのカリウム源［た
とえば、チオ硫酸カリウム（K₂S₂O₃）、硫酸カリウム（K₂SO₄）］や、アミノ酸‐カリウム・キ
レート剤（たとえばメタロセートⓇカリウム）の方が、品質は大きく改善した。カリウム施肥の
効果は、光合成能力の改善、葉から果実への同化物の転流、葉と果実の水分比の改善、酵素活性
の増加、生合成経路の基質有効化などが作用し合っている（Marschner, 1995）。カリウム塩の研
究をいくつか調査してみると、生育後期の硝酸カリウムの葉面散布が、果実の品質向上にまった
く効果がなかったという報告もある。おそらく、根の発達や果実収量・品質向上に作用せず、（主
に茎葉の）栄養成長だけに作用したためと思われる。高い光合成能力をもった群落形成のために
は、窒素がもっとも必要とされる栄養成長期に、硝酸カリウムを葉面散布することが、より有効
と思われる。しかし葉面散布は決して、土壌施肥に取って代わるものではない。土壌からのカリ
ウム吸収が抑えられている環境では、生育後期の最適なタイミングにカリウムの土壌施肥と葉面
散布を行うことで、果実類の機能的品質と市場価値を改善できる。生育後期のカリウム葉面散布
は、食品の機能性を改善するのに、生産者が実施しやすい施肥法である。

トマト

トマト（Solanum lycopersium）は、世界的に
重要な園芸果実作物のひとつで、リコペン、β-
カロテン、アスコルビン酸、フェノール類、フラ
ボノイド、ビタミンEなどのファイトニュートリ
エントの重要な供給源である（Clinton, 1998; 
Kaur et al., 2004; Dorais et al., 2008）。形、サイズ、
色、および成熟期の違いは、トマトのファイトニ
ュートリエントの含有量に影響を与える。たとえ
ば、小粒果実（チェリートマト）の品種は一般的に、より高いリコピン濃度と抗酸化能力をもつ

（Cox et al., 2003; Kaur et al., 2004; Wold et al., 2004; Passam et al., 2007）。

トマトは最適な収量と品質のために、大量のカリウムを必要とする。カリウムの欠乏は、生育
不全、すじ腐れ果、乱形果、空洞化、奇形、着色不良、収量低下、商品化率の悪化をもたらす

（Usherwood, 1995; IFA, 1992; Geraldson, 1985）。果実のリコペンやカロテノイドに対して、カ
リウム施肥のさまざまな効果が報告されている（Saito and Kano, 1970; Trudel and Ozbun, 1971; 
Dumas et al., 2003; Passam et al., 2007）。カリウムの灌水同時施肥法によるトマトの収量改善

（Hartz et al., 2005）も、カリウムの葉面散布によって、果実の可溶性固形物、滴定酸度、アス
コルビン酸含有量が改善する場合と同様の効果があることが報告されている。マスクメロンのカ
リウム施肥と同様に（Jifon and Lester, 2009）、カリウム施肥のタイミングや肥料の供給源など
の要因によって、果実品質に対するカリウム施肥の効果は、強化されることも抑制されることも
ある （Hartz et al., 2001）。たとえば、硝酸カリウムなどの窒素を含むカリウム源を、生長後期に
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葉面散布することで、栄養成長の促進、果実発達、成熟の遅れなど、望ましくない結果をもたら
す可能性がある（Neuweiler, 1997; Jifon and Lester, 2009）。したがってこれらの要因も、ファイ
トニュートリエントの改善を目的とする施肥プログラムでは、考慮する必要がある。

カンキツ類

カンキツ類の果実（オレンジ、グレープフルーツ、タンジェリンライム、レモンなど）は多く
の国で生産されている。アスコルビン酸、リコペン、β-カロテン、リモノイド、そしてナリン
ギン、ナリルチン、ヘスペリジンといったフラボノン配糖体などのファイトニュートリエントの
種類がもっとも豊富である（Somasundaram et al., 2009; Murthy et al., 2009; Park et al., 2009; 
Harris et al., 2007）。世界のカンキツ類の消費は、向上する品質、年間を通じての入手しやすさ、
値ごろ感に加えて、健康に良いことを消費者が認識し始めたこともあり、増え続けている。

カリウム施肥は、カンキツ系の果実品質向上に重要である（Koo, 1985）。収穫されるカンキツ
類は、ほかのどの栄養素よりもカリウムを多く吸収し、その量は1t当たり約2㎏と推測される。
カンキツ類ジュースのカリウム含有量が高いのは、それを反映している（IFA, 1992; Koo, 1985）。
カンキツ類のファイトニュートリエント、特にアスコルビン酸やほかの品質要素（果汁含有量、
可溶性固形物と酸の濃度、可溶性固形物／酸の比、果実サイズ、色、形、表皮の厚みなど）は、
カリウムの影響を受ける（Koo, 1985）。ピンクグレープフルーツは、追肥でカリウムを葉面散布
することで、リコペン、β-カロテン、ビタミンCの濃度が増加する（Patil and Alva, 2002）。し
かし葉面散布と異なり、土壌施肥ではカリウムの施肥量を増やすほど、果実の総アスコルビン酸
含有量が低下する。それは施肥方法と施肥時期が、カリウムの吸収と代謝に大きく影響するため
と考えられる（Patil and Alva, 2002）。カリウム施肥のプラス効果は多分に、酵素活性、炭水化
物同化、転流、糖代謝の改善と関連している（Marschner, 1995）。

バナナ

バナナ（Musa spp.、バショウ科）は、130カ国以上で栽培されている自然界でもっともよく
知られるカリウムの供給源で、もっとも利便性があり、栄養価が高い食品である。またビタミン
A、C、B6、およびミネラル類の良質で安価な供給源でもある（Robinson, 1996）。カリウムが、
心臓発作や脳卒中発作などの疾患の発症リスクを低下させることはよく知られているが、バナナ
の機能性化合物は、便秘、胸やけ、潰瘍を軽くすることに加え、血液中のヘモグロビンの産生を
促進し貧血を予防する （Robinson, 1996）。

バナナの生産性と品質は、カリウムによる栄養補給の影響を強く受ける。国際肥料協会（IFA, 
1992）によると、バナナは肥料のカリウムをもっとも多く蓄積する植物のひとつで、その吸収量は
キャベンディッシュ種の20㎏/tから、そのほかの品種の50㎏/tにわたる。フォン・ユクスキュル
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（Von Uexküll, 1985）は、50t/haの収量
をあげるバナナ農園では、カリウム約
1,625kg/haを必要とし、そのカリウムの
ほとんどは、果房の成長期に吸収される
と推測している。カリウムは、全可溶性
固形物、還元糖、非還元糖、全糖、アル
コルビン酸などのバナナ品質基準とは正
の関係にあるが、果実酸味とは負の関係
にあることが多くの研究で報告されてい
る（Al-Harthi and Al-Yahyai, 2009; 
Kumar and Kumar, 2008; Hongwei et 

al., 2004）。クマール（Kumar and Kumar, 2008）は、バナナの品質に影響を与えるカリウム肥
料源（塩化カリウムと硫酸カリウム）の比較試験をしたところ、両者ともカリウム供給によるプ
ラスの効果が確認されたが、塩化カリウムより硫酸カリウム施肥の方が、より効果があることを
確認している。同様の結果は、ジフォンとレスター（Jifon and Lester, 2009）のマスクメロンに
対する試験でも報告されている。

収量を最大化させる施肥方法は多くあるが、品質の向上には、品種選定や収穫時期などが大切
である。前項から議論している品質の向上には、緻密な施肥管理戦略がきわめて重要となる。カ
リウムに関しては多くの実証結果があるが、果実発育期と成熟期に葉面散布と土壌への追肥を行
うことで、野菜や果物の消費者の嗜好と機能的品質を改善することができる。しかし、食品の機
能的品質の向上を目的とした、カリウムの施肥管理戦略には、作物の養分吸収量、栽培時期、肥
料源、土壌特性に関する情報が不可欠である。これらの情報は、土壌の肥沃度を維持する一方で、
収量と品質の安定的維持に必要な養分施用量を決めるのにも役立つ。さらに特定地域での品種選
択にも、養分の吸収・収奪能力は参考になる。

ネギ属作物とアブラナ属作物への硫黄とセレンの施肥
タマネギ、ニンニク、リーキ、チャイブを含むネギ属の作物は、その独特の風味から、何世紀

も前より食用として栽培されてきた。最近では、ヒトの健康上の利点（抗血小板活性、抗発がん
性、抗血栓活性、抗喘息および抗生物質効果）が報告されている（Turner et al., 2009; Havey, 
1999）。ネギ属の機能性香味成分は、S-アルキルシステインスルホキシド（ACSOs）前駆体から
合成された有機硫黄化合物である（Yoo and Pike, 1998）。硫黄はACSOsの合成に直接関わって
おり、香味成分の主構成要素でもある。土壌中に可溶性硫黄が多いと、一般的に香味も強くなり、
ACSOsの 組 成 も 変 わ る（Randle et al., 2002; Randle et al., 1995; Coolong and Randle, 2003; 
Randle and Brussard, 1993; Bloem et al, 2005; McCallum et al., 2005）。またブロッコリー、芽キ
ャベツ、ケール、大根などのアブラナ属の作物は、健康上の利点を多くもつグルコラファニンな
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どの、硫黄含有ファイトニュートリエントの優れた供給源である（Cartea and Velasco, 2008; 
Johnson, 2002; Osmont et al., 2003）。硫黄施肥とこれらファイトニュートリエント濃度の間には、
正の関係が報告されている（Barickman et al., 2009; Kopsell et al., 2007b; Aires et al., 2007; 
Finley, 2007; Bloem et al., 2007）。

セレンはタンパク質合成に関与する不可欠な微量元素であり、抗酸化、抗炎症、抗がん作用も
あることがわかって以来、作物へのセレン施肥、最近では特にアブラナ属への施肥が大きな注目
を浴びている（Ip et al., 1992）。微量のセレンは細胞の機能にとって必要だが、セレンの最適量
範囲が狭いため、セレン欠乏や過剰による健康への害が報告されている（Jackson-Rosario and 
Self. 2010）。セレンはまた、硫黄と密接に関係しており、代謝経路で硫黄に代替することもある

（Young 1981; Mäkelä et al., 1993; Goldman et al., 1999; Arthur, 2003; Finley, 2007）。食品中のセ
レン濃度は、作物が育った土壌中の含有量と直接関係する（Arthur, 2003）。セレン施肥による
作物のセレン吸収の増加（Kopsell et al., 2009; Kopsell et al., 2007b; Finley, 2007; Toler et al., 
2007; Charron et al., 2001; Barak and Goldman, 1997）や、硫黄含有ファイトニュートリエント
の相対的な増加（Charron et al., 2001）が、多くの研究で実証されている。したがって、多くの国々
で、推奨水準まで摂取を増やす“セレン強化プログラム”が立ち上がっている（Lintschinger et 
al., 2000; Mäkelä et al., 1993）。
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結論と将来の展望
世界の食料安全保障における肥料の重要な役割については、疑う余地はない。作物生産に資す

る肥料は、食料生産の拡大をもたらすことで社会に十分貢献しているが、食料の健康への利点（機
能性食品）と肥料に関する知見はまだ不十分であり、将来への課題を残している。食料の安定供
給で飢餓をなくそうとする従前の政策では、作物の生産性の向上に大きな焦点が当てられてきた。
しかし食事と健康に結びつく、注目をひく証拠が明らかになってきたことから、多様なファイト
ニュートリエントを豊富に含む食料生産を促す、世界的な農産物政策へと転換する時期を迎えて
いる。この政策転換で、疾患の発生率と医療費の削減をもたらす食料生産が、世界的に可能にな
る。

果物と野菜のファイトニュートリエント濃度は施肥の影響を強く受ける。人間の健康に影響を
及ぼす食料の特性を改善するのに、施肥管理は、慣行的育種技術やバイオテクノロジーを補う持
続可能で廉価な方法である。しかし、肥料と作物中のファイトニュートリエントの相互作用に関
する知識には、まだ大きなギャップがある。たとえば、前述したリン施肥、フィチン酸蓄積、微
量要素の生物学的有効性を考えると、作物の成長や生物活性に必要な微量要素やファイトニュー
トリエント含有量を最適にする、新たなリン施肥のガイドラインが必要である。施肥管理戦略を
作成する際には、対象とするファイトニュートリエントの生合成と機能性の間には、かなりのト
レードオフがあることを考えておくべきである。ヒトの栄養ガイドラインでは、果物や野菜、穀
物をバランスよく幅広く食べることで、ヒトの必須栄養素とファイトニュートリエントを最適に
摂取でき、（それらの成分の）負の相互作用を最小限に抑えられることを強調している。有機食
品に対する需要が世界的に急速に広がっていることを考えると、慣行農法と有機農法とで栽培さ
れた作物の機能性に関する、肥料の相対的な効果検証も必要となる。大多数の非主食作物につい
て、カロリーとファイトニュートリエント含有量の特徴を調べる研究もまた、必要とされている。
さらに、生産者は収量のみならず、農作物の栄養的・健康的利便性についても注目する必要があ
る。それらの課題はあるものの、精密な施肥管理の実践による食料の健康価値の向上こそが、食
生活を通じた人間の健康、幸福、生産性を改善する効果的な方法である。
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要約
ヒトが必要とする25の必須元素のうち、17は植物の必須元素でもある。残りの8元素のうち、

3元素は一部の植物には必須もしくは有用で、残りの5元素は植物の体内で検出することができる。
植物の成長にとってミネラルをどの程度利用できるかは、それらの土壌含有量、形態、溶解性、
拮抗作用または毒性のある物質の存在などに影響されるだけでなく、土壌微生物の活動、植物の
同化能力、pH、湿度、温度などの環境要因によっても異なる。植物の病害虫は作物のミネラル
栄養を撹乱・妨害はありふれたことであり、作物生産の効率、食品の安全性や栄養的な品質を低
下させる。

施肥・植物栄養は、病害対策のためにまず考えるべき項目である。作付順、耕起作業、有機物に
よる土壌改良、土壌pHの調整、水管理などの農作業は、施肥成分の相互作用を通じて、植物の病
気にしばしば影響を及ぼす。施肥・栄養管理は、病気が食料や飼料の量、栄養的な品質、作物の安
全性に与える影響を最小限にするのに、重要である。適切な施肥・栄養状態により病気が軽減され
るだけでなく、多くの植物病原体に対する化学的・生物的・遺伝的な防除がより効果的に行える。

健康な植物は、限られた利用可能な資源から、必要とする養分を効率的かつバランス良く摂取
できる。これが結果として作物が高い栄養価値をもつこととなり、食料・飼料としての価値を高
める。

序論
植物は、動物とヒトにとってミネラルやその他の栄養素の主要な供給源である。ヒトが十分な

栄養を摂取できるかどうかは、直接的、もしくは動物を通して間接的に摂取する植物由来の栄養
分にかかっている。

健全な植物は人々の健康を増進する。すべての必須栄養素（炭水化物、脂肪、アミノ酸、ミネ
ラル、ビタミンなど）を必要とされる適切な割合と濃度で含む単一の植物はないので、さまざま
な食事が必要である。自給自足の社会では昔から穀物の栽培と家畜の飼育によって、大量に必要
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なエネルギー（炭水化物）、タンパク質、脂肪を得てきたが、一般的にそれらからは同時に必須
のミネラルとビタミンも得ることができた。

植物体内では、それぞれの栄養素が微妙なバランスを保った生理的相互作用の複雑なシステム
の一部として、特定の役割を担っている。ひとつの成分の欠乏や過剰は、ほかの成分の作用に大
きな影響を与え、時には植物の代謝ネットワーク全体から、第2、第3の反応を起こし、破滅的
な影響をもたらすこともある（Evans et al., 2000）。マンガンやマグネシウムの不足により光合
成が制限されると、エネルギーが必要な生理的機構の代謝効率が低下する。植物体内の糖の転流
に不可欠なカリウムとマグネシウムが欠乏すると、光合成組織に糖が蓄積され、本来必要とする
発育中の生殖器官への炭水化物とタンパク質供給がされにくくなる。

個々の養分の必要量は、それらが構造や代謝の構成要素になるか、または代謝経路の調整役に
なるかで異なる。窒素、リン、カリウム、硫黄、カルシウム、マグネシウムは多量に必要とされ
るが、ホウ素、コバルト、銅、塩素、鉄、マンガン、モリブデン、ニッケル、亜鉛は、ごく少量
しか必要ではない。ナトリウムは塩生植物に、ケイ素は多くのイネ科牧草やトクサに不可欠であ
る。植物の必須元素である炭素、水素、酸素は空気や水から供給されるが、そのほかの元素は、
土壌や水に溶けだしたさまざまな塩類やミネラルから供給される。最適な成長と生産性のために
必要な養分は、作物によって異なる（Marschner, 1995）。

ミネラルの吸収効率やその後の利用効率は、作物の種類、あるいは品種によっても大きな違い
があり、特定の環境への適応度には作物種もしくは品種の間で優劣がある。たとえば、可給性の
銅0.5ppmを含む土壌は、エンドウマメ、トウモロコシ、ライムギ、アブラナ科などの作物に適し
ているが、銅の吸収力が弱く土壌中の適量がこの3～4倍であるコムギ、オオムギ、アマの生育は
著しく困難である（Evans et al., 2000）。ある環境下において、植物が十分な養分を確保できるか
どうかは、根の張り方、根からの選択的分泌物、生理的な効率などが影響する。一般的に収穫量
が増えると、活発になる植物の生理活動を支えたり、作物が土壌から収奪する養分量を補うため
に、要求される可給性養分の量も増える。穀物やダイズの子実に含まれるタンパク質を目的とし
て栽培する場合と、ナタネ、ダイズ、ヒマワリの油を目的として栽培する場合では、施肥設計と
栄養状態が異なる。どのひとつでも栄養素が不足すると、生理過程においてその成分が関係する
複雑な相互作用が機能せず、収穫物の量・質は大きなダメージを被ることになる（Rengel, 1999）。

植物にとって養分欠乏は、生産効率と（食料としての）栄養品質に対する主要な制限因子とな
り、また病気の原因になる。植物の養分欠乏は、作物の各栄養分を質・量ともに低下させる。植
物の特定の養分が不足すると、ほかの養分も影響を受けるだろう。その結果、栽培の目的である
ビタミン、タンパク質、炭水化物、脂質やほかの主要な栄養素が十分に生産できなくなる。

主な食料・飼料の一次供給源として、植物は栄養素を十分な量、安全性、栄養品質をともなっ
て提供しなければならない。植物の養分欠乏を引き起こす要因は、食料・飼料の栄養的価値と栄
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養素の利用効率に影響してしまう。養分欠乏の主な原因は、不適切な施肥、可給態養分の欠如、
または植物の健康状態と栄養価値を維持するための養分吸収ができなくなる病気の発生などがあ
る。養分欠乏は、（植物体での）養分利用性向上、植物の養分吸収量の増加、生理学的利用効率
の向上および病害管理方法の改善により、解決することが可能である。植物に十分な栄養がある
ことで、作物の生産効率が改善し、栄養価が高く安全性の高い作物が増産できる。健康的な植物
は養分吸収の効率が良く、やせている土壌から効率的に必要な養分を摂取することができる。本
章では、食用作物の安全性と栄養価に影響を及ぼす病気に対して、植物の施肥管理が果たすべき
役割に焦点を当てる。

植物の養分欠乏の原因
植物の養分欠乏は、通常の機能を維持するための必須要素が、必要な時期に不足することで生

じる。原因としては、土壌中での養分量の不足、植物に養分が吸収されにくい状況（可溶性、養
分の形態）、根の役割を制限する非生物的土壌条件（pH、通気性、耕盤の存在）、また、養分欠
乏を誘発する土壌微生物の活動や、生理的機能を悪化させる病気の伝染などがある。栄養素欠乏
の直接的な影響は細胞レベルで生じるが、それは植物全体の成長および栄養学的な品質にも影響
するため、各養分のバランスを保つことは、特定の養分の存在と同じくらい重要である。生物的
要因と非生物的要因の両者が、養分の可給性と病気の重症度に影響を与える可能性がある。

植物の養分と病気に影響を与える非生物的要因

土壌の孔隙率、pH、水分、温度、耕起作業、土壌微生物活性によって土壌養分の可給性がほ
ぼ決定され、それは根の成長に影響し、植物をさまざまな病気にかかりやすくすることがある。
pH6～7.5の土壌は、ほとんどの作物に適正と考えられているが、多くの作物はこの㏗の範囲を
外れていてもよく成長し、作物によっては酸性土壌またはアルカリ性土壌に適応している場合も
ある。鉄、マンガン、銅、および亜鉛は、土壌pHが5以下では植物組織内で毒性濃度に達し、
pH7.5以上の場合は深刻な欠乏状態になる。強酸性土壌には石灰を施用することでアルミニウム、
銅、マンガンの過剰による障害を減らし、一方、アルカリ性土壌に湛水処理、または硫黄を施用
することで、ホウ素、銅、鉄、マンガン、亜鉛の可給性が高まり、対策前には植物が摂取できな
かったこれらの養分が利用可能になる。

干ばつは根の成長を阻害し、植物が吸収する養分を溶けにくくし、土壌中で移動しにくい養分
の取り込み効率を低下させる。窒素と炭水化物の代謝、およびほかの生理機能は、乾燥ストレス
によって損なわれるが、養分が十分ある場合にはその影響を受けにくくなる。硝酸還元酵素と亜
硝酸還元酵素は、特に水分ストレスおよび高温条件で障害を受けやすく、肥沃な環境においても
このような条件下では植物の組織中のタンパク質含量は低くなり、硝酸態窒素濃度は高い水準と
なる。反芻動物に硝酸濃度の高い粗飼料を給餌すると、その動物に健康被害をもたらす危険性が
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ある。マメ科植物の共生関係による窒素固定は乾燥ストレスによって減少するが、これはウレイ
ド合成に必要なマンガンとニッケルの可給量が減り、養分の可給性に関係する土壌生物の活性が
低下するからである。水分不足とは逆に水分過剰の場合は、根圏の酸素供給が少なくなるため、
能動的な栄養吸収が阻害される。

粗粒質（砂質）土壌と有機質を多く含む土壌は、植物に十分な養分の供給を維持する観点から
みると、特殊な状況を引き起こす。粗粒質土壌では、養分吸収が活発な根圏より下方へ養分が流
亡しやすく、その一方で有機質が多い土壌では、有機物が陽イオンとキレート結合するため、植
物が吸収しにくい状態になる。特に銅、マンガン、亜鉛はその影響を強く受ける。穀類は冷涼な
土壌条件では硝酸イオンとアンモニウムイオンの両方を吸収できるが、速やかに移動できる硝酸
イオンの方が植物に速効的に反応が現われ、主にアミノ酸（グルタミン、グルタミン酸など）と
して移動するアンモニウムイオンの場合は反応が緩やかになる。

耕起作業は根圏にある養分を混和し、土の硬盤を砕くことで通気性を改善し、ミネラルを可給
化し、根の成長を促進することにより植物が足りない養分を吸収しやすくする効果がある。不耕
起農法では、しばしば必要不可欠な養分の利用性が制限されている。これは養分の局所化（階層
化）、作物残渣による養分の固定化、根の成長が制限されること、および養分の可給性に影響す
る土壌微生物の活性の変化によるものと考えられる。養分の中には、濃度が高い場合、拮抗する
他の養分の取り込みを阻害するものがある。リンを多く含むきゅう肥を大量に繰り返し施用する
と、銅、マンガン、亜鉛が固定化され、可給性が低下する。また、細菌性または糸状菌性の病気
を防除するのに銅を長期間施用すると、その銅が土壌に毒性水準にまで蓄積することがある。

植物栄養と病気に影響を与える生物学的要因

土壌微生物は、生物的栄養サイクル（循環）の主役として、ミネラルの可給性を増減させ、ミ
ネラルの欠乏を誘発・軽減させるのに重要な役割を果たし、植物の抵抗性や病原体の活動に影響
を及ぼしている。作物の残渣や有機物に含まれているミネラルが土壌微生物による無機化にとも
ない放出されるが、窒素が少ない残渣が分解されるときには、微生物の増殖および活動のために
窒素などが優先的に利用されるので、それらが一時的に固定化されて植物への可給性が低下する
こともある。栄養循環のダイナミクス（動態）は、微生物、環境、植物の要因により変化する。
各因子の相互作用は変動するので、施肥時期はきわめて重要となる。窒素の生物的酸化（硝化作
用）は、その後の脱窒や流亡で、この必須成分を大量に損失させる可能性がある。生態系におけ
る極相では、植物が利用可能な窒素を保持するために硝化作用が停止した状態になっている

（Rice, 1984）。還元状態の鉄やマンガンが微生物によって酸化されると、植物に摂取されなくなる。
一方、硫黄は酸化物だけが吸収される。植物と土壌微生物のさまざまな共生的相互作用は、養分
吸収を大幅に増加させ、また病気を軽減する。養分の利用に影響を与える代表的な相互作用の例
としては、土壌微生物による大気中の窒素の固定による窒素の可給態化、菌根菌によるリンと亜
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鉛の吸収量の増加、植物根圏における鉄とマンガンの生物的還元、硫黄の生物的酸化などを挙げ
ることができる。

養分欠乏と植物病害の関係
一般的に、養分が欠乏すると感染性病害への感受性が高まる（Datnoff et al., 2007; Evans et 

al., 2000; Huber, 1991; Huber and Graham, 1999）。亜鉛、またはホウ素が欠乏すると細胞膜の透
過性が増し、養分［訳註：アミノ酸など］が根や葉から外へ滲出するため、さまざまな病原体が誘引さ
れ感染しやすくなる（Cakmak and Marschner, 1988）。このような養分に富んだ根圏環境では、
ピシューム属菌やフィトフトラ属菌などの土壌伝染性病原菌が誘発される。（Huber, 1978）。

たとえば、うどんこ病（Erysiphe graminis）のような葉の病気は銅欠乏の穀類で被害が大きい。
これは、作物の成熟が遅延し、感染可能な期間が長くなるためである。銅が欠乏している時、イ
ネ科植物は麦角病にかかりやすくなる。それは銅の欠乏によって花粉が不稔になるため、穎

えい

が開
いたままになり、柱頭がムギ類の麦角病菌（Claviceps purpurea）にさらされるからである。こ
の病気は、銅の施用によって症状を大きく軽減することができる（Evans et al., 2000）。亜鉛が
欠乏すると、植物が立枯病菌（Rhizoctonia solani）や外皮を侵す病原体に感染しやすくなる。病
気を抑制できるだけの（貯蔵）炭水化物が減少し、病害防御機構が必要とするエネルギーが不足
するためである。冬穀物にとって、（生育）初期の亜鉛欠乏はリゾクトニア属菌（株腐病；
Rhizoctonia cerealis）による冬期の枯死（winter kill）の素因となる。積雪下の長い低光合成期
間中の耐性発現に必要な貯蔵炭水化物が確保されないためである。冬期の枯死を回避するために
冬コムギの播種を早めることは、菌根菌の根への定着を促進し、亜鉛の吸収を促進し、植物の病
原菌に対する耐性を強くする（Bockus et al., 2010）。カリウム欠乏はAlternaria solani によって
引き起こされるジャガイモ夏疫病やトマト輪紋病の素因となる。マンガン欠乏は穀類植物の立枯
病（Gaeumannomyces graminis）、ジャガイモ
のそうか病（Streptomyces scabies）、多くの
植物の半身萎凋病（Verticillium dahliae）、水
稲のいもち病（Magnaporthe griseae）、その
他の多くの植物を衰弱させる病気の素因とな
る。これはマンガンによって制御される病原
菌防御物質が生成されないからである（Huber 
and Wilelm, 1988; Thompson and Huber, 
2007）。

窒素が欠乏すると、アミノ酸やタンパク質含量が低下するばかりでなく、植物の老化が早まり、
有毒なフザリウム属菌やほかの病原菌にも感染しやすくなる。茎腐れ（stalk rot）はトウモロコ
シのもっとも破壊的な病気の症状であり、これはしばしばストレス病または老化病と呼ばれてい
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る。養分が十分あり、活発に成長している植物であれば、赤かび病菌（Gibberella zeae）やほか
の茎腐れを引き起こす病原菌が、容易に感染しないからである。茎腐れは、穀粒の成長に必要な
窒素が、土壌や植物組織内に蓄積されている分だけでは足りない場合に特に深刻となる。穀粒を
成長させるのに必要な窒素量を満たすために、ほとんどの植物は、組織内にある光合成に関与す
る酵素（RubisCo、PEPカルボキシラーゼ）と糖タンパク質（構造タンパク質）を分解し、穀粒
に必要な窒素を優先的に供給する。この光合成能力の低下は、早期老化を誘発し、茎腐れの病原
菌が滲出するタンパク質分解酵素、ペクチン分解酵素、セルロース分解酵素によって細胞が崩壊
する（Huber et al., 1986）。本病害を抑制するには、登熟期間中に、窒素やほかの必須元素が十
分あることが重要である。

キレート能を有する農業用除草剤やその他の殺生物剤（硝化抑制剤、殺菌剤、植物成長調節剤
など）は、土壌や植物体内のいくつかの中量要素および微量要素（カルシウム、銅、鉄、マグネ
シウム、マンガン、ニッケル、亜鉛）を固定化し、それらの吸収、生理機能、あるいは生殖器官
への蓄積を妨げる。すると（薬剤の）対象または対象外の植物にさまざまに病害が発生しやすく
くなる。（Huber, 2010）。フェノキサプロップＰ -エチル（Puma®super）、チフェンスルフロン
メチル（Harmony®）、クロジナホッププロパルギル、およびピクロラム（Tordon®）は、銅を
キレートする除草剤の例だが、適用作物以外の作物の銅欠乏を誘導し、麦角病にかかりやすくす
る。植物の亜鉛欠乏を誘導するいくつかの除草剤は、株腐病菌（Rhizoctonia cerealis）による冬
期の枯死を生じやすくする。単一または少数の金属種としかキレート結合しないほとんどの農薬
とは対照的に、幅広く使用されているグリホサート除草剤（N-（phosphonomethyl）glycine）は、
一次、二次多量要素および微量要素すなわちカルシウム、コバルト、銅、鉄、カリウム、マグネ
シウム、マンガン、ニッケル、亜鉛などの広範囲の金属のキレート剤として、最初に特許を取得
した（Stauffer Chemical Co., 1964）。この幅広いキレート能力は、グリホサートを素晴らしい除
草剤と選択的抗菌剤にしたが（Gansonand Jensen, 1988）、多くの必須要素を固定化するため、
作物が病気にかかりやすくなったり、食料・飼料のミネラル含有量を45%も減らした（Eker et 
al., 2006; Huber, 2010; Johal and Huber,2009; Zobiole et al., 2010）。グリホサート耐性作物にグリ
ホサートを施用すると、食用作物の種子に含まれるアミノ酸含有量が低下し、多価不飽和脂肪酸
の変成が見られる（Zobiole et al., 2010）。グリホサートの影響による病害発生や無機元素欠乏症
は40事例以上報告されているが、栽培者と病理学者が症状とこの強い無機元素キレート剤との
因果関係を認識するようになったことで、それはさらに増えつつある（Johal and Huber, 2009）。
根の先端部（根端分裂組織）にグリホサートが蓄積すると、根の成長が鈍化し、土壌養分の利用
が抑制される（Huber, 2010）。根の成長および土壌養分の利用効率に対するグリホサートの影響
は、遺伝子組換え植物（グリホサート耐性植物）とその遺伝子組換え植物ではない親系統の植物
とで類似しているが、それは遺伝子組換え技術はグリホサート自体には影響を与えていないため
である。この組換技術はグリホサート自体を壊すのではなく、成熟した組織でグリホサートの影
響を受けずにEPSPS酵素を作る、別の遺伝子を導入しているだけだからである（Huber, 2010）［訳

註：EPSPS酵素がないと特定のアミノ酸をつくることができず、植物が枯れる。そこでモンサントは、グリホサートの影響を受けない
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CP4 EPSPS酵素をつくる遺伝子を別途発見し、その遺伝子を作物に組み込むことで、グリホサートに耐性をもつ遺伝子組換え作物を

開発している］。

伝染性病害は植物の養分欠乏を悪化させ、さらに食料や飼料としての栄養価値を劣化させる。
いろいろな病害が多発している場合は、養分の可給性の低下や、ミネラル欠乏の徴候である。

（Datnoff et al., 2009; Englehard, 1989; Evans and Huber, 2000; Huber, 1978, 1980, 1991; Graham 
and Webb, 1991; Huber and Graham, 1999; Marschner, 1995）。後述のように、適切な栄養状態
を保つことは、病気を減らす重要な手段のひとつである。

養分欠乏の原因としての病気
伝染性病害が発生すると、たいていミネラル栄養が阻害される。さまざまな毒性物質や感染症

による一次・二次的症状は、ミネラル欠乏による症状と似ており、非感染性（非生物的）症状と
明確に区別出来ないこともある（Huber, 1978）。矮化（すくみ）、クロロシス（退緑または黄白化）、
しおれ（萎凋）、斑紋（葉脈と関係なく葉に生じる退色症状）、ロゼット（叢生）、てんぐ巣、枝枯
れ（枯れ込み）、斑点、異常な成長、およびその他のミネラル欠乏によって引き起こされる症状は、
植物病原体によっても引き起こされる。病気と養分の関係は、次のことから考察できる。

a）病気の症状のミネラルによる改善； b）抵抗性植物と感受性植物の組織、または罹病した
組織と無病組織でのミネラル濃度の比較；c）ミネラル可給性に影響を与えることが知られてい
る条件と発病程度または発症程度との相関関係； d）上述各項目の組合せ（Huber, 1989; Huber 
and Haneklaus, 2007）。

病原体は、養分摂取（根腐れ）、転流（導管萎凋）、分配（こぶ、潰瘍、微生物による“シンク
現象”）、利用（壊死および毒素生産）などを損なう。感染部位周辺に養分が蓄積された場合や、
病原体が養分を直接利用した場合、または根圏や感染部位で、養分の吸収、利用性が化学的に変
化すると植物の栄養利用効率は悪化する（表１）。これらすべての病気による影響は、植物の可
食部の栄養価と品質を低下させる。

養分摂取と転流の減少

植物は土壌の各層全体に伸びた巨大な根系で養分を吸収する。壊死、機能不全、成長不良など
による養分吸収システムの崩壊は、植物全体の機能を損なう。土壌伝染性病原菌、ウイルス、線
虫は吸収組織の数を減らすうえに、根系機能に必要なカルシウム、マンガン、リン、その他の比
較的固定されやすく、利用には根の機能的な活動を必要とする養分の吸収を、劇的に減らしてし
まう。さび病、べと病、胴枯病などの葉を侵して光合成に影響をおよぼす病原体（細菌類、糸状
菌類、ウイルス類）は、根の成長やミネラル摂取に必要なエネルギーを不足させる。土壌中のミ
ネラルの可給性と吸収量を高めるために、健康な植物は、自ら合成したシデロフォア［訳注：ギリシ

ャ語で鉄運搬体］およびほかの化合物を根から滲出させ、土壌中のミネラルを可溶化する。根を腐敗



病気の種類 栄養に対する影響

土壌中での微生物の増殖* 固定（窒素、鉄、マンガン、硫黄）、毒性（マンガン）

根腐れ、土壌昆虫、線虫 固定化、吸収、分配、収奪

軟腐症状 、腐敗 分配、シンク現象、枯渇、収奪

導管萎凋、斑点、胴枯れ 転流、分配、代謝効率

ウイルス、スピロプラズマ 分配、シンク現象、代謝効率

こぶ、てんぐ巣病、異常増殖 分配、シンク現象、利用、効率

果実腐敗・貯蔵時の腐敗 シンク現象、利用、分配、低貯蔵

毒素産生病原菌 機能、分配、吸収、安全性

表 1　植物栄養に対する病気の影響

*微生物活動による養分欠乏、または毒性の病気として扱う 
（Huber, 1978; Datnoff, et al., 2007; Evans et al., 2000; Huber and Graham, 1999）
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させる病原菌は、養分を取り込む根圏を極端に制限するだけでなく、これらの根からの滲出物の
合成を阻害する。

糸状菌類、細菌類、ウイルス類の病原体によって作られるガム状物、ゲル状物、細胞粘液、お
よびその他の導管をふさぐ物質は転流をさえぎり、そこから離れた組織でミネラルと水分が欠乏
する。大量に必要な窒素、リン、カリウムが欠乏すると、非常に明瞭な症状がでる。吸収された
ミネラルは、閉塞部より下には蓄積されるが、すべての植物細胞に転流されない限りほとんど役
に立たない。病理学的に変更されたショ糖、アミノ酸およびミネラルの感染細胞への転流・蓄積
により、本来これらの養分を受け取るはずの細胞で養分欠乏が生じ、植物全体での栄養素の量は
さほど変わらなくても、植物全体の生理機能に影響を及ぼす。導管閉塞は、栄養バランスの悪化
や部分的な水分不足によって、生理的機能に直接、または間接的に影響する。

養分利用の悪化

植物に感染する病原体は、養分の固定、細胞膜透過性の変化、または養分利用の拮抗により、
養分の利用を妨げる。病原体が生産する毒素（ペリクラリン、ヴィクトリン、コリネバクテリウ
ム毒素）は細胞膜の透過性を変化させ、感染部位において病原体が養分を利用しやすくする。こ
れらの毒素は強いキレート能をもち、マンガンなどの微量要素を植物は利用できなくするが、そ
の微量要素を感染部位に移動させ、病原体が利用できるように蓄積する（Cheng, 2005）。損傷ま
たは壊死した組織に隣接する細胞は、光合成に不可欠なマンガンが枯渇し、感染組織の周辺に退
緑したハロー（白化した輪）をつくる。植物と病原体との相互作用は、細胞壁を不透過性とする
場合があるが、一方で絶対寄生菌（さび病、べと病）やコブをつくる病原菌（根頭がん腫病、帯
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化など）による感染では、細胞壁の透過性が上がることが観察されている（Huber, 1978）。自律
増殖するがん腫によって解除された7つの生合成系のうち6つは、特定のミネラルイオンにより
活性化される。がん腫組織はオーキシンを多く含み、自律増殖にかかわる代謝系を活性化する微
量要素も高濃度で含む。 亜鉛を添加するとオーキシンは急激に増加し、銅とマンガンが欠乏し
ている植物では、酸化酵素の活性が落ちるため、オーキシンが大量に蓄積する。

細胞の透過性の変更で感染部位の周辺に養分が蓄積し、すなわち「シンク効果」（通常の植物
では成長期間に何度か行われる。養分を固定し、養分の再利用を妨げる）を生じて、リンゴ黒星
病（Venturia inaequalis）、コムギ眼紋病（Pseudocercosporella herpotrichoides）、ジャガイモ
黒あざ病とワタ腰折病、カンキツ類のかいよう病（Xanthomonas citri）などで普通に見られる
局部病斑にともなうネクロシス（壊死）、カンキツの葉に斑紋（斑入り）クロロシス症状を起こ
す病原細菌（Xylella fastidiosa）による落葉、すなわち転流の低下は、養分を部分的に蓄積し、
新たな成長や他の部位での再利用を妨げる。絶対寄生菌は透過性と代謝活性を上げ、非常に強力
なシンク効果を起こし、ミネラルや植物の代謝物を感染部位に動かす（Horsfall and Cowling, 
1978）。物質が感染部位に連続的に流れるように、病原体の代謝によって濃度勾配と高い浸透圧
が維持され、それにより必須の養分が植物の他の部位から奪われる。窒素、リン、硫黄、および
ほかの栄養素と植物代謝物は、ウイルス、さび病、べと病、ジャガイモ疫病（Phytophthora 
infestans）に感染した植物組織に蓄積される（Huber, 1978; Horsfall and Cowling, 1978）。

局所的にミネラル欠乏をおこす能力は、ある種の病原体の病原性因子と考えられる。穀類の立
枯病菌（Gaeumannomyces graminis）、ジャガイモそうか病菌（Streptomyces scabies）、イネ
いもち病菌（Magnaporthe grisea）では、植物が利用できる還元状態のマンガンを、植物が利
用できない酸化物に変換できる菌株だけが病原性をもつ。感染部位の植物組織中のマンガンを固
定化することで、これらの病原体は、シキミ酸経路を介して制御されている植物の防御機構を機
能できなくする（Cheng, 2005; Huber and Thompson, 2007; Thompson and Huber, 2007）。感染
部位近傍に蓄積された養分や、細菌、糸状菌、線虫がつくる過形成組織（異常に増殖した細胞）
内に蓄積された養分も、植物は利用できない。ネクロシス（壊死）または環状剥皮によって根の
成長が抑えられると、根が吸収できる養分は明らかに減り、症状がより深刻になったり、また他
の病気に感染しやすくなる。導管システムの機能不全や、細胞膜の透過性の変化は、全身または
局所の養分欠乏を引き起こす。このような感染症の影響はすべて、食品や飼料製品のミネラル含
有量、栄養価、安全性を低下させる。

食品の安全性に与える病原体の影響
一部の植物病原体は、収量と栄養価に直接損害を与えるだけでなく、食品の安全性をおびやか

すさまざまな種類の毒素をつくる。これらの毒素は、胃腸障害、腸管壊死、出血、嘔吐、がん、
腎臓の障害、肝臓の障害、肝臓の変化、飼料効率の悪化、免疫抑制、不妊、そして動物およびヒト
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の死を引き起こす原因になることがある。毒素は植物成長期、収穫時、輸送時、貯蔵時、加工時
に産生され、生鮮もしくは加工された食品と飼料の両者に混入する可能性がある（CAST, 1989）。
微生物の毒素産生に影響を与える因子には、作物基質、水分、温度、pH、干ばつ、病気、養分
ストレス、その他病害虫による損傷などがあり、そして通常使用されている農薬もこのリストに
入る。影響を受ける主要作物にはオオムギ、トウモロコシ、ワタ、ピーナッツ、コムギ、ナッツがあ
る。毒素を産生する主要な糸状菌類には、コウジカビ（Aspergillus）、アクレモニウム（Acremonium）、
麦角菌（バッカクキン、Claviceps）、フザリウム（Fusarium）、青カビ（Penicillium）などがある。

病原体が産生する毒素に起因するリスク

マイコトキシンに汚染された飼料を動物が食べると、乳製品、卵、肉が汚染される。マイコト
キシンは自然に生成する化合物なので、ピーナッツ、ワタ、トウモロコシ、コムギ、ナッツなど
の作物で、ある程度の量のマイコトキシンは避けられない。マイコトキシンへの曝露は、汚染さ
れた飼料や食品の摂取によるケースがよくあるが、経皮または吸入による曝露も多い（CAST, 
1989）。Fusarium graminearum  （Gibberella zeae：赤かび病）によって産生されるエストロゲン
様のゼオラレノン［訳註：肥育ホルモン、女性ホルモン］や、穀物の赤かび病、根腐れ、根頭腐敗、茎腐れ、
穂腐れの原因となるフザリウム属菌が産生する別の毒素に豚舎・牛舎の敷料とする麦わらが汚染
されると、牛や豚に吸収・摂取されて不妊となることがある（Rottinghaus et al., 2009）。

毒素をつくる可能性がある糸状菌が作物にいたとしても、マイコトキシンがあるとはいえず、
収穫物に糸状菌がいないからといって毒素が存在しないとは言い切れない。穀物の根や根頭の組
織でフザリウムが産生したデオキシニバレノールとゼアラレノンは、穀粒やその他の部位に転流、
蓄積される（Rottinghaus et al., 2009）。麦角病菌などに起因する数種類のマイコトキシンは、も
っぱら圃場のみで産生されるが、ほかのマイコトキシンの多くは貯蔵時やその後の加工時でも産
生される（CAST, 1989）。

マイコトキシン産生に影響を与える要因

植物の成長期間中の糸状菌感染に好適な条件はすべて、マイコトキシン産生にも好適である。
非生物的ストレス（化学物質、水分、温度）、栄養欠乏による活力の低下、雑草との競合、およ
び害虫等による損傷は、毒素産生に特に好都合である。ひどく倒伏した穀物は、また、密植され
た穀物も同様に、感染しやすい環境のため、病原性糸状細菌に侵されやすい。収穫後の貯蔵期間
中または加工処理中の高温と高い湿度は、毒素産生を加速する（CAST, 1989）。多くの害虫は病
原菌の媒介者（ベクター）として働くこと、または（植物の）自然防御障壁を破って侵入路を開
くことで、植物を感染症に罹りやすくする。

アフラトキシン－穀物、ピーナッツ、およびワタのアスペルギルス属菌感染と、それによる強
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い発がん性を持つアフラトキシンの産生は虫害や環境ストレスと関連している。干ばつ、高温お
よびそのほかの環境ストレスは、感染に対する植物の抵抗性を弱め、感染しやすい環境をつくる。
種子を荒らす害虫の防除は、結実組織の病原菌感染と毒素産生を予防する。

フザリウム毒素－さまざまなフザリウム属菌によるトリコテセン、ゼアラレノン、およびその
他の毒素産生は、養分欠乏、環境ストレス、および虫害により促進される。根と茎を食害する害
虫を防除し、適切に養分を供給して植物を無傷な状態に保つことにより、病害虫を減らし、作物
の栄養品質・収量の両方を改善することができる。空気の循環を良くする疎植や広い畝、養分の
十分な供給なども、病気の感染や発症を抑えてくれる。

麦角病－麦角病（Claviceps 属菌）は、ヒトが認識した最も古いマイコトキシン中毒症である。
麦角病の毒素は、子実成長期に真菌がマイコトキシンを含む菌核を形成することで、産生される。
感染は、風に飛ばされたClaviceps 属の胞子によって他家受粉する穀物種で起こり、自家受粉す
る穀物では、外部からの花粉を受粉するために穎が開かれた時に感染することで雑種種子の生産
を制約している。遅い降霜で葯が死滅した場合、もしくは土壌中の銅濃度が低い場合、または銅
とキレート結合する除草剤が引き起こす銅欠乏症が発生した場合に、麦角病の重度の感染と菌核
による汚染が生じる。植物の生理的な銅の要求を満たす適切な銅施肥は、麦角病防除の重要な手
段である（Evans et al., 2000）。

農薬－農薬は病害虫の被害を減らす明らかな利点があるが、農薬のなかには作物の栄養価を低
下させるものや、植物を病原体や毒素産生生物に感染しやすくするものもある（Johal and 
Huber, 2009）。赤かび病（FHB）の原因となるフザリウム属菌は、穀物の根腐れや根頭腐敗を引
き起こし、世界のどこでも見られる病原菌だが、FHBは温暖な地域のコムギとオオムギでのみ
深刻な病気とされている。強力な微量元素キレート剤である「グリホサート除草剤（N-

（phosphonomethyl）glycine）」の広範な利用により、FHBとその病原菌により合成されたマイコ
トキシンが非常に増えた。現在、世界の穀物生産地域の大部分でグリホサートの広範な利用によ
りFHBは大流行している。カナダの研究は、コムギやオオムギの作付け前にグリホサートを3
年間に1回以上施用することが、コムギのFHB多発ともっとも強く関連する栽培上の要因である
ことを示した。すなわち全体では75％、グリホサートを多用する最少耕起栽培では122％、FHB
が増加した（Fernandez et al., 2005, 2007, 2009）。もっとも激しくFHBが発生したのは、同じ理
由で、ローテーションの中でグリホサート耐性作物が、コムギやオオムギの前作だった場合であ
る。グリホサートから影響をうけた植物生理（炭素、窒素の代謝）は、FHBに対するコムギとオ
オムギの感受性を増加させ、作物の出穂期から成熟期にかけて毒素の合成を増やす結果となる。

グリホサートの施用によってFHBが流行すると、穀物に含まれるトリコテセン類の“ボミト
キシン（デオキシニバレノールとニバレノール）”とエストロゲン類の“マイコトキシン（ゼア
ラレノン）”が劇的に増える。マイコトキシンが穀物中に高い濃度で存在していたとしても、必
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ずしも穀粒にフザリウムが感染しているとはいえない。よく見落とされるが、グリホサートによ
ってフザリウムによる根腐れ・根頭腐敗が増え、根や根頭において合成されたマイコトキシンが、
茎、モミガラ、穀粒に転流する。豚舎の敷料、または牛の粗飼料としてのワラやモミガラを使う
場合では、家畜の不妊や中毒を起こすレベルのマイコトキシンが含まれる可能性が警告されてい
る（Sweets and McKendry, 2009）。

健康と安全に関するその他の事項

農薬（除草剤、殺虫剤、殺菌剤など）は、病害虫の発生が農業に与える経済的影響を低減させ
るのに必要とされてきた。これらの製品には、養分の競合、作物へのダメージ、毒素の生成など
を減らす大きな利点があるが、飼料や食品になる農産物に農薬が蓄積すると、その毒性が健康リ
スクを引き起こすことがある。微量元素とキレート結合する、比較的濃度が高く、食物連鎖に直
結した食料と加工食品に蓄積する可能性があるグリホサート除草剤が制限なく使用されることに、
近年、懸念がもたれている（Watts, 2009）［訳註：残留基準や標準施用量があり、グリホサートの過剰な使用は規制

されている。ここでいう“制限なく”とは、グリホサートの微量要素キレート能による微量要素不足の影響が、十分考慮されていないと

いう意味］。グリホサート耐性作物が作付けされ、食料・飼料作物にしばしばグリホサート除草剤
が直接散布されることで、食品と飼料に含まれるグリホサートの濃度は大幅に増加している

（Antoniou, et al., 2010; Watts, 2009）。飼料、食料および水中のマイコトキシンと残留濃度の増
加に加えて、グリホサートは農作物に含まれる必須微量要素（コバルト、銅、鉄、マンガン、ニ
ッケル、亜鉛）の量を減少させている。最近の研究では、グリホサート耐性穀物を給餌したニワ
トリの鶏糞には、除草剤のラベルに表示される標準使用量の1/10のグリホサート剤が残留して
いたことが報告されている（Dr. M. McNeil, 私信）。

相互作用する養分と病気の因子群
感染性の植物の病気は、「植物」「病原体」「環境」という各因子が相互作用して時間の経過と

ともに起きる現象である（図１）。この3つの主要因子の相互作用が認識され、病気を発症しに
くくする方法が理解されると、もっとも効果的に病気を防除できる。「植物」「病原体」「環境」
間のすべての相互作用は養分に影響され、すべての必須ミネラルは、病気の発生とその程度に影
響することが報告されている（Datnoff et al., 2007; Englehard, 1989; Huber, 1980, 1991; Huber 
and Graham, 1999; Huber and Haneklaus, 2007）。「環境」の構成因子である養分は、「植物」の
抵抗性と「病原体」の毒性に影響を与える一方で、3つの主要因子もそれぞれ、養分の可給性に
影響する。前述のように、植物の栄養（状態）は多くの病原菌による養分の吸収、転流、分配、
あるいは養分の利用に対する影響により劇的に変化するが、養分欠乏または過剰を引き起こす最
初のきっかけが、相互作用する生物的因子と非生物的因子のどちらによるものかを明確に区別す
ることは、容易ではない。



図1　病気と栄養品質に影響する植物、環境、病原菌の相互作用
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植物の養分欠乏の特定

すべての養分は特定の代謝機能をもつので、植物の栄養状態の悪化が代謝経路の機能不全によ
り現れる症状として示されることがある。養分不足の徴候は、養分欠乏の程度や、病気の発症程
度によって、軽微（“隠れた飢餓”）な場合も、顕著な場合もある。しかし多くの場合、目にみえ
る症状が現れてくるのは、代謝不全が始まってからずっと後になる。ミネラル欠乏症（や中毒症）
の詳細な説明とカラー写真が公開され、有効に利用されている（Bennett, 1993; Grundon, 1987; 
Plank, 1988）。収穫量や品質としての生産性の低下は、天候、栽培管理、感染性病害、土壌環境
などの複合的な要因によることが多く、問題の解決には、多面的な対応が必要である。いくつも
の養分欠乏がかかわる症状は、すべての養分が十分に供給されない限り、緩和されないだろう。
土壌や植物組織の分析は、養分欠乏の予防や改善のための基礎資料となる。栄養状況の改善（施
肥）や、養分の可給性に影響を与える土壌改良は、植物に十分な養分を与える重要な技術である。
多くの場合、養分欠乏の根本的な原因は根にあるといってよく、根のシステムが完全に機能し、
養分を健康的に利用できる力があれば、植物は必要な栄養バランスをとることができる。

土壌中の養分が不足すると、通常、植物体内での養分含有量も減少する。土壌と植物組織の分
析は、養分の可給性と植物の栄養状態の一般的な指標となる。植物体内のミネラルの化学分析に
より、栄養状態を定量的に評価することができ、症状がでない程度の緩やかな欠乏または過剰も
明らかになる。土壌や水の養分の可給性、もしくは植物体内の栄養充足の状態を確定する、多く
の栄養分析法が開発されている（Page et al., 1982; Mills and Jones, 1996）。（土壌・栄養診断に
関しては）標準化された分析法により大部分の民間機関で分析結果は一貫しているが、データの
解釈や推奨方法は地域により大きく異なる。これは、環境条件そのものの違い、現地での慣行法、
製品販売上の理由によるものと考えられる。多くの作物において必須元素の必要量（限界レベル）
が明らかにされているので、これらの技術は植物の最適栄養条件を達成するために役立つ
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（Graham, 1983; Mills and Jones, 1996; Plank, 1988）。このような診断方法はサンプリング時点で
の植物の栄養状態を表すが、必ずしも収穫までの栄養状態が予測できるとは言えない。たとえば
トウモロコシでは、雄花の出穂期に雌穂の窒素を分析すれば、窒素の充足度が判定できる。これ
は、該当品種が雄花の出穂期までに全窒素吸収量の90～95％を吸収し、子実形成期には植物体
内の窒素を再利用するからである。しかし、雄花の出穂以降に40～45％の窒素を吸収する高収
量の品種、あるいは生体内の窒素を子実にほとんど転流させない品種（“stay green” hybrids）
では、雌穂の分析値は過小評価となる（Tsai et al., 1983）。また、組織分析では、微生物の干渉
で変動する養分の可給性と吸収については、ほとんどわからない。

植物の病気を防ぐための栄養管理
14個の必須元素それぞれと、いくつかの機能性元素は、発病程度に影響を与えることが知ら

れている。病気を抑制する観点から、養分の可給性を管理する手法としては、
•抵抗性を高めるための肥料養分の直接施用
•養分の可給性に影響を与える、非生物的および生物的環境を改善する耕作方法
•養分吸収や、非生物的あるいは生物的環境との相互作用にかかわる植物遺伝子の改良

 などがある。
バランスがとれた栄養管理は、他の栽培方法との統合により、さまざまな耕種的病害防除を可

能にし、効果的な病気の抑制が期待できる。

養分間の相互作用を利用して病気を抑制するための戦略

養分管理によって病気を抑制する6つの主な戦略は次の通りである。1）遺伝的病害抵抗性と
栄養吸収効率が最も高い品種の選定［訳註：ケイ素などは品種により吸収力が異なる］；2）植物が必要とする
全養分を充足するバランスのとれた施肥；3）病気を助長しない養分形態での施用；4）病気が誘
引されにくい時期の養分施用；5）病気を助長するのではなく、病気を抑制する養分供給源の使用；
6）農業生産体系における養分の可給性および機能性に影響をおよぼす、そのほかの栽培方法を
含めた総合的な養分管理（Datnoff et al., 2007; Graham and Webb, 1991; Huber and Graham,1999; 
Huber and Haneklaus, 2007）。一般的には、欠乏状態だった養分が充たされた時に、病気の抑制
反応は最大になるが、過度の施用はいくつかの病気への感受性を高める傾向がある。

環境に適応した栄養効率の高い品種の選定　何らかの病気のため利益が出なかった地域でも、
病気への遺伝的抵抗性を利用することで、さまざまな作物の生産が可能になった。しかし遺伝的
抵抗性の完全な発現には、養分の充足が第一に必要である。カリウムが欠乏すると、コムギとア
マのさび病、トウモロコシの萎凋細菌病に対する抵抗性は失われるであろう（Huber and Arny, 
1985）。一般的には、病気に対して感受性が高い品種よりも、抵抗性または耐性のある品種の方が、
栄養処理に強く反応する。ライムギは、抵抗性を保つのに必要なマンガンとそのほかの微量要素
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を効率よく吸収し、シキミ酸経路を使って立枯病への強い抵抗性を獲得している。ライムギとは
対照的にコムギは、微量要素の吸収効率が悪く、立枯病への感受性が高い。ライムギの養分吸収
能力をもつコムギとライムギの種間雑種系統、ライコムギ（triticale）は、親種のライムギと同
じく立枯病への抵抗性がある。だがその養分吸収に関する遺伝特性をもたない系統は、コムギと
同じく立枯病に感受性である（Huber and McCay-Bius, 1993）。灰色斑点症（マンガン欠乏）に
抵抗性のあるエンバク（オート麦）は、マンガンを酸化する根圏生物の活動を阻害する根からの
滲出液によって土壌中のマンガンの可給性を高める。また灰色斑点症に感受性の品種と比べ、立
枯病に抵抗性がある（表3）。マンガンの可給性を高めるこの土壌生物学的変化は、後作である
コムギを立枯病から守るが、コムギの前作としてライムギを植えても同じ効果は期待できない

（Huber and McCay-Bius, 1993）。

養分の充足　不足した養分が充足される時、養分供給効果はもっとも強く現れる。植物の生育
ステージ、土壌における養分の可給性、施肥時期、微生物の活性度、および植物の健康状態によ
って、必要な養分の種類とその吸収量は異なる。窒素が充たされると、コムギ立枯病、小麦斑葉
病（病原菌Pyrenophora trtici-repentis）とトウモロコシの茎腐れなどの症状は軽減される（Bockus 
and Davis, 1993; Bockus et al., 2010; Huber et al., 1986, 1987）。アルタナリアによるジャガイモ
黒斑病とトマト葉紋病についても、カリウムが生理的に十分な状態に近づくと、同様の効果がみ
られる（Prabhu et al., 2007）。植物生理的な必要量以上の養分を与えたときに病気が減る場合は、
栽培環境の変化やほかの養分との相互作用によることが多い。養分の不均衡は欠乏と同じく、植
物の成長や病害抵抗性にとって有害となる。窒素が過剰の場合、ほかの養分は充足されていない
ことになるので、茎腐れが増える（Huber et al., 1986）。窒素とリンが十分にあれば、カリウム
にはコムギ立枯病を減らす効果があり、不足する場合は逆に、カリウムの施用でコムギ立枯病を
増やすことになる（Huber and Thompson, 2007）。ワタのフザリウム立枯病、アブラナ科の根こ
ぶ病、ジャガイモの疫病については、マグネシウム、窒素に対するカリウムの比率の方が、いず
れかの養分の量自体より強い相関関係にある（Engelhard, 1989）。いくつかの養分の過剰は植物
に有毒で、病気にかかりやすくするが、同じ養分を植物の要求に見合う量だけ施用すれば、病気
を抑制できる。マンガンの毒性や可溶性を減らすために石灰を施用すると、こぶ病の抑制に効果
がある。

病気を助長しない肥料形態の使用　いくつかの養分は、その形態によって病気に異なる影響を
与える。養分の形態によって、吸収量、かかわる防御機能の生理学的経路、病原体の活性度など
が異なるためである。窒素、鉄、マンガン、硫黄などの元素は、土壌微生物によって土壌中で容
易に酸化または還元され、植物への可給性が変化する。窒素成分の陽イオン（NH4

+）と陰イオ
ン（NO3

-）は、両方とも植物によって同化されるが、異なった代謝経路を通るため、病気に対し
て正反対の影響を及ぼす（表2）。施用する窒素の形態を選び、環境を操作することで、実際に
病気が制御できる。硝酸イオンと石灰の施用は、フザリウムによるメロンつる割病、トマト萎凋
病などを実質的に制御できることが証明されており、一方アンモニウムイオンは穀物の立枯病、
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バーティシリウム属菌によるジャガイモ半身萎凋病、ジャガイモそうか病、イネいもち病の症状
を軽減させる。アンモニウムイオン施用によって軽減される病気は、硝化作用を遅延・阻害する
条件やマンガンの可給性が高まる環境でも軽減される（表3）。対照的に果物・野菜のフザリウ
ム萎凋病、アブラナ科植物の根こぶ病 、リゾクトニアの潰瘍病は、硝酸イオンの施用で軽減さ
れる。カルシウムの添加、硝化作用が促進される環境条件でも、同じ病気が軽減される。 

病気が感染しにくい時期での施肥　経済的・環境的に有効な手法で効率的な作物生産を行うた
め、ミネラル類が施用されている。病原体を活性化させることなく、養分欠乏で取り返しがつか
なくなる期間を最小限におさえる施肥時期が重要である。（非流亡条件下での）冬コムギの栽培
では、秋に窒素を施用すると、栽培期間を通して眼紋病（Pseudocercosporella herpotrichoides）
に影響を与えることなく、十分に窒素を供給できる。だが春に窒素を施用すると、その病原体の
増殖と毒性が増し、病気がより激しくなってしまう。コムギの眼紋病と株腐病（Rhizoctonia 
cerealis）が好む冷涼・湿潤な状態で窒素を施肥すると病気が増えるが、病気が感染しづらい環
境下でコムギが活発に成長する時期まで窒素施用を遅らせれば、そうはならない（Bockus et al., 
2010）。粒状肥料に比べ、液体窒素肥料の施用は病原菌に早く養分が届くため、毒性が増し、病
気が増加する。

病気を抑制する養分源の使用　無機質肥料、または有機質肥料に含まれる副成分は、主成分と
は別の効果を病気に与えることがある。きゅう肥に含まれる亜鉛は、もっと豊富に含まれる窒素、
リン、カリウムなどの主成分以上に、株腐病（Rhizoctonia cerealis）に対して抑制効果をもたら
す成分である。トウモロコシの茎腐病、穀物の立枯病（Gaeumannomyces tritici）、トウモロコ
シすす紋病（Setosphaeria turcica）、コムギさび病（Puccinia  spp.）は、塩化カリウムの多量施
肥で減少するが、硫酸カリウムでは減少しない。これはおそらく塩素イオンにより硝化作用が抑
制され、マンガンの吸収率が増加した結果と考えられる（Christensen et al., 1986; Elmer, 2007）。

栽培管理システムと養分管理の統合　植物の病気を制御するのに使われるさまざまな営農手法
は、植物の栄養状態に影響を与えることで機能している（表3）。輪作、緑肥・被覆作物、休耕は、
吸収しやすい養分の供給量を増やし、養分と水分で競合する雑草を抑制し、世界の多くの地域で
穀物生産を効率化している。長期にわたる単作は、土壌中の生物相を安定させ、窒素の保持量と
マンガンの可給性の向上が関係すると思われる“立枯れ漸減現象”により、コムギ立枯病などを
減少させる（Hornby et al., 1998）。トウモロコシは、ほかの穀物と比べると2倍以上のマンガン
を可給化し（Smith, 2006）、ジャガイモ半身萎凋病を抑制するため、ジャガイモの前作に良いと
されている（Thompson and Huber, 2007）。耕起、播種密度、播種時期、pHの調整などの栽培
方法に、養分の改善を組み合わせると、植物の成長や微生物を活性させる環境に矯正され、養分
改善の効果をさらに高めることができる。耕起は、容易に吸収できるように養分を根圏に行き渡
らせ、養分の土壌中での層化を防ぎ、根の成長を促し、養分の形態や可給性に影響を与える微生
物の活動を変化させる。



作物 病名 病原菌

硝酸性窒素とアルカリ性pHによって減少する病気

アスパラガス 立枯病 Fusarium oxysporum
インゲンマメ 灰色かび病 Botrytis

根腐病 Fusarium solani
リゾクトニア根腐病 Rhizoctonia solani

テンサイ 苗立枯病 Pythium species
キャベツ 根こぶ病 Plasmodiophora brassica

萎黄病 Fusarium oxysporum
セルリー 萎黄病 Fusarium oxysporum
キュウリ つる割病 Fusarium oxysporum
花卉 根頭がんしゅ病 Agrobacterium tumefaciens
エンドウ 苗立枯病 Rhizoctonia solani
コショウ 胴枯病 Fusarium oxysporum
ジャガイモ 黒あざ病 Rhizoctonia solani
タバコ 細葉病 Bacillus cereus
トマト（とその他） 菌核病 Sclerotinia sclerotiorum

白絹病 Sclerotium rolfsii
萎凋病 Fusarium oxysporum

コムギ 眼紋病 Pseudocercosporella herpotrichoides

アンモニア性窒素と酸性pHによって減少する病気

インゲンマメ 黒根病 Thielaviopsis basicola
根こぶ線虫病 Meloidogyne

ニンジン 白絹病 Sclerotium rolfsii
ナス 半枯病 Fusarium oxysporum
トウモロコシ 赤かび病 Gibberella zeae
タマネギ 白絹病 Sclerotium rolfsii
エンドウ 苗立枯病 Pythium species
ジャガイモ そうか病 Streptomyces scabies

半身萎凋病 Verticillium dahlia
モザイク病 Potato virus X

イネ いもち病 Magnaporthe oryzae
トマト 青枯病 Pseudomonas solanacearum

炭そ病 Colletotrichum
半身萎凋病 Virticillium dahliae
モザイク病 Potato virus X

コムギ 立枯病 Gaeumannomyces graminis

表 2　窒素の形態と土壌pHの影響を受ける病気（Huber and Graham, 1999 より）

（訳者註：病名の表記は「日本植物病名目録」による）  
https://www.gene.affrc.go.jp/databases-micro_pl_diseases_detail.php?id=1332
日本植物病名データベース
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条件、または営農手法
影　　響

硝化作用 マンガンの可給性 病気の重症度*

低い土壌pH 抑制 増加 軽減

緑肥作物（ある種の） 抑制 増加 軽減

エンバク（オート麦）の緑肥 ― 増加 軽減

アンモニア性窒素肥料 促進 増加 軽減

灌水（場合により） 抑制 増加 軽減

硬めの播き床 抑制 増加 軽減

硝化抑制剤 抑制 増加 軽減

土壌燻蒸 抑制 増加 軽減

金属硫化物 抑制 増加 軽減

グリホサート剤 促進 減少 悪化

高い土壌pH 促進 減少 悪化

石灰施用 促進 減少 悪化

硝酸性窒素肥料 ― 減少 悪化

堆きゅう肥 促進 減少 悪化

土壌の乾燥 促進 減少 悪化

柔らかい播き床 促進 減少 悪化

表 3　窒素の形態、マンガンの可給性、病気の重症度に影響をあたえる条件 
（Huber and Haneklaus, 2007 より）

*ジャガイモそうか病、コムギ赤さび病、イネいもち病、トウモロコシ赤かび病
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耕起と播き床作りの時期が重要なのは、有機物の無機化と養分の可給性に関与する土壌微生物
の働きにかかわるからである。播き床を適切に準備し、播種の深さを均一にすることは、早い出
芽を促進し、幼苗時の病気の感染期間を短くする。また生育が旺盛で根系もよく発達するので、
栄養成長期から生殖成長期まで必要な養分を確保し続けることができる。硬めの播き床はマンガ
ン還元菌に好適で、植物がマンガンを吸収しやすくなる（Huber and McCay-Buis, 1993）。この
方法は、穀類の立枯病［訳註：Fusarium pseudograminearum による根頭腐敗病。分げつ部分が腐敗する病気］を減らす
のに長年推奨されている（Hornby et al., 1998）。これは分げつ期に、植物組織のマンガン濃度が
9～15ppm上昇し、糸状菌類の貫入菌糸の周りにカロースを形成することで、立枯病抵抗性を高
めるためである。

植え付け後の30日間は、植物の活着、初期生育の促進、および後に続く栄養成長・生殖成長
に必要な生理機能の確立に、特に大切な期間である。初期の養分欠乏は、植物に負荷をかけ、収
量および栄養品質に不可逆的な悪影響を与える。したがって作物成長の全ての段階において、適
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量の必須養分を利用可能にしておくことが、収穫物の栄養価を最適化するとともに、病気とスト
レスに対する抵抗性を維持するために、重要である。種子消毒は、種子伝染性病害、および土壌
伝染する病原菌から柔かい根の組織を保護し、早期の根の損傷を最小にする。根の張り方（構造）
も通常、その品種の栄養効率に強い影響を与える。深い主根は、より下層の土壌水分に到達する
ことで、乾燥への耐性をもつが、土壌表面の近くにある微量要素を取り込むのには効率的ではな
い。トウモロコシなどの作物は、土壌温度により根の張り方が影響を受ける。冷たい土壌に比較
的早めに植え付けると、浅く根が張りひげ根が多くなるので、浅い耕土や不耕起栽培で（土壌表
面に）できる養分の層で、効率良く養分吸収ができる。

窒素固定菌、菌根菌、植物成長促進根圏微生物（PGPR；plant growth promoting rhizosphere）
を種子や土壌に接種すると、植物の養分利用率と充足率を高め、同時に病気を軽減する。土壌消
毒は、寄生性線虫やその他の土壌病原菌を減らすために必要なことがある。多くの土壌消毒剤は
硝化作用を阻害するので、別の病気を抑えるには、窒素の形態を考慮に入れて窒素肥料を選ぶの
がよい。施肥設計による病気の抑制を成功させるためには、作物の生産性と品質を追求する全体
の栽培管理手段との統合が必要である。その他の作物生産手段と統合された作物の栄養要求を充
足する適切な施肥設計により、幅広い病気の防除が可能となる。

施肥管理による病害防除の仕組み
“抵抗性”とは、病原体と不和合（相容れない）という植物の性質を表すものである。それに

対し、“耐性”とは、罹病しても生産活動ができる植物の能力（植物と病原体は和合関係）を表す。
病原性は、病気を起こす病原菌の特性だが、罹病回避とは、病原菌と植物が存在しても病気が発
生しない環境条件を指す（図1）。養分はこれらの相互作用のすべてに影響を与える。養分は、
植物が本来持っている遺伝的抵抗性を最大にして、罹病を回避させ感染期間を短くし、病原体が
存在する条件下で植物の成長や収量を高めて耐性を増して、非生物的または生物的環境を変えて
病原体の生存や活動を低下させ、病気を抑える（表4）。

植物の抵抗性に対する養分の効果

ミネラルは、細胞、細胞質基質、酵素、電子伝達の構成成分として、また代謝の活性化物質、
阻害物質、調整物質として、植物のすべての病害防御メカニズムに直接関与している。病気に対
する抵抗性は一般的に、基質フィードバック、酵素抑制、酵素誘導で代謝調節を行う動的なプロ
セスによるもので、ミネラルはそのすべてに関与している（Datnoff et al., 2007; Graham, 1983; 
Huber,1980, Huber and Graham, 1999）。養分が十分に供給されている植物は、抗菌性化合物を
あらかじめ合成して含有しており、病原体への能動的な応答メカニズムによって、病気を抑える
性質があるファイトアレキシン、フェノール類、フラボノイド、タンパク質、およびその他の防
御化合物を感染部位周辺に蓄積させる。マンガン、銅、およびほかの養分を適切に供給すること
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は、シキミ酸経路が介在するほとんどの防御メカニズムで重要である。病気への抵抗性に関与す
る糖タンパク質（レクチン）の合成においても、マンガンが必要である。カルシウムとマグネシ
ウムは、病原体からの細胞外酵素に抵抗するため、中層、細胞壁および細胞膜の構造を強化する
ことで、細菌類や糸状菌類による組織軟化を抑制する。ケイ素は、ほかの養分との組合せで細胞
壁を強くし、糸状菌類の侵入を物理的に防ぐ（Datnoff et al., 2007）。損傷部位や感染部位の周辺
への急速な封じ込めも、さまざまな病原体による被害を制限できる。

病気への抵抗性は、植物の栄養状態と密接に関連する。すなわち病原体の栄養環境を変化させ
たり、発病を抑える化合物を生成し、蓄積する能力に関連する。絶対寄生菌にとって栄養環境は
特に重要で、ウイルス密度の高さは、植物の発育状態と反比例する。アミノ酸やタンパク質合成
の制御に依存する抵抗性は、植物体内の銅、窒素、マグネシウム、マンガン、ニッケルおよび亜
鉛の状況に大きく影響される。ジャガイモ疫病菌に対する抵抗性は、カリウムによって誘導される
葉内の静菌性アルギニンの蓄積と関連しており、一方では葉内のグルタミンとグルタミン酸の減少
は、黒斑病菌（Alternaria）、すすかび病菌または褐斑病菌（Cercospora）、菌核病菌（Sclerotinia）
に対する抵抗性と関連している（Huber and Graham, 1999）。生理的反応により、絶対寄生菌の
病原性発現、生存あるいは繁殖に必要な代謝中間体化合物を断ってもよい。穀物の登熟期間を通
じて適切な窒素を施用することで、トウモロコシ茎腐病の抵抗性に必要な生理的タンパク質と構
造タンパク質との間での窒素の競合を最小限に抑えられる（Huber et al., 1986）。

養分が十分あれば、組織内に高濃度の抑制化合物と病原体の侵入に迅速に対応するエネルギー
を維持でき、本来の抵抗性をもつことができる。栄養素の種子処理によって、旺盛で根系の発達
した苗の形成と、それによる養分吸収と抵抗性発現の最大化が期待される。

病気への耐性に対する養分の効果

病原体の悪影響を相殺するため十分な量の養分を供給することで、病気の重症度を緩和し、そ
の後の収穫量の損失を軽減できるだろう。リン、窒素、亜鉛は、立枯病などの根腐れによって損
傷した穀物の根の成長を促す。養分の可給性が高まれば、土壌由来の病原菌により低下した養分
の吸収効率を補うことができる。窒素を十分量施用すると、穀物のうどんこ病（Blumeria 
graminis）は10～20％増えるものの、収量が50％増加する。これは窒素を与えられ旺盛になった
植物は、病気の負荷に耐えられることを示している（Huberand Thompson, 2007; Last, 1962）。
リン、窒素、亜鉛は根の成長を促し、より効率的な養分吸収および転流を促進し、病気に対する
抵抗性を高める。

病気の回避に関する養分の効果

施肥の結果として成長が促進されると、一般的に病気を回避する環境が作られる。ある種の植



養分の働き 病気への効果

病気による損傷を補う 栄養素、ミネラル栄養の量と質を回復する

発病回避を促進する 根と葉の成長を増加させ、感染しやすい期間を短くする

病気への耐性を増幅する 低下した効率や病気の損傷を補う

生理的抵抗性を増幅する 感受性の低い生体組織、被害を制限する物理的もしくは化学的防御を作る

環境を改善する 感染しにくい環境、養分の補償、根圏の生物的相互作用の増幅

病害菌の活動を抑制する 病原菌の生存、成長、病原性 、発病を減少させる

表 4　病気の重症度と作物の栄養品質に影響する植物養分の効果
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物－病原体の相互作用における感受性が高い期間の短縮は、その顕著な例である。ホウ素や亜鉛
を適切に施用された植物は、糸状菌類胞子の休眠打破や、病原体の増殖を促す滲出液を葉・根か
らあまり出さなくなる（静菌作用。Marschner, 1995）。

病原体の生存と病原性に対する養分の効果

無機養分は、直接関与するか、植物滲出液を介して、病原体の発芽、成長、病原性あるいは、
生存を妨げ、病気を引き起こす病原体の能力を低下させることができる。菌類は通常、感染に先
立つ腐生的な増殖のため外部の養分源が必要である。灰色かび病菌（Botrytis cinerea）、小粒菌
核病菌（Typhula species）、フザリウム属菌（Fusarium species）、菌核病菌（Sclerotinia）、な
らたけ病菌（Armillaria mellea）の健康な植物への感染は、土や分解中の有機物などからの外部
の養分がないかぎり、ゆっくりしか進まない。休眠しているフザリウム厚膜胞子の発芽には、外
来性の炭素と窒素が必要である。亜鉛は、エンバクの葉につく冠さび菌（Puccinia coronata）の
付着器形成や、灰色かび病菌（Botrytis）のソラマメへの感染に必要である。カリウムと窒素が
十分ある植物の葉滲出液のアルギニンは、疫病菌（Phytophthora infestans）の遊走子のうの発
芽を抑制し、カリウム充足が高まるとアルギニン濃度も高まる。病原体は発病のために、細胞外
で［訳註：植物の組織を］軟化する酵素を出すが、カルシウムはその酵素を抑制する。鉄、マグネシウム、
マンガン、亜鉛も、軟化する酵素を抑制する（Huber, 1980）。組織の軟化が抑えられることで、
病原体が利用できる養分は少なくなる。

それぞれの栄養素と植物の病気との相互作用に関する議論の詳細は以下の論文に記載されている；
Datnoff et al. （2007）, Englehard （1989）, Graham and Webb （1991）, Huber （1978, 1980, 

1991）, Huber and Graham （1999）, Huber and Haneklaus（2007）, Johal and Huber （2009）, 
Marschner （1995）, and Rengel （1999） 
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栄養品質と食の安全における病害虫管理の重要性
長期間にわたる経済的な要請により、効率的な農業システムが生み出された。効率的な作物生

産が社会にもたらした貢献の中には、低価格、安定供給、雇用機会、環境改善、栄養品質が高い
食料・飼料などが含まれる。栄養品質は病気や害虫によって著しく損なわれ、それは収穫量の減
少に至る前にも認められることがある。タンパク質、ビタミン、ミネラルは大きな損失を被るが、
炭水化物の損失は比較的少ない。病害虫による損失や汚染を回復するために加工程度を上げると、
当然、栄養価の減少につながるだろう。栽培している間に始まるマイコトキシンの合成は、貯蔵
中にも進行し、高い毒性あるいは発がん性をもつ物質に、多くの人々をさらす。

動物と人間の健康は、肥沃な土壌で育つ健康な植物に頼っている。病気への抵抗性は遺伝的に
制御されているが、植物、病原体、環境の栄養状態と相互関係にある、生理学的・生化学的プロ
セスが介在している。植物の栄養状態によって、植物の組織学的・形態学的な構造と特性、病気
の感染・発症を促進したり抑制したりする機能、飼料や食料としての栄養的価値が決まる。ほと
んどの場合、病気の症状は適切な養分管理によって大幅に緩和する（Datnoff et al., 2007）。すべ
ての植物の病気に対する特定の養分の効果を一般化はできない。なぜならそれは植物、病原体お
よび環境の因子の長期間の相互作用の総計が特定の病気に対する栄養管理の影響を決定するから
である。発病または毒素の合成を制限する受動的および能動的な防御機構は、栄養状態をうまく
管理することで発動する。そのため発病反応は、植物の旺盛さなどの一般的な成長反応とは独立
しているであろう［訳註：成長のメカニズムと、植物防御機構のメカニズムは異なるという意味］。

一般的に、植物が栄養的または環境的なストレスを受けると、病害虫による被害は大きくなる。
栄養バランスがとれていれば植物は旺盛になり、病害虫との競争力がつき、感染を抑える能力が
高まる。耕種的な病害防除（輪作、有機物による土壌改良、灌漑、石灰施用による土壌pHの調整、
耕起）は、養分の可給性に影響を与えることで病気を抑えるが、これはしばしば微生物活性の変
化が関与している（表３）。病害虫の防除は、作物の生産・貯蔵中のマイコトキシン汚染を減ら
すため不可欠である。マイコトキシン産生菌は土壌に生息せず、作物残渣が主要な感染源となる
ので、これを除去したり、分解を促進する管理手法は、マイコトキシンの危険性を大幅に減らす。
感染した作物残渣をすき込む耕起は、感染源の除去を早めるだけでなく、作物残渣が含む養分を、
次作の作物が速やかに利用できるようにする。したがって感染した残渣を分解し、病原体の感染
源を減らす輪作や耕起は、ほかの管理手法を補完するといえる。微生物が活動するための養分の
可給性は、表土近くの植物残渣を分解するのに特に重要である。土壌の流失を減らすために残渣
をすき込むことができない場合は、遺伝的抵抗性や化学的防除の強化が必要になる。トウモロコ
シとピーナッツのアフラトキシン汚染は、生育後期に干ばつが長期化すると、より深刻になる。
十分な量のカルシウムは、ピーナッツのアフラトキシン汚染を最小限に抑制できるが、植物への
吸収には水分が必要である。ワタのアフラトキシン汚染において、この発がん物質の含有量を下
げるのに、素因となるワタアカミムシとカメムシの防除が重要である。A. flavus（アスペルギルス・
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フラブス）は、30℃以上の温度でトウモロコシのめしべに感染するが、昆虫の食害を受けた穀粒
でコロニーを作る傾向がある。コウジカビ（Aspergillus）は暖かい条件で感染するが、対照的
に毒素を合成するフザリウム（Fusarium）属菌は登熟期の冷涼で湿潤な条件で感染しやすい

（CAST, 1989）。

容易に手に入る無機肥料の出現により、植物の抵抗性の強化、病気の回避、病原性の変化、あ
るいはこれらに影響する微生物との相互作用を通して、多くの病気を抑制できるようになった。
効率的な施肥設計は、病原体への植物の抵抗性を強めるとともに、環境ストレスの影響を軽減し、
生産された食料・飼料の栄養価を高める。効果的な病害虫管理は作物の量・質を改善して食料生
産の余剰をもたらし、消費者に低価格で高品質な農産物を大量に供給している。食品の安全性、
安定供給、および栄養品質の確保には、植物病原体や非生物的ストレスへの抵抗性を維持するた
めに必要な養分の充足が必要である。社会のニーズに応えるには、安全で栄養価の高い食料・飼
料を、手頃な価格で潤沢に供給することが不可欠である。
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有機農法と慣行農法の
人の健康面からの比較

要約
近年、栄養価が高く健康的な食料を十分量生産できる農業システムが、世界的関心事になって

いる。本章では、人間の健康にかかわる、有機農法と慣行農法でつくられた作物の品質に焦点を
当てる。有機農法だけでは、増え続ける世界の人口に必要な食料を満たせないことが、数々の現
地調査や国際的な農業統計から明らかになっている。有機農法による作物の収量は、栄養素不足、
とりわけ窒素不足から、極端に低い水準まで落ちている。窒素の供給に関連した作物品質のばら
つきも報告されている。

無機窒素肥料を施肥する慣行農法では、タンパク質、硝酸イオン（NO3
-）、ビタミンA群、B

群の含量がしばしば増える一方で、有機農法ではビタミンCがわずかに増えるとの調査報告がで
ている。この結果は、植物生理学の知見とも一致している。慣行農法で栽培された作物は、高濃
度の硝酸イオンを含み、品質がよくないといわれるが、誤解であった。現在では硝酸イオンは人
間の免疫システムによい影響を与えることがわかっている。有機農業の創始者は、「NPK肥料は、
植物に元々含まれる無機質を希釈する（薄める）」という仮説を強調する。これは正しいように
も聞こえるが、従前の総説と最近の研究で、有機農法と慣行農法の微量元素濃度が違うことは証
明されていない。最近、作物の二次代謝物の濃度が上昇することが、植物の品質を示す指標とな
るという説があるが、疑わしい。二次代謝物は必須でなく、毒になる場合もあるからである。さ
らに有機農法と慣行農法の間で、植物のマイコトキシン含量に差がなかったというレポートも公
表されている。筆者らの文献精査でも、“有機の作物は品質が優れており、無機肥料は食品の品
質を低下させる”という証拠はなかった。対照的に無機肥料の施肥によって植物の養分管理をす
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ることで、作物の品質を改善させることができる。有機農業の支持者の間では、作物の品質の違
いに高い関心が寄せられているが、筆者らは食料供給量の確保と、食事の構成内容に焦点を当て
ることが、人間の健康にとってもっとも重要であると結論づけている。

優先課題
作物の栽培体系は作物の収量や品質を左右し、人間の健康にいくつかの方法で影響を与えるこ

とができる。必要量に満たない収量しか実現できない農業システムは、栄養失調と飢餓、そして
寿命の短縮をもたらす。この見地はあまりに基本的なことなので、十分な食料が買える人々にと
って、これを世界的に重大な健康問題として考える必要はないかもしれない。だが世界に広がる
多くの発展途上国では、食料不足は現実的な問題である（例：Sanchez and Swaminathan, 
2005）。

世界食料安全保障サミットによると（FAO, 2009）、疾病の主な原因であり、子どもの発育不
全につながる栄養失調に、約10億人が苦しんでいる（WHO, 2000）。富裕な国では過度のダイエ
ット、過食、肥満が、早死につながる主要な原因となりうるが、食料不足は、食料に関連する健
康問題を論じる上で、明らかに一番重要な問題のひとつである。

もうひとつの重要な問題は、食料の品質である。作物に含まれる、動物や人間の健康にとって
の必須栄養素はわずかで、体によい抗酸化物質や抗がん化合物などの含有量も少ない一方、残留
農薬、有毒な微生物や高濃度天然毒素などの望ましくない要素が、高い水準で含まれている場合
がある。有機農作物に関しては、品質が優れているとの盲信があるように思われる（Steiner, 
1924; Balfour, 1943; Rusch, 1978）。

本章では、作物の収量と品質の両面で、有機農法と慣行農法を比較する。有機農法と慣行農法
の主な相違点は、有機農法では、無機化成窒素・リン肥料と合成農薬をまったく除外しているこ
とである。これらの農法が食料の収量や品質に与える影響について再検討する。ここでの“品質”
とは、人間の体に必須な栄養素についてのことである。

食料の供給

有機および慣行農業システムにおける作物の収量

健全な食料を十分に供給することは、人類の将来にとって、もっとも重要な課題のひとつであ
る。食料、飼料、燃料および繊維の消費と需要は、世界的な人口増加とともに（Bruinsma, 2003; 
GeoHive, 2007）、来たるべき数十年で飛躍的に増加するだろうとされているが（Evans, 1998; 
FAO, 2007）、すでに今日、世界の食料生産は、それに歩みを合わせられないことが危惧されて
いる。この40年間に人口は2倍に増え、2006年には65億人に達したが、食料と飼料の生産も3
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倍に増加した（FAO, 2007）。2030年までに世界の人口は80～90億人になると予想され、そのう
ち68億人は発展途上国に暮らす人々である（Bruinsma, 2003）。食料増産は主に発展途上国で計
画されているが（アフリカ300％増、中南米80％増、アジア70％増）、北米でさえも30％増が必
要となる。増加した人口が完全に菜食だと仮定しても、食料の十分な供給には最低でも作物の
50％増産が必要である。

総タンパク質の推奨摂取量は、1人当たり63g/日だが（National Research Council, 1989）、申
し分のない食事に必要な最低限の動物性タンパク質の摂取については、違った意見もある。動物
性タンパク質は、植物性タンパク質よりもヒトが生理的に必要とするアミノ酸に近い組成なので、
1人当たり40g/日の動物性タンパク質を摂取するのが最適な食事とされる（Gilland, 2002の概説
参照）。文化の違いはあっても、世界中で所得向上により肉類と乳製品の摂取が増えつつあり食
料と飼料は60～70％の増産が実際には必要となるだろう。1997～1999年に発展途上国の肉類の
消費は1人当たり71g/日に達した。さらに2030年までに1人当たり100g/日まで増えると予想さ
れている（Bruinsma, 2003）。また先進国の肉類の消費は、2030年までに1人当たり180g/日に
なるとも予想される。肉類の消費の大部分は豚肉、鳥肉、養殖水産物と考えられ、その需要に見
合った穀物の増産が必要である（Bradford, 1999）。栽培面積の拡大が望めないなら、2030年ま
でに穀物収量を倍増する必要があるが、多くの異なる制約があり簡単ではない。

十分な食料の確保は人の福祉の礎であり、そのための生産はすべてに優先されるべきである。
農業を発展させ十分な食料を確保することは、人間が生存するための基本条件であり、同時に豊
かな社会生活の前提条件であり、文明が繁栄するための必要条件である。食料不足は、苦痛と生
命の危機ばかりでなく、非人道的な行動、政治的不安定、そして戦争につながる悲劇である

（Borlaug, 1970）。飢餓と栄養失調の根絶は、地球上でもっとも重要な課題である（UN 
Millennium Project, 2005）。異なる農法を採用する際は、現在から将来にかけてどの農法が食料
の十分な供給と安全性を確保できるかを、先入観をもたずに、事前に調べることがもっとも重要
となる。現実と希望的観測を分けて考えることが絶対に必要であり、科学文献の中立的な検証の
みが、下記に示す疑問への客観的な回答を導くことができる。

穀物収量は、有機農法では慣行より一貫して収量が劣ることが、多くの総説に示されている（例：
Badgley et al., 2007; Kirchmannet al., 2008a; Korsaeth, 2008; Goulding et al., 2009）。ただし有機
農法の収量減少程度は栽培方法によって異なる。たとえば、バジェリーら（Badgley et al., 
2007）は収量の差は小さかったと報告しているが、研究数が限られており、また偏った実験デー
タを選択しているため代表的な報告とはいえない。コノール（Connor, 2008）とグールディング
ら（Goulding et al., 2009）は、既存のすべての文献を検証すれば有機農法では世界中の人々を養
うことができないのは明白であると指摘し、バジェリーら（Badgley et al., 2007）の結論を批判
している。



図1. フィンランドとスウェーデンでの有機農法と慣行農法の公式な収量データ（2005）。
※2～3回刈取りされるうちの1回目の刈取り収量だけを図示（Kirchmann et al., 2008aより）
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実験データだけに頼るのを避け、公式統計で有機農法と慣行農法の穀物収量を調査した。有機
農法は主に生産性の低い土地で行われており、耕地面積のすべてを代表できるものではないとい
う主張もある。しかしスウェーデンの例は、この主張に合わない。スウェーデンの有機農家の大
半は乳牛・肉牛農家であり、輪作でクローバーなどの牧草を飼料用に生産し、堆きゅう肥を利用
できる。つまりスウェーデンには、合理的な作物収量の有機農法を維持できる条件が整っている
のである。



作物
農地面積比率（％）

慣行農法 有機農法

飼料用作物 49 69 

マメ科牧草類 　1.2 　2.3 

穀物 43 27 

ナタネ 　3.8 　1.0 

ジャガイモ 　1.2 　0.3 

表 1　スウェーデンの慣行農法、有機農法の農地面積比率（SCB、2008年）
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EU諸国、アメリカ合衆国、カナダ、 オーストラリアの農業統計データベースでは、有機農法
による作物収量の情報が非常に少ない。スウェーデンとフィンランドを除いて、作物収量のデー
タは見つからなかった。スウェーデンの公式統計（SCB, 2008）は、有機農法の作物収量は慣行
農法に比べて、20～60％低いことを示す。有機農法によるマメ科植物（エンドウマメなど）や
クローバーなどの牧草の収量は、窒素を充分施用した慣行農法に比べ20％低く（図１）、同様に
穀物全体では46％、とりわけジャガイモ収量は60％低くなっている。フィンランド （Finnish 
Food Safety Authority, 2006; Statistics Finland, 2007）でも同様に、有機農法の穀物収量は41％、
ジャガイモ収量では55％低くなっている（図１）。

有機農法によるマメ科植物（窒素固定作物）の栽培は広大な農地を必要とする。 たとえばス
ウェーデンでは、有機農法によるエンドウマメなどのマメ科植物の農地面積は、慣行農法の2倍
である。また飼料用作物（牧草クローバーなど）の栽培面積比率は、有機農法の方が69％と、
慣行農法の49％よりはるかに大きい（表1）。しかし反芻動物にとっての可消化エネルギー生産
量は、冬コムギに比べ牧草クローバーなどの方が、またトウモロコシに比べアルファルファの方
が低い。このことは、穀類の代替としてマメ科植物を栽培することは、土地生産性の低下を招く
ことを意味する。

要約すると、統計上では慣行農法から有機農法に転換すると、作物の収量は平均して40％減
少する。この推定値は「工業的な窒素固定（窒素肥料の生産）は、世界の食料の40％を生産す
る手段である」と主張したスミル（Smil, 2001）の評価と一致する。これは、有機農法と慣行農
法の収量格差は、大部分が窒素によるものであることを意味する。実際に作物に対する窒素供給
不足が、有機農法で収量が抑制される主要な要因であることが明らかにされている（Kirchmann 
et al., 2008b）。またカリウム欠乏も、特にジャガイモの収量低下の原因として指摘されている

（Torstensson et al., 2006）。化学肥料を排除し、承認された安価な肥料が不足している有機農法
はこのように収量を制限するので、有機農法を大規模に展開するとただちに食料不足に陥るか、
あるいは新しい土地を農地に転換することが必要になる。
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有機農法の支持者の一部は、有機農法の収量低下は食事を菜食に移行することで埋め合わせら
れると主張している（例： Woodward, 1995; Tudge, 2005）。有機農法による食料不足は、もっと
菜食（主義者の食事）に転換することで解決されるべきだという提案である。しかし、たとえ菜
食への転換が人間の健康にとって有益だとしても、慣行農法で作物を育て、余った土地は別の生
産形態に利用するか、森林などの自然に返すことがもっとも効率的な解決方法であろう。

有機農法の低収量は非科学的な施肥が原因

有機農法で収量が低い原因は、土壌に養分を供給するものの、可溶性養分の形で植物に供給さ
れないことと、多収性の作物にとって養分の総量がたいていあまりにも少ないためである。有機
農法では、植物の養分は有機の形や、溶解度の低い未処理の鉱物として施用することで、根や土
壌微生物の活動や無機物質の風化作用によって、植物はバランス良く養分を摂取すると考えられ
ている。さらに、有機的で自己循環型の農地が、健全な農業生産の核心であるという、シュタイ
ナー（Steiner, 1924）が提示した構想が広く知られている。したがって（外部から農場へ）養分
投入が必要なら、それは（有機）農業システムの欠陥を示すと見られている（Steiner, 1924）。
農場内の養分リサイクルによって、わずかな損失があるとしてもそれを土壌風化で補いながら、
土壌肥沃度は維持されると一般的に理解されている（IFOAM, 2006）。しかしこの循環型農業に
関する所見は、栄養補給の原則と矛盾している。すなわち、土壌肥沃度を維持し、土壌養分の枯
渇を避けるには、収奪された栄養素は補給されなければならない。

対照的に慣行農法は、作物の需要に応じた養分供給の最適化をはかろうとしている。植物の根
はイオン化した可溶性養分を吸収することがフォン・リービッヒ（von Liebig, 1840）によって
示されており、可溶性の無機肥料を除外する有機農法は、植物栄養学の基本に反している。有機
農法では、植物の養分は有機肥料または天然ミネラルとして施用されているが、作物は未処理の
鉱物や有機肥料が溶けたり無機化されたりして、土壌溶液中にイオンの形になったものを吸収す
る。つまり植物養分の供給源は養分吸収機構には影響しないが、可溶性の低い養分供給源は収量
を増加することができない。

作物の適正な生育には、最低限の多量要素と微量要素を必要とする。これらの元素の多くは（作
物に吸収されたり流亡するため）土壌中から失われるので、無機肥料で供給される。慣行農法で
多量要素と微量要素を施用するのは、作物に完全かつ十分な養分を理論的に供給するためである。
また慣行農法でも、無機肥料に加えて有機肥料や、肥料化したリサイクル廃棄物を、必要に応じ
て施用する。慣行農法と有機農法の違いは、作物や畜産物の販売により農場外へと収奪された養
分が、慣行農法では“補給の原則”に基づき戻される点である。収奪された養分が補給されない
場合、どのような生産システムで利用されている土壌でも消耗し、土壌肥沃度は低下する。

有機農法の生産者は、堆きゅう肥を主要な養分源と認識し、輪作体系中での適切な活用を強調
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するが、その際有機農業の創始者のルールはその実行が困難だとしても、守らなければならない。
たとえば神格化されたバイオダイナミック農業（Steiner, 1924）では、生産者が家畜のふん尿を
堆肥化することは義務である。しかし、堆肥化する過程でアンモニアの形で揮散する窒素量は、
嫌気性条件下で貯蔵されるふん尿よりも多くなる（Kirchmann, 1985）。ふん尿の表面施用と緑
肥が用いられるラッシュの「生物学的有機農法」（Rusch, 1978）でも同様に、アンモニア態窒素
の揮散は多い。これらは、ヨーロッパの2つの有機農業学校で中心的に行われている農法であるが、
ふん尿（固体、液体）を嫌気下で貯蔵したり、貯蔵中に雨水から保護したり、あるいはふん尿を
散布後に土壌中にすき込んだ場合と比較して、その窒素循環効率は低い。

有機農法と慣行農法で異なる作物比率とヒトの食事との関連

有機農法と慣行農法のもっとも明確な違いのひとつは、輪作体系で栽培される農作物の種類で
ある。先に指摘したように（表1）、スウェーデン統計局（SCB, 2008）によると、牛や羊などの
反芻動物用の飼料用作物（イネ科牧草とクローバーの輪作草地）の生産は、有機農業で大幅に増
加している。慣行農法と比べて、有機農法では飼料用作物の比率が高いのはなぜだろうか？　窒
素固定する飼料用作物は有機農法においてほかの作物より収量の低下が少なく、窒素の供給、雑
草の抑制、堆肥の生産などの機能をもつからである。単に、ほかの作物・農法には、妥当な収量
を得る方法が欠けているだけである。言い換えれば今後、ヨーロッパの大部分の有機農法は、主
に“飼料―反芻動物循環システム”に基づき、行われることになるだろう。

さらに、有機農法の輪作体系におけるマメ科植物（エンドウマメなど）の作付割合は、その窒
素固定能力によって慣行農法と同様な収量が得られることから、ほぼ倍増した。収量も慣行農法
と同等であった（表1）。有機農作物の輪作により、窒素固定植物が増えれば、当然、ほかの有
機農作物の割合は比例的に減少する。スウェーデンにおいて、有機農法への転換で起きた最大の
変化は、穀物、ジャガイモおよびナタネ生産の減少である。表1から、有機農法の面積を慣行農
法と比較すると、穀物は63％であり、ジャガイモとナタネは25％に過ぎない。また有機農作物
の収量減少が図1の通りとすると、これらの作物の供給割合は一層減少する。ジャガイモとナタ
ネは、現在の生産量のわずか13％に留まると予測されている。

スウェーデンが有機農法に全面転換した場合を、統計データ（表1）から想定すると、食事の構
成内容の変化が予想できる。ひとつ確実と思われることは、有機農法を大規模に行っても、飼料生
産が増加（穀物を置き換えて、耕地面積の49％→69％に作付が拡大）するので、牛乳と赤肉の大
幅な減少には繋がらないことである。しかし有機農法での穀物とナタネ栽培面積比率が47％→28％
に減少し、家禽と豚用の飼料供給は減少するだろう。当然、卵、鳥肉、豚肉の生産も減少するだろう。

有機農法による、栽培する作物の割合の変化と、その収量の低下は、食料供給とヒトの食事の
構成内容に大きな影響を与える。まだ確認すべき点は多々あるが、いくつかの一般的な結論を引
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き出すことができる。第一に、有機農法にしても食事が菜食とはならないだろう。寒冷気候にお
ける有機農作物は、主に飼料－反芻動物循環システムに基づいて生産される。それは、輪作でマ
メ科植物の比率を高めて雑草を抑制しながら、有機農作物の収量を合理的に維持できた唯一のシ
ステムといえる。第二に、豚肉や鳥肉が少なくなると、それに代わる食料が必要になる。しかし、
牛や羊などの反芻動物のエネルギー効率は低く、また、単位カロリーあたりの水分必要量が高い
こともあり、反芻動物の製品が卵、鳥肉、豚肉を代替する可能性は高くない。有機農業では植物
性タンパク質と炭水化物（より多くのマメ科植物と穀物）の摂取を増やすことで、タンパク質と
エネルギーの不足を補うことが要求される。第三に、それらの主食用マメ科植物と穀物の国内需
要を有機農法でまかなうのは難しく、また、いくつもの野菜も不足するだろう。

食料の品質
食料の品質は、さまざまな環境の影響を受ける。その環境要因には、土壌母材、地理的位置、

気候、気象条件、そして産業、交通あるいは天然からの排出物などが含まれる。作物の品種、食
料の貯蔵条件、精製および食品添加物の有無も品質に影響を及ぼす可能性がある。ここでは、こ
れらの要因は対象にしない。焦点を当てるのは、有機農法と慣行農法が作物の組成に与える影響
のみである。有機農作物が、消費者の健康に有益か否かの根本的な評価をすることを目的とした。

本稿の目的の一つ目は、有機農法と慣行農法による、作物の栄養組成の変化を定量化すること
である。二つ目は、作物の栄養組成に見られる相違が有機農法と慣行農法に関連しているのか、
また、そのメカニズムはどのように説明されるか、ということである。三つ目は、ヒトが必要と
する栄養素の観点から、作物の栄養組成の違いを検証することである。

有機農作物の品質に関する見解

有機農業の創始者は、有機農作物の優れた栄養品質を強調している。たとえば、シュタイナー
（Steiner, 1924）は、「無機肥料を使った作物は、つまるところただ腹を満たすものとなり、品質
が低下しているだろう」といっている。土壌協会（Howard, 1947; Balfour, 1943）の創設者は、「健
全な土壌のみが健全な食料をつくる」との見解を述べている。ハワード（Howard, 1947）は、「土
壌生物と植物の生命の架け橋を経た植物の養分のみが、正しく植物を育てる」と強く信じていた。

今日でも、有機農業団体（たとえば土壌協会、有機食品情報ネット、有機センター）では、有
機農作物の品質は優れていると考えられている。有機農業関係者の共通した理解は、「無機肥料
の施用は植物の成長を促し、糖質、タンパク質および脂質を増加させる。だが収量の増加はミネ
ラル、ビタミン、抗酸化物の増加を伴なわない。ただ化学肥料を控えることだけが、微量元素、
ビタミンおよび有益な非栄養成分の高含量化につながる」としている。ベンブルックら（Benbrook 
et al., 2008）の報告は、有機農法の作物は慣行農法に比べて栄養素を25％多く含むので健康に良
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い、と結論している。作物の栄養素濃度が時代を経るに連れて減っていくのは、無機肥料の施用
による栄養素“希釈”の証拠とされることがある（Mayer, 1997; Davis et al., 2004）。

既存の比較研究

1924年以降、有機農作物と慣行農作物との栄養価比較に関しては、多くの研究成果が発表さ
れている。この章では、既存の文献を再検証するのではなく、既存文献に見られる一貫した（有
機農作物と慣行農作物の）相違を理解し、その相違を説明できる原則を解明する。食料の品質は
定義が曖昧な言葉であり、例えば食味や外見などは個人の嗜好に依存するので、我々は作物の栄
養素組成のみに焦点を絞った。

ウースら、ブルネとプレスコット、マコスら、ダングールら（Woese et al., 1997, Bourne and 
Prescott 2002, Magkos et al., 2003, and Dangour et al., 2009）の総説には、有機農作物と慣行農
作物の間で、栄養素の組成は一貫して何らかの相違があることを示す（表2）。ウースら（Woese 
et al., 1997）は、慣行農法の野菜は硝酸イオン濃度と穀物のタンパク質濃度が高く、有機農法の
野菜はビタミンC濃度が高いという確実な証拠を見出した。ブルネとプレスコット（Bourne 
and Prescott, 2002）は、有機農作物と比較すると、慣行農作物では硝酸イオン含量のみが異なり、
それが多いことを見出している。マコスら（Magkos et al., 2003）は、有機農法の野菜はビタミ
ンC含量が多く、タンパク質含量が少ないことを見出した。さらにダングールら（Dangour et 
al., 2009）は慣行農作物では窒素含量が多く、有機農作物では滴定酸（ビタミンCなど）とリン
含量が多いことを見出した。ティンカー（Tinker, 2000）も、同様の要旨を発表している。

有機栽培と慣行栽培の作物組成の相違

有機農業は無機肥料を排除するが、植物の組成は無機養分の施用、とりわけ窒素施肥で大きく
変わる。窒素は、作物の収量を増やすもっとも重要な植物の養分である（Mengel and Kirkby, 
2001）。さらに窒素の施肥で、茎葉部の伸長に伴なって地上部／根部の比（S／R比）が高くなり、
植物の組成の変化も、ほかのミネラル養分の施肥に比べて大きい（Marschner, 1995）。作物への
窒素供給が増えると、バイオマス合成は刺激を受け、葉緑体（葉緑素を含む葉の細胞小器官）の
形成が進み、葉緑体の構成要素である葉緑素、タンパク質、および脂質の濃度が高まる。そして
作物の全窒素、すなわちタンパク質、アミノ酸、アミドの合計である粗タンパク質（全窒素の
6.25倍）、および硝酸イオン（全窒素分析値に含めないことが良くある）が増える。また窒素施
肥は、作物中のカロテンとビタミンＢ群の生合成を高める（Marschner, 1995）。

通常、窒素施肥した作物の乾物含量は少し減るが、それは無施肥で育てた作物の小さい細胞と
比べ、細胞が大きいので蓄えられる水分がより多くなるからである。多くの研究では、栄養素お
よびビタミン濃度に乾物換算値を用い、含水率で補正されていない。たとえばデイビスら（Davis 



有意差の認められた論文 想定されるメカニズム

Woese et al. （1997）

慣行農作物（野菜）の硝酸イオン含量の増加 土壌中の可給態窒素の増加

慣行農作物（穀物）のタンパク質含量の増加 土壌中の可給態窒素の増加

Bourne and Prescott （2002）

慣行農作物の硝酸イオン含量の増加 土壌中の可給態窒素の増加

Magkos et al. （2003）

有機農作物の乾物重の増加 水分含量の減少による細胞の小型化

慣行農作物のタンパク質含量の増加 土壌中の可給態窒素の増加

有機農作物のビタミンＣ含量の増加 単位葉面積当たりの光量の増加（相互遮へいの減
少）

Dangour et al. （2009）

慣行農作物の窒素含量の増加 土壌中の可給態窒素の増加

有機農作物の滴定酸含量の増加 単位葉面積当たりの光量の増加（相互遮へいの減
少）

有機農作物のリン含量の増加 単位葉面積当たりの光量の増加（相互遮へいの減
少）
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et al., 2004）が再計算して示したように、含水量が増加しているなら、食料の栄養素含量の時代
に連れての減少は、あまり有意ではなくなる。

窒素施用の有無による作物組成の変化については、次で議論する。

全窒素と硝酸塩

有機農業では、窒素肥料を排除し、生物学的窒素固定を窒素源とした結果、収量が低下するだ
けでなく、作物の窒素と硝酸イオン含量も減少した（表2）。有機農業団体（例：Benbrook et 
al., 2008）は、有機農作物の窒素と硝酸イオン含量の減少を品質の指標としている。通常、有機
農作物には、少量だが高品質の窒素が含まれる、と主張されている。硝酸イオンの含量が高まる

表 2　有機農作物と慣行農作物の作物組成の有意差が認められた論文と想定されるメカニズム
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のは、植物にもヒトにも望ましいことではないとされている。

窒素は、タンパク質の構成ユニットであるアミノ酸の必須成分である。作物中のタンパク質濃
度は窒素供給に強く依存しており、作物のタンパク質濃度、たとえば穀粒のタンパク質濃度が高
まれば栄養的価値と商業的品質も高まる。10種類の必須アミノ酸（アルギニン、ヒスチジン、
バリン、ロイシン、イソロイシン、トレオニン、メチオニン、リジン、フェニルアラニン、トリ
プトファン）は、ヒトの体内で合成することができないので、食事から摂取する必要がある。し
たがって穀物にも、その一部であっても、含まれることが肝要となる。作物の成長後期の窒素施
肥は、タンパク質濃度を高めるのに効果的である。

しかしオオムギとコムギでは、成長後期に窒素を施肥すると非必須タンパク質の含有量が増え
る。製パン特性は向上するが、栄養価の向上にはつながらない。一方、エンバク（オート麦）で
は、成長後期に窒素を施肥すると、タンパク質の栄養価も向上する（Mengel and Kirby, 2001）。

穀物（例：Dloughý, 1981）でも野菜（Eppendorfer and Bille, 1996）でも、タンパク質品質に
関する有機農法と慣行農法の比較で、総タンパク質の必須アミノ酸比率に大きな違いはなかった。
窒素施肥により必須アミノ酸含量とタンパク質品質が低下する学術的証拠は一切ない一方で、窒
素施肥はタンパク質とアミノ酸を付加的に形成するだけなので、有機農作物の低タンパク質含量
に利点はない。ワングら（Wang et al., 2008）は、窒素施肥の作物品質に与える効果に関する情
報をまとめ、それは一般的にポジティブ（窒素施肥は良い結果をもたらす）であることを見出した。

作物中の硝酸イオン（NO3
-）に関しては依然として誤解があり、少し説明が必要である。硝酸

イオンは私達の食事（食物）中にかなりの量が含まれているが、野菜の含量はエンドウマメ（Pisum 
sativum  L.）や芽キャベツ（Brassica oleracea  L.）は１㎎/㎏と低く、ルッコラ（Eruca sativa  
L.）では4,800㎎/㎏と高く、種類により幅がある（Lundberg et al., 2004 and EFSA, 2008の総説
を参照）。硝酸イオンは消化管の潜在的発がん性物質と見なされ、従って高濃度の硝酸イオンを
含む作物は健康リスクが高いと考えられてきた。従って、有機農作物は、硝酸濃度が低い点で栄
養面で利点があると信じられてきた。この視点は、有機食品関係団体や多数の科学者の間で依然
として優勢である（例：Benbrook et al., 2008）。しかし1994年以降、硝酸イオンに対する考え
方が変わってきた。ヒトの胃には大量の一酸化窒素があり、一酸化窒素が胃中の細菌を殺すこと
が観察されている（Minkel, 2004の総説参照）。口の中の細菌によって硝酸イオンは亜硝酸イオ
ンとなり、飲み込むと、胃の中で一酸化窒素に変化する。硝酸イオン－亜硝酸イオン－一酸化窒
素の生理的経路が発見され、哺乳類の感染症に対する耐性メカニズムにおいて、硝酸イオンが重
要な役割を果たすことが解明された（Lundberg et al., 2008の総説参照）。また、硝酸イオン摂取
レベルが高いヒトの集団で、胃腸がんのリスクが増大するという疫学的証拠はみつからず（Duncan 
et al., 1997）、逆に食物中の硝酸イオンには好ましい効果があったと報告されている（Leifert and 
Golden, 2000）。欧州食品安全機関（The European Food Safety Authority）は、「野菜からの硝
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酸イオンが健康リスクとなる可能性は総合的に低く、野菜摂取の既知の有益性の方が大きい」と
の結論に達した（EFSA, 2008）。

すなわち、タンパク質と硝酸イオン含量が低い作物の食事に栄養的利点があるという考え方に
は、科学的根拠がない。逆に人間の健康の観点からは、作物のもつヒトの必須栄養素の含量を増
やすことの方がきわめて重要である。

ビタミンA

植物生理学の知見では、窒素施用を増やすと作物体内でのタンパク質や葉緑体の合成が促進さ
れる（例：Marschner, 1995; Mengel and Kirkby, 2001）。葉緑体の増加は、葉緑素やカロテノイ
ド（たとえばビタミンＡ前駆体のβ-カロテン）などの葉緑体を構成する成分が増えることを意
味する。カロテノイドと葉緑素はともに、光捕集集合体を構成する。カロテノイドが捕捉する波
長のエネルギーは、葉緑素のそれよりも髙い。高等植物でもっとも多く発現するカロテノイドは、
β-カロテンである。カロテノイドは、植物、糸状菌、藻類、細菌で合成される脂溶性色素で、
野菜や果物の黄色、橙色、赤色の素である。

カロテノイドは600種類以上存在する（Bendich, 1993）が、野菜の種
しゅ

によってカロテノイドの
種類や量には、大きな差があることが報告されている（Kopsell and Kopsell, 2006）。カロテノイ
ドは果物や野菜に多く含まれており（Rao and Rao, 2007）、ヒトの食事ではビタミンAを毎日、
800レチノール当量（1レチノール当量=12µgβ-カロテン）摂取する必要がある。カロテノイド
の抗酸化作用は注目を浴びている。

モザファー（Mozafar, 1993）は、窒素施肥が植物体内のビタミンに与える効果について、180
にもおよぶ研究成果を総括した。無機窒素の施肥量を増やすことで、作物中のカロテノイドが増
えるのは明らかであった。その事実は前述した植物生理学の知見と一致し、それと矛盾する研究
結果は見当たらなかったとしている。最近の研究を表にまとめると（表3）、無機窒素の施肥に
より、作物中のβ-カロテン濃度が高まることが示されている。比較研究では、有機農作物のβ-
カロテン濃度は無機窒素を施肥した作物よりも低かった。カリス＝ベイラーら（Caris-Veyrat et 
al., 2004）の結果は一見それに矛盾するが、ここでは慣行農法の160kg/haの窒素施肥に対し、有
機農法では340kg/haの窒素が施肥されており、実際には我々の理解に沿ったものである。緑肥
による窒素施用を増やすことでも、ニンジンのβ-カロテン濃度が大幅に上昇した（Kaack et al., 
2001）。窒素を多量施肥すると、細胞内の水分貯蔵量が多くなり、新鮮重当たりのカロテノイド
濃度は若干下がる（Kopsell et al., 2007a）。しかし乾重量当たりでは、窒素施肥が増えれば、カロ
テノイド濃度も増加する（Kopsell et al., 2007b; Lefsrud et al., 2007）。

上記に引用した研究は、窒素施肥がカロテノイド合成の主要な決定要因であることを裏付けて



参照論文と作物

β-カロテン濃度#
（㎎/㎏、新鮮重）

窒素供給によ
る相対的な増
加（％）窒素施肥増量

に伴う増加
無機 有機

施肥

Kaack et al., （2001）
　ニンジン（緑肥、10水準、2年） 110-150 ─ +10

Caris-Veyrat et al., （2004）※

　トマト（3品種、有機窒素320kg vs. 無機窒素116kg） ─ 8.7 12.3 +70

Chenard et al., （2005）
　パセリ（窒素肥料、5水準） 39.7-78.5 ─ +98

Kopsell et al., （2007b）
　ケール（窒素肥料、5水準、3品種） 61.6-65.3 ─ NS

Lefsrud et al., （2007）
　ホウレンソウ（窒素肥料、4水準、2品種） 57.9-69.6 ─ +15

47.0-51.4 ─ NS

del Amor, （2007）
　アマトウガラシ（有機窒素少量 vs. 無機窒素多量） ─ a +24

Kopsell et al., （2007a）
　クレソン（窒素肥料、3水準） 3.3-9.3 ─ +182

Juroszek et al., （2009）
　トマト（3圃場有機栽培 vs. 慣行栽培、2品種） ─ 5.2 5.8 NS

Bebera and Rautaray, （2010）
　デュラムコムギ（窒素肥料、2水準） 4.0-4.7 ─ +17

差の平均 +42

表 3　窒素供給によるβ-カロテンの平均濃度（2001～2010年の研究を参照）

# 1レチノール活性当量（RAE）であるビタミンＡ・1µgは、食物中のβ-カロテン12µgに相当する
※有機堆肥は、無機肥料よりも多量の窒素が施肥されることに注意
NS＝有意差なし
a＝数値なし
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いる。トルーデルとオズバン（Trudel and Ozbun, 1971）の従前の研究では、カリウム肥料の施
用が、トマトのカロテノイド合成にプラスの効果をもたらすことも示された。このように、作物
への養分の施用を増やすことで、作物バイオマス当たりのカロテノイド生産が促され、その結果
より多くの収量が得られることになる。通常、有機農法での窒素施用量は少ないので（Kirchmann 
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et al., 2008 a,bの総説参照）、養分施用量が多い慣行農法の作物のカロテノイド含量は、有機農法
の作物と比べて、少なくとも同等以上である。

ビタミンB群

ヒトや単胃動物は、ビタミンB群を食事から摂取する必要がある。微生物によるビタミンB群
の生合成はよく知られており、発酵食品はその重要な供給源である。特定のビタミンB群に関す
る有機農作物と慣行農作物の比較研究では、両者に顕著な差はないが（例：Woese et al., 1997; 
Bourn and Prescott, 2002）、窒素施肥が作物のビタミンB群合成にどのように影響するかを考察
することは重要である。ビタミンB群を含むモザファー（Mozafar, 1993）の研究では、窒素施
肥によって作物のビタミン濃度が高くなったことを示している。メンゲルとカークビー（Mengel 
and Kirkby, 2001）によると、穀物のビタミンB群濃度とタンパク質濃度の間には、密接な関係
がある。穀物の栽培後期に窒素を施肥すると、ビタミンB群の濃度は高まる。マシュナー

（Marschner, 1995）によると、緑葉の脂質含有量は窒素施用と密接に関連する。窒素施肥によっ
てタンパク質の合成が進むと、葉の脂質層は増える。ビタミンB1（チアミン）はチアミンピロ
リン酸［訳註：チアミンの活性型］として、補酵素Aとともに、脂質代謝で重要な役割を果たしている。

作物中のビタミンB群合成に関する研究成果は限られているが、タンパク質合成が高まると、
ビタミンB群合成も高まると考えられる。したがって、慣行農法による作物は窒素の供給が多い
ことから、そのビタミンB群の含量は、有機農作物と比べ、同等かそれ以上であることは間違い
なさそうである。作物のビタミンB含有量は、菜食中心のヒトの栄養に深く関与するだろう。ほ
かの食事法では、魚と動物製品が大半のビタミンB群を供給している。

ビタミンC（アスコルビン酸）

ヒトはビタミンCを体内で合成できないため、食事を通して定期的に適量を摂取する必要があ
る。ビタミンCの推奨摂取量は、成人1日当たり75mgである。西洋人は果物、野菜（含ジャガ
イモ）からビタミンCを摂取しており、欠乏症になるのはまれである。

ビタミンCはグルコースを前駆体とする炭素代謝経路から生成する水溶性の植物の代謝物質で
ある（Wheeler et al., 1998）。グルコースが多いほど、ビタミンCの合成は進む。作物のビタミ
ンC含量は、種々の要因のうち光遮断から最大の影響を受ける。このことは強い光と活発な光合
成が、作物のビタミンC合成に有利に働くことを意味する（Mengel and Kirkby, 2001）。ビタミ
ンCは、作物の光合成の3つの反応に必要であり、抗酸化物質として作物を保護している（Smirnoff, 
1996）。しかし窒素肥料を多く施用すると、果物や野菜でビタミンC濃度が減少するという報告
がある。モザファー（Mozafar, 1993）は、多量の窒素施肥により、植物のビタミンC含有量が
低下すると報告している。同様にナジーは、カンキツ類で窒素施肥を増やすと、窒素含有量の増
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加とは対照的に、ビタミンC含有量は減少するとしている（Nagy, 1980）。同様の結果は表4で
も見ることができ、慣行農作物では窒素含有量が高まるほどビタミンC含有量が減少し、有機農
作物では逆の結果となる。

それでは、どのようなメカニズムで、窒素を多量に施肥するとビタミンC濃度は低くなるのだ
ろうか？　窒素施肥によって作物の「樹冠」密度が高まるので、光の当たる葉面積と光合成の速
度が影響を受けるというのが、もっとも分かりやすい説明である。窒素施肥は植物バイオマス総
量の増加を、また光強度はビタミンCの合成を促進するのだから、作物の樹冠密度が高まるので
相互遮蔽で作物の特定の部分への光の透過が減ると考えるのが最も確からしい。言い換えれば、
葉の数が増えると植物当たりの総光合成量は増加するが、作物の樹冠が大きくかつ厚くなると、
葉面積当たりの光合成量は、葉がまばらな作物に比べて少なくなる。結果として、ビタミンCの
生産力が低下することは、樹冠密度の影響によるものと言える。このメカニズムによって、窒素
肥料の施用でビタミンC濃度が下がらなかった以下の事例を説明できる（表3参照）。たとえば、
相互遮蔽されることなく、豊富な光線を受けて育ったポット栽培の野菜では、窒素供給を増やし
てもビタミンC含量は下がらなかった（例： Müller and Hippe, 1987）。同様に、相互遮蔽の影響
をほとんど受けないキャベツとスイートコーンでは、慣行農法であれ有機農法であれ、ビタミン
C含有量は減らなかった（Warman et al., 1997, 1998）。それは無窒素施肥のエンドウ豆でも同様
だった（Fjelkner-Modig et al., 2000）。

答えるべき重要な質問は、窒素施肥によるビタミンC含量の減少率の程度である。オーベリと
エクダール（Åberg and Ekdahl, 1948）の古い研究では、複数の植物に窒素施用率の高低を設け
た場合のビタミンＣ含量の差は10％以内であったことを示している。リシエウスカとクミーシ
ク（Lisiewska and　Kmiecik, 1996）は、カリフラワーへの窒素施肥を80kgから120kgに増やし
た場合、ビタミンC含有量が7％減少したことを報告している。これらの研究は有機農法と慣行
農業の比較試験として行われたものではないが、このビタミンC含量の減少は、アスコルビン酸
を含む滴定酸度が6.8％低下したことを報告しているダングールら（Dangour et al., 2009）の研
究成果と同程度であることが、非常に興味深い。過去20年間に行われた比較試験の結果を取り
まとめたデータ（表4）では、慣行農作物のビタミンC含量は、有機農作物よりも平均して6.1％
少ないことを示している。

要約すると、慣行農作物でビタミンC含量は若干減少するだろう。しかし、種々の果物や野菜
のビタミンC含量の差と比べてもその差は小さく、食事の栄養への影響は大きくないだろう。果
物や野菜への控えめな窒素施用は、ビタミンC含量の髙い野菜・果実生産に有用だろう。

微量元素

作物の品質を決めるもうひとつの重要な見地は、微量元素の組成である。土壌中の多量元素と
微量元素の植物による利用可能性は、作物の成分組成に大きな影響を与える。たとえば、NPK



参照論文と作物 ビタミンＣ濃度
（㎎/㎏、新鮮重）

有機／
慣行比 
（％）慣行 有機

Leclerc et al., （1991）
  ニンジン（6農場、2年） 38 45 +18

  セロリアック（6農場、2年） 73 81 +11

Cayuela et al., （1977）
  イチゴ（11サンプル、1年） 700 720 +3

Warman and Havard, （1997）
  ニンジン（3年） 26 25 -4

  キャベツ（3年） 538 479 -11

Warman and Havard, （1998）
  ジャガイモ（2年） 275 262 -5

  スイートコーン（3年） 67 64 -4

Fjelkner-Modig et al., （2000）
  キャベツ（6年） 376 370 -2

  ニンジン（6年） 53 58 +9

  タマネギ（6年） 80 90 +12

  エンドウ豆（2品種、6年） 165 160 -3

  ジャガイモ（3品種、4年） 213 223 +5

Asami et al., （2003）
  トウモロコシ（1年） 28 32 +14

Caris-Veyrat et al., （2004）
  トマト（3品種、1年） 121 154 +27

Chassy et al., （2006）
  トマト（2品種、3年） 168 203 +21

  ピーマン（2品種、3年） 518 554 +7

差の平均 +6.1

表 4　有機農作物と慣行農作物のビタミンＣ含量の比較
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肥料を土壌に施用すると、植物は土壌中で可溶化したこれらの養分を多量に吸収し、収量を増や
す。しかし無機のNPK肥料を施用しても、微量元素を十分に添加しない場合は、微量元素は
NPK肥料の吸収比率よりも低い水準でしか吸収されない。結果として、作物の微量元素の濃度
が希釈される可能性がある（Jarrell and Beverly, 1981）。無機NPK肥料の施用による微量元素
の希釈（相対的減少）は、“無機肥料が作物の品質を悪化させる”ことの、理由のひとつと指摘
されている。有機農業の創設者の一人であるラッシュ（Rusch, 1978）は、可溶化しやすい無機肥
料を施用しないことが、最高品質の作物をつくる条件と強調している。現実に、50年以上にわ
たり市販されている野菜や果物をみると、微量元素含有率が減少しているのがわかる（Mayer, 
1997; Davis et al., 2004）。

メイヤー（Mayer, 1997）の研究結果では、時代を経るに連れて野菜ではカルシウム、マグネ
シウム、銅とナトリウム、果物ではマグネシウム、鉄、銅、カリウムが有意に減ったことが示さ
れた。アメリカ合衆国のデイビスら（Davis et al., 2004）も同様に、園芸作物では数種のミネラ
ル含有率の上昇が時には観察されたものの、カルシウム、リン、鉄は減少したと報告している。
ここで言及されている栄養素は多量元素（カリウム、リン、マグネシウム、カルシウム）と微量
元素（鉄、銅）の両者だが、微量元素のみの体系的な低下は明らかではない。さらに、無機肥料
として定期的に施用されているカリウム、リン、カルシウム、そして中和剤としての石灰の施用量
が減ってきているとは予想しがたいだろう。デイビスら（Davis et al., 2004）は、施肥による希
釈以外の要因を指摘している。収量性の高い品種の選抜と、それらの品種の想定外の遺伝的変異
による可能性が指摘された（Davis et al., 2004）。最近公表された、微量元素の含有量に関する有機
農作物と慣行農作物の比較データでは、慣行農作物における希釈効果（相対的減少）は、まったく
示されなかった（Gundersen et al., 2000; Lorhem and Slania, 2000; Ryan et al., 2004; Hajšlová et 
al., 2005; L-Bäckström et al., 2006; Kristensen et al., 2008）。ほとんどの事例で有機農作物と慣行農
作物の無機元素の含量の差はなく、残りの事例では、有機農作物でも慣行農作物でも高濃度にな
ったり低濃度になったりしている。たとえばある研究では、慣行農作物の銅濃度が有機農作物より
高かったが、逆の結果を示す研究成果もあり、また、両者間に差はなかったという研究もある（表5）。

さらに、同一研究における有機農法と慣行農法との濃度差よりも、複数の研究間における作物
中の濃度の絶対値の差の方が大きかった。このことは、作物の微量元素の組成が、圃場の場所、
土壌条件、土壌管理、作物管理などの影響を大きく受けることを意味する。NPK肥料の施肥に
よってミネラル成分が消耗する、という仮説に対して文献中のデータは決定的でなかったり矛盾
したりしているので、それ以外の要因が、有機農作物と慣行農作物の微量元素濃度に影響を与え
ていると考えられ、以下にそれを述べる。

微量元素の主要な供給源は、圃場の土壌である。土壌中の微量元素のその土地固有の濃度は、
母材の違いにより異なるだろう。従って作物の微量元素の濃度は、農法の違いよりも土壌からの
微量元素の供給の影響を大きく受ける。たとえば土壌中のセレン含量が低い場合は、農法に関係



微量元素
1試験 

トウモロコシ
18サンプル

19農場 
エンドウ豆
190サンプル

2試験 
穀物

39サンプル

1試験 
穀物

18サンプル

2試験 
野菜

クロム（Cr） n.a. 有機＝慣行 n.a. n.a. n.a.

コバルト（Co） n.a. 有機＝慣行 n.a. 有機＝慣行 有機＝慣行

セレン（Se） n.a. 有機＝慣行 n.a. 有機＞慣行 n.a.

ニッケル（Ni） n.a. 有機＝慣行 n.a. 慣行＞有機 有機＝慣行

モリブデン
（Mo） n.a. 有機＝慣行 n.a. n.a. 有機＞慣行

銅（Cu） 慣行＞有機 有機＝慣行 有機＞慣行 n.a. 有機＝慣行

鉄（Fe） 有機＞慣行 有機＝慣行 有機＝慣行 有機＞慣行 有機＝慣行

亜鉛（Zn） 有機＞慣行 有機＝慣行 有機＞慣行 n.a. 有機＝慣行

マンガン（Mn） n.a. 有機＝慣行 有機＝慣行 n.a. 有機＝慣行

論文 Warman and 
Havard, 1998

Gundersen et 
al., 2000

Ryan et al., 
2004

L-Bäckström et 
al., 2006

Kristensen et 
al., 2008

表 5　有機農作物と慣行農作物における、微量元素の濃度の比較

n.a.＝調査せず
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なく、作物のセレン含量は低くなる。さらに作物の元素組成は土壌と作物への種々のミネラルと
微量元素のフロー（供給の経路）の影響を大きく受ける。中量要素と微量元素は、作物の必要性
に応じ、無機リン酸肥料、天然ミネラル、市場に流通する堆肥などを介して、土壌に加えられる。
無機栄養素が豊富な市販飼料も、土壌に供給される通常の堆肥を通して、土壌中のミネラルを富
化するだろう。異なる栽培方法の作物を比較する際、種々の微量元素のフロー（供給の経路）に
関する情報を入手し、検討が必要である。残念ながらこれに関する情報はたいてい入手できない
ので、ほとんど言及されていない。

大気中に浮遊、蓄積している微量元素が、作物の組成に大きな影響を与える可能性があること
は、望まれない元素（鉛やカドミウム）の作物中の濃度上昇の例―これは排出量の削減により、
この20年間で減少したが―が示している（Kirchmann et al., 2009）。

有機農作物が、慣行農作物と比べ微量元素の濃度が高いという仮説は、科学的データの裏付け
がないと結論づけられるだろう。実際に、微量元素の制御が可能な化学肥料の施用によって、作
物の微量元素濃度を目標水準まで上げることができる。実際に1984年以降実施されているフィ
ンランドのセレン施肥は、作物、畜産物およびヒトの血液内のセレン濃度を目標水準まで上げて
いる（Eurola et al., 2003）。
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非必須二次代謝物

二次代謝物（必須ビタミン以外）には、5,000～1万の化合物がある。フェノール酸、ポリフ
ェノール、テルペノイド、アルカロイド、フラボノイド、エストロゲン、グルコシノレートなど
に分類されており、植物内での役割はまだ完全にはわかっていないが、光線からの保護、酸化ス
トレスの制御、害虫や病原菌感染に対する防御、草食動物の食害抑制などの機能を持つ。ヒトの
栄養としての役割と機能もまた、まだよくわかっていない。代謝物のなかには、活性酸素を減ら
してがんを予防する、抗酸化機能をもつ化合物が知られている（Hasler, 1998）。しかし、二次代
謝物がヒトに必須であれば、その化合物はビタミンとして定義されるべきだろう。ビタミンや必
須微量要素として特定されたビタミンA、C、セレンなどは、抗酸化物質としても機能する。実
際にポリフェノールは、70年以上前にビタミンＰとして提案されたものの、必須性の条件を満
たしていなかった（Kroon and Williamson, 2005）。

いくつかの普通の二次代謝物、例えばジャガイモのソラニン（アルカロイド）やキャッサバの
シアン化物は、ヒトに有害な濃度で含まれる。がんを引き起こす可能性がある二次代謝物もある

（Ames, 1983; Ames et al., 1990）。植物中には多数の二次代謝物があるので、ヒトの健康に有益
なものと有害なものの判別は簡単ではない。しかし二次代謝物の主要な供給源である野菜や果物
を毎日多く摂取すると、心臓血管疾患（Ness and Powles, 1997）およびがん（Ness and Powles, 
1997）のリスクが減少することが疫学的研究から示されている。

有機農業の支持者は、人間にとって必須ではないにもかかわらず、作物の二次代謝物を人間の
健康に重要な物質としてとらえている（例：Lundegårdh and Mårtensson, 2003; Caris-Veyrat et 
al., 2004; Mitchell et al., 2007; Benbrook et al., 2008）。実際に、果物や野菜の有益な健康効果は、
二次代謝物に起因すると主唱され（Brandt and Mølgaard, 2001）、必須ビタミンや必須微量要素
でない、とされる。しかし、二次代謝物を食事のきわめて重要な健康成分とする根拠には、科学
的な証拠の裏付けはない。エームズとワキモト（Ames and Wakimoto, 2002）は、野菜と果物の
摂取による人間の健康増進とがんの減少は、ビタミンとミネラルの充分量を摂取することで、こ
れらの最適以下及び欠乏状態が回避されたことによる効果だと指摘した。二次代謝物の濃度上昇
を作物の品質指標とする説明は、誤解と考えられる。

従って、二次代謝物（たとえばベリー類のフェノール化合物）（Asami et al., 2003）、クロロゲ
ン酸（Caris-Veyrat et al., 2004）、トマトのケンペロール（Mitchell et al., 2007）をビタミンCと
同等の有益な成分と考えるのは大いに疑問である。これらの化合物が人間に必須なことは示され
ていないが、有害であることを示す研究は存在する（Ames, 1983; Sahu and Gray, 1994）。

タマネギ、ニンジン、ジャガイモで有機農法と慣行農法を比較した最近の研究では、ポリフェ
ノールやフラボノイド（Sølhoft et al., 2010 b）、或いはニンジンのポリアセチレン（Sølhoft et 
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al., 2010 a）の含有量に、有意で体系的な効果は認められなかった。これらは、作物にあまり含
まれないが健康促進効果があるとされる化合物のグループ（Christensen and Brandt, 2006）で
ある。タマネギのもっとも一般的なフラボノイド（ケルセチン）に対して、有機窒素と無機窒素
の施用で有意差は認められなかった（Mogren et al., 2007; 2008）。6つの環境要因、すなわち窒
素施肥、リン施肥、遮光、干ばつ、オゾン、二酸化炭素富化の植物二次代謝物含量に対する影響
を調査したコリシーバら（Koricheva et al., 1998）のメタ分析では、フェノール類とテルペノイ
ド濃度が少し変化した程度だった。

まとめると、ヒトの代謝に対する作物の二次代謝物の効果については、まだ十分に解明されて
いないことと、有益なことも有害なこともあり得るので、二次代謝物の濃度が上昇したことを、
品質の改善とみなすのは正しくないだろう。植物の二次的な化合物の議論にあたっては、人間は、
限られた数の植物しか食用作物として利用していないという事実を思い起こすことが必要だろう。
なぜならそれは多くの植物が、望まれない二次代謝物を高濃度で含み、食用に向かないからである。

有機農作物と慣行農作物のマイコトキシン

糸状菌が食用作物に定着した時に発現する毒素、いわゆるマイコトキシンの存在も作物品質の
一面である。糸状菌は非常に多くのマイコトキシンを合成するが、健康リスクをもたらすのはご
くわずかである（Murphy et al., 2006）。マイコトキシンは、収穫前に生成されるフザリウム属
に由来するデオキシニバレノール、ゼアラレノンおよび誘導体類と、収穫後に発現するアスペル
ギルス属に由来するアフラトキシンやオクラトキシンに区別することができる。したがって、マ
イコトキシン合成に関する栽培システムの影響を調べる場合は、収穫前に発現する毒素のみが対
象となる。我々の検証として、フザリウム毒素としてコムギからもっとも多く検出されるデオキ
シニバレノール（DON）に焦点を当てる（Edwards, 2009）。

一般的に、無機窒素施肥により作物の水分条件が高まる結果、糸状菌の発生やマイコトキシン
の生成が増える可能性がある（Clevström et al., 1986; 1987）。窒素施肥は作物を繁茂させ、それ
ゆえに空気の流れが悪くなり、作物の群落内湿度が高くなりうる。さらに窒素施肥は、無施用よ
りも作物体内の水分含量を高める。また施肥により、作物の成熟期間は長くなり、倒伏リスクが
高まるだろう。糸状菌の感染は、開花期から成熟後期までの水分濃度が高い期間に発生する。言
い換えると、慣行的集約農業は、間接的に糸状菌の感染の問題を拡大させているともいえる。

窒素を施肥しても、マイコトキシン汚染の際立った増加はなかったという研究成果（例：
Teich and Hamilton, 1985; Schaafsma et al., 2001; Blandino et al., 2008）がある一方、デオキシ
ニバレノール含量が増加したとの報告もある（例：Lemmens et al., 2004; Heier et al., 2005; 
Oldenburg et al., 2007）。多量の窒素施肥はマイコトキシン合成を促進すると考えられるが、感
染圧力、気象条件、作物種の感受性などの要因も影響しているだろう。更に、作物の必要量を超
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える窒素の多量施肥だけが、マイコトキシン汚染のリスクを高めると考えられる（Blandino et 
al., 2008）。マイコトキシン合成を抑制するには、カリウム施肥と土壌のpHを高めることが有効
である（Teich and Hamilton, 1985）。

要約すると、無機窒素肥料を施用した慣行農作物におけるマイコトキシン汚染の増加を明確に
証明する証拠はなかった。また慣行農業において、合成殺菌剤による防除は作物の糸状菌感染を
制御し、マイコトキシンを低い水準で維持するのに非常に効果がある。有機農作物と慣行農作物
のどちらでマイコトキシンが生成されやすいかは、研究室と圃場で比較試験が数多く行われてい
るので、次の項で検証する。

有機農法と慣行農法のどちらかの栽培システムで穀粒のデオキシニバレノール濃度が高まる兆
候があるか検証するため穀粒中のデオキシニバレノールの濃度のデータを、表６に取りまとめた。
加工に伴なう処理の影響を避けるために、貯蔵・加工前の穀粒のみを対象にし、販売されている
穀物製品は除外した（例：Malmauret et al., 2002; Schollenberger et al., 2003, 2005; Cirillo et al., 
2003; Jestoi et al., 2004）。

穀粒中のデオキシニバレノール濃度は、有機農作物で25～760µg/kg、慣行農作物で16～
1,540µg/kgと大きな変動を示した。それぞれのデオキシニバレノール濃度平均値は、有機農作
物で225µg/kg、慣行農作物で215µg/kgと有意差はなかった。年次変動のほうが栽培システム
の差よりも大きかったとの研究結果もある（Birzele et al., 2002; Champeil et al., 2004）。成長期
の殺菌剤による防除で、穀粒のデオキシニバレノール濃度は減少し、低・中程度の感染に対する
濃度低減効果は感染率が高いときの防除と比べて低かった（Birzele et al., 2002; Champeil et al., 
2004）。最小耕起法による穀粒デオキシニバレノール濃度の方が、通常耕起よりも高かった

（Champeil et al., 2004）。以上の結果から、我々は、慣行農作物が有機農作物と比べて、糸状菌
汚染率が高まることはないとの結論に達した。

まとめ
世界全体で有機農法が拡大すると、深刻な食料（穀物）不足をもたらすとの警告が、いくつか

の代表的な総説で示されている（Smil, 2001; Kirchmann et al., 2008a; Goulding et al., 2009）。し
かし多くの有機農業の支持者たちは、私たちがより菜食に転換すべきで問題ではないと即答する。
言い換えれば、世界は食料（穀物）生産を減らす有機農法を採用すべきだと言う（Badgley and 
Perfecto, 2007）。有機農法に切り替えることで生じる食料（穀物）不足は、食事の内容を見直す
ことで埋め合わせるべきだと薦めている。もしその目的が、科学的に裏付けされた栄養学的な推
奨に基づいて菜食主義者の食料を増産することならば、もっとも効率的で環境にやさしい方法は、
慣行農法で作物を栽培することである。その結果、今日農業に使用されている巨大な農地は、自
然の生態系すなわち森林に戻るか、バイオエネルギー生産に使用可能となるだろう。農業の環境



作物の種類 サンプル数 貯蔵前†の穀粒の　　　　　　　　　　　　　　　　　　
デオキシニバレノール
平均濃度（㎍/㎏）

文献

有機 慣行

コムギ 総数 35 ─ 54 Teich and Hamilton, 1985

コムギ 51：50 484 420 Marx et al., 1995

ライムギ 50：50 427 160

コムギ 総数 37 26 20 Olsen and Möller, 1995

ライムギ 総数 10 20 15

コムギ n.g.†† 50 16 Eltun, 1996

エンバク n.g. 36 19

コムギ 169 ─ 16 Langseth and Rundberget, 1999

エンバク 178 ─ 32

コムギ 46：150 760 1,540 Döll et al., 2000

コムギ 47 111 ─ Birzele et al., 2002

コムギ 58 280 ─

コムギ n.g. 205 150 Birzele et al., 2002

エンバク 9：14 25 24 Schollenberger et al., 2003

コムギ 24：36 126 394

コムギ 8：8 123.5 37.5 Finamore et al., 2004

コムギ 75：75 500 450 Champeil et al., 2004

コムギ 31：40 160 200 Hoogenboom et al., 2008

コムギ 247：1,377 230 230 Edwards, 2009

コムギ 13：13 310 132 Solarska et al., 2009

コムギ 4：4 201 46 Mckenzie and Whittingham, 2010

4：4 201 323

平均値 225 215

表 6　有機農法と慣行農法で得られたムギ類穀粒中の、フザリウムのマイコトキシン・デオキシニバレノール平
均濃度

†穀粒のデオキシニバレノール濃度の最大許容濃度は、大人で500㎍/㎏、小児と幼児で100㎍/㎏
††n.g.＝記録なし
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への負荷も大きく軽減されるであろう。

有機農作物の生産が大規模化するほど、食料安全保障が危うくなるのではと、懸念されている。
スウェーデンの統計を見てみると、有機農法が作物生産から酪農と肥育に移行したため、飼料
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生産用の農地が拡大していることが読み取れる。その結果、有機ジャガイモとナタネの作付面
積は75％縮小し、収量も50％減少しており、スウェーデン国内の需要を満たすには不十分であ
ろう。

有機農業の創始者が、有機農作物の優位性を主張し始めてから、この種の農業を推進するにあ
たっては、品質が議論の焦点になっている。品質に関しては数多くの研究が行われているが、広
範囲な比較研究と緻密な統計調査などをさらに厳格に検証した結果、有機農作物と慣行農作物で
は品質の差がほとんどなく、有機農作物の品質が必ずしも優れているのではないことがはっきり
した（例：Magkos et al., 2006; Dangour et al., 2009）。今回の調査は、作物のビタミン、タンパ
ク質、硝酸イオン、微量元素の含有量が、施肥法の違いで増減することの理解を目的とした。慣
行農法ではビタミンC含量だけが減少したが（窒素施肥による作物樹冠内での相互遮断）、窒素
施肥でビタミン（A、B）の合成は増加した。この章で参照した文献では、慣行農法で栽培され
た作物の微量元素が体系的に希釈された証拠もなく、また栽培方法の違いによるマイコトキシン
含量にも差異を見つけることができなかった。我々は、有機的に栽培された作物の品質の方が優
れているということはないとの結論に至っている。

食料供給、食事の構成と食料の品質

かなりの人が自分の体にとって一番良い食品を選択したいとして、有機農作物を選ぶ。英国の
土壌協会［訳註：現在の英国の主な有機農業団体］の創設者であるイブ・バルファー夫人は、有機農作物中
心の食事に変えたことを記述している（Balfour, 1943）。しかし彼女は同時に食事を小麦粉製品
から全粒小麦に、肉食をやめ野菜と果物を中心としたものに変えた。彼女が長生きをした経験か
ら、彼女は有機農作物が長寿と健康を支えたとの結論に至ったかもしれないが、健康への効果を
正しく評価するには、食事の構成と食べ物の品質とを、分けて検証することが必要である。

世界の多くの人が抱える健康問題は、栄養失調と肥満（栄養不足と飽食）に起因する。また、
アンバランスな食事の構成は、必須栄養素の供給不足を招き、健康に問題が生ずることもある。
つまり、食べ物の品質の違いが人間の健康に影響を与えるかもしれないということである。言い
換えれば、人間は食事をする際に、食べる量、食事の構成、食べ物の栄養品質を分けて考えねば
ならない。

我々の分析では、大規模な有機農法は2つの変化を引き起こす―食料が十分確保されなくなる
かもしれないことと、ある食料が不足することで食事の構成が変わるかもしれないことである。
有機農作物を議論する際に、栄養面での利点が取り上げられるが、従前の研究成果も含めた本章
での検証では、有機農作物の品質は必ずしも優れていないことがはっきりした。食事の構成（た
とえば炭水化物の脂質に対する割合、口にする砂糖・精白小麦粉製品の量、摂取する果物と野菜
の量、食べた魚もしくは肉の量など）は、人間の健康に大きな影響を及ぼす（Willet, 1994; Taubes, 
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2001; Trichopoulou and Critselis, 2004）。まず、栄養価が適切であるかに焦点が当てられねばな
らない。その食事に必須栄養素が十分含まれている限り、それは健康的な食事であって、それら製
品間にあり得るどのような品質の違いも、健康にとって大きな問題ではない（Ames and Wakimoto, 
2002）。たとえば、1日にケーキと有機の果物を2個食べるより、ケーキはなしで慣行栽培の果物
を5個食べる方が、ビタミンを多く摂取できる。有機農作物を健康面から議論するとき、食品の
品質よりもむしろ大規模な有機農業によって引き起こされる食料不足とアンバランスな食事の構
成が、健康にとってもっとも深刻な問題であるとの結論に我々は達している。

有機農作物の品質優位性に対する信念

有機農法の支持者は、有機農作物の方が、栄養素の濃度が高いと主張する。コロラド州ボルダ
ー有機センターのベンブルックら（Benbrook et al., 2008）の報告書には、有機農作物の栄養素は、
慣行農作物より25％以上多くあったと記載されている。ローゼン（Rosen., 2008）は、この報告
書を次のように検証する。ⅰ）引用された文献は、慣行農作物が優れていた結果を除外している、
ⅱ）食事で硝酸イオンを摂取することが人間の免疫システムにとって必須であるという新たな見
方を完全に無視している、ⅲ）25%という高い濃度はどの引用文献にも見当たらないと。

昨今の例を見ると、作物の品質を制御する複合的な多くの要因や複雑性を理解するのではなく、
有機農作物の栄養的有益性が高いとの信念だけが、有機農業を促進する力となっているように思
われる。有機農作物が優れているに違いないとの信念は幅広く行き渡っているが、それは自然を
理想とする考えが底辺にある。「自然は最良を知っている、そして、自然は最善を尽くす」とい
うスローガンは、この考えを象徴する一例である。しかし自然を理想化するのではなく、自然科
学の法則に従い自然全体を認識すべきである。
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要約
ベラルーシのチェルノブイリ原発事故被災地においては、その影響を緩和するためのさまざま

な対策が取られた。草地の抜本的な改良を目的とした石灰、肥料、家畜ふん堆肥の施用は、土壌
から作物への放射性物質の移行を制限するのに広く普及したもっとも適切で有効な対策である。
これら資材の施用効果は、放射性物質の汚染度合、土性や土壌の化学性、作物の生物学的特性に
左右される。石灰、家畜ふん堆肥、窒素・リン・カリウムの施用による土壌肥沃度の改善は、チ
ェルノブイリ原発事故後、長期間にわたって実施された基本的な土壌回復策である。本章では、
セシウム（137Cs）、ストロンチウム（90Sr）によって汚染された土地で実施された、肥料や堆肥に
よる対策の効果に関する既存の実験データを紹介する。

序論
放射性セシウム（137Cs）と放射性ストロンチウム（90Sr）は、それぞれ核分裂時の重要な生成物

であるが、核実験、核廃棄物処理、およびチェルノブイリや福島のような原子力事故によって、
地球環境に放出される。このような大規模な放射性物質の環境への放出は、ヒトの住んでいる土
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地や食料生産システムを長年にわたって汚染する。環境中の放射性セシウムは、さまざまな経路
によってヒトに暴露し、健康に影響を与える可能性がある。
   137Csや 90Srによって汚染された農産物を摂取することは、長期間にわたるヒトへの主要な被ば
く経路である （Alexakhin, 1993; Shaw and Bell, 1994）。放射性物質の土壌から作物への移行には、
さまざまなケースがあり、土壌のpH、カリウム量、粘土と有機物量によって異なる（Absalom 
et al., 1995, Ararpis and Perepelyatnikova, 1995, Sanzharova et al., 1996）。プリスターらは2003
年に、137Csと 90Srの土壌から作物への汚染伝播を予測できる包括的なモデルを提案した。それに
は、汚染程度、期間、土壌の性質（pH、陽イオン交換容量、有機物含有量、交換性カリウムや
交換性カルシウム含有量）が関与している。

1986年4月26日に起きたチェルノブイリ原発事故は、ベラルーシ、ロシア、ウクライナ国土
に大量の放射性物質による汚染をもたらした。その結果、それら各国の農業で大規模な対策が必
要となり、各種の対策が事故後、集中的に実施された。チェルノブイリ原発事故の被害を受けた
地域において、改善戦略のより具体的な内容をさまざまな場所で目にすることができる（特に、
コストや有効投与量、効果、そして改善プロセスに出資者の協力を得る方法など。Jacob et al., 
2009）。汚染地域における肥料や堆肥による対策の主な目的は、ヒトの食物連鎖系への放射性物
質の混入を減らすことである。石灰の施用やカリウム・リン肥料のさらなる追加施用は、放射性
物質で汚染された地域における基本的な作物生産技術であり、それらは土壌の化学性や、放射性
物質の土壌－作物間の挙動に重要な変化を引き起こす。

我々の目的は、ベラルーシのチェルノブイリ原発事故後の筆者らの研究経験に基づいて、土壌
肥沃度や肥料が、土壌から作物への放射性物質移行にどのような影響を与えるかという各種要因

（パラメータ）を決定することであった。これらの各種要因の解析は、事故後から長期間にわた
る 137Csや 90Srの食物連鎖系への汚染を防ぐため、施肥という一般的な方法を用いた防御策を開
発する上での基礎的な知見となる。

チェルノブイリ原発事故は、ベラルーシの国土の約23％と220万人の人々に放射性物質による
汚染をもたらした。26万5,000haの地域において、137Csが1,480 kBq/㎡以上、90Srが111 kBq/㎡
以上、そしてプルトニウム（Pu）の放射性同位元素による3.7 kBq/㎡以上の汚染が確認され、
それらの土地の農業利用が禁止された。現在は、137Csが37～1,480 kBq/㎡という範囲で汚染さ
れた100万haで農業生産が行われている。この土地のうち34万haでは、同時に 90Sr（6～
111 kBq/㎡）にも汚染されている。地域経済の中で、この事故によってもっとも影響を受けた
分野は農業である。政府は、汚染地域の回復のために多大な経済援助を実施した。しかしながら、
効果的な対策を選択するには、信頼できる試験結果を蓄積するさらなる努力が求められる。この
地域は比較的良好な気候環境にあるので、土壌肥沃度の水準が、収穫作物の汚染を抑制するもっ
とも重要な要因となる。



放射性核種137Cs・90Srによる土壌汚染改善策としての施肥 289

材料と方法
    137Csと 90Srについて、作物への移行性に対する土壌肥沃度の影響を調査した。具体的にはゴメ
ル地方の耕地に1㎡の区画を無作為に配置し、慣行農法の条件下で、ルビソル壌質砂土での肥料
効果を調べた。土壌の化学性は腐植 2.2％、pH（KCl） 6.0、P2O5 170 mg/kg、K2O 160 mg/kg で
あった。土壌への放射性物質の汚染程度はやや高く、350±18.0 kBq 137Cs/㎡、48±5.2  
kBq 90Sr/㎡ であった。試験のなかにはカリウム肥料の施用量を変えた試験も含まれ、その試験
はN 90 kg/ha、P2O5  60 kg/haの施肥を基準として、K2Oをそれぞれ60、120、180 kg/ha施用し、
無施用区と比較した。その施肥（4反復）は、家畜ふん堆肥をそれぞれ0、8、16 t/ha施用した3
ブロックで実施し、試験はトウモロコシ、春コムギ、ソラマメ・エンバク混作、冬コムギ、そし
てマメという作物ローテーション下で行った。また、窒素固定をする共生菌（在来系統の
Azospirillum brasilense）について、多年生牧草種子への接種効果を圃場試験で検討した。ゴメ
ル州のモズイリ市での試験は、ルビソル壌質砂土（腐植 1.2％、pH 6.0～6.2、P2O5 160～
180 mg/kg、K2O 180～190 mg/kg、137Csと 90Srの汚染程度はそれぞれ185kBq/㎡、12 kBq/㎡）
というやせた土壌条件で実施した。チモシー（Phleum pratense）、フェスク（Festuca 
pratensis）、ブロムグラス（Bromus Inermus）、カモガヤ（Dactylis Glomerata） は、6.4 ㎡ （4
反復）の小試験区で育て、肥料はN、P2O5、K2Oをそれぞれ30、60、90 kg/ha施用した。

土壌分析は、従来法を用いて行った。可給態のP2O5、K2Oは、土壌：水＝1：5で0.2 M HCl抽
出法で測定した［訳註：availableを可給態、exchangeableを交換性と、原著表記通りに訳した。日本での一般的分析法では両者

は異なるが、本稿では交換性カリウムの分析法は記述されていなかった］。作物および土壌試料中の 137Csの放射能濃
度は、ガンマ分光法（HP-Ge検出器 キャンベラGC4019）を用いて測定した。90Srの放射能濃度は、
600℃で灰化した作物および土壌試料について、放射性イットリウム（90Y）をシュウ酸塩法を用
いて分離した後、チェレンコフ光で測定した。測定結果はBq/kgおよびkBq/㎡として、作物お
よび土壌サンプルについて計算した。そして、農産物への土壌からの放射性物質の移行係数とし
て、137Csおよび 90SrのTag値（㎡/kg×10-3）を算出した。実験データの一般的な分散分析と回
帰分析は、MSエクセル（Clever and Scarisbrick, 2001）を用いて行った。

改善方法

石灰施用

作物はセシウムとストロンチウムを、それらの競合イオン（それぞれカリウムおよびカルシウ
ム）と同じ取り込みメカニズムによって吸収する。カリウムおよびカルシウムはともに重要な作
物の栄養素であるため、作物によって積極的に取り込まれる。それらの競合イオンが豊富で生物
学的に利用可能な場合には、作物による 137Csと 90Srの吸収は比較的少ないと予想される。



苦灰石
（ドロマイト）
施用量 
t/ha

肥料施用量
（N-P2O5-
K2O） 
kg/ha

土壌pH

土壌中
交換性
Ca 

cmol/kg

ジャガイモ
収量 
t/ha

純収益 
€/ha

137Cs 
放射性 
減少係数

90Sr 
放射性 
減少係数

0 0-0-0 4.9 2.5 16.2 - 1.0 1.0

6 0-0-0 5.9 4.2 17.6 67 1.6 -

18 0-0-0 6.7 5.8 15.4 -95 1.7 -

0 70-60-150 4.9 2.5 24.3 403 1.8 1.2

6 70-60-150 5.9 4.2 26.4 509 2.1 1.5

18 70-60-150 6.7 5.8 23.1 298 2.3 1.7

LSD0.05 1.4
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土壌酸度は、核種の可給性および作物への吸収量に影響する。酸性土壌への石灰施用は、農産
物への 90Srの移行を妨げる効果的な方法である。土壌酸度の減少と土壌溶液中のSr2+/Ca2+バラ
ンスに基づくこの対策は、チェルノブイリ原発事故の発生よりかなり前から知られていた

（Wiklander, 1964）。事故後、石灰による改善に関して多数の試験が行われた。その中でも、カ
ルシウムおよびカリウムのような競合的化学種の濃度を高めることによって、土壌溶液中の放射
性物質のレベルを低減しようとする化学的改善が、優先的に行われた（Alexakhin, 1993; Nisbet 
et al., 1993）。

交換性カルシウム含有量が比較的低い酸性土壌（土壌1kg当たりの交換性カルシウムが約
2cmol）において、カルシウム添加は、農産物への 137Csと 90Sr両方の移行を有意に減らす可能性
があることが判明した（Nisbet et al., 1993）。ベラルーシの粗粒質土壌にもっとも適した石灰資
材は、22%のカルシウムおよび13％のマグネシウムを含む細粒ドロマイトであった。

ポドゾルビソル［訳註：粘土集積層に漂白層が侵入した土壌。別称アルベルビソル］壌質砂土での栽培で最大収
量となるpH（KCl）値は、作物により異なり、大麦6.7、ジャガイモ5.9、ルピナス4.9であった。
放射性物質の低減策を選択する際には、追加施肥に見合った収量が得られるか否かを考慮する必
要がある（Bogdevitch, 2003）。ジャガイモ栽培において、放射性物質の吸収低減と経済性の両
面から、最適な石灰施用の一例を表１に示す。

表1　ポドゾルビソル壌質砂土における石灰施用のジャガイモ収量と放射性核種吸収抑制に対する効果
 （土壌の放射能は 137Cs-370 kBq/㎡ ・ 90Sr-37 kBq/㎡、無処理のジャガイモ塊茎は、137Csｰ10.2 Bq/

kg、90Sr-11 Bq/kg）

［訳註：LSD（最小有意差）の有意水準0.05は、95％の確率でその結果が信頼できる意味。表中の数字1.4は、比較するデータの差がこ
れ以上あればその差は有意で、それ以下であれば、有意な差が認められないことを意味する］



図1　ポドゾルビソル壌質砂土の土壌pH（KCl）とクローバーへの 90Sr移行係数（Tag値、m2/kg×10-3）の関係
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ジャガイモ試験で1ha当たりドロマイト6tと肥料N、P2O5、K2Oをそれぞれ70、60、150kg施
用すると最高の収量が達成された。この処理はヘクタール当たりの最高純収益をもたらした一方
で、137Csと 90Srの作物への蓄積も大幅に削減された。ドロマイトの割合を18t/haに増やすと、
土壌の中性化（pH 6.7）がもたらされ、137Csと 90Srの作物への蓄積はやや減少したが、収量と純収
益も減少した。酸性土壌に石灰を大量施用してpHを6.5以上にすると、多くの場合、鉄、マンガン、
銅、亜鉛などの微量要素の可溶性を下げ減収につながることが知られている（Bergmann, 1992）。
適量の石灰と肥料を組み合わせて施用すると、放射性物質の作物への蓄積を低減しつつ、収量と
利益を増加させることができた。

多年生牧草は 137Cs、90Srともに最高濃度の放射性物質を蓄積し、放牧牛、特に乳牛にとっても
っとも重大な問題となる。土壌酸度は放射性物質の可溶性とそれらの作物への蓄積に影響を与え
る。圃場における筆者らの調査では、ルビソル土壌へ石灰を施用することで、pH（KCl） 4.2～
4.5がpH 6.5～7.0へと変わり、クローバー（Trifolium pratense）中の 90Sr蓄積を減少させた（図1）。

本研究の結果は、負のべき関数を用いた回帰曲線によって単純に説明することができる。同じ
ような関係は、ほかの作物においてもみられる。このような負のべき関数は、土壌から作物へ取
り込まれる 137Csと 90Srの量を予測するため、ベラルーシで広く利用されている。ロシア、ベラ
ルーシ、ウクライナにおいて、pH（KCl）が異なる汚染土壌での石灰施用は、137Csと 90Srの蓄積
を1/1.3～1/2.6に減少させた（Deville-Cavelin et al., 2001）。酸性度の高いポドゾルビソルや泥
炭土壌（pHが<4.0～4.5）における筆者らの試験の場合、石灰施用によって多年生牧草の中への
放射性核種の蓄積は最大１/10にまで減少した。
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土壌処理 † 子実収量 
t/ha

対照区との差 
t/ha

137Cs Tag値 
m2/kg×10-3 減少係数

3.2mmolK/kg

Control（対照区） 3.24 - 0.028 1.0

N70P60K80 4.58 1.34 0.024 1.1

N70P60K160 4.79 1.55 0.017 1.6

N70P60K240 4.90 1.66 0.014 2.0

5.3mmolK/kg

N70P60K80 4.90 1.66 0.014 2.0

N70P60K160 4.90 1.66 0.010 2.7

N70P60K240 5.00 1.76 0.009 2.8

7.4mmolK/kg

N70P60K80 5.00 1.76 0.010 2.7

N70P60K160 5.13 1.89 0.010 2.8

N70P60K240 5.21 1.97 0.009 2.9

LSD05 0.22 0.0037

† P、Kの右下の数字は、P2O5、K2Oとしての施用量を示す。

表2　ベラルーシのゴメル州のポドゾルビソル壌質砂土において、3段階の異なる土壌交換性カリウム含有量下
での、カリウム肥料施用量が春コムギの収量と 137Cs移行係数（Tag値）に及ぼす影響
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汚染土壌で栽培する作物の最適pH調整に必要な石灰量は、土壌の種類、物理性、初期の土壌
酸度で異なる（BRISSA, 2003）。 ポドゾルビソル土性群におけるpH（KCl）目標は、粘土・壌
土6.0～6.7、砂壌土5.8～6.2、砂土5.6～5.8である。干拓したヒストソル（泥炭で、柔らかい多
湿土壌）で石灰施用をする際の目標pHは5.0～5.3である。酸性土壌への石灰施用は、汚染地域
で農業を行うための必須前提条件である。

カリウム肥料

カリウム肥料の施用は、作物体内への 137Cs移行を制限する有用な農業化学的手法である。カ
リウムは、セシウムと化学的性質が類似している元素で、土壌から作物への 137Csの移行を効果
的に阻害する （Andersen, 1963; Evans and Dekker, 1963）。その阻害効果は土壌溶液中のカリウ
ム濃度に強く依存し、カリウム濃度により農産物のセシウム汚染低減対策としてのカリウム施肥
効果が決まる（Menzel, 1954; Shaw and Bell, 1991）。さまざまな作物間における、137Csの取り込
み能に関する遺伝子型の違いは非常に重要で、それらもまた、土壌中の交換性カリウム含有量に
依存する（Bogdevitch, 1999）。作物へのカリウム肥料の施用は、作物中の 137Csと 90Sr両方の蓄



図2　ルビソル壌質砂土における土壌中カリウム量とクローバーへの 137Cs移行係数（Tag値、m2/kg×10-3）
の関係
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積に大きく影響する。土壌へのカリウム供給が不十分であると、汚染土壌における生態系に
137Csが多く吸収される結果をもたらす（Alexakhin, 1993; Prister et al., 1993; Fesenko et al., 2007）。

筆者らの圃場試験では、土壌のカリウム供給量が３段階となる区画を準備し、一定量の窒素、
リン肥料と、3段階に変えたカリウム肥料を施用する試験を実施した。春コムギで得られたデー
タを表2に示す。

ポドゾルビソル壌質砂土中のカリウム供給レベル（交換性カリウム）を、3.2から5.3 mmol/kg
へ改善すると、大幅な収量増加となること、そして土壌から穀物子実への 137Csの移行を1/1.6～
1/1.7に抑えられることが判明した。また、160～240 kg K2O/haの多量のカリウム肥料の施用が、
低カリウム含有量の壌質砂土での作物栽培に有効であることも明らかとなった。中～高カリウム
供給土壌（5.3～7.4 mmol/kg）での作物のセシウム吸収低減には、中程度のカリウム肥料の施用
で十分であった。

筆者らの試験結果は、放射性核種濃度、土壌の化学性、作物種によって影響を受けるカリウム
肥料の効率的施用の裏付けとなった。たとえば、クローバー（Trifolium pratense）の作物体へ
の 137Cs移行係数と土壌中の可給態カリウム含有量の間には強い負の相関が認められた（図2）。

クローバーへの 137Csの移行と土壌のカリウム供給レベルの関係は、寄与率が62％と、負のべ
き関数によく当てはまっている。137Cs移行係数の有意な減少が、土壌中の可給態カリウム含有
量50～250 mg/kg（1.1～5.3 mmol/kg）の範囲内で認められた。ジョールン（芝草などの生えた）・
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図3　ポドゾルビソル壌質砂土において、家畜ふん堆肥とカリウム肥料との割合を変化させた場合の、90Srの土
壌から春コムギ子実への移行（Tag値、m2/kg×10-3）
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ポドゾル壌質砂土における最適カリウム含有量の閾値は、ほとんどの畑作物で約5.3 mmol/kgで
あるとのデータが得られた。土壌の交換性カリウムをさらに増加させても、作物への放射性物質
の蓄積を効果的に抑制できず、処理コストを増加させるだけであった。カリウムの肥効は、石灰
を施用して土壌酸度が有意に低下［訳註：pH上昇］した場合に、より高くなることが見出された。こ
の結果は有機質土壌、無機質土壌にかかわらず、交換性カリウムが5 mmol/kg未満［訳註：

236K2O mg/kg未満］の低肥沃度の土壌中で、137Cs汚染の影響の改善にカリウム肥料が有益であると
結論づけたデータと一致する（Nisbet, 1995）。そのため、筆者らの実験データは、カリウムの土
壌分析値に基づいてカリウム肥料の効率的な使用量を予測するための定量的な基準となる。

しかし、土性の違いは、土壌水分中の 137Csと 90Sr（およびその競合イオン）の濃度に強く影響
を与え、実際、作物への取り込みも幅広い範囲内で変動する場合がある（Sheppard and 
Evenden, 1997）。そこで筆者らは、一定量の窒素・リン肥料を施用しながらカリウム肥料の施用
量を増加させ、3段階に分けた家畜ふん堆肥施用量と組み合わせることにより、コムギ子実への
137Csと 90Srの移行抑制効果を検証する長期圃場試験を1999年に開始した。0、8、16 t/haという
3段階の家畜ふん堆肥によって、表土層の土壌有機物含有量は、それぞれ1.56、1.94、2.40％にな
った。16 t/haの家畜ふん堆肥施用は、輪作時の作物収量に持続的な効果を発揮し、0.96～1.14 
t/haの春コムギ（Triticum aestivum）の子実収量を得た。家畜ふん堆肥施用によって、子実中
の90Sr蓄積が1/2.0～1/2.6まで減少した一方で、137Csの蓄積は1/1.3～1/1.4の減少にとどまった（図
3）。

土壌中のストロンチウムの挙動を変化させる主な要因は、ストロンチウムと腐植との有機錯体
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図4　ルビソル壌質砂土における利用可能なリン含有量変動と関連する春コムギの子実へのフラックスを示す
Tag値（137Csではm2/kg×10-5、90Srではm2/kg×10-3）（2005年、2006年、および2007年の対照
区とN110P60K180処理区の平均値）
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形成である（Arapis et al., 1997）。したがって、粗粒質土壌への有機物施用は、土壌による微量
の放射性核種の保持容量を増加させ、90Srの作物の取り込みを減少させることができる。多めの
家畜ふん堆肥施用と最適な肥料施用（N90P60K180）の複合効果は、コムギ子実への 90Srの移行を
1/4に抑制し、移行係数（Tag値）は1.11から0.28に低下した。

リン肥料

リン肥料の多量施用は、作物が微量元素を有害になるまで取り込むことを防止または軽減する
ことが知られている（Bergmann, 1992）が、これは 137Csや 90Srといった放射性核種に対しても
同様である（Nisbet et al., 1993; Prister et al., 1993）。土壌から作物への 90Sr移行量の抑制は、不
溶性ストロンチウムリン酸塩が形成されて起こる。しかし、肥沃な土壌でのアンバランスな窒素・
リン肥料の多量施用は、作物中への 137Csの吸収増大を引き起こした（Sanzharova et al., 1996）。



図5　ルビソル壌質砂土での可給態リン含有量の異なる条件下において、カリウム肥料の割合増加と関連する春
コムギの子実へのフラックスを示すTag値（137Csでは、m2/kg×10-5）（2005年～2007年の平均値 
± 標準偏差）
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通常、これらの肥料や堆肥の特性は密接な相互関係をもっている。筆者らの実験では、ほかの要
素レベルを一定に保ち、土壌中の可給態リンの濃度を変えた際の効果を検証した（図4）。

土壌中の可給態リン（mg P2O5/kg）含量が異なる4ブロックを次のように設定した：I（67～
72）; II（110～124）; III（189～211）、IV（388～398）。67～400mg P2O5/kgの広範囲にわたる
可給態リン含量の増加により、施肥区において穀物収量が3.8から6.9 t/haへと増加するだけで
なく、137Cs蓄積が1/1.4～1/1.9に減少、および 90Sr蓄積が1/1.5～1/1.6に減少した。コムギ子実
への 137Csと 90Srの移行係数Tag値（y）と土壌中で増加する可給態リン含有量（x）との関係は、
二次曲線（R2 = 0.91および0.77、P<0.01）で示された。壌質砂土において可給態リン含有量が
300～320 mg P2O5/kgの場合、コムギ子実内の放射性物質の蓄積が最も少なくなると予測され
た（Bogdevitch and Mikulich, 2008）。

また筆者らは、異なるレベルの土壌中可給態リン条件下において、窒素・リン肥料を一定にし、
コムギ子実への 137Csの移行係数に対するカリウム施用量の影響を検討した（図5）。

　
筆者らの試験圃場のカリウム含有量は、壌質砂土での穀物栽培にとって最適に近いものであっ

た（交換性カリウム4.7 mmol/kg）。カリウム肥料の施用量増加により、土壌からコムギ子実へ
の 137Csの移行は効果的に減少した。N90P60という基本施用（kg/ha）と比較して、K90の追加で
137Cs移行が10～16%、K120で14～27%、K180で22～40% 減少した。カリウム肥料の影響で、
90Srの子実への移行も3～28%と比較的低くなった。土壌からコムギ子実への放射性物質の移行
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に関するカリウム肥料の相対的な抑制効果は、土壌中のリン供給レベルの研究と似ている。しか
しながら 137Csの移行は、土壌中の可給態リン含量が増加するにつれ低下する傾向があった。

137Csの移行係数（Tag）値は小さいため、子実の放射能は1.9～9.1 Bq/kgとリンレベルによっ
て変動するが、食品としての穀物に定められている許容値（PL; Permitted level）90 Bq/kgよ
りはるかに低い値であった。90Srの土壌からコムギ子実への移行は、ほぼ2桁以上の値を示して
おり、子実の放射能は19.5～42.7 Bq/kgの間で変動した。現在、ベラルーシで施行されている
90Srの許容値は、食品グレードの穀物で11 Bq/kg、パン用で3.7 Bq/kgと特に低くなっている。
90Srの放射能が16  kBq/㎡までは食品用コムギの生産を許可されるので、最適レベルまで可給態
土壌リン含有量を増加させることは非常に重要である。土壌中リンの少ないやせた土壌では、食
品グレードのコムギは 90Sr の値が11 kBq/㎡以下のみで栽培が許可される。ベラルーシの耕地の
約8万haが、11 kBq/㎡以上の 90Srで汚染されている。

汚染地域の生産者にとっては、収入を最大化させるために、適切な許容値以下の食品グレード
のコムギ子実（飼料用でなく）を栽培できることが重要である。そしてもっとも経済的に効果の
ある処理量が、N-P2O5-K2O = 110-60-120 kg/haであった。施肥の収益性は土壌へのリン供給を
高めるにつれて増加し、実際に1段階目および4段階目の水準のリン投入で生産された食品グレ
ードの子実の純収益は、それぞれ99€/ha と252€/haであった。90Srで汚染されて許容値を上回
ったため飼料用として販売されたコムギ子実は、28€/haおよび105€/haという低い純収益であ
った。中庸な窒素施用量（60、90、および110 kg/ha）であったため、放射性物質である 137Csと
90Srのコムギ子実中への蓄積に対して窒素肥料の増加による効果は見られなかった。また、よく
知られた生物学的な放射性物質濃度の「希釈」効果は、窒素肥料の施用量に応じてコムギ収量が
高まったことにより観察された。

生物肥料

アゾスピリラム属に属する窒素固定菌は、農学者と微生物学者の間で大きな関心を集めている。
彼らは作物にその菌を接種して通常より高い収量・品質を得ることに成功している（Boddey 
and Dobereiner, 1995; Okon and Kapulnik, 1986; Kennedy et al., 2004）。

現地の菌株であるAzospirillum brasilense  B-4485を含んだ生物肥料アゾバクテリンは、ベラ
ルーシ土壌科学研究所（BRISSA）が開発した。その菌株は、高い窒素固定活性、有意なホルモ
ン作用、リン可溶化活性を有する。アゾバクテリンは、オオムギ、亜麻、多年生牧草において効
果的な接種剤である（Mikhailouskaya, 2006; Mikhailouskaya and Bogdevitch, 2009）。

多年生牧草にアゾバクテリンを接種した一連の試験を、チェルノブイリ原発事故によって放射
性物質で汚染されたポドゾルビソル壌質砂土で実施した。筆者らの6年間の圃場試験で、放射性



項目 コスズメノ
チャヒキ

オーチャード
グラス チモシー メドーフェスク

乾物収量（対照区）、t/ha 5.2 4.7 4.1 3.5

接種剤に対する収量応答、t/ha 0.9* 0.7* 0.7** 0.4*

LSD05 0.39 0.43 0.4 0.35
137Cs Tag値（対照区） 0.35 0.27 0.30 0.21
137Cs Tag値（接種剤処理区） 0.22 0.19 0.22 0.17

減少係数 1.6** 1.4** 1.3** 1.2*

90Sr Tag値（対照区） 2.33 3.08 1.67 1.33
90Sr Tag値（接種剤処理区） 1.25 1.67 0.75 0.75

減少係数 1.9** 1.8** 2.2** 1.8**

注）応答は、* P<0.05 および ** P <0.01で有意である

表3　多年生牧草のAzospirillum brasilense接種に対する収量応答と土壌からの放射性核種の移行（Tag値、
m2/kg×10-3 ）

表4　ベラルーシにおける放射性核種 137Csと 90Srで汚染されたポドゾルビソル土壌でのカリウム肥料の推奨年
間施用量

場所 可給態K2O 
mg/kg

初期投入量K2O 
kg/ha

137Csと90Srの堆積量（kBq/m2）ごとの 
K2O追加投入量（kg/ha）

137Cs 37-184 137Cs 185-554 137Cs 555-1,480
90Sr 6-10 90Sr 11-73 90Sr 74-111

耕地 < 80 100 50 100 150

81-140 90 30 60 90

141-200 80 20 40 60

201-300 55 15 30 45

> 300 25 - - -

牧草地／
牧場

< 80 80 40 80 120

81-140 70 30 60 90

141-200 60 20 40 60

201-300 45 15 30 45

> 300 20 - - -
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表5　ベラルーシにおける放射性核種 137Csと 90Srで汚染されたポドゾルビソル土壌でのリン肥料の推奨年間施
用量

場所 可給態P2O5 
mg/kg

初期投入量P2O5 
kg/ha

137Csと90Srの堆積量（kBq/m2）ごとの 
P2O5追加投入量（kg/ha）

137Cs 37-184 137Cs 185-554 137Cs 555-1,480
90Sr 6-10 90Sr 11-73 90Sr 74-111

耕地 < 60 45 15 30 45

61-100 40 10 20 30

101-150 35 5 10 15

151-250 20 - 5 10

251-400 10 - - -

牧草地／
牧場

< 60 35 15 30 45

61-100 30 10 20 30

101-150 25 5 10 15

151-250 10 - 5 10

251-400 - - - 10
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物質の多年生牧草への移行率の低下とともに、11～17%の大幅な増収効果が明らかになった（表3）。

安くて環境に優しい生物肥料は、効果的な改善策として受け入れられる可能性がある。137Cs
と 90Srの蓄積に対する細菌の効果により、それぞれの移行係数は、1/1.2～1/1.6および1/1.8～
1/2.2に低下した。このことは収量増加による希釈効果とバイオソープション［訳註：生物学的吸着。微

生物が金属イオンなどの各種物質を吸着、あるいは保持する能力をもつことを意味する］の効果の組み合わせによって説
明できる。これは、アゾスピリラム属細菌は、バイオマスと培地の 137Csと 90Srの分配係数がそ
れぞれ560と6,400であり、137Csと 90Srの固定化に適しているという、ロシアの科学者の報告か
らも支持される（Belimov et al., 1996）。

推奨される改善法
窒素・リン肥料、家畜ふん堆肥、石灰を組み合わせてのカリウム施肥システムは、1992年の

チェルノブイリ原発事故後の汚染された土壌で詳細に検討された後、2003年にさらに改善され
た（BRISSA, 2003）。土壌肥沃度の水準を確保しながら、作物や牧草中への放射性核種の取り込
みを最小化するために、経済的に許容可能なカリウム施肥量が見出された。推奨される肥料の投
与量は、土壌の種類、土壌中のカリウムレベル、および 137Csと 90Srの汚染程度によって決めら
れる。ポドゾルビソル土壌での典型的な輪作体系における年間カリウム施用量を表4に示す。リ
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ン肥料の施用量は、可給態リンの土壌分析値および放射性核種の汚染程度にしたがって同様の方
法で決めることができる（表5）。

生産者のリン・カリウム肥料の費用は、すべてチェルノブイリ原発事故の影響を克服するため
の国家プログラムによる助成金でまかなわれているので、窒素・リン・カリウム肥料の推奨投入
量の施用は、すべての汚染された土壌で実施されている。生産者の窒素肥料の費用も、農業・食
品省および地方予算から30～60％の助成を受けている。

ベラルーシにおける土壌肥沃度は、一般的に4年ごとに評価されている（pH、P2O5、K2O、カ
ルシウム、マグネシウム、有機物含有量、および必要に応じて、ホウ素、銅、亜鉛の含有量が測
定される）。

肥料の効率的な使用のための土壌肥沃度と推奨値のモニタリングは、ベラルーシ土壌科学研究
所（BRISSA）の傘下にあるアグロケミカルサービス（Agrochemical Service）の責任となって
いる。　

ベラルーシで適用された対策の素晴らしい効果は明らかである。食物連鎖への 137Csの移行は
事故後1/12以下、90Srは1/3に減少している。大規模な協同農場で生産されているすべての農産
物は、放射性物質含有量の国際的な許容値であるPL-99の要件を満たしている。農地の大部分は、
最適水準の土壌pHとカリウム含有量が達成され、維持されている。

試験による知見は、協同農場ならびに個人の生産者の圃場でECプロジェクト「ETHOS（1996
～2001年）」に基づいて利用された。このパイロット・プロジェクトは、放射能の状況管理に人々
が直接的に関与することを目的に、フランスの科学者チームによって1996年に開始された

（Jullien, 2005; Lochard, 2007）。2000～2007年の間に、ストーリンとスラブゴロド地区6村の住
民は、新しいジャガイモ品種の選定や施肥・作物保護手段の適用を含む、新たに開発されたジャ
ガイモ栽培技術を試験した。その結果、ジャガイモの平均収量は初期の収量15～20 t/haから
1.6倍増加し、放射性核種の濃度が対照区に比べて20～30%まで減少した。このジャガイモのプ
ロジェクトでは、投資金額1€あたり、1.5～2.0€を収益として享受した。このETHOSのアプロ
ーチは、州および地方のレベルで地元の生産者や官庁から非常に高く評価されている。

結論
石灰、家畜ふん堆肥、および窒素・リン・カリウムの施用による土壌肥沃度の改善は、チェル

ノブイリ原発事故後の長期にわたる基本的な土壌回復策である。低含有量および中程度のカリウ
ム含有量の土壌における、収益性のある作物栽培のためには、バランスがとれた窒素・リン肥料
の施用と180 kg K2O/haを上限としたカリウム肥料の施用が効果的である。ポドゾルビソル壌質
砂土において、2～3  mmol/kgから5～6 mmol/kgとカリウム供給量を増加させると、収量が改
善し、土壌から作物への放射性核種 137Csの移行係数を1/1.8～1/2に削減することができた。高
カリウム含有土壌においても、作物が吸収したカリウム量を土壌に補うには、中程度のカリウム
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肥料の施用が必要である。

67～400 mg P2O5/kgという広範囲にわたる土壌の可給態リン含有量の上昇は、春コムギの穀
物収量を3.8から6.9 t/haへと増加させるだけでなく、放射性物質 137Csや 90Srの移行係数をおの
おの、1/1.4～1/1.9、1/1.5～1/1.6に低下させた。137Csと 90Srの土壌から春コムギ子実への移行
係数は、土壌中の可給態リン含有量と密接な関係にあり、下向き凹状の二次曲線によって説明さ
れた。コムギ子実中への放射性物質の最小移行係数は、ポドゾルビソル壌質砂土の可給態リン含
有量が300～320 mg/kgの範囲であることが算出された。

窒素固定細菌であるAzospirillum brasilense  B-4485を含む生物肥料アゾバクテリンは、さら
なる改善手段として使用することができる。多年生牧草への接種は、11～17%収量を増加させ、
飼料中の 137Csと 90Srの移行係数をそれぞれ1/1.2～1/1.6および1/1.8～1/2.2に減少させた。

ETHOSプロジェクトで実証されたように、ジャガイモ栽培の新しい技術を個人の所有地で導
入することは、大きな社会的意義がある。自力復興・自己啓発のプロセスに農村住民が参加する
ことは、そのプロセスが放射性物質の汚染地域に住む人々の共通の財産となって、人々の生活の
質を向上させるひとつの方法である。
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編集後記

私ども一般社団法人 全国肥料商連合会は、高い施肥技術と知識向上を図るため、技術講習会・
検定試験を実施する「施肥技術マイスター制度」を2011（平成23）年8月に立ち上げた。以来、
年3～4回の講習会を全国にて開催し、2014（平成26）年末には1,300名を超える施肥技術マイ
スターが誕生した。
その教材として使用している『環境・資源・健康を考えた―土と施肥の新知識』（発売：一般
社団法人 農山漁村文化協会）にも謳われている“健康を考えた施肥”とは、執筆者の一人である
渡辺和彦先生（農学博士、元東京農業大学客員教授）の提唱による。同書は講義の中でも参照さ
れ、人間の健康と施肥の関係を考えてもいなかった私どもに新鮮な情報を提供してくれている。

本書は、2013（平成25）年末にカンポテックスジャパン 株式会社代表取締役の石井宏明氏の
協力を得て、国際肥料協会と国際植物栄養協会から日本語版の翻訳の承諾をいただき、約1年か
けて翻訳を完了した。多くの医学用語もあり翻訳は難航をきわめたが、渡辺先生には「肥料を扱
うことは命の源泉を農家に届けることであり、肥料業には明るい将来が待っている。まさに今“肥
料の夜明け”が来た」と、常に励まし続けていただき、かつご指導を仰ぎ、ようやく本書を完成
させることができた。心から感謝を申し上げる。また日本語版の監修・翻訳者は、先に記した通
りである。今回は非営利事業としての出版であることから、監修者、翻訳者の各氏にはボランテ
ィア精神のもとご協力いただいた。各氏の粘り強い学究心に改めて敬意を表する。本書の製作に
あたっては、株式会社 農文協プロダクション代表取締役の鈴木敏夫氏、同社阿久津若菜氏に多
大な協力を得た。
まさに関係各位の肥料に対する情熱なくしては、本書の発行には至らず、この紙面を借りて、
深く感謝を申し上げる。読者の方々には、肥料の新しい一面を読み取り、肥料新時代に向けて情
熱を燃やしていただきたい。

そして最後に、この第3版に至るまで丁寧で誠実なご校閲と数々のご教示を賜った、住友化学
株式会社の長久保有之氏、大野佳織氏に、あらためて感謝の意を表します。

上杉　登
（一般社団法人　全国肥料商連合会会長）



人を健康にする施肥

2015年3月31日　第1版発行

2016年10月3日　改訂第3版発行

ISBN978-4-540-15175-0

編者 …………… 国際植物栄養協会（IPNI）／国際肥料協会（IFA）

監修者 ………… 渡辺 和彦
出版責任者 …… 上杉 登

発行所 ………… 一般社団法人　全国肥料商連合会
 〒113-0033　東京都文京区本郷3-3-1　お茶の水K.Sビル（3階）

 TEL…03-3817-8880　FAX…03-3817-8882
発売 …………… 一般社団法人　農山漁村文化協会
 〒107-8668　東京都港区赤坂7-6-1

 TEL…03-3585-1141（営業）　FAX…03-3585-3668

 振替…00120-3-144478　URL…http://www.ruralnet.or.jp/
製作 ……………（株）農文協プロダクション
印刷・製本 …… 図書印刷（株）
Copyright 2015 IPNI/IFA,  
Printed in Japan


